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平成３０年度に係る業務実績等報告書（総合評定） 

 

２．法人全体に対する評価 

以下のとおり、研究開発成果の 大化に関する取組を中心に、特に顕著な成果を創出するとともに、業務運営一般についても着実に実施した。全体として、顕著な成果等を創出したと

評価する。 

① 研究開発成果を 大化し、イノベーションを創出する研究所運営システムの構築運用 

資源配分の機動的対応・ 適化、所内外の異分野連携によるエンジニアリング研究推進、理研白眉制度など若手研究リーダー等の育成プログラム（加藤セチプログラムによる若

手女性 PI の発掘を含む。）、欧州事務所の立上げや独マックスプランク協会との事務部門 WS 開催などの国際対応強化、「科学技術・イノベーション創出の活性化に関する法律」に

基づく「成果活用等支援法人」の設立準備、大学との新たな連携拠点設置等の科学技術ハブ機能強化など、理事長のリーダーシップの下、研究所運営システムの一層の強化等に

向けた様々な取組を実施した。 

これらにより、我が国の科学技術・イノベーション創出を牽引する中核機関として、将来的な成果の創出等にもつながり得る顕著な実績を挙げることができた。 

② 国家戦略等に基づく戦略的研究開発の推進 

例えば次世代シーケンサープラットフォーム構築等によるスケールメリットを生かした研究開発など、業務の更なる質の向上を図るとともに、人材が極度に不足する AI 分野で多数

の大学院生等の受入れと 先端研究機会の提供、若手・中堅研究者コミュニティの課題となっている“優秀なシニア研究員の転出問題”への対応、センター等の特徴・課題を踏まえ

た内外の研究機関との戦略的連携など、センター等のマネジメント、人材育成、外部連携等で特筆すべき取組を行った。 

１．全体の評定 

評定 

（Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ，Ｄ） 

Ａ ３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

A       

評定に至った理由 法人全体に対する評価に示すとおり、国立研究開発法人の中長期目標等に照らし、成果等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、顕著な成果等を創

出したと評価するため。 
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具体的な研究成果に関しては、数理科学や情報科学分野では、60 年以上未解決であった体内時計の温度に対する安定性の問題に取り組み、その実現条件を理論的に解明する

など、数理科学を軸とした異分野融合科学等の成果のほか、機械学習において正信頼度データだけで分類境界を学習できる画期的な手法を開発した。ライフサイエンス分野では、

第４期中長期目標等に伴うセンター等の再編を行い、新体制を構築した。その上で、感染抵抗性や抗腫瘍効果を高める腸内細菌株の同定、真核生物の折り畳まれた DNA を読み取

って転写する仕組みの解明、脳のエピソード記憶の保存メカニズム解明など、疾患の原因解明や治療法開発、更には次世代AI技術の開発等にも貢献し得る成果を挙げた。また、極

めて優れた自己修復・形状記憶機能を持つポリマー、半導体量子ビットによるハイブリッド量子計算手法、液体窒素温度で動作可能な高出力量子カスケードレーザーの開発など、幅

広い応用に貢献し得る成果を創出した。重イオン加速器を用いた二重魔法数を持つ「カルシウム-60」の発見といった原子核物理での画期的成果も創出した。 

以上より、センター等の効果的・効率的なマネジメントの下、研究開発成果の 大化に向けて特に顕著な成果等を創出することができた。 

③ 世界 先端の研究基盤の構築・運営・高度化 

「京」やSPring-8 等の共用について、運用技術の一層の改善の結果、それぞれ他に類のない極めて高い稼働率を実現し、高度な計算資源や世界 高品質の放射光を、内外の利

用者に極めて安定的に提供した。また、世界でも類のない多種多様なバイオリソースを扱う総合機関として、技術向上や徹底的な品質確保の結果、“３年連続リコールゼロ”を達成

し、真正なバイオリソースを極めて安定的・恒常的に提供して目標を大きく上回る提供実績を挙げた。 

高度化に関しては、「富岳」（ポスト「京」）のシステム開発目標達成が可能となる設計を実現するとともに、SiC パワー半導体技術を用いた高出力・高安定化電源を開発して XFEL

施設の利用時間の拡大・効率化に繋がる成果を挙げたほか、バイオリソースにおいてマウスの胚・精子の国内非凍結輸送を可能にする技術改善に成功するなど、広範な研究の発

展等に資する画期的成果を挙げた。 

以上のような研究基盤の共用・利活用促進や不断の高度化を通じ、研究所内外の成果の創出等に特に顕著な実績と貢献を果たすことができた。 

④ 業務運営の改善・効率化、財務内容の改善、その他業務運営に関する重要事項 

中長期目標等に照らし着実な業務運営を図りつつ、特に、情報セキュリティ強化を含む総合的なICT戦略の策定、多くの研究機関で深刻化しつつある老朽施設の長期修繕計画策

定に向けた検討着手、本部・事務棟整備に係るPFI事業、重要財産の処分（海外機関に設置した研究施設を計画どおり無償譲渡）、リスク対応計画を通じたPDCAサイクルの具体化

等において、業務運営の一層の改善等に資する具体的取組を行った。 

以上より、一部顕著な取組を含め、全体として業務運営の改善・効率化に向けて着実な業務運営を行うことができた。 

 

３．項目別評価の主な課題、改善事項等 

該当なし。 
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平成30 年度に係る業務実績等報告書 
 

【Ⅰ】 研究開発成果の 大化その他の業務の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 

 

【Ⅰ-1】 研究開発成果を 大化し、イノベーションを創出する研究所運営システムの構築・運用 

３．主な評価軸、業務実績及び自己評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 評定  A 

特 定 国 立 研 究

開 発 法 人 と し

て、理事長のリ

ーダーシップの

もと、他の研究

機関の模範とな

るような研究所

運営システムの

構 築 や 強 化 に

必要な制度を整

備・運用するた

め、以下に示す

取組を行い、研

究開発成果を

大化させ、イノベ

ーションを創出

する中核機関と

しての力を強化

する。 

特定国立研究開発

法人として理化学

研究所（以下、「研

究所」という。）は、

世界 高水準の幅

広い科学の総合研

究所として我が国

のイノベーションを

強力に牽引する中

核機関となることが

期待されている。そ

のため、研究所は

至高の科学力で世

界トップレベルの研

究開発成果を生み

出すとともに、圧倒

的な基礎研究にお

ける成果を輩出す

ることで他の国立研

究開発法人のモデ

ルとなることを目指

す。 

また、世界の冠たる

研究機関となること

を目指し、「科学力

展開プラン」として、

1.研究開発成果を

大化する研究運

営システムを開拓・

モデル化する、2.至

高の科学力で世界

に先んじて新た な

特定国立研究開発

法人として理化学

研究所（以下、「研

究所」という。）は、

世界 高水準の幅

広い科学の総合研

究所として我が国

のイノベーションを

強力に牽引する中

核機関となることが

期待されている。そ

のため、研究所は

至高の科学力で世

界トップレベルの研

究開発成果を生み

出すとともに、圧倒

的な基礎研究にお

ける成果を輩出す

ることで他の国立研

究開発法人のモデ

ルとなることを目指

す。 

また、世界の冠たる

研究機関となること

を目指し、「科学力

展開プラン」として、

1.研究開発成果を

大化する研究運

営システムを開拓・

モデル化する、2.至

高の科学力で世界

に先んじて新た な

（評価軸） 

・理事長のリーダーシップ

の下、研究開発成果を

大化し、イノベーションを創

出するための、他の国立研

究開発法人の模範となるよ

うな法人運営システムを構

築・運用できたか。 

 

【業務実績総括】 

●我が国のイノベーションを牽引する中核機関に

ふさわしい研究所運営システムの構築に努め、以

下のような顕著な取組を行った。 

 

●機動的・柔軟な資源配分を実施し、研究所の全

体 適を実現する法人運営システムを有効に活用

した。特に理研 ICT 戦略の策定とそれに基づく情報

システムの改善や、第４期中長期目標の達成に効

果的と判断された取組について、理事長裁量経費

も活用しつつ適切に重点配分を行った。 

 

●エンジニアリングネットワークの推進において、

所内外の異分野連携によるエンジニアリング課題

が戦略センターの中核的な研究に発展するなど、

当初の中長期計画を上回る進捗があった。 

 

●研究人材の育成に関しては、独立して独自の研

究を推進する理研白眉制度を運用し、既存分野に

とらわれない次世代を担う研究リーダーの育成強

化において顕著な実績を挙げた。また、同制度の

下で女性限定公募の「加藤セチプログラム」を開始

し、女性 PI の発掘を行った。 

 

●国際化戦略については、欧州事務所をブリュッ

セルに新たに設置したとともに、独マックスプランク

協会との事務部門同士のワークショップを実施し、

事務部門における国際化対応の取組も強化した。 

 

● 理 解 増 進 に 関 し て は 、 米 国 科 学 技 術 協 会

（AAAS）において理研主催のサイエンスセッション

が採択され 100 名以上の参加者を集めるなど、理

 

●理事長のリーダーシップの下、研究所運営システムの一層の強化等に向

けた以下をはじめとする取組により、将来的な成果の創出等にもつながり

得る顕著な実績を挙げているため、A 評定とする。 

 

・資源配分の機動的対応・ 適化 

・所内外の異分野連携によるエンジニアリング研究の推進 

・理研白眉制度など若手研究リーダー等の育成プログラム（特に、加藤セチ

プログラムによる若手女性 PI の発掘を含む。） 

・欧州事務所の立上げやマックスプランク協会との事務部門同士による WS

開催などの国際対応強化 

・「科学技術・イノベーション創出の活性化に関する法律」に基づく「成果活

用等支援法人」の設立準備 

・大学との新たな連携拠点設置など科学技術ハブ機能の強化 等 
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研究開発成果を創

出する、3.イノベー

シ ョ ン を 生 み 出 す

「科学技術ハブ」機

能を形成する、4.国

際頭脳循環の一極

を担う、5.世界的研

究リーダーを育成

することを中長期計

画の柱とする。 

科学力展開プラン

を踏まえ、新たな科

学を創成するととも

に、研究所が中核と

なり、社会と共創す

ることにより、革新

的なイノベーション

の創出を目指す。 

研究開発成果を創

出する、3.イノベー

シ ョ ン を 生 み 出 す

「科学技術ハブ」機

能を形成する、4.国

際頭脳循環の一極

を担う、5.世界的研

究リーダーを育成

することを中長期計

画の柱とする。 

科学力展開プラン

を踏まえ、新たな科

学を創成するととも

に、研究所が中核と

なり、社会と共創す

ることにより、革新

的なイノベーション

の創出を目指す。 

研の認知度向上の取組を更に進めた。 

 

●産業界との共創については、産業界との融合連

携制度に新たに３チームを設置したほか、本制度

を通じて開発された医療用材料が販売承認を受

け、本格的に臨床使用されることとなった。産業界

のコミットメント強化と、より多くの共同研究費確保

に向け、理研側負担に対する企業側マッチング比

率を増やした（1:1⇒1:3）。「科学技術・イノベーショ

ン創出の活性化に関する法律」に基づいて、研究

所の研究成果について民間事業者への移転や共

同研究のその活用を促進する法人（成果活用等支

援法人）の設立に関する検討を、法律の制定を見

据え検討に万全を期した。（※文科大臣に対する

法人への出資認可申請は、中長期目標・計画の変

更手続を経て、令和元年 5 月 16 日に実施。） 

 

●科学技術ハブ機能の形成と強化に関しては、２

大学との間で連携拠点を設置するとともに、１研究

開発法人との間での設置に向けた検討が進展す

るなど、連携の拡大に顕著な実績を挙げた。 

 

●産業界との連携を支える研究の取組において、

創薬・医療技術プログラムにおいて１件以上リード

探索段階に進める目標に対して３件を進めること

ができ、目標を大きく超えて達成した。 

 

●その他の中長期計画に係る業務についても、計

画どおり、順調に実施した。 
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１．事業に関する基本情報 

【Ⅰ－1-(1)】 研究所運営を支える体制・機能の強化 

 

３．主な評価軸、業務実績及び自己評価 

○経営判断を支える体制・機能の強化 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 

研究所の有す

る研究・経営資

源等を踏まえ、

国家戦略及び

将 来 の あ る べ

き 社 会 像 を 分

析し、研究所が

向かうべき方向

性をビジョンと

してとりまとめ、

具体的な研究

開発を企画・立

案・推進する機

能を強化する。 

我が国のイノベー

ション創出に向け

た研究開発の中核

的な担い手として、

科学技術基本計画

等の科学技術イノ

ベーション政策を

踏まえ、政策課題

の達成に向け明確

な使命の下で組織

的に研究開発に取

組むとともに、社会

からの様々な要請

に 対 応 し た 戦 略

的・重点的に研究

開発を推進する。

さらに、科学技術

に関する革新的な

知見が発見された

場合や、その他の

科学技術に関する

内外の情勢に著し

い変化が生じた場

合において、当該

知見に関する研究

開発その他の対応

が必要になった際

は、文部科学大臣

と十分な意志疎通

を図りつつ、迅速

な対応を行う。 

研究所内外の専門

的な有識者により

構成され、研究所

我が国のイノベー

ション創出に向け

た研究開発の中核

的な担い手として、

科学技術基本計画

等の科学技術イノ

ベーション政策を

踏まえ、政策課題

の達成に向け明確

な使命の下で組織

的に研究開発に取

組むとともに、社会

からの様々な要請

に 対 応 し た 戦 略

的・重点的に研究

開発を推進する。  

平成 30 年度は、理

研戦略会議や科学

者会議を開催し、

研究所の経営や研

究所が推進すべき

研究開発の方向性

等を議論するととも

に、議論を通して

得られた意見等を

研究所の運営に反

映する。さらに、科

学技術に関する革

新的な知見が発見

された場合や、そ

の他の科学技術に

関する内外の情勢

に著しい変化が生

じ た 場 合 に お い

（評価軸） 

・理事長のリーダーシップ

の下、研究開発成果を

大化し、イノベーションを

創出するための、他の国

立研究開発法人の模範と

なるような法人運営システ

ムを構築・運用できたか。 

 

（評価指標） 

・我が国や社会からの要

請の分析や、法人運営に

係る適切な評価の実施

と、これらを踏まえた理事

長のリーダーシップによる

法人運営の改善状況 

 

 

●平成 30 年度より新たに理研戦略会議を設置するため、規程の

整備や委員の選任等を行うとともに、昨年 12 月に第１回理研戦

略会議を開催し、第４期中長期計画における取組やイノベーショ

ン事業法人（成果活用等支援法人）設立構想等の新たなイノベー

ション促進方策について議論いただいた。 

 

●理研科学者会議については、本会議 6 回のほか、運営委員

会、研究人事部会、研究課題部会等の各種部会を開催し、理研

が推進すべき研究分野の検討や無期雇用等の研究人事制度、

独創的研究提案制度の課題採択・評価や制度改善、イノベーショ

ン事業法人設立構想等について議論を行った。 

 

●イノベーション事業法人設立等の検討にあたっては、「科学技

術・イノベーション創出の活性化に関する法律」の制定と、それに

伴う中長期目標・中長期計画の変更等について文部科学省等と

十分な意思疎通を図りつつ、適切に取り進めた。 

 

●役員やセンター長をはじめとする理研の経営等に携わる者

や、中心的な研究者・職員、更には理研戦略会議委員等が一堂

に会し、第４期中長期計画実施に際しての課題、理研が全所的

に取り組む事項について集中的に議論する「理研研究政策リトリ

ート」を開催し、理研における ICT 戦略、中長期的な老朽施設対

応、競争力強化に向けた研究インフラの在り方、国際化やイノベ

ーションに向けた取組について活発な議論を行った。 

 

 

 

●適切に計画を遂行していると評価する。 
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の経営、推進すべ

き研究等に関して

議論する理研戦略

会議や、研究所の

中核的な研究者が

科学的見地から研

究所が推進すべき

研究開発の方向性

等を議論する科学

者会議を開催し、

得られた適切な助

言を研究所の運営

に反映する。 

て、当該知見に関

する研究開発その

他の対応が必要に

なった際は、文部

科学大臣と十分な

意志疎通を図りつ

つ、迅速な対応を

行う。 

○経営判断に基づく運営の推進 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 

研究所の業務

の改 善 を進 め

る上で、理事長

の 裁 量 に よ る

研究費等の機

動的な措置や、

適な予算の

配分など、理事

長のリーダーシ

ップとそれを支

え る 機 能 の も

と、 適な研究

所運営が可能

となるよう取り

組む。その際、

イ ノベーション

創 出 を 促 す 組

織横断的 かつ 

柔軟な研究体

制やネットワー

ク構築 柔軟な

研究体制やネ

ットワーク構築

を進める。 

研究所全体を適切

に運営するため、

研究所全体の研究

計画の実施状況を

把握し、必要性、

緊急性等を踏まえ

た理事長の経営方

針に基づき、理事

長のリーダーシッ

プの下、熟議を踏

まえた経営判断を

行い、予算、人員

等の資源を適切に

配分する。 

また、国家戦略、

社会的ニーズの観

点から緊急に着手

すべき研究や早期

に加速することに

より成果創出が期

待される研究等に

必要な経費を経営

判断に基づき理事

長裁量経費として

機 動 的 に 措 置 す

る。 

さらに、戦略的研

究展開事業を推進

する。戦略的、政

策的に重要なテー

マを設定し研究開

研究所全体を適切

に運営するため、

研究所全体の研究

計画の実施状況を

把握し、必要性、

緊急性等を踏まえ

た理事長の経営方

針に基づき、理事

長のリーダーシッ

プの下、熟議を踏

まえた経営判断を

行い、予算、人員

等の資源を適切に

配分する。  

平成 30 年度は、研

究所全体の研究計

画が効果的・効率

的に進むよう資源

配分方針を策定す

る。また、緊急に着

手すべき研究や早

期に加速すること

により成果創出が

期待される研究等

に対して、理事長

裁量経費として機

動的に措置すると

ともに、戦略的、政

策的に重要なテー

マを設定して戦略

的研究展開事業を

（評価軸） 

・理事長のリーダーシップ

の下、研究開発成果を

大化し、イノベーションを

創出するための、他の国

立研究開発法人の模範と

なるような法人運営システ

ムを構築・運用できたか。 

 

（評価指標） 

・我が国や社会からの要

請の分析や、法人運営に

係る適切な評価の実施

と、これらを踏まえた理事

長のリーダーシップによる

法人運営の改善状況 

●部分 適化ではなく、理研全体の 適化に向けて、必要な基

盤的・共通的運営経費を確保するとともに、個々のセンター等の

既存の予算項目に固定化されない資源配分を実現するため、各

センター長等から全役員によるヒアリングを行った上で、所内の

「資源配分方針」を策定した。特に、理研ICT戦略に沿った情報シ

ステムの改善に向けた取組や、新たに発足したセンター等をはじ

めとして、第4期中長期目標の達成に向けてより効果的な研究事

業や取組に対して重点的な資源配分を行った。 

 

●理事長裁量経費については、上記資源配分も踏まえつつ、（1）

飛躍的な成果が期待できる基礎研究、（2）実用化に向けた研究

開発の加速、（3）各役員所掌において予算措置が必要な取組、

（4）新中長期計画の開始に伴うセンター等の円滑な運営体制構

築に資する取組等を中心に充当した。具体的には、超高感度テ

ラヘルツ電界発生装置の研究開発や普及型の分子動力学計算

専用計算機の開発加速、理研 ICT 戦略策定、脳神経科学センタ

ーにおける専門的実験技術支援サポートシステムの整備等、研

究開発成果の 大化に向けて機動的な措置が有効な取組等を

実施した。 

 

●戦略的研究展開事業として、「白血病再発克服プロジェクト」を

理事長のリーダーシップで新たに指定し、開始した。 

 

●独創的研究提案制度については、分野融合による未踏の研究

領域の創出を目指した新領域開拓課題８課題を実施した（うち、

１課題は平成 30 年度開始）。また、令和元年度に開始する新領

域開拓課題として、応募数９課題の中から２課題を選定した。若

手研究者の意欲的な研究の支援を目指した奨励課題（個人型、

連携型ともに研究期間２年間）を公募し、応募数 146 課題の中か

ら 39 課題を選定し、昨年度開始の 43 課題に加えて実施した。 

 

●これまでセンター等の予算項目に固定化されていた資源配

分を、各センター長等からのヒアリング等により各研究現場の

ニーズを把握した上で、全所的な観点で 適化し、効果的な

投資を行う資源配分を実現しているとともに、当初想定できな

かった機動的な対応が必要な研究や取組に対して、理事長裁

量経費によって適時的な投資を可能としている等、理事長のリ

ーダーシップの下、研究開発成果の 大化やイノベーション創

出のために、研究所の全体 適を実現する法人運営システム

を構築しており、高く評価する。 



 

8 

発成果の創出を目

指すとともに、独創

的研究提案制度に

より将来新たな研

究分野へ発展する

可能性のある挑戦

的・独創的な課題

を選定・実施し、新

たな事業に発展さ

せることを目指す。 

推進し、将来、新た

な研究分野へ発展

する可能性のある

挑戦的・独創的な

課題を選定して独

創的研究提案制度

を運営する。 

（参考：平成 30 年度実施中の新領域開拓課題８課題） 

 Extreme precisions to Explore fundamental physics with 

Exotic particles（奇妙な粒子の極限計測による基礎物理学

の探索） 

 Integrated Lipidology（脂質の統合的理解） 

 Biology of Symbiosis（共生の生物学） 

 Cellular Evolution: Karyogenesis and Diversification（細胞

進化） 

 Dynamic Structural Biology by Integrated Physics, 

Chemistry, and Computational Science（動的構造生物学） 

 Fundamental Principles Underlying the Hierarchy of Matter: 

A Comprehensive Experimental Study（物質階層の原理を

探求する統合的実験研究） 

 Chemical Probe（生命現象探索分子） 

 Heterogeneity at Materials interfaces（ヘテロ界面研究） 

◯研究開発活動の運営に対する適切な評価の実施、反映 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 

法人運営にあ

たって、海外の

著名な研究者

を 含 む外 部有

識 者 等 に よ る

研究開発活動

及び法人経営

への提言や評

価を受けるとと

もに、研究所内

の中核的な研

究 者 に よ る 科

学 的 見 地 か ら

新 た な 研 究 分

野の開拓等を

目 指 し た 研 究

開発の方向性

や戦略等の助

言 を 得 る こ と

で、研究所内外

の幅広い視点

か ら の 研 究 開

発や法人運営

の課題抽出・課

題 解 決 に つ な

げる 等の 取組

を行う。 

研究所の運営や実

施する研究課題に

関しては、世界的

に評価の高い外部

専門家等による国

際的水準の評価を

実施する。研究所

全体の運営の評価

を行うために「理化

学研究所アドバイ

ザ リ ー ・ カ ウ ン シ

ル」（RAC）を定期

的に開催するとと

もに、研究センター

等毎にアドバイザ

リ ー ・ カ ウ ン シ ル

(AC)を開催する。 

RAC 等の評価結

果を、研究室等の

改廃等の見直しを

含めた予算・人材

等の資源配分に反

映させるとともに、

独立行政法人評価

の結果への適切な

対応を行い、研究

開発活動を強化す

る方策の検討等に

積 極 的 に 活 用 す

研究所の運営や実

施する研究課題に

関しては、世界的

に評価の高い外部

専門家等による国

際的水準の評価を

実施する。研究所

全体の運営の評価

を行うために「理化

学研究所アドバイ

ザ リ ー ・ カ ウ ン シ

ル」（RAC）を定期

的に開催するとと

もに、研究センター

等毎にアドバイザ

リ ー ・ カ ウ ン シ ル

(AC)を開催する。  

平成 30 年度は、

RAC については平

成 31 年度下半期

前後の開催を目指

し、必要な準備を

進める。AC につい

ては次回のRACに

結果報告できる時

期での開催を目指

し、必要な準備を

進める。 

（評価軸） 

・理事長のリーダーシップ

の下、研究開発成果を

大化し、イノベーションを

創出するための、他の国

立研究開発法人の模範と

なるような法人運営システ

ムを構築・運用できたか。 

 

（モニタリング指標） 

・学術論文誌への論文掲

載数、論文の質に関する

指標（Top10%論文数等） 

 

●平成 30 年度は第 11 回の RAC について、令和元年度下半期

の開催に向け諮問事項の決定、委員の委嘱、会場の選定などの

準備を滞りなく実施した。 

 

●AC について、理事長からの諮問事項を決定し、所内関係各所

への展開を行った。 

 

（研究論文成果について） 

● 理研全体の平成 30 年（暦年）の査読つき論文数は、2,646 件

となった。 

 

●理研全体の平成 29 年度の論文の被引用回数 Top 10%論文の

比率は 24.9％、Top1%論文は 3.8％であった。分野補正を行った

場合の理研全体の Top10％、1％論文の比率は、それぞれ

14.3％、2.1％であった。 

（上記はいずれも令和元年５月時点において Clarivate Analytics

の InCites により算出した数値である） 

●適切に計画を遂行している 
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る。なお、原則とし

て、評価結果はウ

ェブサイト等に掲

載し公開する。 

研究所で実施する

研 究 等 に つ い て

は、社会的・政策

的要請の変化や長

期的視点に基づく

研究所の研究戦略

の変更等に応じた

経 営 判 断 に 基 づ

き、終了する、もし

くは発展・拡充して

重点的に推進する

等柔軟に再編を行

い、研究所の研究

活 動 を 適 化 す

る。 

◯イノベーションデザインの取組及びエンジニアリングネットワークの形成 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 

 

― 

社会と科学技術と

の関係を俯瞰的に

捉え、どのような未

来社会を作りたい

か と い う ビ ジ ョ ン

と、これを実現する

ための未来シナリ

オを描く。研究所

はこの担い手とな

るイノベーションデ

ザイナーを第一線

の研究者との対話

等を通して育成す

るとともに、イノベ

ーションデザイナ

ーが策定する未来

シナリオを活用し

て、研究所内の研

究者や組織が、産

業界や社会と連携

した未来志向の研

究開発に取組む。

こうしたイノベーシ

ョンデザインの活

動を通じて研究所

研究所は、社会と

科学技術との関係

を俯瞰的に捉え、

どのような未来社

会を作りたいかと

いうビジョンと、こ

れを実現するため

の未来シナリオを

描くための基盤を

構築する。  

細分化された科学

だけで解決するこ

とが困難な、複雑

化・流動化する社

会課題の解決に向

け、基礎から実用

化につなげるエン

ジニアリング研究

を推進する。  

平成 30 年度は、そ

のための基盤を構

築することを目指

し、イノベーション

デザイナーを育成

するとともに、未来

（評価軸） 

・理事長のリーダーシップ

の下、研究開発成果を

大化し、イノベーションを

創出するための、他の国

立研究開発法人の模範と

なるような法人運営システ

ムを構築・運用できたか。 

【イノベーションデザイン】 

●未来シナリオ等の作成に向けた基盤構築活動を展開した。イノ

ベーションデザイナーについては、ソーシャルイノベーションを目

指す NPO 法人代表、脳型人工知能や AI 駆動型科学を目指す科

学者、産業構造を俯瞰する経営コンサルタントに加え、平成 30 年

度に若手研究者ネットワークを束ね科学技術コミュニケーション

に長けた科学者といった多様な人材を発掘した（採用は令和元

年４月）。先端科学から未来社会の可能性を広げるアイデアの探

索・見える化を進め、それを未来シナリオとして編纂する仕組み

の設計・検討を行った。未来戦略室フォーラムを継続的に開催し

（「年をとればとるほど幸せになるみんなの百年人生」、「イノベー

ションはなぜ途絶えたか」に加え、「宇宙開発の法的・倫理的・社

会的課題と未来像」、「AI と経済発展」に「社会課題の俯瞰と科学

技術」）、産学官のステークホルダーが具体的なテーマの下で議

論し、未来シナリオ作りに活かす仕組み作りを進めた。政策検討

の場等において科学技術政策を担う行政官を交えた議論も重ね

た。 

 

【エンジニアリングネットワーク】 

●理研内の各研究分野の 先端技術と科学的知見を糾合し、社

会課題解決に取り組む所内公募型のエンジニアリング研究を、

平成 29 年度の試行的実施を踏まえ、本格的に着手した。具体的

には、先行して開始した 12 課題に加え、第４期中長期計画の実

現に資する新規課題の募集を行い、５課題を新たに選出し、研究

を推進した。また、研究センターの垣根を越えた組織横断的なネ

 

●理研内外の研究者と未来社会と科学技術の役割について

議論する場を構築するとともに、文科省だけでなく他の省庁の

政策立案と先端科学との関係を、未来社会の可能性を更に広

げるという文脈から議論する継続的な関係構築ができた。ま

た、断片的かつ無数の科学技術を整理し未来シナリオから物

語化していくための取組も進め、この中に大学や民間企業が

参加し始めている。このようにイノベーションデザインという挑

戦的かつ新たな取組について、今後の未来シナリオ等の作成

に向けての基盤構築が着実に進められたと認める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●エンジニアリングネットワークについては、組織横断的なネ

ットワークの形成促進及び異分野連携によるエンジニアリング

研究を開始するとしていたところ、平成 29 年度採択課題の一

つが戦略センターの中核的研究課題へと発展し、更に海外機

関との連携が戦略的なパートナーとの国際連携事業へと展開

する等、当初計画に対し大きな進展があったと認める。 
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の研究活動に新た

な 価 値 基 準 を 与

え、研究所の有す

る研究・経営資源

等を踏まえつつ、

未来社会の実現に

向けた研究の推進

を可能とする研究

所運営システムを

確立する。また、イ

ノベーションデザイ

ナーは、未来シナ

リオの策定に係る

対話等を通して、

産学官の様々なス

テークホルダーが

共創していくため

の場を提供する。 

 

さらに、少子高齢

化や気候変動等、

複雑化・流動化す

る社会課題が、細

分化された科学だ

けで解決するのが

困難となっているこ

とを踏まえ、学際

性を発揮しやすい

研究所の環境を活

か し 、 研 究 所 内

の、個々の研究分

野で世界 先端を

行く科学者・技術

者が、分野を超え

柔軟に連携できる

組織横断的なネッ

トワークを形成す

る。イノベーション

デザインの取組と

も連携しつつ、社

会課題の解決に向

け、そのネットワー

クを活用し、基礎

から実用化へつな

げるエンジニアリン

グ 研 究 を 推 進 す

る。 

シナリオの策定に

あ た り 産 学 官 の

様々なステークホ

ルダーとの対話を

進める。  

また、学際性を発

揮しやすい研究所

の環境を活かし、

分野を超え柔軟に

連携できる組織横

断的なネットワーク

の形成促進を開始

するとともに異分

野連携によるエン

ジニアリング研究

を開始する。 

ットワーク形成や推進課題の発展に向けた大学や企業等との連

携構築のための様々なワークショップ等を開催した。 

 

●平成 29 年度採択課題の一つの「次世代型のデザインド立体器

官培養エンジニアリング」が、生命機能科学研究センターの中核

的な研究課題として発展するとともに、更には同センターと米国

シンシナティ小児科病院・幹細胞オルガノイドセンター（CuSTOM）

との連携協力にも展開・発展した。CuSTOM との連携は、理研の

戦略的研究パートナーとの国際連携推進のための所内ファンデ

ィングでも支援を行うこととし、更に取組を強化することになって

いる。 

 

●今後、エンジニアリングネットワークの取組については、更に理

研の「科技ハブ産連本部」が推進している「科学技術ハブ」の外

部機関とのネットワークとも連携させるため、当該取組を（現在の

経営企画部から）科技ハブ産連本部の下に位置づけ、成果の

大化に向けた具体的対応を更に強化することとしている。 
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１．事業に関する基本情報 

【Ⅰ－1－(2)】 世界 高水準の研究成果を生み出すための研究環境の整備と優秀な研究者の育成・輩出等 

 

２．主要な経年データ 

評価対象となる
指標 

達成目標 29 年度 
（基準値） 

 

30 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 参考情報 

研究に従事する
研究者の外国人
比率 

20％程度 19.5% 19.6%        

指導的な地位に
ある女性研究者
の比率 

 9.2% 8.9%        

指導的な地位に
ある女性研究者
の累計在籍者 

累 計 45
名 

31 名 32 名        

 

３．主な評価軸、業務実績及び自己評価 

◯若手研究人材の育成 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 

世 界 に 開 か れ

た 国 際 頭 脳 循

環のハブとして

研 究 所 が 機 能

することにより、

科 学 技 術 の 水

準の向上と国内

の 若 手 研 究 者

の 育 成 等 を 推

進するため、大

学との研究協力

及 び 優 れ た 人

材 の 育 成 の 観

点から組織的な

連携を進め、国

内 外 の 優 秀 な

研 究 者 の 受 入

国内外の大学との

連携を図りつつ、大

学院生リサーチ・ア

ソシエイト、国際プ

ログラム・アソシエ

イト及び基礎科学

特別研究員等の制

度を活用して、独立

性や自律性を含め

た資質の向上を図

るべく、学生から若

手研究者まで人材

育成に取組む。ま

た、未開拓の研究

領域等、野心的な

研究に挑戦しようと

する若手研究者を

国内外の大学との

連携を図りつつ、大

学院生リサーチ・ア

ソシエイト制度及び

国際プログラム・ア

ソシエイト制度を活

用して、国内外の

大学院生を積極的

に受入れると同時

に、若手研究者に

対しては基礎科学

特別研究員制度や

理研白眉制度を推

進し、独立性や自

律性を含めた資質

の向上を図るべく、

次世代の優れた研

（評価軸） 

・理事長のリーダーシップ

の下、研究開発成果を

大化し、イノベーションを創

出するための、他の国立

研究開発法人の模範とな

るような法人運営システム

を構築・運用できたか。 

 

（評価指標） 

・国内外からの研究者の

受け入れと育成・輩出の状

況、学生の受入状況 

 

（モニタリング指標） 

・国内外から受け入れた若

手研究者数、白眉 PI の採

●平成 30 年度は、大学院生リサーチアソシエイト（JRA）とし

て国内大学院生を 147 名（うち、医師免許・歯科医師免許を

取得した大学院生 32 名）、海外の大学院生を国際プログラ

ム・アソシエイト（IPA）として 85 名、合計 232 名を受け入れ

た。 

 

●平成 30 年度は、基礎科学特別研究員及び国際特別研究

員については、それぞれ 153 名、３ 名、合計 156 名を受け

入れた。うち外国人は 49 名を受け入れ、全体の 3 割が外国

籍であった。 

 

●平成 30 年度は、理研白眉研究チームリーダーとして３名を

受け入れた。第二回目の公募と同時に女性研究室主宰者プロ

グラムとして加藤セチプログラムの公募も行い、女性１名を含

む３名の理研白眉研究チームリーダー内定者を決定した（令

和元年度着任予定）。 

 

●各階層における若手人材を育成する制度を設け、国際会

議などで紹介し国際的認知度を向上させる取り組みを行な

ったと認める。また、独立して独自の研究を推進する理研白

眉制度を運用するとともに、同制度の下、女性限定公募の

「加藤セチプログラム」を開始するなど、既存分野にとらわれ

ない次世代を担う研究リーダーの育成を強力に推進したこ

とを高く評価する。 
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れとその育成・

輩出、大学から

の 学 生 の 積 極

的な受入れに取

り組むとともに、

海 外 の 研 究 機

関 と の 共 同 研

究・人事交流等

の連携や、海外

の 研 究 拠 点 の

形成・運営など

を、戦略的に推

進する。 

研究室主宰者とし

て任命する制度（理

研白眉制度）を活

用し、次世代の研

究 人 材 を 育 成 す

る。 

究人材の育成に取

組む。  

大学院生リサーチ・

アソシエイト制度で

は、柔軟な発想に

富み、活力のある

大学院生を積極的

に受入れ、育成す

る。平成 30 年度

は、130 人程度を受

入れる。  

国際プログラム・ア

ソ シ エ イ ト 制 度 で

は、科学技術の発

展に貢献する優秀

な人材を発掘・育成

し、将来、日本と海

外を結ぶ国際的な

ネットワークを構築

す る こ と を 目 指 し

て、年間 30 人程度

を新たに受入れる。  

基礎科学特別研究

員制度では、国籍

を問わず世界水準

で優秀な若手研究

者を採用し、自由な

発想で主体的に研

究できる機会を与

えることにより、創

造性や独創性をよ

り高め、国際的に

活躍する研究者を

育成する。平成 30

年度は、150 人程度

を受入れる。  

理 研 白 眉 制 度 で

は、未開拓の研究

領域等、野心的な

研究に挑戦しようと

する若手研究者に

研究室主宰者とし

て独立して研究す

る機会を与え、広い

視野を持つ国際的

な次世代の研究人

材を育成する。平

成 30 年度は、3 名

を受入れる。 

用数、大学から受け入れ

た学生数 

 

●米国科学振興協会（AAAS）・ICA2019(International 

Conference on Ageing)の理研紹介ブースにて、各階層におけ

る若手人材育成制度を積極的に紹介した。 
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◯新たな人事雇用制度 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 

若手をはじめと

す る 研 究 者 等

が、中長期的視

点を持って研究

に専念出来るよ

う、研究者等の

任 期 の 長 期 化

や 一 部 の 無 期

雇用化を含む、

人 事 制 度 の 改

革・運用を行う。

この際、様々な

特色ある発想・

知見を持った研

究 者 を 受 け 入

れ、また輩出す

る機能が、研究

所 の 活 性 化 や

科 学 界 全 体 の

発展に重要であ

ることに鑑み、

人材の流動性と

安定性のバラン

スには十分配慮

するとともに、無

期雇用となった

研究者等につい

ては、自らの研

究 の 推 進 の み

ならず、より広

範な研究分野で

の貢献等、研究

所 全 体 の 発 展

に向けた取組へ

の参画を促すこ

ととする。 

優れた研究者を惹

きつけ、より安定的

に研究に取組むた

め、研究所が中長

期的に進めるべき

分野等を考慮し、公

正かつ厳正な評価

を行ったうえで、無

期雇用職として任

期の設定がなく研

究に従事できる環

境を提供することと

し、対象となる研究

者の割合を 4 割程

度まで拡充する。ま

た、任期制研究者

についても、研究に

従事できる期間を

原 則 7 年 と す る

等、安定的な研究

環境を提供し、研究

センター等で柔軟

かつ機動的に人材

を 活 用 す る と と も

に、国内外の大学・

研究機関等で活躍

する人材として輩出

することを目指す。 

加えて、全所的に

活躍し得る高度な

研究支援業務を担

うコーディネーター

（リサーチアドミニス

トレーター）等につ

いても人材確保に

努める。 

優れた研究者を惹

きつけ、より安定的

に研究に取組むた

め、研究所が中長

期的に進めるべき

分野等を考慮し、公

正かつ厳正な評価

を行った上で、無期

雇用職として任期

の設定がなく研究

に従事できる環境

を 提 供 す る こ と と

し、対象となる研究

者の割合を中長期

目標期間中に 

4 割程度まで拡充

する。平成 30 年度

は、引き続き無期

雇用職員の採用を

進め、公募選考等

を通じて優れた人

材 の 獲 得 に 努 め

る。また、任期制研

究者についても、研

究に従事できる期

間を原則 7 年とする

等、安定的な研究

環境を提供し、研究

センター等で柔軟

かつ機動的に人材

を 活 用 す る と と も

に、国内外の大学・

研究機関等で活躍

する人材として輩出

することを目指す。 

加えて、全所的に

活躍し得る高度な

研究支援業務を担

うコーディネーター

（リサーチアドミニス

トレーター）等につ

いても人材確保に

努める。 

（評価軸） 

・理事長のリーダーシップ

の下、研究開発成果を

大化し、イノベーションを創

出するための、他の国立

研究開発法人の模範とな

るような法人運営システム

を構築・運用できたか。 

 

（評価指標） 

・人事制度の改革、多様で

優れた人材の登用、研究

支援機能の構築などの、

研究環境の整備状況 

 

（モニタリング指標） 

・無期雇用化した職員数 

 

●第３期中長期目標期間において整備した無期雇用職の登用

制度により公募、選考を行い平成 30 年度は研究系管理職 21

名、研究系一般職 70 名を登用した。また、全所的に活躍し得

る高度な研究支援業務を担う研究支援職員として 120 名を登

用した。更に、平成 31 年４月１日採用に向け公募・選考を行

い、研究系管理職 13 名、研究支援職員７名を内定した。平成

30 年度末時点において常勤の研究系職員及び研究支援職員

3,052 名のうち長期雇用である定年制職員、無期雇用職員は

533 名(17.5%)である。 

 

●任期制研究者の研究従事期間については任期付の雇用で

あってもその能力を 大限に発揮して研究に従事できるよう原

則７年として運用した。 

●順調に計画を遂行している。 
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◯研究開発活動を支える体制の強化 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 

また、研究者が

自らの研究開発

活動を効果的・

効率的に行うと

ともに成果の

大化を図り、研

究所としてその

得られた成果の

社会還元を進め

るために、研究

系 事 務 職 員 や

研究補助者とい

っ た 研 究 支 援

者、研究所内外

の連携を進める

ためのコーディ

ネート人材等の

配置や、そのた

め の 適 切 な 事

務 体 制 の 構 築

等、研究開発活

動を事務・技術

で強力に支える

機能・体制を構

築する。 

研究開発活動を支

える研究支援機能

を強化するため、事

業所毎にセンター

等研究組織の研究

推進を担う運営業

務と、管理系業務を

効 果 的 に 配 置 す

る。加えて、研究セ

ンター等研究組織

においてもアウトリ

ーチ活動、研究資

金獲得支援、学術

集会等開催、研究

所内外の大学、研

究機関等との連携

研究の支援等を行

う コ ー デ ィ ネ ー タ

ー、高度支援専門

職等の研究経歴を

有する研究支援人

材等を配置すること

により、多層の研究

推進・支援体制を

整備 

し、研究者が研究

に専念できる研究

環境を構築する。ま

た、適正に業務を

見直し、あるいは不

要な業務は廃止す

る等により、適宜業

務の改善を図る。 

研究開発活動を支

える研究支援機能

を強化する。 

平成 30 年度は、事

務組織、センター等

研究組織における

支援組織の再編を

行い、その効果的

な運用を進める。ま

た、本部と和光事

業所の業務の融合

を進めて、限られた

人員での業務配分

の 適化をするとと

もに、研究支援室を

新設して研究支援

機能を強化する。

個々の事務職員や

研究部門における

コーディネーター・

アシスタント等がそ

の立場や環境に関

わらず高い意欲を

持って業務に取組

め る よ う に す る た

め、能力・業務実績

の反映や職位と職

階並びに権限の整

理を行うよう、人事

体系の構築を進め

る。 

さらに、無期雇用職

コーディネーター、

高度研究支援専門

職、研究支援専門

職について公募選

考等を通じて優れ

た人材の獲得に努

める。また、適正に

業務を見直し、ある

いは不要な業務は

廃止する等により、

適宜業務の改善を

図る。 

（評価軸） 

・理事長のリーダーシップ

の下、研究開発成果を

大化し、イノベーションを創

出するための、他の国立

研究開発法人の模範とな

るような法人運営システム

を構築・運用できたか。 

 

（評価指標） 

・人事制度の改革、多様で

優れた人材の登用、研究

支援機能の構築などの、

研究環境の整備状況 

 

（モニタリング指標） 

・研究支援者等の数 

 

●限られた人員での効果的な業務遂行のため、本部と和光事

業所の業務の融合を進めた。具体的には、和光事業所の経理

や安全管理業務について、本部（財務部、安全管理室）への統

合を行い、所全体での効果的が業務体制を整えた。 

 

●各センターにセンター長室を設置し、無期雇用職の公募を通

じて選考された研究支援職である長期雇用の人材を中心に配

置することにより、センターの研究支援機能を強化した。 

 

●無期雇用職の研究支援職に平成 30 年度は 120 名を登用し

た。 

 

●第３期中長期期間に事務系任期制職員のキャリアパスとし

て無期雇用職である事務基幹職制度を整備したが、平成 30 年

度は 130 名を登用した。 

 

●平成 30 年度末時点における研究支援を担う研究支援職及

び事務系職員の人数は 818 名である。 

 

●コーディネーター・アシスタント等研究支援職について、所共

通の職階を設定し、職階ごとの給与幅を設定していくことにつ

いて検討を開始した。 

 

 

●順調に計画を遂行している。 
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◯ダイバーシティの推進 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 

これらを進める

上で、女性や外

国 人 研 究 者 等

が 円 滑 に 研 究

活動に従事でき

るよう、ダイバー

シティの計画的

な推進に配慮し

た 環 境 の 整 備

に努める。 

より多様な人材を

確保するための先

導的な研究環境の

構築等の取組を引

き続き推進する。 

女性研究者等のさ

らなる活躍を促す

ため、出産・育児や

介護の際及びその

前後においても研

究開発活動を継続

できるよう男女共同

参画の理念に基づ

いた仕事と家庭の

両立のための取組

等を実施し、研究環

境を整備する。 

外国人研究者への

様々な支援を含め

て、国際的な環境

を整備するため事

務部門における外

国語対応をさらに

強化する。また、既

に導入されている

各種の取組につい

ても利便性を高め

るための見直しや

改善を図る。 

加えて、研究所全

体で、障害者雇用

の 支 援 等 に 取 組

む。 

指導的な地位にあ

る女性研究者につ

いては、その比率

（第 3 期中長期計

画目標「少なくとも

10％程度」）の維持

向上及び輩出に努

め、当該中長期計

画期間における指

導的な地位にある

女性研究者の累計

より多様な人材を

確保するための先

導的な研究環境の

構築等の取組を引

き続き推進する。 

女性研究者等のさ

らなる活躍を促すた

め、出産・育児や介

護の際及びその前

後においても研究

開発活動を継続で

きるよう男女共同参

画の理念に基づい

た仕事と家庭の両

立のための取組等

を実施し、研究環境

を整備する。指導

的な地位にある女

性研究者について

は、その比率（第 3

期中長期計画目標

「少なくとも 10％程

度」）の維持向上及

び輩出に努め、当

該中長期計画期間

における指導的な

地位にある女性研

究者の累計在籍者

数 45 名を目指す。 

優れた外国人研究

者を確保するため、

外国人研究者に配

慮した生活環境の

整備を進める。平

成 30 年度は、本部

と実際に外国人研

究者の受入れを行

う各事業所との連

携を図り、外国人研

究者の家族に対す

る生活支援、生活

に関連する諸手続

きの簡素化の推進

等のほか、対応す

（評価軸） 

・理事長のリーダーシップ

の下、研究開発成果を

大化し、イノベーションを創

出するための、他の国立

研究開発法人の模範とな

るような法人運営システム

を構築・運用できたか。 

 

（評価指標） 

・女性や外国人が働きや

す い 制 度 の 整 備 及 び 運

用、研究支援機能の構築

などの、研究環境の整備

状況 

 

（モニタリング指標） 

・研究者の外国人比率、女

性比率 

 

● 出産・育児や介護の際及びその前後においても研究活動

を継続できる環境整備を推進し、男女共同参画の理念に基づ

いた仕事と家庭の両立を目指すための取組として「妊娠、育児

又は介護中の研究系職員を支援する者の雇用経費助成」で、

のべ 56 人（平成 29 年度はのべ 61 人）に助成を行った。また、

個別の事情に対応し支援を検討する相談窓口「個別支援コー

ディネート」には 12 件（平成 29 年度は 34 件）の相談があった。  

 

●平成 28 年度に採択された文部科学省科学技術人材育成補

助事業「ダイバーシティ研究環境実現イニシアティブ（特色型）」

において、ライフイベント支援および優秀女性研究者支援のた

めの研究費配賦、アカデミックライティング支援を行った他、仕

事と介護の両立支援を目的とするセミナー、意識啓発を目的と

したダイバーシティセミナーなどの取組を行った。 

 

●世界的女性リーダーの育成を目的に「加藤セチプログラム」

を開始した。このプログラムは、平成 29 年度に導入した、並外

れた能力を持つ若手研究者に PI として独立して研究推進の機

会を提供する「理研白眉制度」の中で新たに導入した女性限定

公募と、女性 PI の採用・登用を促進するためのインセンティブ

経費助成制度から成るものである。 

 

●指導的な地位にある女性研究者の比率は 8.9%で、累計在籍

者数は 32 名となった。 

 

●各事業所と本部の担当者が連携して、所外の外国人研究者

向け情報の整理を進めた。 

 

●引き続き専門スタッフによる所内文書の翻訳を行った。ま

た、業務の効率化を目指して受付方法をオンライン化した。月

刊英文所内報 RIKENETIC は、配送の方法と時期を見直し、毎

月１日に在籍外国人に直接届くように改善した。 

 

●外国人研究者の受入を積極的に進め、平成 30 年度におけ

る理化学研究所で研究に従事する研究者の外国人比率は

19.6％となった。 

 

●障害者雇用の支援等の取組みとして、障害者の新規採用、

定着支援等に対応する専任職員を１名配置した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●女性研究室主宰者の公募実施や女性研究者の研究力

強化支援・意識改革の取組を効果的に推進することで、将

来的に指導的地位に占める女性研究者の割合の向上が期

待できる環境を整えており、順調に計画を遂行している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●月刊英文所内報 RIKENETIC を在籍外国人に直接届ける

運用にしたことで、在籍外国人に対するよりタイムリーな情

報提供を可能とし、理研に対する理解・帰属意識を深めるこ

とが期待でき、順調に計画が進捗していると評価する。 
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在籍者数 45 名を

目指す。また、外国

人研究者の比率の

維持（第3 期中長期

計画目標 20％程

度）等多様性の確

保を図る。 

る各事務部門の一

層のバイリンガル

化を推進するととも

に、外国人向け生

活マニュアルの充

実化を図る。また、

外部向けホームペ

ージにおける所外

外国人研究者向け

の情報を整理し内

容を充実させるとと

もに、英文所内ニュ

ー ス レ タ ー で あ る

RIKENETIC や所内

ウェブサイトを通じ

て定期的に必要な

情 報 を 発 信 す る

等、来日前から入

所後まで状況に応

じたきめ細かい対

応を行う。このよう

な環境整備のもと、

外国人研究者の受

入れを引き続き積

極的に進め、研究

に従事する研究者

の外国人比率の維

持（第 3 期中長期計

画目標 20％程度）

等、多様性の確保

を図る。 

加えて、研究所全

体で、障害者雇用

の 支 援 等 に 取 組

む。 

◯国際化戦略 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 

世 界 に 開 か れ

た 国 際 頭 脳 循

環のハブとして

研 究 所 が 機 能

することにより、

科 学 技 術 の 水

準の向上と国内

の 若 手 研 究 者

の 育 成 等 を 推

国際的な科学技術

ハブとして、国際連

携を通じた世界

高水準の研究成果

の創出や国際頭脳

好循環を実現する

ため、互恵的な国

際協力関係を構築

する取組を国際化

国外の研究機関と

の連携・協力につ

いては、研究所の

国 際 戦 略 に 基 づ

き、トップレベルの

海外研究機関・大

学と、研究協力協

定や国際連携大学

院協定の締結等に

（評価軸） 

・理事長のリーダーシップ

の下、研究開発成果を

大化し、イノベーションを創

出するための、他の国立

研究開発法人の模範とな

るような法人運営システム

を構築・運用できたか。 

（評価指標） 

●トップダウンによる戦略的な国際連携を推進するための「理

化学研究所の国際化戦略」を着実に推進するため、前年度に

策定された国際連携支援施策に基づき、グローバル戦略委員

会による審査を経て、戦略的な研究パートナーとの国際連携

事業（４課題）を初めて選定した。同事業は研究成果の 大

化、国際頭脳循環の推進等を目的としている。 

 

●理研が欧州と広く互恵的な関係を構築し、欧州各国の優れ

たリソースを活用した理研の研究力強化、欧州における研究

●戦略的な研究パートナーとの国際連携事業は、研究セン

ターからのボトムアップが主であった従来の連携から、ト

ップダウンとのマッチングを図り、より科学的・社会的イン

パクトの高い国際連携を所として推進するものであり、高

く評価する。その中の一課題では、同年度中に世界のトッ

プレベル機関であるマックスプランク研究所及びドイツ物

理工学研究所との連携センター形成のための合意形成

にまで至っており、理研の研究成果の 大化と国際頭脳

循環の推進に大きく貢献したと、高く評価する。 
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進するため、大

学との研究協力

及 び 優 れ た 人

材 の 育 成 の 観

点から組織的な

連携を進め、国

内 外 の 優 秀 な

研 究 者 の 受 入

れとその育成・

輩出、大学から

の 学 生 の 積 極

的な受入れに取

り組むとともに、

海 外 の 研 究 機

関 と の 共 同 研

究・人事交流等

の連携や、海外

の 研 究 拠 点 の

形成・運営など

を、戦略的に推

進する。 

戦略に基づき推進

する。具体的には、

海外研究機関・大

学等との覚書や研

究 協 力 協 定 の 締

結、国際共同研究

の実施、人材の派

遣や受入れを通じ

た国際交流等に取

組 み 、 ア ジ ア 、 米

国、ヨーロッパ等に

国際連携拠点を形

成する。また、取組

状況を適宜精査し、

終了した共同研究

や国際連携拠点は

速やかに廃止する

等 適 切 に 対 応 す

る。 

よる機関間連携・協

力体制の構築を進

める。平成 30 年度

は、共同シンポジウ

ムの開催等を通じ

てさらなる国際協力

に向けた研究課題

の検討を進めるとと

もに、これまでに構

築した海外研究機

関等との連携を強

化する。また、機関

間連携等を通じた

国際的なネットワー

クを活用し、多様な

国 際 的 人 材 の 獲

得・育成を行う。国

際連携研究や海外

拠点形成について

は、研究組織の戦

略と本部の国際化

戦略が合致した国

際連携研究を推進

する新たな枠組み

を構築、実施すると

ともに、欧州におけ

る拠点設置を重点

的に検討する。 

・海外の研究機関等との連

携状況 

協力・人的交流の拡大、理研のプレゼンス向上等を進めるた

め、11 月、ブリュッセルに欧州事務所を開設した。開所行事に

は、EU の科学技術・イノベーション政策を所管する研究イノベ

ーション総局長をはじめ、EU、欧州の大学・研究機関等から総

勢約 70 名が参加した。 

 

●米西海岸拠点では、前年度開始したローレンス・バークレー

国立研究所（LBNL）及びカリフォルニア大学バークレー校との

数理科学分野を中心とした連携において、両機関に若手研究

員 3 名を長期に派遣している。連携分野の拡大を目指し、量子

情報科学をキーワードにシンポジウムを現地にて開催、理研

からは iTHEMS、CEMS、CPR がセンター横断的に参加するとと

もに、近隣大学・企業を含む延べ 100 名以上が参加した。 

 

●海外トップクラスの研究所のベンチマークに基づき、理研の

運営の効率化・改善を促進するとともに事務職員間の交流を

深めるため、独マックスプランク協会と、前年度に引き続き 2 回

目となる事務職員ラウンドテーブルディスカッションを、和光本

部で実施した。 

 

●さくらサイエンスプログラム（科学技術振興機構）で受け入れ

ている中国科学院（CAS）の行政官と理研事務職員の意見交

換会を初めて実施した。 

 

●北京事務所では、引き続き中国科学技術部（MOST）との共

同研究支援プログラムの円滑な運営に尽力している。同プロ

グラムによる共同研究を契機として、創薬につながる新たな化

合物の発見を目指す連携研究センターを杭州科技城（サイエ

ンスパーク）に設置するための国際協定を締結した。 

 

●シンガポール事務所では、南洋理工大学との連携センター

の運営を軌道に乗せるための事務支援を行っており、８月には

第一回運営委員会を開催し、共同研究継続に道筋をつけた。

また、3 月にマレーシア科学大学とのジョイントシンポジウムを

行うなど、引続きアセアン地域における理研の共同研究活動

のコーディネーション機能を遂行した。 

 

●海外との研究協力協定の締結・更新については、今中長期

計画に基づき、取組状況を適宜精査し、終了した共同研究や

国際連携拠点は速やかに廃止する等適切に対応した。平成

30 年度末の研究協力協定数は 316 件となった。 

 

●協定の締結および管理業務の効率化を図るため、協定のひ

な形を策定した他、既存の知財管理システムを用いて協定管

理体制の電子化を図る等の業務改善を図った。 

 

 

●欧州事務所の開設は、理研と欧州が互恵的な関係を構

築し、欧州各国の優れた研究リソースを活用した理研の

研究力強化や研究協力・人材交流の拡大等に大きく貢献

するものである。また、本業績は日本と欧州との科技外

交をリードするものであり、高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●マックスプランク協会とのラウンドテーブルにおいて、今回

新たに担当者間の bilateral workshop を設け、さらに踏み込

んだ詳細な実務に関する情報交換を行い、理研の各部署

の業務改善の提言にまでつなげられたことを高く評価する。 

 

 

 

 

 

●杭州科技城における連携研究センターの設置は、日本と

中国との新たな科学技術協力案件として日中双方の政

府関係者からも注目されており、順調に計画が進捗して

いると評価する。 
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◯研究開発活動の理解増進のための発信 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 

加えて、我が国

を代表する研究

機関として、自

らの活動を科学

界のみならず広

く一般社会に発

信し、その意義

や 価 値 に つ い

て、幅広く理解

され、支持を得

ることが重要で

ある。このため、

論文発表、シン

ポジウム、広報

誌 や 施 設 公 開

等において、引

き続き、研究活

動 や 研 究 成 果

の分かりやすい

発表・紹介に取

り組むとともに、

あわせて、当該

研究によって期

待される社会還

元 の 内 容 等 に

ついて情報発信

を行い、国内外

の各層から幅広

く 理 解 ・ 支 持 さ

れ る よ う 努 め

る。 

国民の理解増進を

図るため、優れた

研究開発成果や期

待される社会還元

の内容について 

プレス発表、広報

誌、ウェブサイト、

SNS、施設公開、各

地で開催する科学

講演会やメディア 

との懇談会等にお

いて情報発信を積

極的に行う。 

プレス発表や広報

誌では、平易な用

語や映像を用いて

国民にわかりやす

い形で情報提供 

する。また、施設公

開や各種講演会に

加え、セミナーや出

張レクチャー等の

機会を通じて、 

国内外の各層から

幅広く理解・支持さ

れるよう努める。 

海外との連携強化

や国際人材の確保

を目的として、海外

メディアを対象とし

たプレスリリースや

RIKEN Research 

等により海外への

情報発信を行う。 

国民の理解増進を

図るため、優れた

研究開発成果や期

待される社会還元

の内容についてプ

レス発表、広報誌、

ウェブサイト、SNS、

施設公開、各地で

開催する科学講演

会やメディアとの懇

談会等において情

報発信を積極的に

行う。平成 30 年度

は、第 4 期中長期

目標期間における

研究所の広報戦略

を策定する。 

プレス発表や広報

誌では、平易な用

語や映像を用いて

国民にわかりやす

い形で情報提供す

る。また、施設公開

や、各種講演会に

加え、セミナーや出

張レクチャー等の

機会を通じて、国内

外の各層から幅広

く理解・支持される

よう努める。公式ウ

ェブサイトについて

は、ウェブアクセシ

ビリティを考慮し、イ

ンターネット利用の

習熟度、障害の有

無、年齢等にかか

わらず、誰もが利用

しやすいウェブサイ

トを基本方針とし改

訂を進める。また、

平成 31 年度に予定

しているリニューア

ル公開の作業を進

める。 

（評価軸） 

・理事長のリーダーシップ

の下、研究開発成果を

大化し、イノベーションを創

出するための、他の国立

研究開発法人の模範とな

るような法人運営システム

を構築・運用できたか。 

 

（評価指標） 

・研究成果の発信、アウト

リーチ活動の取組状況 

等 

 

（モニタリング指標） 

・アウトリーチ活動の実施

件数 

 

●第４期中長期目標期間における研究所の広報戦略を策定し

た。 

 

●研究成果に関するプレスリリースを継続して発信し、必要に

応じて報道機関向けの勉強会を開催するなど、正確で適切な

報道発表に向けた取り組みを確実に実行した。 

 

●定例記者懇談会を新たに企画・開催（原則隔月）し、幅広い

分野の記者が理研の研究内容を理解する機会を提供した。５

回開催のうち、１回は理事長から経営理念等を情報発信し、記

者との交流を深めた。 

 

●平成 30 年度理研主導のプレスリリースは、188 件（資料配布

87 件、レクチャー24 件、参考資料配布 77 件、他機関主導の発

表を含む数は 275 件)を行い、発表したプレスリリースの約５割

が新聞に掲載された。 

 

●「理研ニュース」（月刊、約８千部／月）、理研全体から代表

的な研究成果を紹介する「広報誌 RIKEN」（年刊）、小中学生お

よび保護者をターゲットにした子供向けミニ冊子（年刊）を発刊

し、Web ページにも公開した。「理研ニュース」読者アンケートを

実施した。 

 

●和光、つくば、播磨、仙台、横浜、神戸、名古屋、大阪など、

各地区で一般公開を行い、全体の来場者は約 36,000 名であっ

た。 

 

●一般向けイベントとして「科学講演会」、「スパコンを知る集

い」、文部科学省主催の「子ども霞が関見学デー」、参加者と

の双方向のコミュニケーションイベントとして「サイエンスカフェ」

「理研 DAY：研究者と話そう」を実施、SSH 校の集まる「サイエ

ンスフェア in 兵庫」や北海道が主催した「ほっかいどうサイエン

ス・フェスティバル」に出展し、理解増進を行った。 

 

●高校生向けプログラムとして、「RIKEN 和光サイエンス合宿

2018」、「夏休み高校生理科教室」、「高校生のための生命科

学体験講座」を実施した。 

 

●理研のことをどの程度一般の人が認知しているのか、また、

どのようなイメージを持っているのかを把握するためにインター

ネットを通じた調査を実施した。 

 

●電子媒体として、メールマガジンの発行（24 回、会員数：約

11,000 名/H30.３.１現在）、Twitter での情報発信を行った（フォ

●順調に計画を遂行していると評価する。 

 

 

●研究成果の報道発表を継続して適切で正確な報道につ

なげており、高く評価する。 

 

 

●定期的な記者懇談会を通じて、理研の研究成果を含めた

動向を発信できた。また、経営陣と記者との双方向のコミュ

ニケーションがとれたことも評価する。 

 

 

●国民に分かりやすく伝えるという観点からのプレス発表・

動画の配信、広報誌（「理研ニュース」等）や子供向け小冊

子制作発行、ウェブサイト等により情報発信、地域と連携し

た活動、順調に計画を遂行していると評価する。また、科学

講演会・研究施設の一般公開・種々のイベントの実施に加

え、高校生向けのプログラム充実させていると認める。 
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研究所の国際社会

における存在感を

高めるため、英語で

の情報発信経験を

有する科学コミュニ

ケーターによる海外

メディアを対象とし

た記事作成を行うと

ともに、外国人向け

の 広 報 誌 RIKEN 

Research を発行す

る。また、アメリカ科

学振興協会年次総

会等、国際的な科

学技術関連会議で

のジャーナリストと

のネットワーキング

や、英文によるプレ

スリリースを行う。 

ロワー約 21,300 人（2018 年３月））。また、YouTube「RIKEN 

Channel」にプレスリリース関連の動画や各研究センターが制

作した動画を 31 本掲載した。 

 

●公式ウェブサイト（各センターのサイトも含む）について、総

務省の「みんなの公共サイト運用ガイドライン」に基づいた、ウ

ェブアクセシビリティ対応を進めた。また、そのための職員研修

を実施し、その重要性を所内に周知した。さらに、2019 年に予

定している公式ウェブサイトのリニューアルに向け、システム設

計、情報分類、構造設計、デザインの作成等を行った。 

 

●一般公開等での理研施設来場者やイベント参加者を対象に

「理研グッズ」を販売し（10,478 点）、およそ１万人とのつながり

を創出した。平成28年度からは自己収入事業として、H30年度

収入予算（335 万円）に対して約 523 万円の収入を達成

（156％）した。 

 

●保存史料の修復・デジタル化などアーカイブを進めた。 

 

●正確・タイムリー・分かりやすい内容の記事を作成し、年間

40 件の英文によるプレスリリースを行った。また、ジャーナリス

トや研究者、一般市民が多数参加する米国 AAAS において初

めて科学セッションを開催する等、海外での知名度向上に資す

る活動を行った。 

 

●英文広報誌 RIKEN Research はウェブ版のほか冊子版を４

回発行、英文プレスリリースは 40 本を執筆、またその他英文

記事も多数作成し、ウェブサイトや SNS を通じて発信した。 

 

●科学ジャーナリストや研究者等が多数参加するアメリカ科学

振興協会（AAAS）年会では、提案した科学セッションが初めて

採択され、例年のジャーナリストとの個別のネットワーキングに

加え、理研の存在感の向上に貢献した。 

 

 

 

 

 

●さまざまなユーザーが、より情報を得やすくなることにつ

ながる総務省の「みんなの公共サイト運用ガイドライン」に

着実に対応していると高く評価する。 

 

 

 

 

●平成 28 年度から自己収入事業として認められた「理研グ

ッズ」の販売は、各イベントでも予想以上に好評であり、また

事業として順調に拡大してきており、高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●インハウスでの理研の研究成果等の情報発信に加え、

AAAS 年会で科学セッションを主催したことは、理研の国際

社会におけるプレゼンス向上、ひいては研究成果 大化や

国際頭脳循環に貢献するものであり、高く評価する。 

 

１．事業に関する基本情報 

【Ⅰ－1－(3)】 関係機関との連携強化等による、研究成果の社会還元の推進 

 

３．主な評価軸、業務実績及び自己評価 

◯産業界との共創機能の強化 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 
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イノベーション

創 出 の た め

に 、 研 究 所 が

有する革新的

研究シーズの

社会還元を加

速する。このた

め 、 産 業 界 や

大学といった外

部機関との連

携を強化し、分

野や業種を超

えて結びつく場

として、研究所

の研究成果の

実 用 化 や 、 関

係 機 関 に よ る

新たな価値の

共創のための

オープンイノベ

ーションの推進

や 、 そ の た め

の 企 画 ・ 立 案

機能の強化及

び 体 制 整 備 、

知的財産の戦

略的な取得・管

理 ・ 活 用 等 の

取組を推進す

る。また、それ

ら の 取 組 を 通

じ、外部資金の

獲得・活用に努

める。 

特 に 、 外 部 機

関との連携に

あ た っ て は 、

個々の研究者

同士の共同研

究 を 実 施 す る

だけではなく、

組織対組織の

連携を強化し、

研究所内外の

知識や技術を

融合・活用する

ことでオープン

イノベーション

の推進に資す

研究成果の 大

化及び社会的課

題解決のため、ニ

ーズ探索、新技術

開発テーマ創出か

ら 事 業 化 に 向 け

て、諸外国での取

組 状 況 等 も 踏 ま

え、オープンイノベ

ーションを推進し、

組織対組織の連

携による産業界と

の共 創機 能を 強

化 す る 。 そ の た

め、学際・業際等

の領域を跨がる連

携チームを構成し

た戦略的な共創テ

ーマを創出し、産

業界と研究所の複

数の研究チームよ

り構成される連携

センター、産業界

と研究所が協働し

て研究計画の立

案から成果創出ま

でを一体的に担う

連携プログラム、

産業界の先導に

よる課題解決に取

組む融合的連携

研究等を推進し、

大型共同研究に

結 実 さ せ る 。 ま

た、それらの共同

研究の実施に当

たって、その着実

な進捗と成果の社

会 実 装 に 向 け た

組織的なプロジェ

クトマネージメント

を行う。 

研究成果を基にし

た研究所発ベンチ

ャーの設立を強力

に支援するため、

技術の優位性判

断、市場調査等を

進め、外部ベンチ

研究成果の 大

化及び社会的課

題解決のため、ニ

ーズ探索、新技術

開発テーマ創出か

ら 事 業 化 に 向 け

て、諸外国での取

組 状 況 等 も 踏 ま

え、オープンイノベ

ーションを推進し、

組織対組織の連

携による産業界と

の共創 機能 を 強

化する。平成30年

度は、産業界との

融合的連携研究

制度において、産

業・社会のニーズ

を重視した研究開

発課題の発掘等

を行い、次世代の

技術基盤の創造

や、成果の早期実

用 化 等 に 向 け て

発展が見込まれる

研究開 発課 題 を

実施する。産業界

との連携センター

制度については、

産業界の潜在ニ

ーズの開拓 に 努

め、これまでに設

置した連携センタ

ーの持続的発展と

ともに、所内各所

の 調 整 を 密 に 行

い、連携プログラ

ムの実施も含めた

組織的かつ包括

的な連携の提案と

構 築 を 積 極 的 に

行う。また、産業

界との共創機能を

強化するために、

企業の経営戦略

の把握とそれに基

づくコンサルティン

グ、研究センター

等の積極的参加

（評価軸） 

・理事長のリーダーシッ

プの下、研究開発成果を

大化し、イノベーション

を創出するための、他の

国立研究開発法人の模

範となるような法人運営

システムを構築・運用で

きたか。 

 

（評価指標） 

・組織対組織での産業界

やとの連携状況と、これ

による研究成果の社会

還元等の状況 

・知的財産のマネジメン

ト、ベンチャー創出・育成

の進捗状況 

・出資等の業務を通じた

イノベーション創出強化

に係る取組状況 

等 

 

（モニタリング指標） 

・国内外の外部の研究機

関等との連携数、連携プ

ロジェクト数 

・大型の共同研究等によ

る民間企業からの資金

受入状況、特許件数（出

願、登録）、10 年以上保

有している特許の実施化

率、研究所発ベンチャー

数 

・出資等の業務を通じた

民間企業等との連携数、

資金受入状況 

 

●産業界との連携 

・産業界との融合的連携研究制度において、平成 30 年度に新規３

チームを設置するとともに、これらを含む 11 チームがそれぞれ産業

界のニーズに基づいた研究開発を実施した。 

・産業界との連携センター制度においては、平成 30 年７月より革新

知能統合研究センターにおいて、富士フィルムホールディングス株

式会社との間で、「理研 AIP‐富士フィルム連携センター」を開設し、

全 12 のセンターが研究活動を行った。 

 

●製品化実績 

・平成 23 年度から平成 25 年度まで設置された「生体反応制御材料

研究チーム」において開発された「細胞接着性を有する人工硬膜」

について、特許権の許諾を受けた企業が医薬品医療機器総合機構

(PMDA)より製造販売承認を受け、平成 30 年 4 月 2 日に名古屋大学

病院にて臨床使用された。また、新たに心膜シートについても平成

30 年 11 月に PMDA より製造販売承認を受けた。 

 

●次世代の技術基盤の創造 

・「微細藻類生産制御技術研究チーム」(産業界との融合的連携研

究制度)にて、ミドリムシの油脂生産時の課題である硫黄化合物系

の臭いの主成分が硫化水素であることを突き止め、さらにその発生

原因がミドリムシ細胞内のタンパク質およびグルタチオンの分解に

由来することを明らかにした。高効率バイオ燃料の研究等の加速に

繋がると期待される。 
・「眼疾患クラウド診断融合連携研究チーム」(産業界との融合的連

携研究制度)にて、眼底検査装置からのマルチモダリティ画像情報

を用いて、早期発見と早期治療が求められている緑内障を自動診

断できる機械学習モデルを構築した。 

・「植物新育種技術研究チーム」(産業界との融合的連携研究制度)

にて、イネ卵細胞と精細胞を電気融合させる「イネ in vitro 受精」で作

製したイネ受精卵に、新たにポリエチレングリコールを用いること

で、ゲノム編集ツールなどの様々な物質を高効率で導入する方法を

確立し、イネ受精卵におけるゲノム編集が育種の現場にも適用可能

であることを実証した。 

・「理研 AIP‐富士通連携センター」(産業界との連携センター制度)に

て、アノテーション（意義づけ）済み教師データからの機械学習によ

り、粗い超音波画像に対しても画像中に映る複数の物体の位置・分

類を高い性能で判別できる人工知能（AI）技術「物体検知技術」を活

用し、胎児の心臓構造の異常を自動検知する技術を開発した。 

 

●他の国立研究開発法人の模範となるような法人運営システムの

構築 

・「科学技術・イノベーション創出の活性化に関する法律」（平成30年

12 月成立）により、研究所の研究成果について民間事業者への移

転や共同研究の企画・あっせん等によりその活用を促進する法人

（以下「成果活用等支援法人」という。）について、国会における法律

の検討状況等も見据えつつ、その設立に向けた検討を着実に行っ

た。 

 

●産業界との連携 

産業界との融合的連携研究制度において、平成 30 年度に３

チームを新規設置した。また、産業界との連携センター制度

においては１センターを新規で設置した。このように産業・社

会のニーズを重視した研究開発課題を発掘し、新たな連携を

構築できたことをており、高く評価する。 

 

 

 

●製品化実績 

心膜シートが医薬品医療機器総合機構（PMDA）より平成 30

年 11 月に製造販売承認を受けたため、高く評価する。 

 

 

 

 

 

●次世代の技術基盤の創造 

・企業との共同研究を通じて、イネ受精卵におけるゲノム編

集が育種の現場にも適用可能であることを実証するととも

に、胎児の心臓構造の異常を自動検知する技術を開発した

ため、高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●「科学技術・イノベーション創出の活性化に関する法律」に

基づく「成果活用等支援法人」について、法律の検討状況等

を見据えつつ、その設立に向けた検討を着実に進めること

で、法施行後の速やかな設立に向けた手続へと移行（中長

期目標／計画の変更を経て、令和元年 5 月に当該法人に対

する出資認可申請を実施）できたことを高く評価する 
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る。 

産業界との連

携 に あ た っ て

は 、 組 織 的 か

つ大型の共同

研究等の取組

を強化すること

で、外部資金を

獲得・活用しつ

つ、自らの研究

シーズの社会

還元を行う。そ

の際、イノベー

ション創出を促

進 し 先 導 す る

観 点 か ら 、 研

究所の知的財

産 の 管 理 ・ 活

用 、 法 人 発 ベ

ン チ ャ ー の 育

成・支援のため

の組織的な取

組を強化する。 

 

ャーキャピタル等

の協力を得ながら

事業計画の立案、

経営支援及び資

金調 達支 援を 一

体的に推進する。 

産業界が活用し得

る 質 の 高 い 知 的

財産権の確保の

ため、基礎研究段

階の 研究 成 果 を

実証段階の成果

まで高める研究開

発や知的財産権

を強化するための

研究 開発 を推 進

する。さらに、複数

の特許技術のパッ

ケージ化、バリュ

ーチェーン化等に

より、知的財産権

のライセンス活動

を 強 力 に 推 進 す

る。 

を引き出すテーマ

創出活 動を 推 進

するとともに、企

業 と の 組 織 対 組

織の連携を前提と

す る 産 業 界 会 員

制度の 検討 を 行

う 。 企 業 と の 共

創、知財のライセ

ンス、ベンチャー

支援等 の活 動 を

一元的に推進す

る新組織体 制 の

整 備 及 び 運 用 を

実施する。 

研究成果を基にし

た研究所発ベンチ

ャーの設立を強力

に支援するため、

技術の優位性判

断、市場調査等を

進め、外部ベンチ

ャーキャピタル等

の協力を得ながら

事業計画の立案、

経営支援及び資

金調達 支援 を 一

体的に推進する。

平成 30 年度は、

起業経験者やベ

ンチャーキャピタリ

スト等によるセミナ

ーを開催し、職員

の起業 意識 を 醸

成する。また、ベ

ンチャーを起業す

る際に必要となる

事業計画立案、企

業会計及び会社

法等の基本知識

についての研修を

開催し、ベンチャ

ー 人 材 を 育 成 す

る。 

産 業 界 が 活 用 し

得 る 質 の 高 い 知

的財産権の確保

のため、基礎研究

段階の研究成果

●共創、ライセンス、ベンチャー支援を推進する機能の検討 

・企業との共創、知財のライセンス、ベンチャー支援、共同研究促進

等の活動を一元的に担う成果活用等支援法人の設立に関する検討

を進めた。 

 

●共創機能、会員制度の検討 

・産業界との共創に向けた会員制度の検討を進めた。企業のイノベ

ーション戦略支援、技術指導等助言、情報提供等を区分した有償会

員制度の提供により、企業ニーズに応じた共創活動を推進していく

ことを検討している。 

 

●出資等の業務を通じたイノベーション創出強化に係る取組 

・成果活用等支援法人への出資並びに人的及び技術的援助を通じ

て、研究所の研究成果をもとにしたイノベーション創出の強化を図る

べく検討を進めた。 

 

●起業意識の醸成 

・平成 30 年 10 月に、研究開発型ベンチャーの起業に関心のある職

員を対象として起業家２名による理研ベンチャー特別セミナーを開

催した。 

・平成 30 年 11 月から平成 31 年３月にかけて、（独）中小企業基盤

整備機構と共同で起業を検討している者を対象としたアクセラレー

ションプログラムを開催した。アントレプレナーマインドや市場把握、

資本政策、事業計画を学ぶ機会、事業計画に対するメンタリングを

提供し、ベンチャーキャピタリストを含む外部スタートアップ支援者に

向けた発表会を開催した。 

 

●産業界が活用しうる質の高い知的財産権の取得 

・特許請求項を強化・拡充しライセンス契約へ発展させることを目的

として審査に通過した 5 課題に対し予算措置支援を行った。 

・基礎研究段階の研究成果から産業連携が見込める段階へ引き上

げることを目的として審査に通過した 10 課題に対し予算措置支援を

行った。 

 

●ライセンス活動の推進 

・JST 新技術説明会、イノベーションジャパン、理研と未来を創る会

セミナー・交流会、nanotech といったイベントや展示会、Web・メール

マガジンによる情報発信、個別企業への技術紹介活動を行った。 

・ライセンス活動においては、複数の技術を組み合わせて課題解決

を提案するなど、ライセンス活動を強力に推進した。 

 

（モニタリング指標に対して） 

●民間企業からの資金受入状況 

・民間企業との共同研究等を積極的に推進し、平成 30 年度の受け

入れ額は 29 億円となった。 

・知的財産権の実施許諾契約 287 件、実施料等収入 178 百万円と

なった。 

 

●知的財産権の確保と効率的な維持管理 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●ベンチャー支援の方針など制度の見直しとともに、意識醸

成活動、質の高い知的財産権の取得支援、展示会や個別の

ライセンス活動、効率的かつ効果的な知財の維持管理等と

の有機的連携のもと活動し、実施許諾や共同研究へ発展さ

せ、研究成果を社会に還元する取り組みに一定の成果が出

ていると高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●民間企業からの共同研究等による収入が増加したことを

高く評価する。 

 

 

 

 

●知的財産権確保の有効性や市場性を検証し、効率的な維
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を実証 段階 の 成

果まで高める研究

開発や知的財産

権を強化するため

の研究 開発 を 推

進する。平成30年

度は、複数の課題

において技術をパ

ッケージ化した紹

介を行い、知的財

産権のライセンス

活 動 を 強 力 に 推

進する。また、関

連企業への紹介

活動、企業向けの

展示会における産

業界との面談、ウ

ェブサイトを活用し

た情報発信等によ

り、知的財産権の

ライセンス活動を

強力に推進する。

これら活動の結果

を踏まえ、一定期

間毎にその 知 的

財産としての価値

や費用 対効 果 を

検証し、権利維持

の必要 性を 見 直

す等、効率的な維

持管理を行う。実

施許諾した知的財

産についても、一

定期間毎 にそ の

実施状況や市場

状況を踏まえ、権

利維持の必要性

を見直す。 

・引き続き積極的に知的財産権を確保する一方で、その価値と費用

対効果を検証した結果、平成 30 年度末では 10 年以上保有している

特許の実施化率は 86．0％（前年度実績 80.0％）を達成した。 

 

●理研ベンチャーの認定 

・理研の研究成果の実用化を促進するため、理研ベンチャー1 社を

新たに認定した。 

・企業成長に資する制度とするため、理研ベンチャー認定・支援制

度の運用方針の改訂検討を行った。 

 

 

持管理を行い、10 年以上保有特許の実施化率が昨年度を超

える実績があったことを評価する。 

 

 

◯科学技術ハブ機能の形成と強化 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 

大学との連携に

あたっては、複

数の分野の研究

者が流動性を持

ちながら、組織

的に連携するハ

大学、研究機関

や産業界と協働

し、研究所が科

学技術における

ハブの役割を担

い、研究開発の

大学、研究機関や

産業界と協働し、

研究所が科学技

術におけるハブの

役割を担い、研究

開発のネットワー

（評価軸） 

・理事長のリーダーシッ

プの下、研究開発成果を

大化し、イノベーション

を創出するための、他の

国立研究開発法人の模

（科学技術ハブの形成及び強化と地域への展開） 

●科学技術ハブ機能の強化のため、以下の取組を実施した。 

【九州大学 応用科学】 

・ ４月より、大学院工学府に理研連携講座を設置し、教育研究連携

を開始した。基本協定に基づく連携推進協議会を５月に実施し、九

州大学への科学技術ハブ設置に向け協議を開始し、平成 31 年３月

 

●「科学技術ハブ」構想の下、国内の大学・研究機関との基

本協定の締結や大学等への科学技術ハブの設置により、新

たな組織間連携の関係を構築している。 

 特に、平成 30 年度は、既に科学技術ハブ設置に関する覚

書を締結した京都大学に加え、新たに名古屋大学、大阪大
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ブとしての機能

を研究所が中心

となって構築し、

それぞれの強み

を活かしつつ組

織や分野の壁を

越えた融合研究

を展開する場を

構築することで、

研究所及び連携

先の大学による

新たな革新的研

究シーズの創出

につなげるととも

に、当該ハブ機

能を中核として

地方自治体や地

域産業との連携

を強化し、成果

の社会還元につ

なげる。 

ネットワークを形

成及び強化する

ことにより我が国

の科学力の充実

を図るとともに、

イノベーションの

創 出 を 推 進 す

る。このため、従

来型の研究者間

の個別の共同研

究によるつなが

りにとどまること

なく、高い研究開

発力や産学連携

能力等を有する

大学等と組織対

組織で協働でき

る体制を形成す

るとともに、それ

ぞれの組織の強

みを生かした組

織や分野の壁を

越えた融合研究

を実 施する こと

で、革新的な研

究成果や新たな

基礎研究のシー

ズを創出する。

また、クロスアポ

イントメント制度

等を活用し、大

学等の研究所外

とのネットワーク

を形 成する こと

で、頭脳循環を

図るとともに、若

手研究者や学生

等の人材育成を

図る。さらに、創

出した研究成果

の社会導出等を

図るため、産業

界、自治体及び

関連団体等との

連 携 に よ り 、 連

携フォーラムや

シンポジウムを

開 催 す る と と も

に、産学官の協

クを形成及び強化

することにより我

が国の科学力の

充実を図るととも

に、イノベーション

の 創 出 を 推 進 す

る。 

平成 30 年度は、

九州大学、広島大

学、名古屋大学、

京都大学及びけ

いはんな地区を対

象として、科学技

術ハブ（以下「科

技ハブ」という。）

機能の 強化 を 推

進する。具体的に

は、科技ハブ形成

先との合意がなさ

れた場合には、科

技ハブの特性及

び 進 捗 を 踏 ま え

て、大学等に研究

所との連携のため

の組織、研究室及

び 協 議 体 を 設 置

し、科技ハブ形成

先において、機関

間の連携や地域

への展 開を 促 進

するためのシンポ

ジウムを開催する

とともに、連携講

座の設置等により

人材育成に取組

む。さらに、新たな

科技ハブ機能の

形成に着手する。 

なお、政府関係機

関移転基本方針

（平成28 年3 月22

日まち・ひと・しご

と創生本部決定）

への対応について

は、平成 29 年 4

月公表の年次プラ

ンに基づき推進す

る。 

範となるような法人運営

システムを構築・運用で

きたか。 

 

（評価指標） 

・組織対組織での産業界

や大学との連携状況と、

これによる研究成果の社

会還元等の状況 

 

（モニタリング指標） 

・国内外の外部の研究機

関等との連携数、連携プ

ロジェクト数 

 

末までに両機関での大筋の合意に至った。 

・ 科学技術ハブ機能の強化に向けて、応用化学分野の研究プロジ

ェクトの方針設定にむけての研究集会を 12 月、１月と実施し、テー

マ設定に向けて推進している。 

・ 九州大学、福岡市との３者連携協議会を 5 月に実施し、取組の検

討を行うとともに、九州先端科学技術研究所とも連携のもと5月には

「数理・AI が解く未来！～計算科学の展開と期待～」をタイトルとす

るシンポジウムを九州大学にて、3 月には「データ×サイエンス×ビ

ジネス」フォーラムを開催し、それぞれ企業や研究機関等から200 名

を超える参加を得て、産学官連携を推進した。 

 

【広島大学 イメージング】 

・ 広島大学と基本協定に基づく連携協議会を７月に実施し、広島大

学への科学技術ハブ設置について協議を開始した。 

・ ６月には、広島大学イノベーションプラザに設置したライフサイエ

ンス共同研究拠点の近隣研究機関との連携促進を目的として、広

島中央サイエンスパーク協議会に入会した。これらの活動により、酒

類総合研究所との共同研究につながった。 

・ 広島大学原爆医療放射線研究所、工学研究科と共同研究が開

始されるなど連携が拡大した。 

 

【名古屋大学 植物育種】 

・ 名古屋大学と基本協定に基づく組織間協議の場である連携協議

会を平成 30 年 11 月に実施し、名古屋大学への科学技術ハブ設置

について協議を開始し、平成 31 年２月に覚書を締結し、理研-名大

科学技術ハブを設置した。 

 

【京都大学 数理科学】 

・ 平成 30 年３月に設置した理研-京大科学技術ハブ及びそのもと

に設置した理研-京大数理科学研究拠点の活動を推進し、理研-京

大数理科学研究拠点がハブとなり東北大学にサテライトとして

SUURI-COOL(Sendai)が設置されるなど展開が拡がった。 

 

【けいはんな地区 iPS 細胞創薬基盤開発】 

・４月に iPS 細胞創薬基盤開発連携拠点を設置し、疾患特異的 iPS

細胞の利活用の促進、大学や製薬会社等における創薬研究開発の

ためのリソースや技術支援を提供する基盤として貢献することを目

的として、バイオリソース研究センター（BRC）の iPS 創薬基盤開発チ

ームが活動を開始した。 

・同地区で活動する BRC、革新知能統合研究センター（AIP）、医科

学イノベーションハブ推進プログラム（MIH）の研究活動を支援する

ため、４月に科技ハブ産連本部 科学技術ハブ推進部 科学技術ハ

ブ推進課 けいはんな研究支援室を設置。５名の職員を配置し、研

究支援活動を行っている。 

・ けいはんな学研都市において、国内外約１万人以上の来場者、

130 以上の企業・団体が参加する大規模なビジネス・技術交流・ネッ

トワーク形成の場である京都スマートシティエキスポ 2018 に出展し、

けいはんな地域における科学技術ハブの取組の紹介を行うととも

に、BRC、AIP、MIH の外部機関のとのネットワーク形成を支援した。 

学と組織間合意のもと覚書を締結し、科学技術ハブ設置に至

ったことは特筆すべき成果であり、高く評価する。 

さらに、各科学技術ハブを起点として研究分野毎に下記の

ように外部機関とのネットワークの展開に発展していることも

特筆すべき成果であり、高く評価する。 

 

【九州大学 応用化学】 

・ 表面・界面科学の連携に加えて、新たな連携テーマに展

開すべく、両機関の関係する研究者を集めた戦略的な研究

集会を実施し、ナノデバイス、高分子科学などの連携テーマ

の検討を開始している。 

 

【広島大学 イメージング】 

・ 広島大学に設置した共同研究拠点を起点として、広島大

学原爆医療射線研究所、工学研究科、理学研究科、との共

同研究が展開されるとともに、酒類総合研究所、県内企業と

も共同研究が展開している。 

 

【名古屋大学 植物育種】 

・ 理研-名大科学技術ハブを起点として、栽培実証のためケ

ニア農畜産業研究機構との連携関係を構築し、共同研究の

成果について、ケニアにある名大の圃場での実証を進めてい

る。この取り組みを通じて、ケニアのムエア地区の研究従事

者の技術向上や人材育成に貢献している。 

 

【京都大学 数理科学】 

・ 理研-京大数理科学研究拠点をハブとして東北大学材料

科学高等研究所内にサテライトを設置するとともに、ローレン

ス・バークレー国立研究所内（米国）にも設置し展開してい

る。 
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働による新たな

共同研究の実施

を通じて創出し

た研究成果の社

会導出等を促進

し、地域産業の

活性化に資する

ことを目指す。 

なお、「政府関係

機関移転基本方

針」（平成 28 年

3 月 22 日まち・

ひと・しごと創生

本部決定）への

対 応 に つ い て

は、平成 29 年 4 

月公表の年次プ

ランに基づき推

進する。 

 

（新たな科技ハブ機能の形成） 

【大阪大学】 

・新規に科学技術ハブを形成することを目的として大阪大学と協議

を行い、９月に覚書を締結し、理研-阪大科学技術ハブを設置した。 

 

【農業・食品産業技術総合研究機構】 

・連携テーマの設定に向けて 10 月に研究集会を実施、10 のテーマ

について両機関から研究者が発表を行い、今後の連携に向けて議

論を深めた。 

・平成 29 年に締結した連携・協力に関する協定の延長について、引

き続き検討を行った。 

 

【東北大学】 

・平成 31 年３月に基本協定を締結した。同大学とはこれまでも多数

の個別共同研究が実施されているが、基本協定締結を契機として、

組織的な連携である科学技術ハブの形成に向けて連携した。 

 

（科学技術ハブ形成に関する取組の発信） 

●これまでの科学技術ハブ形成の取組みについて発信するために

平成 31 年１月に科学技術ハブシンポジウムを理研において実施し

た。約 100 名の参加を経て、理研や科学技術ハブ形成先の大学関

係者間の連携を促進した。 

 

（その他の連携） 

●10 月に神戸市と国際研究環境の形成、研究成果を基にした産業

創出等での連携・協力を推進することを目的として、基本協定を締

結した。 

◯産業界との連携を支える研究の取組 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 

オ ー ル ジ ャ パ

ンでの研究成

果の実用化に

向 け た 橋 渡 し

へ の 貢 献 と し

て、健康・医療

分野において

も 、 研 究 所 の

有する研究基

盤を横断的に

活 用 す る こ と

で 、 内 外 の 革

新 的 シ ー ズ を

実用化するた

めに必要な支

援を行うなど、

健康長寿社会の

実現に資する連携

を促進するため、

創薬・医療技術基

盤プログラム及び

予防医療・診断技

術開発プログラム

を実施するととも

に、健康・医療デ

ータプラットフォー

ムの構築を行う。 

創薬・医療技術基

盤 プ ロ グ ラ ム で

は、各研究センタ

ーや大 学等で 行

われている様々な

健康長寿社会の

実 現 に 資 す る 連

携 を 促 進 す る た

め、創薬・医療技

術基盤プログラム

及び予防医療・診

断技術開発プログ

ラムを実施すると

ともに、健康・医療

データプラットフォ

ー ム の 構 築 を 行

う。 

創薬・医療技術基

盤 プ ロ グ ラ ム で

は、各研究センタ

ーや大学等 で 行

（評価軸） 

・理事長のリーダーシッ

プの下、研究開発成果を

大化し、イノベーション

を創出するための、他の

国立研究開発法人の模

範となるような法人運営

システムを構築・運用で

きたか。 

 

（評価指標） 

・組織対組織での産業界

や大学との連携状況と、

これによる研究成果の社

会還元等の状況 

 

●平成 30 年度は、健康長寿社会の実現に資する連携を促進するた

め、創薬・医療技術基盤プログラム、予防医療・診断技術開発プロ

グラム、及び健康・医療データプラットフォームの構築を行った。具

体的な取組は以下の通り。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（全体概要） 

以下の点を非常に高く評価する。 

【創薬・医療技術基盤プログラム】 

●人工アジュバントベクターがライセンス契約段階に入った。 

●リード探索段階に１件を進める年度目標に対して、それを

大きく超える 3 件を達成した。 

●創薬支援 NW に貢献した。 

 

【予防医療・診断技術開発プログラム】 

●理研内のシーズ調査、医療現場・企業のニーズ調査を実

施して多数の横断型プロジェクトを提案した。 

●研究成果の社会還元をめざし大学などアカデミアおよび医

療機関や企業と連携に取り組んだ。 

 

【医科学イノベーションハブ推進プログラム】 

●血液検査の結果のみを教師なし学習させて疾患の状態を
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政府の関係機

関等と連携しな

がら、革新的な

創薬や医療技

術の創出につ

な げ る 取 組 を

推進する。 

基礎疾患研究か

ら見いだされる創

薬標的（疾患関連

タンパク質）を対

象に、医薬品の候

補となる低分子化

合物、抗体、核酸

等の新規物質や

細胞医薬品の候

補を創成し有効な

知的財産権の取

得を目指すととも

に、非臨床、臨床

段階のトランスレ

ーショナルリサー

チを推進し、これ

らを適切な段階で

企業や医療機関

等に導出する。こ

のため、本プログ

ラムにマネジメント

オフィスを置き、適

切な専門人材を配

置し、各センター

等に設置する創薬

に関する基盤ユニ

ットを連携させ、リ

ソースの重点化や

進捗 管理 を効 果

的・効率的に実施

する。また、府省

が連携してアカデ

ミア等の創薬研究

を支援する取組等

を通じて、大学や

医療機関との連携

強 

化や先端的技術

を 創 薬 研 究 に 展

開 す る た め の 企

画・調整を行う。 

予防医療・診断技

術開発プログラム

では、研究所の各

センター等の様々

な基礎研究の成

果や研究基盤等

と、医療機関、企

業等の有するニー

われている様々な

基礎疾患研究か

ら見いだされる創

薬標的（疾患関連

タンパク質）を対

象に、医薬品の候

補となる低分子化

合物、抗体、核酸

等の新規物質や

細胞医薬品の候

補を創成し有効な

知的財産権の取

得を目指すととも

に、非臨床、臨床

段階のトランスレ

ーショナルリサー

チを推進し、これ

らを適切な段階で

企業や医療機関

等に導出する。こ

れらの取組を通じ

て、中長期目標期

間において 4 件以

上を企業または医

療機関に導出す

る。平成 30 年度

は、上記計数目標

を達成するために

新たなテーマの導

入を行うとともに、

前 年 度 に 立 ち 上

げた新規創薬基

盤ユニットの本格

稼働を進める。ま

た、前中長期計画

から取組んできた

創薬・医療技術研

究においては、シ

ーズ探索段階の

研究について 1 件

をリード 適化段

階に進める。さら

に、前中長期計画

から取組んできた

創薬・医療技術プ

ロジェクト 1 件に関

して企業または医

療機関へ導出す

る。大学等の基礎

 

 

 

 

 

 

 

【創薬・医療技術基盤プログラム】 

●中長期計画で示した目標を達成するために、平成 30 年度におい

ては、以下の２つの目標を設定した。1) 新たに 1 件を企業又は医

療機関へ移転すること、2)探索段階の１テーマをリード（動物モデ

ルで有効な化合物、抗体、細胞等で欠点を改良すれば知財や開

発品を創製できるもの） 適化段階に進めることを目標とした。 

 

●１件を企業または医療機関へ導出する目標については、「人工ア

ジュバントベクタープロジェクト」が東大医科研での医師主導治験

として順調に進み、ライセンス契約段階に入った。企業との契約

締結については企業側の企業治験計画の遅れにより次年度上期

に持ち越されたが、中長期計画である４件以上を企業または医療

機関に導出する目標に対し、中長期計画の初年度として順調な

スタートを切った。 

 

●前中長期計画から取り組んできた創薬・医療技術研究において、

シード探索段階の研究の１件以上をリード探索段階に進める年度

目標については、「COX 活性化により新規ミトコンドリア病治療

薬」「ヒストンメチル化酵素 G9a を標的としたβヘモグロビン異常

症治療薬の開発」「ペプチド性シデロフォア型抗真菌剤の開発」の

3 件を進めることができ、目標の１件を上回る形で達成した。 

 

●社会への成果還元に向けて、本プログラムでは、創薬標的（シー

ド）特定段階での移転（出口 1）、開発品を包含できる特許提出段

階での移転（出口2）、臨床開発段階での移転（出口3）の３つの出

口戦略を設け、研究開発を進めている。 

 

●網膜の再生医療技術プロジェクトにおいては、臨床開発支援室を

通じたプロジェクトマネジメント支援や、iPS 細胞から調整した移植

細胞のゲノム変異に関する理研内の連携構築等を通じた支援を

実施してきた。 

 

●平成 25 年７月に開始した「滲出型加齢黄斑変性に対する自家

iPS 細胞由来網膜色素上皮（RPE）シート移植に関する臨床研究」

は 1 年間の経過観察期間とその後の追跡調査期間を平成 31 年 2

月に、平成27年８月に開始した「他家iPS細胞由来網膜色素上皮

（RPE）細胞移植による加齢黄斑変性治療の開発～他家移植と自

家移植の研究及び比較」については平成 30 年９月に経過観察期

間をそれぞれ終了し、平成 31 年３月に 終的な評価の審議を実

施し着実な前進を遂げたとの評価を受けた。 

 

●人工アジュバントベクター細胞によるがんワクチンのプロジェクト

発見するとともに、人の健康状態を表現するエネルギーラ

ンドスケープモデルの開発、ヒトRNAseqの発現量のダイナ

ミックレンジを解析した。 

●日本発の量子化学計算手法を活用することにより、世界初

のタンパク質の量子化学電荷を再現する AI を構築した。 

 

（個別評価） 

【創薬・医療技術基盤プログラム】 

●中長期計画の達成に向けた平成 30 年度計画に関し、創

薬・医療技術研究について１件を企業または医療機関へ

導出する目標をほぼ達成した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●シード探索段階の研究の１件以上をリード探索段階に進め

る年度目標については、目標を大きく超える３件を進めるこ

とができたことを高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●網膜の再生医療技術プロジェクトにおいては、本プログラ

ムからのプロジェクトマネジメント支援や、iPS 細胞から調

整した移植細胞のゲノム変異に関する理研内の連携構築

等を通じ、世界初の他家 iPS 細胞由来の RPE（網膜色素上

皮細胞）細胞移植の臨床研究の実施に貢献してきたが、

30 年度をもって大きな成果を上げたと評価する。 

 

 

 

●人工アジュバントベクター細胞によるがんワクチンのプロジ
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ズをマッチさせ、

臨床現場で使える

予防医療・診断技

術の共同研究等

の 取 組 を 推 進 す

る。 

加えて、高度個別

化医療を実現する

ため、革新知能統

合研究センターと

連携して、研究所

や 連 携 す る 医 療

機関から集めたデ

ータ及び新たに取

得したマルチオミ

ックスのデータ、

製薬企業等が保

有 す る 創 薬 関 連

のデータを統合し

た健康・医療デー

タプラットフォーム

を構築する。機械

学習や数理・理論

科学 の手 法を 活

用して、個人の疾

患形態や将来の

変化を予測 

す る 推 論 モ デ ル

（疾患予測推論モ

デル）や創薬プロ

セスの高効率化、

新規医薬品等の

創製に資する機械

学習とシミュレー

ションを用いたハ

イブリッド創薬プロ

セス提案システム

を開発する。さら

に、医療や創薬の

高 度 化 を 目 指 し

て、疾患予測推論

モデルを基盤とし

たアルゴリズムや

創薬プロセスの提

案を高度化する

適化 方法 論を 開

発する。 

的研究 成果 を 医

薬品として実用化

に導くための研究

開発を支援する取

組である「創薬支

援ネットワーク」の

参画機関として、

関係機関と連携し

てアカデミア発の

創薬に取組む。 

予防医療・診断技

術開発プログラム

では、研究所の各

センター等の様々

な基礎研究の成

果や研究基盤等

と、医療機関、企

業等の有するニー

ズをマッチさせ、

臨床現場で使える

予防医療・診断技

術の共同研究等

の 取 組 を 推 進 す

る。平成 30 年度

は、感染症を発症

前 ま た は 早 期 段

階に計測・検出・

予測するための感

染症診断システム

の性能 評価 を 進

めるとともに、前

年度に引き続き検

体を用いた検証を

行う。また、医療

機関、企業等の有

するニーズを掘り

起こし、臨床現場

で 使 え る 予 防 医

療・診断技術の共

同研究等の取組

につなげる。 

高度個別化医療

を実現するため、

革新知能統合研

究センターと連携

して、研究所や連

携 す る 医 療 機 関

から集めたデータ

及び新たに取得し

においては、本プログラムからのプロジェクトマネジメント支援等を

通じて平成 29 年７月に東京大学医科学研究所附属病院において

世界初かつ理研初の医師主導治験を開始しており、30 年度中の

進捗において良好な結果が得られている。それを受けて企業との

ライセンス契約段階に入った。 

 

●本中長期計画期間を通じライフサイエンス研究からのイノベーショ

ン出口を担っていく上で、次代の導出候補となる新規テーマの導

入が不可欠である。平成 30 年度は各センター長を通じて有望な

新規テーマを募集。12 課題の検討を行い、７テーマを採択した。う

ち１テーマは、開発品を包含できる特許提出段階のものである。 

 

●戦略的な資源配分マネジメントのため、四半期に一度開催である

推進会議を含め５回、半期に一度の開催であるプログラム運営委

員会を２回開催し、テーマ・プロジェクトの優先順位付けや中止

等、本プログラムとしての戦略的判断が求められる事項について

適時判断を行うとともに、予算執行や研究進捗をモニタリングし、

予算配分に反映した。また、効果的かつ効率的な研究開発を進

めるため、個別のテーマ・プロジェクトについてはプロジェクトマネ

ジメントシステムにより適切な推進を行った。この他、11 月には第

４回創薬ワークショップを開催し、延べ 216 名の来場者があった。 

 

●センター横断型のテーマの支援に従事する研究系職員にインセ

ンティブを与え、イノベーション創出を加速するため、創薬テーマ・

プロジェクト報奨制度により、研究開発ステージの進展に特に貢

献した２名に報奨ならびに表彰状の授与を行った。また、各センタ

ーにおかれる創薬基盤ユニットにおいて創薬研究経験を持つ人

材を育てるため、企業あるいは医療界出身の経験を積んだ人材

である本プログラムのマネージャがテーマ・プロジェクト毎の会議

や助言等を通して人材育成を進めた。 

 

●大学等の基礎的研究成果を医薬品として実用化に導くための研

究開発を支援する取組である「創薬支援ネットワーク」の構成機

関として、意思決定会議体である創薬支援ネットワーク研究会議

ならびに運営会議に参加、理研創薬・医療技術基盤プログラムの

経験を生かして実効性のあるネットワーク形成に貢献するととも

に、ハイスループットスクリーニング等によるテーマ支援を通じて

アカデミア発の創薬に向けて貢献した。平成 30 年度は、理研は４

テーマの支援を行った。 

 

【予防医療・診断技術開発プログラム】 

●本プログラムは「理研のシーズを医療のニーズにつなげ、プロダ

クトを世に送り出す」をコンセプトに、『効率的な横断型プロジェクト

の企画運営モデル』や『外部リソースの活用による横断型プロジェ

クト創出のオートノミーモデル』の構築を進めた。 

 

●『効率的な横断型プロジェクトの企画システム運営モデル』を実践

するため、横断型プロジェクトを推進するバックオフィス機能を担う

専門人材（医療資源、医療情報、医事、薬事、知財）を持つ人材を

ェクトにおいては本プログラムを通じたプロジェクトマネジメ

ント等により、世界初かつ理研初の医師主導治験として順

調に進捗しており、ライセンス契約の段階に到達したことを

非常に高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

●限られた予算のなかで効果的かつ効率的な研究開発を進

めるため、プログラムディレクターのリーダーシップのもと、

的確な戦略的判断や資源配分マネジメントが実施できる体

制になっていると非常に高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●創薬支援ネットワークに主体的に参画し、低分子創薬支援

機関の中核として大学等の基礎的研究成果の社会への還

元に向けた取り組みに貢献したことを非常に高く評価す

る。 

 

 

 

 

 

【予防医療・診断技術開発プログラム】 

●業務の質の向上や改善・効率化のため、理研だけでなく他

の法人も参考になる先進的モデルを構築し例示している。 

 

 

 

●様々な専門性を持つ人材をそろえ、プログラムディレクター

のリーダーシップが発揮でき、かつ限られた予算の中で適

正、効果的なマネジメントができる体制になっていると評価
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たマルチオミック

スのデータ、製薬

企業等が保有す

る 創 薬 関 連 の デ

ータを統合した健

康・医療データプ

ラットフォームを構

築する。平成30年

度は、医療機関か

らのデータ収集及

びマルチオミック

スデータの取得、

並びに製薬企業

等 が 保 有 す る 創

薬関連のデータの

取得を進めて解析

するとともに、デー

タ の 統 合 技 術 の

開発に着手する。

疾患予測推論モ

デルやハイブリッ

ド創薬プロセス提

案システムを開発

するため、理論構

築を進める。 

登用している。 

 

●平成 30 年度においては、理研やアカデミアの研究主宰者との打

合せを18回、医療現場の医師等との打合せを96回、企業関係者

と 220 回の打合せを実施し、13 件の横断型プロジェクトを提案し

た。打合せの累積回数は 2,269 回となっている。 

 

●平成 30 年度においては 27 件の臨床研究を倫理委員会に諮り承

認を得た。進行中の承認をえた臨床研究は 186 件になっている。 

 

 

●平成 30 年度において企業・大学等との共同研究契約等を８件締

結した。進行中の共同研究契約は 35 本になっている。 

 

●バイオマーカーのスクリーニングパイプラインをデザインした。リン

パ浮腫を引き起こす不要なリンパ節郭清を回避するバイオマーカ

ーの開発は AMED により「探索研究」から「応用研究」へステージ

アップし、多施設臨床研究に発展した。骨髄増殖性腫瘍の一次ス

クリーニングバイオマーカーを発見した。 

 

●全ゲノムレベルのクリニカルシーケンスの社会実装をめざし、理

研への大規模シーケンス技術の導入および協力大学病院におけ

る臨床研究の構築に協力し、血液腫瘍検体の解析を推進した。 

 

●創薬ターゲットのスクリーニングパイプラインをデザインした。製薬

企業との共同研究で代謝の昂進に関する遺伝子を見いだした。 

 

●医療現場ニーズを解決しうる２件の特許を出願し、活動の資源と

なる特許やノウハウの蓄積は 40 件になった。 

 

●『外部リソースの活用等による横断型プロジェクト創出のオートノミ

ーモデル』の実践として、『研究のエコシステム』と『運営費交付金

を梃子とした外部資金の獲得』と『低コストのバックオフィス』を進

めた。 

 

●企業収益が発生した成功プロジェクトを踏み台として、後継の発

展プロジェクトを立ち上げる『研究のエコシステム』を開発した。第

１例においては、企業資金で超微量（ナノリットル）の核酸濃度測

定を実現し、試作品を JASIS に出展した。新聞に取り上げられ

た。 

 

●企業資金や競争的資金を積極的に獲得しており、30 年度におい

て PMI の交付金予算 79 百万円を梃子として、その 2.0 倍の 155

百万円の外部資金を獲得した。たとえば再生医療等で注目される

細胞医薬の品質管理法や国際標準化に関する外部資金プロジェ

クトを推進し、分化指向性マーカーを見いだし論文出版した。 

 

●第３期の資産（総合病院との包括連携、知財や安管など理研内

部門との連携）を維持しつつ、バックオフィス経費を削減しながら

する。 

 

●理研内のシーズ調査、医療現場・企業のニーズ調査を精

力的に実施し、多数の横断型プロジェクトを提案した実績

を非常に高く評価する。 

 

 

●医療・研究倫理や COI などコンプライアンスが厳しく問われ

る社会状況において、研究現場の負荷を低減しつつガバ

ナンスを発揮する体制を組んでいることを高く評価する。 

 

●理事長主導のもと、総合病院と包括協定を結び、病院をも

たない弱みをオープンサイエンスによる社会実装の促進に

つなげるなど、研究成果の社会還元をめざし組織対組織

で大学などアカデミアおよび医療機関や企業と連携してい

ることを高く評価する。 

 

 

 

 

●国が推進を図るゲノム医療の実現のため、理研の技術力

を活かし基盤の構築を進める重要な課題に取り組んでい

ると評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●交付金予算が限られているなかで、所内外連携プロジェク

トをデザイン・立案して外部資金を呼び込んだものであると

評価する。運営費交付金が限られる中で、それに倍する外

部資金を導入する活動は理研所内外のモデルとなり得る。 

●理研のブランドと研究企画力を活かし、企業リソースによ

り、あらたなプロダクトを生み出すよいモデルを構築してい

る。 

●成果の実用化と社会実装を強くめざし、知財確保や産官学
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も機能する体制に組み直した。 

 

●理研発の診断技術の実用化を推進する周辺技術の開発を進め、

インフルエンザや性感染症の臨床検体の前処理治具の試作品の

評価、診断反応の酵素試薬の調製技術を開発した。診断薬の保

存安定性評価を開始した。企業による実用化フェーズが強まった

状況に鑑み、理研と企業の責任範囲を明確化し、契約と倫理を再

構築した。技術を SOP 文書４本にまとめ実施企業への導出を図っ

た。企業による製造ライン開発や臨床現場デモに対して技術指導

を実施した。本件は日露協力案件のひとつとして政府レベルの外

交において取り上げられ世界経済フォーラムの場で契約締結セレ

モニーを実施された経緯があり、ひきつづき文科省と連携し、両

国の関係緊密化に貢献した。 

 

●発展著しい 先端のオミックス医科学を大学病院臨床医に普及

する大学院医学部の講義コースを実施した。 

 

【医科学イノベーションハブ推進プログラム】 

●年齢及び血液検査データに基づく、機械学習による「卵巣がんの

術前予測アルゴリズム」を開発した。これにより、悪性腫瘍と良性

腫瘍を精度よく、また、がんの進行期や組織型といった特性を予

測でき、さらに、早期卵巣がんにおいても予後と関連する新しい

分類方法を見出したことで、今後の予測・個別化医療に応用でき

る。また、人の健康状態を物理のモデルを使って表現するエネル

ギーランドスケープモデルを開発し、特許出願を行った。 

 

●ヒト RNAseq の発現量のダイナミックレンジを世界に先駆けて解析

した結果は報告例が無く、今後一般公開を行うことで、多数の研

究者が活用するプラットフォームになる。 

 

●創薬を効率化するため重要な次世代の分子シミュレーション AI の

開発にも着手しており、量子化学計算を再現する分子力場 AI の

開発では、日本発の巨大分子系に対する量子化学計算を可能と

した FMO 法を用いて、今年度は電荷予測 AI の構築に成功した。 

 

●患者の変化を予測する推論アルゴリズムを開発するため、数学と

医学に通じた優れた学生（これまでに９名）をパートタイマーとして

採用し、研究活動に参加させた。一部の人材はパートタイマーで

実習を積み正規職員に登用された。プログラムの会議等で積極

的な発言を促し、広く PI 等と切磋琢磨することで、本研究領域で

先端の研究を担うことができる人材の育成を図っている。 

 

●その他、以下のとおり、医療機関からのデータ収集及びマルチオ

ミックスデータの取得、並びに製薬企業等が保有する創薬関連の

データの取得を進めて解析するとともに、データの統合技術の開

発に着手した。疾患予測推論モデルやハイブリッド創薬プロセス

提案システムを開発するため、理論構築を進めた。 

 

●医療機関からがん患者のサンプルや臨床データを収集し、がん

連携を積極的にすすめ、革新的な医療技術の創出に貢献

していると評価する。 

 

●インフルエンザ迅速診断システムを企業への導出を図るな

かで、政府レベルの外交案件に貢献していることを非常に

高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●医療人材の育成に貢献したことを評価する。 

 

 

【医科学イノベーションハブ推進プログラム】 

●機械学習で、単に既知の分類の予測精度を向上したこと

にとどまらず、血液検査の結果のみを教師なし学習させて

今まで臨床上気づかれなかった疾患の状態を発見した先

駆的な成果である。また、人の健康状態を表現するエネル

ギーランドスケープモデルの開発、ヒト RNAseq の発現量の

ダイナミックレンジを解析した結果は、今後の科学の進歩に

大きな影響を与える点で、高く評価する。 

 

●日本発の量子化学計算手法を活用することにより、世界で

初めてのタンパク質の量子化学電荷を再現する AI を構築し

ており、高く評価する。 

 

●本研究領域に不可欠な医科学と数学を融合させて問題解

決できる人材の雇用と育成体制を増強しており、高く評価す

る。 

 

●データの収集・解析を進めるとともに、データの統合技術

の開発に着手する等、順調に計画を遂行していると評価

する。 

 

●医療データを取り扱うにあたり適切な教育体制を構築して

いる。また、人を対象とする研究の実施にあたり教育・指導

を担う適切な人材を配置しており、さらに、同者が 新の知

見を得られるような環境を確保しており、順調に計画を遂行

していると評価する。 
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に対する免疫応答を細胞レベルで解析した。 

 

●ビタミン D の代謝異常メカニズムの解明に関して、久留米大学と

共同研究室を設置して本格研究を開始し、150 人分の母乳サンプ

ルを収集した。発達障害に関して、医療機関等で取得するデータ

の選択を行い、実験方針を決定した。新規に開発された、胎児心

電図も計測可能な心拍モニターを整備し、胎児エコー計測器と連

携した計測技術の高度化を進め、各機関でデータが取得できる

体制を整えた。これにより、各機関での倫理審査手続と合わせ、

実際にデータを取得しての本格研究への移行準備を完了した。 

 

●健康・医療データプラットフォームの第一弾として、CheMBL や

PubChem 等の公共データベースに収載されている低分子の活

性、体内動態、毒性に関するデータをキュレーションし、Ai 予測モ

デル構築用に前処理するプログラムを開発した。そのプログラム

を用いて創薬に重要な 10 項目のデータを整備し、同時に開発し

ている GCN 記述子等を応用し AI 予測モデルの構築を開始した。 

 

●ハイブリッド創薬プロセス提案システムの一部となる新規な医薬

候補構造を発生させる AI の開発を進めた。手法としては、モンテ

カルロ木探索と RNN を組み合わせた手法と GCN も基づく VAE の

手法の２つを開発しており、製薬企業研究者と共同で、既知の医

薬品を再現しつつ新規な構造を発生させるか検証しており、良好

な結果を得ている。 

 

●本プログラムは医療データを取り扱うため、研究倫理教育を重視

している。研究倫理教育責任者が講師となり、定例会合の中で、

個人情報の適切な取扱いや個人情報保護データマイニング技術

について講義を行った。この他、研究倫理講習会を開催した。 

 

●人の臨床データの解析研究を実施する者への倫理教育、申請書

類作成等の指導、実施中の研究に対する監督を行うため、人対象

研究の倫理に関する研究実績や実務経験を有する者を上級技師

として引き続き配置し、強固な体制を保持している。また、同者を東

京大学医科学研究所ヒトゲノム解析センター公共政策研究分野と

の共同研究に参加させ、 新の知見を得る環境を確保した。 



 

30 

 

１．事業に関する基本情報 

【Ⅰ－1－(4)】 持続的なイノベーション創出を支える新たな科学の開拓・創成 

 

３．主な評価軸、業務実績及び自己評価 

◯新たな科学を創成する基礎的研究の推進 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 

科学技術イノベ

ーションの実現

のためには、新

たな研究領域を

開拓・創成し、イ

ンパクトのある

新しい革新的研

究シーズを創出

していくことが重

要である。 

このため、研究

分野を問わず、

卓越した研究実

績と高い識見及

び指導力を有す

る 研 究 者 に よ

る 、 豊 か な 知

見・想像力を活

かした研究開発

や、研究所内の

組織・分野横断

的な融合研究を

実施し、新たな

研 究 領 域 の 開

拓・創成につな

げる。 

この取組を進め

る に あ た っ て

は、研究者の分

野を超えた取組

を強化し、各研

究 開 発 の 目 標

設定と進捗管理

をそれぞれの課

開 拓 研 究 本 部 で

は、様々な分野で

卓越した研究実績

と高い指導力を持

つ研究者が研究室

を主宰する。喫緊

の課題や短期的な

ミッションにとらわ

れることなく、研究

分野の違いや組織

の壁等の制約なく

互いに影響を与え

ながら、所内外の

研究者・研究組織と

協力して研究を行う

ことにより、抜きん

出た基礎研究成果

を 生 み 出 す と と も

に、新しい研究領

域や課題を見出す

ことにより新たな科

学を創成することを

目指す。そこには社

会の中での科学の

在り方や基礎研究

の成果を応用に活

かす長期的展開も

視点に入れる。 

開 拓 研 究 本 部 で

は、様々な分野で

卓越した研究実績

と高い指導力を持

つ研究者が研究室

を主宰する。喫緊

の課題や短期的な

ミッションにとらわ

れることなく、研究

分野の違いや組織

の壁等の制約なく

互いに影響を与え

ながら、所内外の

研究者・研究組織と

協力して研究を行う

ことにより、抜きん

出た基礎研究成果

を 生 み 出 す と と も

に、新しい研究領

域や課題を見出す

ことにより新たな科

学を創成することを

目指す。そこには社

会の中での科学の

在り方や基礎研究

の成果を応用に活

かす長期的展開も

視点に入れる。 

平成 30 年度は、研

究室主宰者がそれ

ぞれの専門の研究

を様々な視点、技

術等を活用して推

進するとともに、新

（評価軸） 

・理事長のリーダーシップ

の下、研究開発成果を

大化し、イノベーションを創

出するための、他の国立

研究開発法人の模範とな

るような法人運営システム

を構築・運用できたか。 

 

（評価指標） 

・新たな科学の開拓・創成

の取組状況と、これによる

革新的シーズの創出等の

成果 

等 

 

（モニタリング指標） 

・新たな科学の開拓・創成

に係る、卓越した研究実績

と高い識見及び指導力を

有する研究者（主任研究

員）の活動状況 

等 

●本部長裁量経費制度を設け、開拓研究本部内分野横断プ

ロジェクトを募った。プロジェクト課題は試行的な段階で可とし、

新しい研究テーマによるプロジェクトを開始した。 

 

●若手主任を中心に分野を超えた勉強会を開催し、縦割り意

識を排除して分野の壁を低くし、新たな科学の開拓・創成に寄

与した。 

 

 

●理研研究員会議を積極的に支援し、全理研に所属する研究

者が参加した交流会「異分野交流の夕べ」を開催し、開拓研究

本部に限定せず、かつ世代を超えた所内交流の仕組みを構築

した。 

 

●主任研究員のこれまでの成果が認められた事例として、平

野達也主任研究員が「コンデンシンの発見と染色体構築に関

する研究」により 2018 年度朝日賞を受賞した。 

 

●Kim 主任研究員は、走査トンネル顕微鏡を用いて、単一分

子の発光機構には発光過程における分子内電子間クーロン

相互作用がカギであることを解明した。この成果は、省エネ・

高効率・長寿命の有機 EL の開発に貢献する。 

 

●田中克典主任研究員らは乳がんの摘出組織の迅速診断を

より簡易で短時間に、浸潤・非浸潤の区別も可能な方法を開

発し、プレスリリースを行った。臨床診断薬の開発に関して企

業との連携を開始した。 

 

●坂井南美主任研究員は、アルマ望遠鏡を用いて原子星天

体を観測し、円盤の回転軸の傾きに内側と外側でずれがある

こと、円盤内部で星間塵が合体成長し始めている可能性があ

ることを発見した。 

 

●前田瑞夫主任研究員は信州大学工学部の連携教員として

●本部長裁量経費制度により新たな科学の開拓・創成につなが

る可能性のある課題を推進する基盤を開始したことを評価す

る。 

 

●勉強会開催による分野を超えた一体感の醸成の取り組みの

なかから「宇宙極限環境による物質創成起源の解明」「生体内

小分子が引き起こす分子修飾の生理活性」等新しい研究テーマ

によるプロジェクトを開始したことを評価する。 

 

●これまでは和光事業所の一部センターに限定的であった理研

研究員会議を全理研に拡大し、事業所や職位の違いを不問とし

て交流できる制度を創設したことを評価する。 

 

 

●本賞の受賞は、当該主任研究員の長年の取り組みによって

得た成果であり、高く評価する。 

 

 

●研究室主宰者が卓越した基礎研究の成果をもとに所内外の

研究者や研究組織と協力して応用や実用化に向けた研究を展

開していることは、新たな科学の開拓・創成につながる可能性が

ある活動であることを評価する。 



 

31 

題の科学的・社

会 的 意 義 等 に

照らし厳格に行

い、諸情勢に鑑

み 対 応 の 重 要

性・必要性が生

じた課題に対し

て 機 動 的 か つ

重点的に取り組

む と と も に 、 必

要性・重要性が

低下したものは

廃止を含めた見

直しを行うなど、

不 断 の 改 善 に

取り組む。 

しい研究領域や課

題の創出につなが

る基礎的研究を推

進するため、試行

的なプロジェクトを

開始する。 

クロスアポイント契約で信州大学における教育活動に貢献して

いる。 

 

●大森整主任研究員、Kim Yousoo 主任研究員は九州大学大

学院工学研究院・工学府理研連携講座にて九州大学における

教育活動に貢献している。 

◯分野・組織横断的なプロジェクトの推進 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 

科学技術イノベ

ーションの実現

のためには、新

たな研究領域を

開拓・創成し、イ

ンパクトのある

新しい革新的研

究シーズを創出

していくことが重

要である。 

このため、研究

分野を問わず、

卓越した研究実

績と高い識見及

び指導力を有す

る 研 究 者 に よ

る 、 豊 か な 知

見・想像力を活

かした研究開発

や、研究所内の

組織・分野横断

的な融合研究を

実施し、新たな

研 究 領 域 の 開

拓・創成につな

げる。 

この取組を進め

る に あ た っ て

国家的、社会的要

請に応える戦略的

研究開発の候補と

なり得る融合的か

つ横断的な研究開

発課題を、研究所

内外の優秀な研究

者を糾合して経営

戦略に基づき実施

する。研究開発課

題毎に研究の評価

を適時行い、国際

的な研究開発の動

向も含めて厳格に

見直し、新たな研究

領域の開拓を行う。 

 

国家的、社会的要

請に応える戦略的

研究開発の候補と

なり得る融合的か

つ横断的な研究開

発課題を、研究所

内外の優秀な研究

者を糾合して経営

戦略に基づき実施

する。研究開発課

題毎に研究の評価

を適時行い、国際

的な研究開発の動

向も含めて厳格に

見直し、新たな研究

領域の開拓を行う。 

平成30 年度は後天

的なゲノム修飾制

御機構の解明（エピ

ゲ ノ ム プ ロ ジ ェ ク

ト）、共生原理の理

解と活用に向けた

研究開発（共生プロ

ジェクト）を実施す

る。 

（評価軸） 

・理事長のリーダーシップ

の下、研究開発成果を

大化し、イノベーションを創

出するための、他の国立

研究開発法人の模範とな

るような法人運営システム

を構築・運用できたか。 

 

（モニタリング指標） 

・新たな科学の開拓・創成

に係る、組織・分野横断的

な融合研究の実施件数 

等 

●本部長の下に横断プロジェクト委員会を設置し、実施中のプ

ロジェクトの進捗管理をするとともに新たな横断プロジェクトの

可能性を追求した。 

 平成 30 年度は後天的なゲノム修飾制御機構の解明（エピゲ

ノムプロジェクト）、共生原理の理解と活用に向けた研究開発

（共生プロジェクト）、革新的量子技術による省エネルギー社会

の実現（革新量子プロジェクト）、高齢化社会の問題解決プロ

ジェクト（加齢・老化プロジェクト）等の組織・分野横断的な融合

研究を実施した。 

 

●エピゲノムプロジェクトにおいては年度当初にプロジェクトに

参加しているすべての PI が一堂に会し、ワークショップを開催

した。 

 

【エピゲノムプロジェクト】 

●世界 高分解能で全ゲノムの三次元構造を解明した。この

成果により iPS 細胞や培養臓器の効率的な作成等医学・生理

学の幅広い分野の研究に貢献することを期待（BDR 谷口 TL

ら）。 

 

【共生プロジェクト】 

●免疫グロブリン（IgA）が腸内細菌叢を制御するための新たな

メカニズムを発見。この成果により炎症性腸疾患に関する新た

な予防法・治療法の開発に貢献する（IMS ファガラサン TL ら） 

 

●横断プロジェクトを実施し、順調に計画を進捗している。 



 

32 

は、研究者の分

野を超えた取組

を強化し、各研

究 開 発 の 目 標

設定と進捗管理

をそれぞれの課

題の科学的・社

会 的 意 義 等 に

照らし厳格に行

い、諸情勢に鑑

み 対 応 の 重 要

性・必要性が生

じた課題に対し

て 機 動 的 か つ

重点的に取り組

む と と も に 、 必

要性・重要性が

低下したものは

廃止を含めた見

直しを行うなど、

不 断 の 改 善 に

取り組む。 

◯共通基盤ネットワークの機能の強化 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 

 

― 

研究所内の共通研

究基盤施設・機器

等の存在や利用方

法等を可視化し、研

究所の研究資源利

用 の 効 率 化 を 図

る。研究所には国

家的、社会的要請

にこたえる戦略的

研究開発の推進に

おいて整備された

共通研究基盤とな

る施設・機器等が

あることに鑑み、本

来の事業に支障な

く所内での利用が

可能となるシステム

を構築する。 

研究所内の共通研

究基盤施設・機器

等の存在や利用方

法等を可視化し、研

究所の研究資源利

用 の 効 率 化 を 図

る。研究所には国

家的、社会的要請

にこたえる戦略的

研究開発の推進に

おいて整備された

共通研究基盤とな

る施設・機器等が

あることに鑑み、本

来の事業に支障な

く所内での利用が

可能となるシステム

を構築する。 

平成 30 年度は、共

同利用機器運営協

議会を運営し、研究

所共通研究基盤施

（評価軸） 

・理事長のリーダーシップ

の下、研究開発成果を

大化し、イノベーションを創

出するための、他の国立

研究開発法人の模範とな

るような法人運営システム

を構築・運用できたか。 

 

 

●本部長の下に、共同利用機器運営協議会を設置し、共同利

用機器を有するすべての事業所の代表者が情報共有をすると

ともに、研究所共通研究基盤設備ポータルサイトの仕様を確

定した。 

●所外展開を見越した研究所共通ポータルサイトの仕様を確定

したことにより順調に計画を進捗している。 
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設・機器等ポータル

サイトの維持管理

運営業務を行うとと

もに、所外展開の

可 能 性 を 検 討 す

る。 
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【Ⅰ-２】 国家戦略等に基づく戦略的研究開発の推進 

３．主な評価軸、業務実績及び自己評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 評定  S 

我 が 国 の 科 学

技術イノベーシ

ョン政策の中核

的な研究機関と

して、科学技術

基本計画をはじ

めとする国家戦

略等に挙げられ

た国家的・社会

的な要請に対応

し、以下に示す

研 究 開 発 領 域

において、戦略

な研究開発を行

い、優れた研究

成 果 の 創 出 及

びその 大化を

目指す。各領域

において定める

目標を各領域に

おいて定める目

標を達成するた

め に 、 研 究 所

は、国家戦略等

を踏まえ、新た

な知見の創出か

ら研究成果の

終的な社会への

波及までを見据

えた主要な研究

開発課題を領域

毎に設定し、そ

の 進 め 方 及 び

進捗に応じて見

込まれる成果等

について、中長

期 計 画 及 び 年

度計画において

定めることとす

る。 

我が国の科学技術

イノベーション政策

の中核的な研究機

関として、研究所全

体の運営システム

の下、科学技術基

本計画等において

掲げられた国が取

組むべき課題等に

ついて、その達成に

向けた戦略的かつ

重点的に研究開発

を 推 進 す る と と も

に、国内外の大学、

研究機関等との密

接な連携の下、以

下の研究開発を実

施する。 

我が国の科学技術

イノベーション政策

の中核的な研究機

関として、研究所全

体の運営システム

の下、科学技術基

本計画等において

掲げられた国が取

組むべき課題等に

ついて、その達成に

向けた戦略的かつ

重点的に研究開発

を 推 進 す る と と も

に、国内外の大学、

研究機関等との密

接な連携の下、以

下の研究開発を実

施する。 

（評価軸） 

・科学技術基本計画等に

挙げられた、我が国や社

会からの要請に対応する

ための研究開発を、中長

期目標・中長期計画等に

基づき戦略的に推進でき

ているか。 

 

・世界 高水準の研究開

発成果が創出されている

か。また、それらの成果の

社会還元を実施できてい

るか。 

 

・研究開発成果を 大化

するための研究開発マネ

ジメントは適切に図られて

いるか。 

 

（業務実績総括） 

【革新知能統合研究、数理創造研究】 

●第４期中長期計画における新たな展開として数

理科学や情報分野における研究開発を本格的に

進めるため、以下のマネジメント、人材育成、外部

連携等の優れた取組を実施した。 

・革新知能統合研究：非常勤 PI を通じた各大学等

との連携により、人材が極度に不足する AI 分野で

大学院生等を多数受け入れ、 先端の研究機会

を提供することで、人材育成に高く貢献した。 

・数理創造研究：研究室という単位をなくして研究

者が自由に行き来できるようにすることで分野横断

や若手研究者の育成を促進する体制を整備し、数

理科学分野の人材不足への対応に高く貢献した。 

 

●また、以下のような優れた成果を多数創出した。 

・革新知能統合研究：機械学習において、ネガティ

ブデータがなくても正のデータとその信頼度データ

だけで分類境界を学習できるモデルを実証した。 

また、人工知能と実験を組み合わせることで、タ

ンパク質の機能改変を従来よりも大幅に効率化す

る手法の開発に成功し、実際に既存のタンパク質

より大幅に蛍光の強度が高い蛍光タンパク質を導

出できた。 

・数理創造研究：数理科学を生命の起源に関する

研究開発に適用し、６０年以上未解決であった体

内時計の温度に対する安定性が実現する条件を

理論的に解明し、また電気回路の振動モデルとの

共通性を見出した。今後、新たな研究手法の構築

に寄与することが期待される。 

 

【生命医科学研究、生命機能科学研究、脳神経科

学研究】 

●新しい中長期目標の下、センターの大規模な再

編を行った。特にライフサイエンス分野では５つの

センターを３つのセンターに統合し、基礎生命科

学、医科学の両輪で効果的に研究を推進できる体

制を整えた。新たなセンターで円滑な融合に取り組

むとともに、以下のマネジメント、人材育成、外部連

携等の優れた取組を実施した。 

 

●以下により、各センター等における効果的・効率的な研究マネジメントを

図りつつ、研究開発成果の 大化に向けて、特に顕著な成果の創出等を

行ったと認め、S 評定とする。 

 

（マネジメント、人材育成、外部連携等） 

●次世代シーケンサープラットフォームの構築等によりスケールメリットを生

かした効率的な研究開発を可能にするなど、業務の更なる質の向上を図る

とともに、人材が極度に不足する AI 分野で多数の大学院生等の受入れと

先端研究機会の提供、若手・中堅研究者コミュニティの課題となっている

“優秀なシニア研究員の転出問題”への対応、各センターの特長・課題を踏

まえた内外の大学・研究機関との戦略的連携など、各センターの研究マネ

ジメント、人材育成、外部連携において特筆すべき取組が行われた。 

 

（研究成果の創出） 

●数理科学や情報科学分野では、60 年以上未解決であった体内時計の温

度に対する安定性の問題に取り組み、その実現条件を理論的に解明する

など、数理科学を軸とした異分野融合科学等の成果のほか、機械学習にお

いて正信頼度データだけで分類境界を学習できる画期的な手法を開発し

た。 

 

●ライフサイエンス分野では、第４期中長期目標等に伴うセンター等の再編

を行い、新たな組織体制を構築した。その上で、感染抵抗性や抗腫瘍効果

を高める腸内細菌株の同定、真核生物の折り畳まれた DNA を読み取って

転写する仕組みの解明、脳のエピソード記憶の保存メカニズム解明など、

疾患の原因解明や治療法開発、次世代 AI 技術の開発等にも貢献し得る成

果を創出した。 

 

●また、極めて優れた自己修復・形状記憶機能を持つポリマー、半導体量

子ビットによるハイブリッド量子計算手法、液体窒素温度で動作可能な高出

力量子カスケードレーザーの開発など、幅広い応用に貢献し得る成果を創

出した。重イオン加速器を用いた二重魔法性を持つ「カルシウム-60」の発

見といった原子核物理での画期的成果も挙げられた。 
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これらをもとに、

各 領 域 に お い

て、３．１に示し

た研究所全体の

運営システムの

もとで、年度ごと

に 各 研 究 開 発

の進捗管理・評

価とそれらを踏

まえた改善・見

直しの実施、研

究 所 内 の 組 織

横断的な連携の

活用等の取組を

行うとともに、各

領域に応じた個

別の研究開発マ

ネジメントを実施

し、研究開発成

果の 大化を目

指す。 

・生命医科学研究・生命機能科学研究：両研究に

おいてセンター内の融合を促進する取組として、セ

ンター内部門の強みを生かした横断プロジェクトを

センター主導で開始した。 

・生命医科学研究：これまで各研究部門ごとに設置

されていた次世代シーケンサーを「シーケンスプラ

ットフォーム」に集約させ、スケールメリットを生かし

た運転コストの削減や技術の集約等による効果

的・効率的な研究を可能にした。 

また、インターンシッププログラムや融合領域の

リーダーを育成するプログラムなど若手育成の取

組等を推進した。 

・生命機能科学研究：センター内横断プロジェクトで

あるオルガノイド研究を推進するため、米国シンシ

ナティ小児病院幹組織オルガノイドセンター（世界

初のオルガノイド研究に特化した研究所）との連携

を開始した。 

・脳神経科学研究：若手・中堅研究者コミュニティの

課題である「優秀なシニア研究員の転出問題」に対

応する全く新しい「キャリア形成推進プログラム」の

検討を行い、教育の機会の提供、自立的な研究推

進、メンタリングなどを通じて経験を積んだ優秀な

研究員による外部の独立ポジション獲得を支援し

た。 

また、脳神経科学連携部門、統合計算科学連携

部門を立ち上げ、国内外の臨床系・情報系との画

期的な連携体制の強化を図った。また、これにより

理研における脳組織の基礎研究への応用も可能

な体制が構築された。 

 

●また、以下のような優れた成果を多数創出した。 

・生命医科学研究：感染症やがん治療の重要なタ

ーゲットとなりうる感染抵抗性や抗腫瘍効果を高め

る腸内細菌株を同定した。 

また、乳がんのゲノム医療の実現を大きく前進さ

せる日本人の遺伝性乳がんの病的バリアントデー

タベースを構築した。 

・生命機能科学研究：生命科学における長年の謎

とされていた、真核生物の折り畳まれた DNA を読

み取って転写する仕組みの解明に世界で初めて成

功した。染色体における DNA の折り畳みの破綻が

関連する、がんや精神・神経疾患、メタボリックシン

ドロームの原因解明や治療法確立への寄与が期

待される。 

また、先天性気管狭窄症などの病態理解や将来

的な再生臓器の成型技術としての応用も期待され

る成果として、気管の太さと長さを決める仕組みを

１細胞レベルで体系的に調べ、筋肉と軟骨が気管

のサイズを決定する仕組みの解明に成功した。 
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・脳神経科学研究：恐怖記憶の消去にドーパミンが

関わることを発見し、新たな PTSD の治療法の可能

性の端緒を得た。 

また、脳の海馬においてエピソード記憶が保存さ

れるメカニズムの解明に成功した。 

 

【環境資源科学研究、創発物性科学研究、光量子

工学研究、加速器科学研究】 

●第３期中長期目標期間より引き続き推進・発展さ

せる研究分野において、以下の研究マネジメント、

人材育成、外部連携等の優れた取組を実施した。 

・環境資源科学研究：データ科学を取り入れた計

測・解析基盤技術の開発を行う先端技術プラットフ

ォームについて、生体内メタボローム基盤構築等

において中長期計画を前倒しして進捗を図った。 

・創発物性科学研究：中国科学院・清華大学・東京

大学・産総研等との緊密な連携による頭脳循環の

取組を推進した。 

・光量子工学研究：センター独自の協定に基づき企

業からの若手研究者を受け入れ、研究指導を実

施。多くが学位取得を目指すなど、将来のイノベー

ションの担い手となることが期待される。 

・加速器科学研究：がんの放射線治療への応用が

期待されているアスタチン 211 の大量製造を実現。

大学・研究機関に分譲し、医薬品の開発に貢献し

た。 

 

●また、以下のような優れた成果を多数創出した。 

・環境資源科学研究：様々な環境下で使用可能な

自己修復機能・形状記憶機能を持つポリマーの開

発に成功した。 

また、環境ストレスに強い作物の作出や機能性

肥料の開発等につながることが期待される成果と

して、乾燥に強くなる植物ペプチドを発見した。 

・創発物性科学研究：大規模量子コンピュータの実

現につながる半導体量子ビットによるハイブリッド

量子計算手法を開発した。 

また、超低消費電力のメモリデバイスなどへ応

用可能な、マルチフェロイクス材料において磁化が

反転する現象を実現することに成功した。 

・光量子工学研究：イメージングや短距離超高速大

容量無線通信に向けた半導体レーザーへのテラヘ

ルツ光の応用への貢献が期待される成果として、

高温（液体窒素温度）で動作可能な高出力の量子

カスケードレーザーの開発に成功した。 

また、光触媒や磁気デバイス開発への応用が期

待される成果として、赤外超短パルスレーザーの

新しい増幅法の実証に成功した。 

・加速器科学研究：中性子過剰な核物質（無限核
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子系）の状態方程式に関する研究に貢献する成果

として、二重魔法数の中性子過剰核「カルシウム

-60」の発見に成功した。 

 

 

（研究論文成果について） 

● 理研全体の平成 30 年（暦年）の査読つき論文

数は、2,646 件となった。なお、このうち上記の９つ

のセンターにおける総論文数は 2,099 件であった。 

 

●理研全体の平成 29 年度の論文の被引用回数

Top 10%論文の比率は 24.9％、Top1%論文は 3.8％

であった。なお、上記の９つのセンターについては、

それぞれ 27.3％、4.7％であった。 

 

●なお、分野補正を行った場合の理研全体の

Top10％、1％論文の比率は、それぞれ 14.3％、

2.1％であり、上記の９課題についてはそれぞれ

16.2％、2.7％であった。 

（上記はいずれも令和元年５月時点において

Clarivate AnalyticsのInCitesにより算出した数値で

ある） 
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１．事業に関する基本情報 

Ⅰ－2－(1) 革新知能統合研究 

 

２．主要な経年データ 

① 主な参考指標情報 

 30 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

論文数 

・和文 

・欧文 

 

8 

109 

      

連携数 

・共同研究等 

・協定等 

 

83 

46 

      

特許 

・出願件数 

・登録件数 

 

5 

1 

      

外部資金 

・件数 

・予算額（千円） 

 

88 

542,620 

      

 

② 主なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 30 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

次世代人工知能技

術等研究開発拠点

形成事業費補助金

（千円） 

3,521,000       

従事人員数 194       

 

 

３．主な評価軸、業務実績及び自己評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 

ICT の発展に伴い、

IoT や人工知能技術

の利活用が進む中、

我が国が世界に先駆

けて「超スマート社

会」を実現し、ビッグ

データ等から付加価

値を生み出していくこ

とが求められている。

このため、深層学習

の原理の解明に向け

た理論の構築や、現

在の人工知能技術で

は対応できない高度

ICT の利活用による

「超スマート社会」の実

現のため、政府がとり

まとめた「人工知能技

術戦略」に基づき、関

係府省、機関及び民

間企業と連携しなが

ら、グローバルな研究

体制の下、 

①汎用基盤技術研究

として、革新的な人工

知能等の基盤技術の

構築に向けた研究開

発 を 推 進 す る と と も

ICT の利活用による「超

スマート社会」の実現

のため、関係府省、機

関及び民間企業との連

携等、グローバルな研

究体制の下、汎用基盤

技術研究、並びに、目

的指向基盤技術研究を

行う。また並行して、社

会における人工知能研

究として、人工知能技

術等の利活用に当たっ

ての倫理的、法的、社

会的問題についての研

（評価軸） 

・科学技術基本計画等

に挙げられた、我が国

や社会からの要請に対

応するための研究開発

を、中長期目標・中長期

計画等に基づき戦略的

に推進できているか。 

 

・世界 高水準の研究

開発成果が創出されて

いるか。また、それらの

成果の社会還元を実施

できているか。 

●各チーム・ユニットの体制整備・人材確保に努め、常

勤研究員 139 名(うち外国人 50 名、女性 29 名) を含む

総勢約 740 名、(H31.3.1 現在)の体制を整えた。本体制

の下で、以下のような研究を進めた。 

 

①汎用基盤技術研究 

●深層学習の原理の理論的解明を進めるため、深層モ

デルに対する数理的な基礎研究等を行い、特に、以下

のような成果をあげた。 

 

●人工知能（AI）を用いた、データを正と負に分ける機械

学習の分類問題に対して、正のデータとその信頼度（正

信頼度）の情報だけから、分類境界を学習できる手法を

開発した。(NeurIPS 2018) 

●本分野では、高待遇での人材獲得競争が激化している

中、人材を確保していることを高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

●負のデータが収集できない場合においても機械学習に

よる分類技術を用いることが可能となる手法であり、実

世界における応用の範囲も大きく広がる可能性があり、

高く評価する。 
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に複雑・不完全なデ

ータ等に適用可能な

基盤技術の実現に向

けた研究を推進する

とともに、これらの基

盤技術も活用し、再

生医療等の我が国が

強みを有する分野の

科学研究の更なる強

化及び防災等の国内

の社会課題の解決に

資する研究成果を創

出する。また、人工知

能技術等の利活用に

あたっての倫理的、

法的、社会的問題に

ついて研究・発信す

る。これらを通じて、

高度な研究開発人材

等の育成を行う。そ

の際、関係省庁、機

関及び民間企業と緊

密に連携し、世界的

な動向を踏まえなが

ら、これらの取組を着

実に進める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

に、 

②目的指向基盤技術

研究として、これらの

基盤技術も活用するこ

とにより、我が国が強

みを持つ科学技術分

野の強化及び社会的

課題の解決を図る。 

また並行して、技術の

進展が社会にもたらす

影響や人工知能と人

との関係についての

洞察を深めることも重

要であり、 

③社会における人工

知能研究として、人工

知能技術等の利活用

に当たっての倫理的、

法的、社会的問題に

ついて、世界的な動向

を踏まえながら研究及

び情報発信を行う。 

加えて、ICT に係る知

見や技術を理解し、課

題解決に結びつける

人材の育成も不可欠

であり、 

④人材育成として、優

れたリーダーの下、必

要に応じて幅広い分

野の多様なスキルを

有する人材が集う柔

軟な研究体制、研究

環境を整備する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

究及び情報発信を行う

とともに、優れたリーダ

ーの下、人材育成を進

める。  

 

① 汎用基盤技術研究  

新たな人工知能等の基

盤 技 術 を 構 築 す る た

め、主要な国際会議に

お け る 議 論 等 を 踏 ま

え、幅広い基礎研究に

取組む。  

平成 30 年度は、深層

学習について、その原

理の理論的解明を進め

るため、深層モデルに

対する数理的な基礎研

究等を行う。具体的に

は、深層学習の予測能

力と深層モデルのネッ

トワーク構造の関係を

明らかにし、 適な構

造を決定するアルゴリ

ズムを開発する。 

  

② 目的指向基盤技術

研究  

サイエンス研究の加速

や現実世界での様々な

課題の解決に向けて、

人工知能等の基盤技

術を実装した解析シス

テムを実現するための

研究開発に取組む。  

平成 30 年度は、iPS 細

胞の品質評価技術の

開発等の再生科学や

その医療応用、文献等

の解析や 適化技術

による新規機能性材料

開発、ビッグデータ解

析による個別治療法の

導出、老朽化するイン

フラの保守・管理を担う

自律的検査装置等、人

工知能等の基盤技術を

実装する各種の解析シ

ステムの開発に着手す

るとともに、介護現場に

 

・研究開発成果を 大

化するための研究開発

マネジメントは適切に図

られているか。 

 

（評価指標） 

・中長期目標・中長期計

画等で設定した、各領

域における主要な研究

開発課題等を中心とし

た、戦略的な研究開発

の進捗状況 

 

・世界 高水準の研究

開発成果の創出、成果

の社会還元 

 

・研究開発の進捗に係

る マ ネ ジ メ ン ト の 取 組 

等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 深 層 ニ ュ ー ラ ル ネ ッ ト ワ ー ク (DNN: Deep Neural 

Networks）の性能を維持したままで、学習した結果であ

るパラメーターを 80%削減することができるコンパクト化

技術を開発し、エッジデバイス上で高精度な音声や画像

などの認識処理を動作させるが可能性を開いた。

(ICMLA 2018) 

 

②目的指向基盤技術研究 

●人工知能等の基盤技術を実装する各種の解析システ

ムの開発等を進め、特に、以下のような成果をあげた。 

 

●高速・高感度かつシンプルに細胞形態データを圧縮

計測する単一画素イメージング手法に、機械学習技術と

流体ハードウェア技術を融合し、細胞を超高速（従来の

顕微鏡方式比で千倍以上）で分取するシステム、「高速

蛍光イメージングセルソーター」を世界で初めて実現し

た。（Science  2018; 360: 1246- 1251） 

 

●人工知能と実験を組み合わせることで、タンパク質の

機能改変を従来よりも大幅に効率化する手法の開発に

成功し、緑色蛍光タンパク質（GFP）の黄色蛍光タンパク

質（YFP）への改変に本手法を適用して、既知 YFP よりも

蛍光性能の高い新規 YFP を多数発見することに成功し

た。(ACS Synthetic Biology) 

 

●光の吸収波長をターゲットに、深層学習による AI 技術

と量子力学に基づいた分子シミュレーション技術を組み

合わせることで、所望の特性を持ちかつ合成可能な有

機分子の設計に成功し、さらに、数個の分子を実際に合

成して所望の特性を有することを確認し、有用性を実証

した。(ACS Central Science) 

 

●「物体検知技術」を活用し、胎児の心臓構造の異常を

自動検知する技術を開発し、さらに、各部位の「確信度」

を一覧表示することで検査を迅速化し、結果の把握・説

明を簡便化し、胎児の心臓異常をリアルタイムに自動検

知するシステムを開発した。 

 

●光を吸収する機能を有するロドプシンの吸収波長を、

アミノ酸配列に基づいて予測するコンピュータアルゴリズ

ムを開発し、さらに、予測をもとに一部を改変して、従来

よりも長い吸収波長を持つ変異型ロドプシンを作製する

ことに成功した。(Scientific Reports) 

 

●共想法に基づく AI との質問応答システムについて、

実証実験を実施するための複数の対話システムを扱う

ためのシステム設計を行い、検証用プロトタイプの開発

を行った。 

 

●演算能力やメモリ量が限られたエッジデバイス上で高

度な処理を可能とする技術を、企業と共同で開発したも

のであり、高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

  

●従来方式とは比較にならない細胞の高速分取を世界で

初めて実現するものであり、本技術を基盤として、大量

の 1 細胞の選択的な利活用が実現できると期待され、

より正確かつ安価な血液・体液診断や、より有効性・安

全性の高い再生医療の実現に貢献するものであり、高

く評価する。 

 

 

●本手法は、抗体や酵素などの医療・食品・環境で役立

つ様々な機能性タンパク質の開発を加速することが期

待され、高く評価する。 

 

 

 

 

●本研究成果は、今後、有機エレクトロニクスなどにおけ

る機能性分子の設計に貢献すると期待でき、高く評価

する。 

 

 

 

 

●企業、大学、研究機関と連携して開発した本技術は、胎

児の診断を支援するとともに、早急に治療が必要な重

症かつ複雑な先天性心疾患の見落としを防ぎ、早期診

断や綿密な治療計画の立案につながると期待でき、高

く評価する。 
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おける会話支援、観測

データの解析とシミュレ

ーションに基づく防災・

減災システムに関して

はプロトタイプを構築す

る。  

 

③ 社会における人工

知能研究  

人工知能技術の社会

影響として、人工知能

と人との関係としての

倫理的検討、法制度の

在り方、個人データの

流通に関する問題への

対応等について、人文

科学や社会科学の研

究者も加えた積極的な

議論を行い、情報発信

を行う等、世界的な合

意形成を図る。  

平成 30 年度は、関連

する分野を含む国内外

の先進的な取組みとの

連携を進めるため、こ

れまで国内で行われて

きた個人データの匿名

化と再識別に関するコ

ンテストの国際化を進

めるとともに、個人デー

タの利活用に関する会

議等を通じて、当該個

人が管理するモデルの

構築と普及を図る。  

 

④ 人材育成  

平成 30 年度は、大学

等との連携及び企業か

らの研究者・技術者受

入れ、海外の大学・研

究機関との連携による

人材交流等を通じ 、情

報科学技術分野におけ

る人材育成に引き続き

努める。 

 

 

 

 

 

 

●将来想定される大地震による地震動の予測のため、

K-NET（防災科研）の観測記録と機械学習技術により、

シミュレーションにより生成した長周期地震動に短周期

の地震動を加えた広帯域地震動を推定する技術を開発

した。(EGU2019) 

 

③社会における人工知能研究 

●個人データの匿名化と再識別に関するコンテスト

（PWSCUP）を開催し、海外からのチームも参加して、上

位入賞するなど、国際化を進めている。 

 

●2020 年度以降の大学入試で活用が予定されている e

ポートフォリオ（電子学習記録システム）運用のための

良と考えられる仕組み（PDS：Personal Data Store)を

考案し,埼玉県の県立高校で実証実験を行った。 

 

●人間中心の AI 社会原則検討会議(内閣府)に AIP メン

バーが委員として参画し、我が国が G20 で提案する個

人データの利活用その他の AI の開発利用等原則案の

作成に貢献した。 

 

●IEEE の EAD(Ethically Aligned Design) ver.3 策定の議

論に、AIP のメンバーが直接参画して個人データ利活用

等について記述するなど、策定に大きく貢献した。 

 

●以上３点のほか、My Data Japan 2018 の開催などに

より、パーソナルデータを、個人が管理するモデルの構

築と普及に努めた。 

 

④人材育成 

●非常勤 PI を通じた国内各地の大学、研究機関との連

携体制等を通じて、学生を研究パートタイマー等として

215 名(H31.3.1 現在)登用し、育成に努めた。 

 

●AI 分野における研究教育を戦略的に推進し、高度 AI

人材を育成するため、東京農工大学大学院工学府との

間で、革新知能基盤連携講座を設置した。 

 

●海外研究機関等との MOU（これまで 40 件）に基づき、

各国大使館の協力等を得て、平成 30 年度に海外インタ

ーン学生を、19 の国と地域から 54 名(前年度 15 名)受け

入れた。 

 

●上記 MOU 等に基づき、海外の協力研究機関との合

同ワークショップを６回開催した。 

 

●企業との共同研究の枠組みの中で、企業の抱える課

題やデータとともに、企業からの客員研究員を、40 社か

ら 147 名(H31.3.1 現在)受け入れ、OJT を通じて人材育

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●この仕組みにより、e ポートフォリオ運用をデータポータ

ビリティとセキュリティを満たしつつ安価に実現しうるもの

であり、2019 年度には実運用が計画されているなど実用

に結びついており、高く評価する。 

 

●国際社会において、AI 分野における開発利用等の指針

策定に貢献し、巨大 IT 企業に対応する個人データの利活

用方策の提案など、我が国のプレゼンスを支える活動とし

て、高く評価する。 

 

●同上 

 

 

 

 

 

 

 

 

●国内の大学等と連携した人材育成に積極的に取り組ん

でおり、高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

●これまで締結した MOU 等に基づき、多くの国・地域から

多数の人材を受け入れて、人材育成と研究活動を活性化

しており、高く評価する。 

 

 

 

 

 

●本分野の人材養成のため、企業の既就職者の育成に

積極的に取り組んでおり、高く評価する。 
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成に努めた。 

 

●内閣府の官民研究開発投資拡大プログラム（PRISM）

における先端 IT 人材育成事業の一つとして、人工知能

技術に係る様々な用途に対応し、かつ高速に解析を行

うことを目的に、構成要素のそれぞれに 新の機器を備

える計算機システム（miniRAIDEN）を整備した。 

 

⑤マネジメント・その他 

●機械学習のトップカンファレンスである NeurIPS2018 

で、AIP センターから 12 件の論文が採択された。（日本

勢の採択 23 件） 

 

●人工知能の主要カンファレンスである AAAI-19 に、

AIP センターから 13 件の論文が採択された。 

 

●AISTATS2018 において Best Paper Award を受賞する

など、内外の国際会議、学会等において、多数の賞を受

賞した。 

 

●非常勤 PI を通じた連携体制等を通じて、平成 30 年度

は、大学・研究機関等 31 の機関と 40 件の共同研究契

約を締結（前年度からの継続を含む。）して、共同研究を

実施した。 

 

●従来の三社（NEC、東芝、富士通）に加え、富士フィル

ムとの連携センターを設置した。 

 

●このほかにも、企業との連携を積極的に進め、平成

30 年度は、27 社と 41 件の共同研究契約を締結（前年度

からの継続を含む。）して、共同研究を実施した。 

 

●AI 研究を支える計算リソースとして、RAIDEN を平成

30 年４月に、54PFLOPS に増強した。平成 30 年６月の

GREEN500 にて、世界 10 位の電力効率 11.3GFLOPS/W

を達成した。 

 

●広報担当職員の増強等により、研究成果のプレスリリ

ースを 10 件以上実施したほか、これらを含め、受賞、イ

ベント案内その他のセンターの活動に関する情報 90 件

以上をホームページを通じて発信した。 

 

●平成 31 年３月に成果報告会を開催し、理研内外から

300 名以上の参加を得た。 

 

●日本におけるメディカル AI 研究の活性化を目指して、

AIP センターの研究者が中心的メンバーとして参画する

日本メディカル AI 学会を平成 30 年 5 月に発足し、平成

31 年 1 月に第 1 回学術集会を開催した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

●前年度に引き続き、国内トップレベルのプレゼンスを示

していることを高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●医療分野における AI 研究の活性化から研究成果の活

用につながる活動として、高く評価する。 
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１．事業に関する基本情報 

Ⅰ－2－(2) 数理創造研究 

 

２．主要な経年データ 

①  主な参考指標情報 

 30 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

論文数 

・和文 

・欧文 

 

0 

69 

      

連携数 

・共同研究等 

・協定等 

 

11 

3 

      

特許 

・出願件数 

・登録件数 

 

0 

0 

      

外部資金 

・件数 

・予算額（千円） 

 

14 

26,775 

      

 

② 主なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 30 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

予算額（千円） 207,123       

従事人員数 17       
 

 

３．主な評価軸、業務実績及び自己評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 
自然科学や社会科学

における学際研究の

重要性が益々高まり

つつある中、各分野

で個別に進化してき

た科学的方法の共有

と結合、大規模データ

からの情報抽出や高

度に複雑なシステム

の制御に必要な数理

科学的手法の開発が

求められている。この

今世紀の基礎科学の

重要課題の一つであ

る“宇宙・物質・生命の

統合的解明”のため、

数学・理論科学を軸と

した異分野融合と新た

な学問領域創出を目

指し、諸科学を統合的

に推進し、それを通し

て社会における課題

発掘及び解決に取組

む。具体的には、①新

今世紀の基礎科学の

重要課題の一つである

“宇宙・物質・生命の統

合的解明”のため、数

学・理論科学を軸とした

異分野融合と新たな学

問領域創出を目指し、

諸科学を統合的に推進

し、それを通して社会に

おける課題発掘及び解

決に取組む。具体的に

は、 

（評価軸） 

・科学技術基本計画等

に挙げられた、我が国

や社会からの要請に対

応するための研究開発

を、中長期目標・中長期

計画等に基づき戦略的

に推進できているか。 

 

・世界 高水準の研究

開発成果が創出されて

いるか。また、それらの

①数学と自然科学の共進化 

●数学者と理論物理学者が、それぞれの 先端の手法

や知見を活かして協働し、研究が進展した。特に数学の

作 用 素 環 論 に お け る 研 究 対 象 の ひ と つ で あ る

Bost-Connes 力学系（代数的整数論に由来する量子統

計力学系）の、分類問題を完全に解決することに成功し

た。加えて、幾何学における境界付き多様体上の Dirac

作用素の指数理論について、近年発見された相対高階

指数という位相不変量を微分幾何学的に意味づける研

究などを行った。 

また、実験系研究者と協力し物質のバンド構造の幾

何学的情報である量子計量テンソルを初めて測定する

● 数理創造プログラムの研究活動は異分野融合を促進

し、諸科学の統合的解明、社会における課題発掘及び解

決を図り、数理科学を活用した破壊的イノベーションの創

出を目指す、理研ならでの革新的な取組であり、総合的な

研究機関として高い基礎研究力を有する理研ならではの

取組として評価する。 

政府の政策的な要請として新興・融合領域への取組の

強化が求められている中、時代を先導する価値創出の源

泉となる数理科学のポテンシャルを 大限に発揮させる

ための理研の体制を強化し、数理科学を核とした我が国

の新興・融合領域の創出を加速するプログラム運営として

高く評価する。  
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ため、数学・数理科学

を軸として、物理学、

化学、生物学等にお

ける理論科学や計算

科学等を融合し、数

理科学の視点から自

然科学における基本

問題（宇宙や生命の

起源等）や、国家的・

社会的ニーズに応え

るための諸課題（自

然現象や社会現象の

数理モデリング技術

の進展等）の解決に

向けた取組を推進す

る。また、それらの分

野や階層を横断的に

見ることで解明可能

な社会課題の発掘

と、これらの推進を行

う人材の育成を行う。 

しい幾何学の創成を

はじめとする数学と自

然科学の共進化、 

②複雑化する生命機

能の数理的手法によ

る解明、 

③数理的手法による

時空と物質の起源の

解明、 

④数理科学的手法に

よる機械学習技術の

探求を行う。 

さらに、国内・国際連

携のネットワークを構

築し、⑤既存学問分野

の枠を越えて活躍でき

る人材育成を行い、頭

脳還流の活性化を図

るとともに数学・理論

科学を活用し、科学界

のみならず産業界に

対するイノベーション

の創出への貢献を図

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①新しい幾何学の創成

をはじめとする数学と

自然科学の共進化、 

②複雑化する生命機能

の数理的手法による解

明、 

③数理的手法による時

空と物質の起源の解

明、 

④数理科学的手法によ

る機械学習技術の探

求を行う。 

さらに、国内・国際連携

のネットワークを構築

し、⑤既存学問分野の

枠を越えて活躍できる

人材育成を行い、頭脳

還流の活性化を図ると

ともに数学・理論科学

を活用し、科学界のみ

ならず産業界に対する

イノベーションの創出へ

の貢献を図る。  

 

① 数学と自然科学の

共進化  

数学と自然科学の共進

化を加速するため、自

然科学と数理科学の相

互交流を拡大する。現

代数学の自然科学へ

の適用にとどまらず、

自然現象から数学に新

たな動機を与えること

により、新しい幾何学

の創成とミレニアム問

題等、数学における重

要問題の解決へ向けて

の取組を促進する。平

成 30 年度は、数学者と

理論物理学者が、それ

ぞれの 先端の手法

や知見を活かして協働

することで研究の進展

が見込まれるテーマと

して、京都大学及び東

北大学に設置した数理

創造プログラムサテラ

イトを活用し、流体力学

成果の社会還元を実施

できているか。 

 

・研究開発成果を 大

化するための研究開発

マネジメントは適切に図

られているか。 

 

（評価指標） 

・中長期目標・中長期計

画等で設定した、各領

域における主要な研究

開発課題等を中心とし

た、戦略的な研究開発

の進捗状況 

 

・世界 高水準の研究

開発成果の創出、成果

の社会還元 

 

・研究開発の進捗に係

る マ ネ ジ メ ン ト の 取 組 

等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ことに成功した。また、トポロジカル物性と光科学の融合

領域であるトポロジカル・フォトニクスのレビューや、内

部自由度を用いてトポロジカル物質をシミュレートする人

工次元に関するレビューも完成させた。 

 

②数理科学と生命の起源の解明 

●生体分子のネットワーク構造に基づいて、高次機能

の振る舞いを理解可能にするような普遍的な数理科学

的理論の構築を進めた。６０年以上未解決であった体内

時計の温度に対する安定性の問題に取り組み、遺伝子

とタンパク質からなるネットワークにおいて体内時計の

安定性が実現する条件を理論的に導いた。また、体内

時計の理論研究から見出した波形と周期の関係につい

ての数理構造が、電気回路の振動モデルにも共通して

表れることを発見した。 

また、カリフォルニア大学バークレー校との共同研究

で、従来の集団遺伝学の数理モデルを一般化すること

で、揺らぎの非常に大きい進化プロセスにも適用できる

モデルを構成した。これにより、バクテリア・ウイルスな

ど、より広範な生物の進化の解明が進むと期待できる。 

その他、ゲノム科学・情報科学の手法を用いてウマや

東南アジアの樹木 Shorea leprosula の進化過程を明ら

かにした。 

 

③数理的手法による時空と物質の起源の解明 

●米国ローレンス・バークレー国立研究所に設置した連

携拠点を活用し、素粒子の相互作用と原子核の構造に

関する大規模数値シミュレーションに関する共同研究を

推進。量子多体系の時間発展を記述する新しい経路積

分表示を開発した。具体的には熱力学的状態空間にお

ける経路積分であり、そこにはエントロピーとそれに正

準共役な運動量の有効作用が現れる。外場の時間変

化が遅い場合、その経路積分にその運動量の並進対称

性が現れ、量子論レベルでエントロピー保存則が得られ

る。ブラックホールも究極的には一種の量子多体系だと

考えた場合、この定式化が将来的には活用できると期

待される。 

また、理論予測に基づき、アルマ望遠鏡などによる 2

つの活動銀河の電波観測に取り組み、銀河中心にある

超大質量ブラックホール周辺のコロナの磁場強度を初

めて測定した。磁場強度は従来の理論予測よりもはる

かに小さく、ブラックホールコロナの加熱プロセスに再考

を迫る結果となっている。さらに、本研究のために、望遠

鏡のビームサイズも考慮した新たな解析手法も開発して

おり、他の電波観測への適応も期待される。 

  

④数理科学と人工知能 

●革新知能統合研究センターや計算科学研究センター

と密接な協業により、機械学習技術の数理的基礎の基
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における数学と計算科

学 の 統 合 的 ア プ ロ ー

チ、非可換幾何学の数

理研究とそれに基づく

物質設計に関する共同

研究を推進する。さら

に、数理創造プログラ

ムの若手研究者が共

同で、量子論における

非摂動解析の数理解

析を行う。  

② 数理科学と生命の

起源の解明  

現代生物学の重要課

題である、「生命機能

が進化してきたプロセ

ス」の解明を目指す。

細胞が持つ自律性や

恒常性、発生の過程で

作り出される機能、環

境変動に対する適応性

等、遺伝子やタンパク

質等の生体分子の仕

掛けから生まれる原理

について、数理的手法

を用いて解析し、生体

分子が様々な環境の

中で進化する中でシス

テムとして生命機能を

獲得し、複雑化してき

た過程の解明を目指

す。平成 30 年度は、生

体分子のネットワーク

構造に基づいて、高次

機能の振る舞いを理解

可能にするような普遍

的な数理科学的理論

の 構 築 を 目 指 す 。 ま

た、真核生物のゲノム

の大半を占める非コー

ド領域の機能を解明す

るために、その進化過

程を数理生物学者と数

学者が協働して、バイ

オインフォマティクス手

法と数値シミュレーショ

ン を 駆 使 し て 研 究 す

る。  

③ 数理的手法による

盤を構築するとともに、機械学習技術が基礎科学や応

用科学へ適用できるよう研究・強化を図った。物性理論

研究者と共に量子モンテカルロ法を機械学習で高速化

するアルゴリズムを提案し、その実用性を数値実験で確

かめた。また、量子色力学(QCD)などの強結合場の理

論を解くための機械学習の方法に基づいた方法を、

QCD の数値実験の専門家や弦理論の専門家と共同で

提案し、数値実験しそれが素粒子の振る舞いを定性的

に説明することを確かめた。 

 

⑤分野及び階層等を越えた人材育成等 

●数理創造プログラムでは「数理」を軸とする分野横断

的手法により、宇宙・物質・生命の解明や、社会におけ

る基本問題の解決を図り、国際頭脳還流ネットワーク、

分野横断型スクール・ワークショップ、日常的な分野交

流などを通して、ブレークスルーをもたらす研究土壌の

開発や若手人材の育成を進めている。また 1 人 1 人の

研究の活動度の向上を図り、研究推進するため、チー

ムやグループ等の組織体制を形成せず「研究セル」とい

う緩やかな仕組みを用い、セル間を研究者が自由由自

在に行き来する柔軟な研究体制を取っている。 

多くの数学者や自然科学者、企業の人たちが集まる拠

点となる“SUURI-COOL”と名付けた数理創造プログラ

ムサテライト（仙台・京都・神戸・米国バークレー）におけ

る活動度を、サテライトに配置した若手研究者等を中心

に高め、数理創造プログラムの研究者が各サテライトを

自由に行き来できる研究環境の整備を実施した。各サ

テライトでは、理論科学・数学・計算科学の研究者が分

野の枠を越えて基礎研究を推進する、新しい分野横断

型国際研究集会や国際スクールの開催を実施。また、

京都大学 MACS 教育プログラム（MAthematics-based 

Creation of Science Program）との連携による学部・大学

院生の分野横断的教育活動に参画した。さらに、東京

大学教養学部と連携し、学部初年級への数理科学の分

野横断講義、インターン受け入れを行い、将来の数理科

学者の育成の一翼を担うセメスター講義を数理創造プ

ログラムの研究者が行った。 

 民間企業との共同研究も順調に進捗し、数理的手法

を用いた金融経済現象の解析を実施。数学・物理学・情

報学等における 先端数理手法の金融経済ビッグデー

タへの適用を進めている。 
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時空と物質の起源の解

明  

物理学・計算科学・数

学の協働により、時空

の起源と物質の起源を

解明する。特に素粒子

原子核の大規模シミュ

レーションを推進すると

ともに、国内外の宇宙

観測データを基にした

ビッグデータ解析手法

の開発を行い、宇宙と

物質の起源の解明に

つなげる。平成 30 年度

は、米国ローレンス・バ

ークレー国立研究所に

設置した連携拠点を活

用し、素粒子の相互作

用と原子核の構造に関

する大規模数値シミュ

レーションに関する共

同研究を進める。また、

超新星爆発・中性子星

合体・ガンマ線バースト

の観測データと大規模

シミュレーションの比較

から、爆発的天体現象

の解明と元素の起源を

仁科加速器科学研究

センターの研究チーム

と連携して進める。さら

に、宇宙物理学者とデ

ータ科学者の協働によ

る銀河中心の大質量ブ

ラックホールの観測デ

ータに基づく研究、理

論物理学者と数学者の

連携によるブラックホー

ルの内部構造に関する

数理研究を進める。  

④ 数理科学と人工知

能  

機械学習技術が適切

に機能するための条件

や結果の不定性等に

関する数理的基礎につ

いて解明する。機械学

習 技 術 を 物 理 学 、 化

学、生物学等の基礎研
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究に適応し、これまで

にない新しい発見を生

む可能性を探索すると

同時に、機械学習技術

の基礎を数理科学の観

点から深く掘り下げる。

平成 30 年度は、革新

知能統合研究センター

や計算科学研究センタ

ーと密接な協業により、

機械学習技術の数理

的基礎の基盤を構築す

るとともに、機械学習技

術が基礎科学や応用

科学へ適用できるよう、

トップダウン及びボトム

アップ型によるテーマ

課 題 設 定 に よ っ て 研

究・強化を図る。特に、

医療診断における深層

学習技術の応用、天体

観測のビッグデータの

機械学習技術を用いた

解析、基礎物理学にお

けるモデルパラメータ

抽出に対する深層学習

の適用等を進める。  

⑤ 分野及び階層等を

越えた人材育成  

国内外の数学者・理論

物理学者・理論生物学

者・情報科学者・計算

科学者が緊密に連携し

課題に取り組むための

国際頭脳還流ネットワ

ークを構築し、数理科

学を軸として既存分野

の枠を越えた新たなア

イデアの醸成とブレー

クスルーをもたらす優

秀な若手人材の育成を

行う。平成 30 年度は前

年度に構築した、多く

の数学者や自然科学

者、企業の人たちが集

まる拠点となる数理創

造プログラムサテライト

（仙台、京都、神戸、バ

ークレー）における活動
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度を、サテライトに配置

した若手研究者を中心

に高め、数理創造プロ

グラムの研究者が各サ

テライトを自由に行き来

で き る 環 境 を 整 備 す

る。神戸サテライトで

は、分野横断型国際研

究集会や国際スクール

の開催を行う。また、京

都大学 MACS 教育プロ

グラムとの連携による

学部・大学院生の分野

横断的教育活動に参

画する。さらに、東京大

学教養学部と連携し、

学部初年級への数理

科学の分野横断講義、

インターン受け入れを

行い、将来の数理科学

者の育成の一翼を担

う。 
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１．事業に関する基本情報 

Ⅰ－2－(3) 生命医科学研究 

 

２．主要な経年データ 

① 主な参考指標情報 

 30 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

論文数 

・和文 

・欧文 

 

37 

221 

      

連携数 

・共同研究等 

・協定等 

 

248 

16 

      

特許 

・出願件数 

・登録件数 

 

34 

24 

      

外部資金 

・件数 

・予算額（千円） 

 

229 

2,099,192 

      

 

② 主なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 30 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

予算額（千円） 3,327,266       

従事人員数 320       
 

 

３．主な評価軸、業務実績及び自己評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 
がんや生活習慣病の

克服のために革新的

な免疫療法をはじめ

とした治療法が開発

されているが、薬効の

個人差や副作用がそ

の普及に向けた課題

であり、遺伝子レベル

での層別化や発症メ

カニズムの包括的解

明による個人に 適

な治療選択が必要で

ゲノムや環境による個

人毎の違いを踏まえ

た正確で効率的な予

防や治療を可能とする

ため、生命の高次機

能の理解や機能の破

綻による人間の疾患

発症機構の解明を目

指した生命医科学研

究を推進する。 

具体的には、 

①ゲノムを解析して機

ゲノムや環境による個

人毎の違いを踏まえた

正確で効率的な予防や

治 療 を 可 能 と す る た

め、生命の高次機能の

理解や機能の破綻によ

る人間の疾患発症機

構の解明を目指した生

命医科学研究を推進す

る。  

具体的には、 

①ゲノムを解析して機

（評価軸） 

・科学技術基本計画等

に挙げられた、我が国

や社会からの要請に対

応するための研究開発

を、中長期目標・中長期

計画等に基づき戦略的

に推進できているか。 

 

・世界 高水準の研究

開発成果が創出されて

いるか。また、それらの

平成 30 年度、新たに生命医科学研究センターとして発

足した。以下 4 つの研究分野と若手人材育成プログラム

を設置し、センター長の指揮のもと、研究を実施するとと

もに、融合的な新しいマネジメント体制を確立した。 

 

①ゲノム機能医科学研究 

●平成 30 年度は制御性 RNA の網羅的機能解析および

大規模統計解析によるヒト疾患発症メカニズム解明へ

向けた研究開発を着実に進め、順調に進捗している。ま

た、国際共同研究を通じて取得したオミックスデータを元

に、ゲノム解析と遺伝子発現量の変化を組み合わせた

独自の統合解析手法を開発し、炎症性腸疾患発症に関

 

 

 

 

 

 

●日本でも患者数が年々増加傾向であり、世界的にも新

薬開発が強く望まれている炎症性腸疾患について、約

100 の新たな原因遺伝子候補を同定するなど、新たな診

断法・治療法につながる成果として高く評価する。 

 

●社会的関心度も高く、日本人女性で も患者数の多い
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ある。このため、ヒト

免疫系基本原理の解

明やヒト化マウス等

の基盤技術開発、疾

患関連遺伝子の網羅

的同定、一細胞技術

を活用した機能性ゲ

ノム解析研究等の成

果を発展・融合させ、

がん免疫治療等にお

ける個別化医療・予

防医療の実現に向け

た研究を推進する。 

能・疾患を理解するゲ

ノム機能医科学研究、 

②ヒト免疫系による恒

常性維持・破綻のプロ

セスを解明するヒト免

疫医科学研究、 

③ヒトの環境応答につ

い て デ ー タ 収 集 ・ 計

測・モデリングを行う疾

患システムズ医科学

研究、 

さらに④これらを融合

したヒト免疫システム

の解明から個別化が

ん治療等への応用を

行うがん免疫基盤研

究を実施し、画期的な

治療法の社会実装へ

の橋渡しに向けた研

究を推進する。また、

生命医科学研究にお

ける新たな研究領域

を開拓できるリーダー

の育成を行う。 

能・疾患を理解するゲノ

ム機能医科学研究、②

ヒト免疫系による恒常

性維持・破綻のプロセ

スを解明するヒト免疫

医科学研究、③ヒトの

環境応答についてデー

タ収集・計測・モデリン

グを行う疾患システム

ズ医科学研究、さらに

④これらを融合したヒト

免疫システムの解明か

ら個別化がん治療等へ

の応用を行うがん免疫

基盤研究を実施し、画

期的な治療法の社会

実装への橋渡しに向け

た研究を推進する。ま

た、生命医科学研究に

おける新たな研究領域

を開拓できるリーダー

の育成を行う。  

① ゲノム機能医科学

研究  

個人差や副作用に配

慮したゲノム創薬手法

の開発やゲノム医療の

実現のために、制御性

RNA による細胞制御の

体系的な把握のための

技術の開発やヒトゲノ

ムを起点とした疾患発

症メカニズム解明のた

めの大規模統計学的

解析を行う。  

平成 30 年度は、制御

性 RNA の機能推定を

行うために必要とされ

る数千規模の遺伝子ノ

ックアウトサンプルの作

製を行う。また、国際共

同研究を通じて得られ

た世界 大規模の遺

伝統計学的解析データ

の取得及び整備を進め

る。さらに、疾患発症に

関わる生物学的経路を

推測するため、独自の

あるいは公開されてい

成果の社会還元を実施

できているか。 

 

・研究開発成果を 大

化するための研究開発

マネジメントは適切に図

られているか。 

 

（評価指標） 

・中長期目標・中長期計

画等で設定した、各領

域における主要な研究

開発課題等を中心とし

た、戦略的な研究開発

の進捗状況 

 

・世界 高水準の研究

開発成果の創出、成果

の社会還元 

 

・研究開発の進捗に係

る マ ネ ジ メ ン ト の 取 組 

等 

わる複雑な遺伝子発現制御機構を明らかにした。 

さらに、計画を上回る業績として、 

1) 乳がんの原因とされる 11 遺伝子について、日本人

の乳がん患者を含む 1 万 8 千人以上の世界 大規

模となるゲノム解析から、半数以上が新規である

244 個の病的バリアントを同定するとともに、日本人

に特徴的な病的バリアント・遺伝子ごとの乳がんの

リスク、病的バリアントを持つヒトの臨床的特徴を明

らかにし、データベースを構築した。 

2) 理研が有する独自の遺伝子解析手法を応用し、

RNA の 5’末端を選択的かつ偏りなく１細胞レベルで

補足する技術「C1 CAGE 法」を開発し、細胞状態を

特徴付ける遺伝子ネットワークの変化を捉えること

に成功した。さらに、遺伝子発現活性を制御するエ

ンハンサーRNA が正負どちらか片方向にのみ転写

されている新知見を得た。 

 

②ヒト免疫医科学研究 

●平成30 年度は、ゲノム多型による遺伝子発現・タンパ

ク発現に関するデータベースの構築を開始するととも

に、エピゲノム解析研究やマウスを用いたパスウェイ検

証を着実に進め、順調に進捗している。さらに、計画を

上回る業績として、 

1) 胚中心に存在する B 細胞を詳細に解析し、病原体

と高い親和性を持ち攻撃力の高い「良質な抗体」を

産生するプラズマ細胞へ分化する前駆細胞を世界

に先駆けて同定するとともに、B 細胞とヘルパーT

細胞との持続的な相互作用による一連の分化機

構を解明した。 

2) ヘルパーT 細胞の分化および機能発揮に重要な

CD4 分子を対象とし、新たな遺伝子発現制御機構

を発見。 

 

③疾患システムズ医科学研究 

●平成 30 年度は、皮膚炎や糖尿病をはじめとした慢性

炎症の多階層計測を行い、モデル構築のための技術開

発を着実に進め、順調に進捗している。さらに、計画を

上回る業績として、 

1) 健常者の便中から感染抵抗性や抗腫瘍効果を高

める腸内細菌株を同定・単離することに成功した。

さらに、マウスを用いて、この菌株を摂取すること

により、感染抵抗性や抗がん免疫応答が強まり、

がんや感染症に対する予防となることを発見した。 

 

2) 記憶キラーT 細胞の多様性には、抗原刺激の強度

が重要な役割を果たしていること、特に中程度の

抗原刺激を受けると高い細胞障害活性と増殖能を

持つさまざまな記憶キラーT 細胞へと分化すること

を明らかにした。 

がんである乳がんについては、病的バリアントは人種差

が大きいため、これまで日本人独自のデータベース構築

が強く求められていた。今回構築したデータベースは、患

者一人ひとりの遺伝的背景に配慮した適切なゲノム医療

体制の構築に資する成果として非常に高く評価する。 

 

●開発した「C1 CAGE 法」は、既存の１細胞解析法では見

逃されていた、細胞内全ての転写された RNA の検出・定

量を可能にする独自技術であり、各細胞が持つ不均一な

遺伝子発現を正確に理解し、新たな遺伝子発現制御機構

の一端を明らかにするための重要な手がかりとなる成果

として高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

●細菌やウイルス感染時の生体防御に必要不可欠な抗

体産生のメカニズムを明らかにした。ヘルパーT 細胞と B

細胞の接着強度により、細胞の分化ルートが変化すると

いう新たな発見は、目的に沿った戦略的かつ効果的なワ

クチン開発を可能とする予想外の発見であり非常に高く評

価する。 

 

●本成果は、iPS 細胞を用いた人為的な T 細胞の作製に

よる疾患治療など、新たな治療法の開発に貢献すると期

待され、高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

●発見した 11 種類の腸内細菌株は、腸内細菌の中でも

極めて稀少な細菌株であり、感染防御や抗腫瘍作用に重

要なインターフェロンガンマを産生する T 細胞を誘導する

ことから、世界的に非常に貴重な発見である。今後、感染

症やがんに対する新たなシーズとなる成果として非常に

高く評価する。 

 

●多様な記憶キラー細胞が形成される仕組みを解明し、

インフルエンザ感染症や皮膚がんの生体防御に重要な免

疫細胞集団を発見した本成果は、今後、感染症やがんに

対する新たなバイオマーカーに繋がる。 
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るオミックスデータと統

合的に解析するための

アルゴリズムの開発に

着手する。  

② ヒト免疫医科学研

究  

関節リウマチ等の疾患

発症機構の解明に向

けて、ヒト免疫機能研

究手法による疾患の原

因となる変異タンパク

や発現異常の同定や、

ヒトと実験動物の間に

みられる免疫システム

の異同を検証するため

の新たな研究手法の開

発を行う。  

平成 30 年度は、ゲノム

多型による遺 伝子発

現、タンパク発現に関し

て、免疫担当細胞サブ

セット別のデータベース

の構築を開始し、その

遺伝子発現のメカニズ

ムに重要なエピゲノム

の 解 析 を 並 行 し て 行

う。また、恒常性システ

ムの中心となる分子群

とパスウェイがヒトの細

胞の中でどの程度解明

されているかマウスを

用いた検証を行う。  

③ 疾患システムズ医

科学研究  

皮膚炎や糖尿病をはじ

めとした慢性炎症を多

階層に理解するため、

免疫系・神経系・内分

泌系各臓器間の相互

作用を介した、高次の

環境応答メカニズムを

細胞・分子レベルで層

別的に理解する事を対

象とした研究を行う。  

平成 30 年度は、慢性

炎症の病態を遺伝子発

現、代謝制御、細胞間

相互作用等の階層で

時系列計測を行い、数

 

④がん免疫基盤研究 

●平成 30 年度は、マウス腫瘍細胞を用いて、ネオ抗原

の免疫学的同定を行なった。今後、生物学的意義解明

に向け進める予定であり、順調に中長期計画が進捗し

ている。一細胞オミックス技術で抽出する関連標的細胞

や分子の同定のため、自然発症乳がんモデルマウスか

ら進行期における T 細胞解析を行い、関連細胞として T

細胞サブセットの偏りを認めた。今後、発症早期と比較

して免疫系の動向を探る予定である。 

さらに、計画を上回る業績として、 

1) 慢性肝炎や肝臓がん、さらにはマウスモデルにて、

肝臓に感染した B 型肝炎ウイルス（HBV）の網羅的

ゲノム解析を行い、HBV のゲノムが特定のがん関

連遺伝子やその周辺に組み込まれていることなど、

HBV のヒトゲノムへの組み込み機序とウイルスによ

る発がん機構の一端を解明した。 

2) 肝がん細胞を選択的に死滅させ、肝がん再発予防

薬として現在治験が進められている「非環式レチノ

イド（一般名：ペレチノイン）」が、がん遺伝子の一種

である MYCN を発現する肝がん幹細胞を選択的に

排除することを突き止め、MYCN が肝がん再発に対

する創薬対象であることを明らかにした。 

 

【社会還元】 

1) iPS 由来 NKT 細胞によるがん治療の医師主導治

験を実施するために、千葉大学において治験プロ

トコール、理研で治験製品概要書を作成し、これら

を用いて PMDA 相談により治験における用量およ

び用法の適切性について事前合意された。 

2) 当センターで開発した WT1 がん抗原を発現した人

工アジュバントベクター細胞について、東大医科研

病院と共同で、医師主導型治験・第 I 相試験

(First-in man 試験)を進め、再発、及び治療抵抗性

の急性骨髄性白血病患者に対して、三段階の用

量漸増試験を施行中である。現在二段階目で特に

有害事象は認めないことを確認している。また、次

世代人工アジュバントベクター細胞の対象疾患とし

て、ヒトパピローマウイルス（HPV）関連固形がんを

標的として、本年度は治療薬として、HPV 関連抗

原(E6、E7)を別々に発現させた二種類の人工アジ

ュバントベクター細胞の細胞作製を進め、その細

胞の品質評価試験を行った。 

 

【マネジメント・人材育成】 

1) 若手融合領域リーダー育成プログラムを実施し、５

名の若手研究者(YCI)の独立型研究について、それ

ぞれにホストラボとセンター内外のアドバイザーが

ついて支援を行った。平成30年度はYCI２名が研究

 

 

●肝細胞ゲノムへの HBV の組み込みは肝臓がん発生の

原因のひとつとされており、今回その現象を詳細かつ経

時的に明らかにした。現在、B 型肝炎から発生する肝臓が

んに対しては限られた治療法しかなく、本成果は新しい治

療薬・予防法と新規ウイルス治療薬の開発への貢献が期

待されるものとして非常に高く評価する。 

 

●肝がんは再発率が高く予後が悪いがんの一つであり、

その原因として外科的切除後も肝臓組織に残存するがん

幹細胞の存在が挙げられる。今後、肝がん患者の MYCN

の発現量を検査することで、肝がんの再発リスク予測や、

非環式レチノイドが効くと予想される患者を予め選び出す

コンパニオン診断に繋がる成果として高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●iPS 由来 NKT 細胞によるがん治療の臨床研究の開始

に向けた研究が着実に進捗しており、非常に高く評価す

る。 

 

 

●当センターで開発した人工アジュバントベクター細胞、

WT1 がん抗原を発現した人工アジュバントベクター細胞の

第 I 相治験を開始し着実に進行させており、非常に高く評

価する。さらに、固形腫瘍に対する新たな細胞作成を進め

ており評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●融合領域という挑戦的な研究分野で活躍する若手研究

者育成に、センターとして積極的に取り組み、着実に成果

を上げていることを高く評価する。 
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理モデルの構築に係る

技術開発を行う。  

④ がん免疫基盤研究  

「がん」を免疫機構の恒

常性破綻という観点か

ら捉え直し、新たな治

療法として注目されて

いるがん免疫療法を対

象とした研究を行う。一

細胞オミックス解析技

術等により、免疫原性・

細胞の発生機序等を解

明し、発症メカニズムの

包括的な解明や遺伝

子レベルでのがんの層

別化を行う。  

平成 30 年度は、より効

果的な標的細胞や分

子を抽出するための基

盤研究として、がん特

異的に発現するネオ抗

原を免疫学的手法や一

細胞オミックス技術で

抽出する技術の開発や

がん関連遺伝子のスク

リーニングを行う。 

責任著者として、それぞれ論文をまとめ発表した

（Cell 2019, Comm Biol 2019）。本プログラムを終了

した 5 名中、これまでに大学教授２名、准教授１名、

理研チームリーダー１名を輩出している。 

2) 各部門に設置されていた次世代シーケンサーをシ

ーケンスプラットフォームへ集約させた。今後、サー

バーのクラウド化や質量分析装置やセルソータなど

他の装置・施設に展開し、センター内の集約を図

る。 

 

3) センター内の融合に向けた取り組みとして、センタ

ー内分野横断的プロジェクト「がん微小環境のシン

グルセル解析による免疫学的特性の解明」を実施

し、免疫、ヒトゲノム、シングルセルトランスクリプトミ

クスの融合研究を促進した。また、2018 年 12 月 14

日にセンター内リトリートを実施した。センター内の

各部門間の連携を促進するため、例年行われてき

たプログラムを大幅に変更し、「チームビルディン

グ」をテーマとしたグループワークと活発な意見交

換を行った。 

 

【国際連携】 

1) 国 際 コ ン ソ ー シ ア ム 、 「 Human Cell Atlas 」 や

「FANTOM」プロジェクトの中核機関として、世界を

リードしている。 

2) IMS インターンシッププログラムを新しく開始し、海

外から５名を受け入れた。 

3) カロリンスカ研究所と大学院生対象のインフォマテ

ィクス集中講義を開催した。(2019 年 3 月 20 日〜27

日) 

4) IMS ハーバードサマースクールを実施し、ハーバー

ド大学生４名が単位認定を受けた。（2018 年 6 月 4

日〜8 月 13 日） 

 

 

 

 

 

●各チームに分散する研究基盤インフラをセンターで一

元的に集約することが効率的な運営のために強く求めら

れている。プラットフォームの構築により、コスト改善やス

ケールメリットを生かした研究推進の点から、効率的な運

用につながる取組みとして高く評価する。また、プラットフ

ォームの構築により、センター内の研究連携が進むことも

今後大きく期待される。 

 

●科学の細分化が進展し、専門分野間の交流や連携が

これまで以上に難しくなっている昨今において、センター

内の融合連携を目指す試みとして評価する。こうした試み

の中から各部門の融合連携を図るプロジェクトが新たに

立ち上がることを期待する。 

 

 

 

 

 

●国際コンソーシアムの中核としての活動、学生や若手

研究者を対象とした多様な研修プログラムなど、国際化の

ための活動が非常に活発に行われており、非常に高く評

価する。 
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１．事業に関する基本情報 

Ⅰ－2－(4) 生命機能科学研究 

 

２．主要な経年データ 

①  主な参考指標情報 

 30 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

論文数 

・和文 

・欧文 

 

38 

327 

      

連携数 

・共同研究等 

・協定等 

 

314 

13 

      

特許 

・出願件数 

・登録件数 

 

116 

43 

      

外部資金 

・件数 

・予算額（千円） 

 

463 

3,233,359 

      

 

②  主なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 30 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

予算額（千円） 4,368,008       

従事人員数 417       
 

 

３．主な評価軸、業務実績及び自己評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 
超高齢社会である我

が国においては健康

寿命の延伸が求めら

れており、ヒトの健康

状態の維持と老化メ

カニズムの解明が急

務となっている。この

課題の解決に向け、

細胞状態の診断と評

価手法の確立を目指

した非侵襲による可

視化技術と予測・操

健康長寿社会の実現

に貢献するために、本

研究では、ヒトの発生

から成長、老化、生命

の終わりまでの時間

軸を貫く生命機能維持

の原理解明を目指し

て、分子、細胞から個

体までの多階層にわ

たる以下の研究を推

進する。そのため、 

①分子・細胞状態の

健康長寿社会の実現

に貢献するため、ヒトの

発生から成長、老化、

生命の終わりまでの時

間軸を貫く生命機能維

持の原理解明を目指し

て、分子、細胞から個

体までの多階層にわた

る以下の研究を推進す

る。また、生命機能科

学研究分野の発展に

貢献する社会課題解決

（評価軸） 

・科学技術基本計画等

に挙げられた、我が国

や社会からの要請に対

応するための研究開発

を、中長期目標・中長期

計画等に基づき戦略的

に推進できているか。 

 

・世界 高水準の研究

開発成果が創出されて

いるか。また、それらの

 
●RNA ポリメラーゼ II がヒストンに巻きついた DNA から

遺伝子の読み取りを行う一連のステップにおける立体

構造を、クライオ電子顕微鏡を用いて解析することで明

らかにした。 

 

●スピニングディスク超解像顕微鏡の原理を発展させ

てライトシート顕微鏡の光学系を用いる新規光学系を

作成して原理実証実験を行い、従来の顕微鏡より高分

解能で等方的 3 次元高分解能を達成した。 

また、自発的ブリンキング型蛍光色素を用いた蛍光分

子局在化法を発展させ、ベッセルビーム型ライトシート

 

●Science 誌にも掲載された(2019)、巨大複合体の近原

子レベルの構造解析を行うことで生命科学上の長年の

謎を解明した非常に顕著な成果であり、非常に高く評価

する。 

 

●等方的空間分解能 300nm で従来のライトシート顕微鏡

や共焦点顕微鏡を上回る 3 次元高速高分解能を達成で

き、初期の目標を達成していると評価する。 
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作手法の開発、次世

代の再生医療を目指

した臓器の立体形成

機構とその制御原理

の解明、および健康・

正常状態を測定する

ための非・低侵襲の

計測技術の開発を行

う。またこれらの技術

等を用いて、発生か

ら成長・発達・老化ま

での分子レベルから

個体レベルに至る生

命機能維持の仕組み

を解明し、加齢に伴う

機能不全の克服に向

けた研究を推進す

る。 

可視化及び非侵襲で

の臓器機能計測技術

から得られる情報を元

に、細胞状態の予測と

細胞操作を可能とする

技術を開発し、健康状

態の予測と医療等へ

の応用を図る。 

②周辺環境との相互

作用による影響を考

慮した発生・再生原理

や臓器形成機構の解

明とともに、移植等の

医療応用を見据えた

次世代再生医療の基

盤を構築する。また、

非・低侵襲での計測技

術を用いた健康診断

技術の開発を行う。 

③上記の研究を基盤

として、生物のライフ

サイクル進行を制御す

る機構を解明すること

により、ヒトの健全な

成長・発達・成熟・老

化を維持する仕組み

の解明を目指す。 

さらに、生命機能科学

研究における総合力

を活かし、当分野の発

展に貢献する、社会課

題解決を見据えた広

範な視野を持った人材

を育成する。 

を見据えた広範な視野

を持った人材を育成す

る。  

① 分子・細胞状態の

可視化と予測・操作研

究  

分子・細胞状態の可視

化及び非侵襲での臓

器機能計測技術から得

られる情報を元に、細

胞状態の予測と細胞操

作を可能とする技術を

開発し、健康状態の予

測と医療等への応用を

図る。  

平成 30 年度は、これま

で開発してきた高速超

解像顕微鏡の原理を発

展させ、高い画像取得

速度で等方的な空間分

解能を実現した新規 3

次元高速高分解能顕

微鏡の開発等を行う。

さらに、細胞が発するラ

マン散乱スペクトルか

ら遺伝子発現パターン

を推測/予測する技術

を確立し、細胞分析を

可能とするシステムを

構築するために、バイ

オリソースセンターが保

有する疾患特異的ヒト

人工多能性幹細胞(iPS

細胞)を観察材料とし

て、ラマン散乱スペクト

ル及び RNA シーケンス

データを 10 細胞株以上

収集する。  

② 臓器の形成及び多

臓器連携の機構の解

明研究  

臓器の立体形成技術

の確立を目指し、移植

を見据えた次世代の再

生医療の基盤を構築す

るとともに、臓器の機能

維持及び低下・破綻の

要因特定を目指す。ま

た、医療応用・診断の

成果の社会還元を実施

できているか。 

 

・研究開発成果を 大

化するための研究開発

マネジメントは適切に図

られているか。 

 

（評価指標） 

・中長期目標・中長期計

画等で設定した、各領

域における主要な研究

開発課題等を中心とし

た、戦略的な研究開発

の進捗状況 

 

・世界 高水準の研究

開発成果の創出、成果

の社会還元 

 

・研究開発の進捗に係

る マ ネ ジ メ ン ト の 取 組 

等 

顕微鏡と組み合わせることで、ライトシート STORM を

実現した。(台湾 Academia Sinica との国際共同研究。) 

 

●バイオリソースセンターが保有する疾患特異的ヒト

人工多能性幹細胞(iPS 細胞)のうち計画(10 細胞株)を

上回る 17 細胞株のラマン散乱スペクトル及び RNA シ

ーケンスデータを収集した。 

 

●人工知能（AI）を組み込んだ細胞内一分子イメージン

グ完全自動化顕微鏡システム「AiSIS」を開発して、細

胞の分子動態の計測・解析効率に飛躍的向上をもたら

した。 

 

 

●約 1,600 種類の水溶性化合物に対して、透明化パラメ

ータ（脱脂・脱色・屈折率調整・脱灰）を包括的にプロファ

イリングすることで、水溶性化合物を用いた組織透明化

の化学的原理の基礎を確立した。 

 

●腎臓オルガノイドを構成する細胞に対し１細胞トランス

クリプトーム解析を実施し、オルガノイド内部の細胞の成

熟性に関する不均一性を見出した。 

 

 

●マウス気管の形態形成をモデルに大型の管腔臓器が

構築される機構を研究し、管腔組織の長さと太さを個別

に制御することに成功した。 

 

●胎児気管の前駆細胞が、成体組織幹細胞に変化して

いく時系列変化を、一細胞トランスクリプトーム解析で記

述することに成功した。 

 

●卵母細胞における染色体分配の誤りの原因として紡

錘体が不安定になりやすい過程を見出すとともに、染色

体接着を制御する新たな分子経路を発見した。 

 

 

●開発技術の集大成として霊長類の生体内部構造・機

能を高解像度で正確に観察する基盤技術（MRI・PET デ

ータ収集・前処置解析技術）を確立した。この技術で画

像データを集積、行動・遺伝子情報の収集も進めた。 

さらに膨大な画像データを自動的かつ高速で前処置解

析ができる技術システムも構築した。 

一部成果は論文として発表(Fukutomi et al Neuroimage 

2018)、大型競争的外部資金（戦略的国際脳科学研究

推進プログラム；日本医療研究開発機構(AMED)）にも

採択された。 

 

【人材育成・マネジメント等】 

 

 

 

●当該研究課題は、セコム科学技術振興財団特定研究

助成に採択され、また、担当する研究員は生物物理若手

奨励賞を受賞しており、高く評価する。 

 

 

●さまざまな生命科学研究を加速させるほか、一分子動

態の変化を指標とする薬剤スクリーニングへの応用も可

能であり、大きな波及効果が期待できる顕著な成果とし

て、非常に高く評価する。 

 

 

●本研究成果により、ヒト臓器全細胞解析に向けて、従来

の偶発的発見に依存した透明化試薬の開発戦略から、化

学的原理に基づく合理的な開発戦略へのパラダイムシフ

トが期待でき、高く評価する。 

 

●不均一性を生じさせている因子を探索することが、オル

ガノイドを人為的に成熟化する技術開発に繋がることを示

した顕著な成果であり、所期の目標を達成していると評価

する。 

 

●臓器形成の基本原理を説明するとともに、再生臓器の

成形技術や病態の理解にもつながる成果であり、非常に

高く評価する。 

 

●気管の発生・成熟の重要な制御因子の発見につながる

成果であり、高く評価する。 

 

 

●これまで不明だった減数第一分裂後期開始後のセント

ロメア接着の維持に関わる分子経路の発見は、卵子の老

化と染色体数異常の関係を分子的に理解する手がかりと

なると期待でき、非常に高く評価する。 

 

●神経変性疾患、多発性硬化症等の神経疾患や、うつや

自閉症等の精神疾患の病態理解に繋がる成果であり、所

期の目標を達成していると評価する。 
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ための非侵襲イメージ

ング技術を開発・整備

することで、ヒトの健康

状態を理解するための

基盤を構築する。  

平成 30 年度は、組織

透 明 化 技 術 （ CUBIC

法）に基づき、一細胞レ

ベルでの高速撮影が可

能な全細胞蛍光顕微

鏡や免疫染色イメージ

ング手法等を用いるこ

とにより、臓器全細胞

の状態を 3 次元で測定

することを可能にする

観察装置・手法の開発

を行う。また、将来的に

移植可能なレベルの 3

次元腎臓組織（ヒト腎

臓オルガノイド）の作製

を目指し、オルガノイド

やヒト多能性幹細胞の

一細胞トランスクリプト

ーム解析を行って臓器

の発生・成熟を制御し

ている因子を探索し、

その因子が担う臓器の

発生・成熟過程におけ

る役割を解析する。 

 

③ 生物のライフサイク

ル進行の制御機構の

解明研究  

ヒトとモデル動物の双

方に共通した多細胞シ

ステムの制御プログラ

ムや環境適応の仕組

みを解明し、加齢に伴

って発生する機能不全

の要因を特定する。  

平成 30 年度は、ヒト等

において胎生期に働く

多細胞システムの制御

原理の解明に向け、卵

母細胞において染色体

分配の誤りが起こる仕

組みを解明するため、

染色体分配を行う細胞

内装置である紡錘体が

●分野横断で取り組むセンター内プロジェクトを企画し、

センター内の連携強化を図った。 

 

 

●分野横断で進める BDR のオルガノイドプロジェクトの

戦略的パートナーとして、米国シンシナティ小児病院/幹

細胞オルガノイドセンターとの連携を開始した。 

 

●政府関係機関移転基本方針を契機として発足した理

化学研究所広島大学共同研究拠点において、科学技術

ハブの活動として、広島大学との共同研究、相互クロス

アポイントメントなどを実施、地域の活動にも積極的に参

加した。また、神戸医療産業都市にある兵庫県立こども

病院と合同セミナーの開催、病院の症例検討会への参

加など臨床現場との連携も促進した。 

 

●若手 PI に対し、定期的なラボ評価において研究の方

向性、転出等に関するアドバイスを行った。若手研究者

に対し、研究発表や著名な研究者との意見交換の機会

を積極的に作り研究能力向上を図った。次世代の研究

者を育成する為、連携大学院制度等を通じた学生の受

入、大学生に対するインターンシップの実施、高校生に

対する実習体験や生物教職員を対象とした研修会を開

催した。 

 

●30 報のプレスリリースを発信、23 件のイベントでブー

ス出展・講演等を実施した。また、年１回の大規模な国

際シンポジウム「BDR シンポジウム 2019」を開催した。 

 

●幅広い分野を有するセンターの強みを 大限活用する

体制構築を進め、生命機能科学研究センター(BDR)のミッ

ション達成を強力に後押しすることが期待でき、評価す

る。 

 

●世界初のオルガノイドに特化した研究所と連携すること

で、BDR のオルガノイド研究を世界的なレベルに強化する

ことが期待でき、高く評価する。 

 

 

●より学際的な研究を実現するとともに、地域振興にも貢

献していると評価する。 

 

 

 

 

 

 

●若手 PI、次世代の研究リーダー、次世代の研究者それ

ぞれに対して人材育成を積極的に行うことで人材育成に

大きく貢献ていると評価する。 

 

 

 

 

 

 

●積極的なアウトリーチによって、研究成果を社会に還元

できていると認める。国際シンポジウムは、海外から参加

41 名を含む、174 名の参加者を得て、活発な議論が交わ

すことができたことを評価する。 
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形成される過程をライ

ブイメージング等により

詳 細 に 記 述 す る こ と

で、受精卵の染色体数

の決定に関わる細胞内

動態の時空間的制御を

理解する。また、霊長

類の各成長段階におい

て生じる生体内部の機

能の理解を目指して、ミ

クロレベルの観察とマ

クロスケールの機能構

築との関連性を解明す

るため、MRI/PET 解析

の標準化、大規模解析

システム等の開発と構

築を進め、一個体レベ

ルの脳コネクトームを

定量化し、個体行動デ

ータ（社会性等）、遺伝

子情報、病態モデルと

の関連性を調査しデー

タベースの構築に取組

む。 
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１．事業に関する基本情報 

Ⅰ－2－(5) 脳神経科学研究 

 

２．主要な経年データ 

① 主な参考指標情報 

 30 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

論文数 

・和文 

・欧文 

 

19 

233 

      

連携数 

・共同研究等 

・協定等 

 

110 

19 

      

特許 

・出願件数 

・登録件数 

 

22 

9 

      

外部資金 

・件数 

・予算額（千円） 

 

240 

3,646,117 

      

 

② 主なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 30 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

予算額（千円） 3,527,274       

従事人員数 232       
 

 

３．主な評価軸、業務実績及び自己評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 
超高齢社会である我

が国においては、精

神・神経疾患の発症

メカニズム解析及び

診断・治療法の開発

や、人工知能の高度

化等に向け、ヒト脳の

高次機能の解明が求

められている。このた

め、これまでの知見を

もとに、脳高次認知

機能のイメージング

本研究では、 

①脳イメージング解析

やオミックス解析を駆

使し、ヒトをヒトたらし

める推論や内省、互

恵性等のヒト脳高次認

知機能解明を目指し

た研究、 

②分子、遺伝子、細

胞、回路、システム、

個体、社会性という脳

の多階層をまたぐ、動

本研究では、 

①脳イメージング解析

やオミックス解析を駆

使し、ヒトをヒトたらしめ

る推論や内省、互恵性

等のヒト脳高次認知機

能 解 明 を 目 指 し た 研

究、 

② 分 子 、 遺 伝 子 、 細

胞、回路、システム、個

体、社会性という脳の

多階層をまたぐ、動物

（評価軸） 

・科学技術基本計画等

に挙げられた、我が国

や社会からの要請に対

応するための研究開発

を、中長期目標・中長期

計画等に基づき戦略的

に推進できているか。 

 

・世界 高水準の研究

開発成果が創出されて

いるか。また、それらの

 
①ヒト脳高次認知機能解明を目指した研究 

●脳イメージング解析を用いて、自閉症当事者には特

定の脳領域における情報処理の仕方に特性があること

を発見し、またその特性がコミュニケーションの困難さや

こだわりといった自閉症の症状と関連していることを見

出した。 

 

●ヒト脳機能高次機能解明を目指すユニット設置などヒ

ト脳高次機能解明研究分野の強化を進めており、順調

に中長期計画が進捗している。 

 

 

 

●自閉症の新しい診断法の開発にもつながる画期的な成

果であり、高く評価する。 
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研究、脳の遺伝子レ

ベルから表現型レベ

ルまでの全階層を対

象にした横断的研

究、高次認知機能な

どに関わる脳の計算

原理の研究、データ

駆動型脳研究、精

神・神経疾患の診断・

治療法開発研究等

の、ヒト脳の構造と機

能の理解に向けた研

究を推進する。 

物モデルに基づいた

階層横断的な研究、 

③脳計測技術、ビッグ

データ解析技術の開

発やそれを活用したデ

ータの蓄積を通した脳

の計算原理の解明、

脳型 AI アルゴリズム

の開発等、理論・技術

が先導するデータ駆

動型脳研究、 

④精神・神経疾患の

診断・治療法開発及び

脳機能支援・拡張を目

指した研究を実施する

ことにより、ヒト脳に特

徴的な高次認知機能

を司る領域や構造を

網羅的に解析・同定

し、そこで働く新しい分

子機構や作動原理等

を解明するとともに、

多種脳計測データ解

析法の開発や脳の理

論モデル構築、精神・

神経疾患診断のため

のバイオマーカー等の

開発を行う。これによ

り、精神・神経疾患の

克服による健康寿命

の延伸等、超高齢社

会等に対応する持続

可能な社会の実現に

貢献する。 

また、我が国の脳神経

科学の中核拠点とし

て、国内外の研究機

関、大学、産業界等と

も協力し、世界トップレ

ベルの研究を展開す

るとともに、次世代の

脳神経科学を担う人

材の育成や研究成果

の社会展開・還元のた

めの取組を推進する。 

モデルに基づいた階層

横断的な研究、 

③脳計測技術、ビッグ

データ解析技術の開発

やそれを活用したデー

タの蓄積を通した脳の

計算原理の解明、脳型

AI アルゴリズムの開発

等、理論・技術が先導

するデータ駆動型脳研

究、 

④精神・神経疾患の診

断・治療法開発及び脳

機能支援・拡張を目指

した研究を実施するこ

とにより、ヒト脳に特徴

的な高次認知機能を司

る領域や構造を網羅的

に解析・同定し、そこで

働く新しい分子機構や

作動原理等を解明する

とともに、多種脳計測

データ解析法の開発や

脳の理論モデル構築、

精神・神経疾患診断の

ためのバイオマーカー

等の開発を行う。これ

により、精神・神経疾患

の克服による健康寿命

の延伸等、超高齢社会

等に対応する持続可能

な社会の実現に貢献す

る。  

また、我が国の脳神経

科 学 の 中 核 拠 点 と し

て 、 国 内 外 の 研 究 機

関、大学、産業界等と

も協力し、世界トップレ

ベルの研究を展開する

とともに、次世代の脳

神経科学を担う人材の

育成や研究成果の社

会展開・還元のための

取組を推進する。  

 

① ヒト脳高次認知機

能解明を目指した研究  

ヒトで高度に発達した

高次認知機能のメカニ

成果の社会還元を実施

できているか。 

 

・研究開発成果を 大

化するための研究開発

マネジメントは適切に図

られているか。 

 

（評価指標） 

・中長期目標・中長期計

画等で設定した、各領

域における主要な研究

開発課題等を中心とし

た、戦略的な研究開発

の進捗状況 

 

・世界 高水準の研究

開発成果の創出、成果

の社会還元 

 

・研究開発の進捗に係

る マ ネ ジ メ ン ト の 取 組 

等 

②動物モデルに基づいた階層横断的な研究 

●海馬で記憶痕跡に関わる神経細胞として知られてい

た場所細胞に加え、エピソード記憶を担う細胞を見出

し、これらの細胞が脳内各部位の記憶痕跡へのインデ

ックスとして働くことがわかった。 

 

●知的障害モデルマウスの記憶障害が海馬におけるリ

プレイという現象の異常によって起こることを明らかにし

た。 

 

●恐怖体験の記憶が消去される過程にドーパミンが関

与し、報酬系と前頭葉に向かう２つのドーパミン経路が

正反対の役割を果たすことを発見した。 

 
●記憶を保持する細胞は記憶の想起の際に活性化しや

すくなっていることを発見し、記憶想起のメカニズムの一

端を解明した。順調に中長期計画が進捗している。 

 

●ハエにおける動物間コミュニケーションの神経基盤の

一端を発光バイオセンサーを用いて解明した。順調に中

長期計画が進捗している。 

 

③理論・技術が先導するデータ駆動型脳研究 

●広視野顕微鏡を用いて一万個以上というこれまでに

ない規模の神経細胞から活動を記録する手法を確立、

大規模データの取得に成功した。 

 
●マーモセットのデジタル 3D 脳アトラス（脳地図）データ

ベースを作成し、公開した。 

 

 

●ラットの脳内の神経活動の測定・解析と神経回路の

数理モデルをコンピュータ上で構築することで 動物の

行動選択の個体差は脳内の神経回路の感受性の違い

によって決まることを発見し、認知機能特性に個人差が

生じるメカニズムの一端を解明した。順調に中長期計画

が進捗している。 

 

④精神・神経疾患の診断・治療法開発及び脳機能支

援・拡張を目指した研究  

●ミトコンドリア関連遺伝子の変異マウスでセロトニン神

経活動が亢進することを発見し、双極性障害で無関係

に研究されてきた 2 つの病態仮説を統一的に理解する

道を初めて示した。 

 

●神経変性疾患の一つ、前頭側頭葉変性症（FTLD）の

精神障害の発症機構を分子レベルで解明した。 

 

 

●海馬の記憶に関わる細胞として、2014 年にノーベル賞

受賞の対象となった場所細胞に加え、エピソードを記

憶する細胞を初めて特定した研究であり、非常に高く

評価する。 

 

●知的障害等の疾患発症メカニズムの解明につながる成

果で、高く評価する。 

 

 

●恐怖記憶の消去メカニズムを解明すると共に、行動療

法と薬物療法を組み合わせた PTSD の新たな治療法につ

ながる優れた成果であり、非常に高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●観察視野の広さと計測可能な神経細胞の数の両方に

おいて世界 高の水準を達成しており、非常に高く評価

する。 

 

●公開されたマーモセットのデジタル３D 脳アトラスデータ

は、霊長類では世界初となる成果であり、国内外の研究

機関が霊長類の脳のコネクトミクス研究を進める上で、必

要不可欠なデータベースであることから、高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●双極性障害の新たな診断法・治療法の開発に貢献する

画期的な成果であり、非常に高く評価する。 

 

 

 

●他の神経変性疾患や精神疾患の発症機構の解明や、

これらの疾患に関する新たなバイオマーカーや治療法の

開発にもつながる画期的な成果で、高く評価する。 
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ズム解明に向け、認知

課題遂行中の高時空

間解像度脳イメージン

グや生理学的計測、経

頭蓋磁気脳刺激等を組

み合わせた解析及びオ

ミックス解析等を用い

て、ヒト高次認知機能

のうち推論や内省、互

恵性等を司る脳領域を

マッピングし、その後、

各脳領域の機能が行

動に与える因果的影響

を同定する。平成 30 年

度は、ヒト高次認知機

能のメカニズム解明研

究を実施する。ヒト及び

非ヒト霊長類において

高次認知課題施行中

の脳活動を計測する機

能的核磁気共鳴画像

法（fMRI）を行いつつ、

経 頭 蓋 磁 気 刺 激 法

（TMS）による介入の効

果を調べる実験系を構

築し、推論や内省、互

恵性等の高次認知機

能を担う脳領域のマッ

ピング・同定を進める。

さらに、非ヒト霊長類で

も実施可能なメタ認知

の実験心理学課題を開

発し、侵襲的な電気生

理学的、光遺伝学的手

法を導入することで、メ

タ認知等の脳内メカニ

ズムの解明を進める。

また、ヒト認知特有の

行動メカニズムの統合

的理解を目指し、上記

研究でマッピングされる

脳領域に特異的に発

現する遺伝子群を網羅

的に探索するためのオ

ミックス解析の技術基

盤を構築する。  

 

② 動物モデルに基づ

いた階層横断的な研究  

●ゲノム編集技術によるモデルマウス作成過程で得ら

れた予想外の結果から、アルツハイマー病の原因タン

パク質蓄積を抑制する遺伝子編集法を発見した。 

 

●新しい塩基編集技術の開発によりアルツハイマー病

などの疾患モデルマウス作製の効率化に成功しており、

順調に中長期計画が進捗している。 

 

●マウス脳の前部帯状回において、CRF 受容体１を発

現する神経細胞の働きが社会的な文脈に応じた輸送反

応を制御していることを発見し、順調に中長期計画が進

捗している。 

 

●翻訳中の tRNA の網羅的解析法を開発し、タンパク質

合成の過程をより詳しく調べることに成功しており、順調

に中長期計画が進捗している。 

 

【マネジメント】 

●国際的に突出した研究成果輩出のため研究体制を見

直し、新センターを発足させた。計画は順調に進行して

いる。 

 

●①〜④の各研究目標を達成するため、特定の分野の

強化を目的とした新規 PI リクルートを戦略的に行った。

来年度以降、中長期計画が順調に進捗するために必要

な布石であるが、優秀な人材のリクルートに成功しつつ

あり、当初の計画を上回る特筆すべき成果である。 

 

●ダイバーシティの強化のためジェンダーや国際性を配

慮したバランスの良い運営を行った。また優秀なシニア

研究員の転出問題に対応すべく、新たにキャリア形成

推進プログラム（教育の機会の提供、自律的な研究推

進、メンタリングなどを通じて経験を積んだ優秀な研究

員による外部の独立ポジション獲得の支援）の設置につ

いて、検討を行った。 

 

●人材育成プログラムの体系化を図り、若手研究者の

育成を強化した。計画は順調に進行している。 

 

●脳神経医科学連携部門と統合計算脳科学連携部門

を立ち上げ、国内外の臨床系・情報系との画期的な連

携体制が強化された。当初の計画を上回る成果であ

る。 

 

●産業界との連携センターを通して、社会課題や研究

者コミュニティの課題に貢献した。計画は順調に進行し

ている。 

 

●研究過程における予期せぬ結果を追求することによ

り、核酸医薬によるアルツハイマー病の新たな予防的治

療法の開発につながる画期的な成果であり、非常に高く

評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●新しいセンターの大きな方向性として、ヒト脳高次機能

の理解を掲げているが、この方向に向かった戦略的な PI

リクルートを行った結果、初年度から非常に優秀な若手人

材の採用に成功しつつあり、非常に高く評価する。 

 

 

●現在科学コミュニティの大きな課題となっているダイバ

ーシティの強化に成功し、また若手〜中堅研究者コミュニ

ティの課題となっている優秀なシニア研究員の転出問題

に対応する全く新しいプログラムを立ち上げたことを非常

に高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

●これまで理研では難しかった脳外科との連携により、脳

組織の基礎研究へ応用が可能となる。従来の基礎研究

がさらに発展することが期待でき、非常に画期的な成果で

あると認める。 
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分子から個体、社会性

に至る多階層が相互作

用する脳神経系を理解

するため、全階層を包

括する研究を進める。

脳の階層のうち、①で

解析対象とするヒト脳

高次認知機能に関わる

局所神経回路階層の

動態メカニズム及び各

局所回路間の連関ネッ

トワークを含む大域神

経回路階層の作動メカ

ニズムを横断的に研究

する。  

平成 30 年度は、課題

①のヒト脳高次認知機

能に関わる局所神経回

路階層の動態メカニズ

ムを解明するため、動

物 モ デ ル を 用 い て 記

憶・学習、情動や意思

決定等、ヒト脳高次認

知機能の基盤となる脳

機能の解明を進める。

具体的には、記憶や学

習の基盤となる神経ネ

ットワークのつながり

（シナプス）強化の分子

機構、記憶形成に重要

な時系列情報を蓄積す

る海馬の神経回路、匂

い等の環境要因に対す

る好き嫌いに基づく行

動を制御する神経回

路、他者の体験を共有

し自己の意思決定につ

なげる社会性を司る神

経回路を同定する。  

 

③ 理論・技術が先導

するデータ駆動型脳研

究  

脳全体の働きが包括的

かつリアルタイムに解

析された大規模データ

の蓄積を実現すべく、

高分解能かつ低侵襲な

脳イメージング技術及

 

 



 

61 

び神経活動計測技術、

また脳の各階層をまた

いで神経機能を追跡で

きる顕微鏡技術等を開

発する。さらに AI・数理

科学研究との連携によ

り、大規模データから

脳作動理論モデルの

構築を目指す。  

平成 30 年度は、脳の

各階層をまたいだ神経

機能の追跡及び大規

模データからの脳作動

理論モデルの構築に必

要な要素技術を開発す

る。具体的には、任意

に神経細胞を活性化す

る技術、脳内機能分子

を操作する技術、新た

な蛍光タンパク質や透

明化技術を用いた神経

細胞の構造や働きの可

視化技術の開発を行

う。また、ヒト脳波のゆ

らぎ、振動、同期等の

非線形ダイナミクスに

ついて、AI 解析を導入

したデータ駆動型アプ

ローチにより解析し、精

神疾患の早期診断・予

防等に活用可能な認知

機能特性の個人差の

解明を進める。また、既

存の fMRI より高い空間

解像度を持つ新しい技

術の開発に着手する。 

 

④ 精神・神経疾患の

診断・治療法開発及び

脳機能支援・拡張を目

指した研究  

情動、社会性、学習、

感性等の脳内機構の

解明を進めつつ、うつ

病、認知症、発達障害

等の精神・神経疾患の

病態の共通性と多様性

の一端を解明して、脳

科学に基づく疾患分類
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と個別化治療等の実現

に必要なシーズを提供

する。  

平成 30 年度は、新たな

分子標的治療・神経回

路操作療法の開発を目

指し、アルツハイマー

病、双極性障害、発達

障害、統合失調症等の

精神・神経疾患の発症

機構の解明研究を推進

する。アルツハイマー

病では、アミロイドβと

同様に関与が示唆され

ているタウに着目したヒ

トにおけるタウ蓄積病

理をより忠実に反映す

る新規タウモデルマウ

スの作成に着手する。

双極性障害、統合失調

症等の精神疾患では、

ES細胞やiPS細胞から

疾患モデル細胞を作成

し、発症に関わる新た

な病態経路を同定す

る。また、タンパク凝集

が関与する精神・神経

疾患についてはタンパ

ク凝集による神経細胞

の興奮抑制バランスの

異常を介した疾患発症

メカニズムを明らかに

する。さらに、情動、社

会性等の脳内機構の

解明を目指して、子育

て行動と子の 愛着行

動、子の認知機能や言

語機能の発達とそれを

促進する親の行動を司

る神経回路とその働き

を同定する。 
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１．事業に関する基本情報 

Ⅰ－2－(6) 環境資源科学研究 

 

２．主要な経年データ 

① 主な参考指標情報 

 30 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

論文数 

・和文 

・欧文 

 

13 

286 

      

連携数 

・共同研究等 

・協定等 

 

198 

18 

      

特許 

・出願件数 

・登録件数 

 

41 

14 

      

外部資金 

・件数 

・予算額（千円） 

 

220 

1,461,236 

      

 

② 主なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 30 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

予算額（千円） 1,706,353       

従事人員数 232       
 

 

３．主な評価軸、業務実績及び自己評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 
資源枯渇・気候変動・

食料不足等の地球規

模の課題を解決する

ためには、食料、バイ

オマス、医薬品・化学

工業原料等を少ない

環境負荷で効率的に

生産する革新的な技

術の開発が求められ

ている。このため、植

物科学、微生物学、

化学等を融合し、ゲノ

本研究では、植物科

学、微生物学、化学、

データ科学等を融合

し、環境負荷の少ない

バイオ資源や化学資

源等の創生と利活用

を目指した異分野融

合研究を推進すること

により、資源枯渇・気

候変動・食料不足等

の地球規模の課題解

決に貢献する。 

本 研 究 で は 、 植 物 科

学、微生物学、化学、

デ ー タ 科 学 等 を 融 合

し、環境負荷の少ない

バイオ資源や化学資源

等の創生と利活用を目

指した異分野融合研究

を推進することにより、

資源枯渇・気候変動・

食料不足等の地球規

模の課題解決に貢献

する。  

（評価軸） 

・科学技術基本計画等

に挙げられた、我が国

や社会からの要請に対

応するための研究開発

を、中長期目標・中長期

計画等に基づき戦略的

に推進できているか。 

 

・世界 高水準の研究

開発成果が創出されて

いるか。また、それらの

【マネジメント上の改善】 

●センターのアドバイザリー・カウンシルにおいて研究体

制について化学系を強化するように提言があり、これを

受けて平成 30 年度は、次世代を担う若手 PI による 3 つ

の化学系研究チームを新規に設置した。同時に、研究

員が国立大学や私立大学の教授職に転出するなど、優

秀な若手研究者の育成・輩出を行い、人材を養成すると

同時に、流動性を確保する取り組みを行った。 

 

●クラリベイト・アナリティクス社による発表「高被引用論

文著者（Highly Cited Researchers）」において、環境資源

科学研究センター（CSRS）から毎年多くの研究者が選出

 

●研究者のキャリアパスをバックアップする仕組みを通じ

た PI を含めた新規採用、転出により、人材育成と頭脳循

環に寄与しており、高く評価する。 

 

 

 

 

 

●高い影響力を持つ研究開発成果が継続的に創出され

ていることを非常に高く評価する。 
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ム情報や、環境デー

タ等を活用したデータ

科学を取り入れ、植

物の形質改良、植物

や微生物からの有用

物質の合成、地球資

源を利用する高機能

資源化触媒の開発、

有用機能を持つ高分

子素材の開発等を推

進する。 

具体的には、 

①持続的な食料、バイ

オマス生産のための

植物の機能向上を目

指す革新的植物バイ

オ研究、 

②植物や微生物を用

いた有用物質の生産

を目指す代謝ゲノムエ

ンジニアリング研究、 

③地球資源を利用す

る高機能資源化触媒

に関する先進触媒機

能エンジニアリング研

究、 

④有用機能を持つ高

分子素材の合成等に

関する新機能性ポリマ

ー研究を推進するとと

もに、 

⑤それらの研究開発

を支える先端技術プラ

ットフォームの開発を

行う。さらに、環境資

源分野における優れ

た研究人材を育成し、

科学技術力の底上げ

に努める。 

具体的には、 

①持続的な食料、バイ

オマス生産のための植

物の機能向上を目指す

革新的植物バイオ研

究、 

②植物や微生物を用い

た有用物質の生産を目

指す代謝ゲノムエンジ

ニアリング研究、 

③地球資源を利用する

高機能資源化触媒に

関する先進触媒機能エ

ンジニアリング研究、 

④有用機能を持つ高分

子素材の合成等に関

する新機能性ポリマー

研究を推進するととも

に、 

⑤それらの研究開発を

支える先端技術プラット

フォームの開発を行う。

さらに、環境資源分野

における優れた研究人

材を育成し、科学技術

力の底上げに努める。  

 

① 革新的植物バイオ  

遺伝子及び機能性小

分子の探索とその機能

同定、生物と環境の相

互 作 用 デ ー タ を 解 析

し、遺伝系統選抜や環

境条件、栽培方法等の

適化を行うことで、地

球規模の気候変動に

対応した食料・バイオマ

スの安定的確保への

貢献を目指す。  

平成 30 年度は、新規

遺伝子及び機能性小

分子の探索とその機能

同定については、環境

ストレス適応、バイオマ

ス生産、成長、ホルモ

ン情報伝達、共生、再

生、病害抵抗性等に関

わる変異体とその原因

遺伝子同定、 転写因

成果の社会還元を実施

できているか。 

 

・研究開発成果を 大

化するための研究開発

マネジメントは適切に図

られているか。 

 

（評価指標） 

・中長期目標・中長期計

画等で設定した、各領

域における主要な研究

開発課題等を中心とし

た、戦略的な研究開発

の進捗状況 

 

・世界 高水準の研究

開発成果の創出、成果

の社会還元 

 

・研究開発の進捗に係

る マ ネ ジ メ ン ト の 取 組 

等 

されている。平成 30 年度は日本から 90 名が選出され、

このうち CSRS からは９名選出された（理研在籍者は 20

名）。 

 

①革新的植物バイオ 

●機能性小分子 

・ 乾燥ストレスに関わる低分子ペプチドである

「CLE25」が根から葉へ移動することで、乾燥スト

レス耐性を高めていることを発見した。 

・ 塩ストレス応答に関して低分子ペプチドのAtPEP3

の同定を行った。 

●病害耐性 

・ 植物病原菌の巧妙な認識回避機構をべと病菌を

用いて明らかにした。 

●ホルモン 

・ 乾燥ストレス応答に関わる植物ホルモン合成制

御に関わる転写因子 NGA1 を同定した。 

●シグナル制御 

・ 光環境応答における植物の遺伝子発現制御とし

て新規の分子メカニズムの発見を報告した。 

●新規技術 

・ 植物の遺伝子型と形質の関係を調べる植物の成

長観察を全自動で行う表現型解析システムであ

る RIPPS（RIKEN Integrated Phenotyping System）

を独自に開発した。 

・ ゲノム編集技術によって、長期保存できて毒のな

いジャガイモを作出することに成功し、その社会

実装を目指し、「ジャガイモ新技術連絡協議会」を

設立した。 

・ 日本たばこ産業らとの共同研究によって、植物受

精卵を対象としたゲノム編集方法の確立に成功し

た。 

●ストレス耐性 

・ イネ科草本の異質倍数体種が示す高温ストレス

耐性に関連する初期ストレス応答を明らかにし

た。 

●再生 

・ 植物の再生過程におけるメタボローム変化の総

合的解析を行った。 

●ストレス応答 

・ モリブデン酵素のストレス応答における機能に関

する研究を行った。 

・ ダイズの転写因子 GmNAC085 がシロイヌナズナ

で乾燥ストレス耐性を付与することを示した。 

●病害抵抗性 

・ 植物免疫シグナル伝達経路において、病原菌認

識の際にリン酸化されるタンパク質群を同定し

た。 

●エピジェネティック制御 

 

 

 

 

●乾燥ストレス応答に関わるペプチドの発見は世界初で

あり、また根から葉まで長距離を移動するペプチドの存在

の発見も世界初であり、中長期計画における「植物の機

能向上」に資する基本メカニズムの理解に大きく貢献する

ため、非常に高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●年度計画における「フェノタイピング技術の開発」を前倒

しで進捗しており、高く評価する。 

 

 

 

●理研の研究開発成果を社会還元するための活動であ

り、高く評価する。 

 

 

●本研究成果によって、日本たばこ産業との共同研究チ

ームが令和元年度より新たに立ち上がることにつながり、

高く評価する。 
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子、機能性小分子の探

索、エピジェネティック

制御因子等の解析を

進め、生物と環境の相

互作用データを収集す

る。植物の環境ストレス

適 応 、 バ イ オ マ ス 生

産、成長等を制御する

遺伝子や機能性小分

子等の新規因子の探

索を進めることで、環境

ストレス適応力強化、

バイオマス増産等に資

する研究を推進する。

さらに、 先端の研究・

技術基盤として、植物

の環境ストレス適応、

バイオマス生産、成長

等を定量的データとし

て解析するための、遺

伝子型と表現された形

質の相関を見るフェノタ

イピング技術の開発を

進める。 

  

② 代謝ゲノムエンジニ

アリング  

植物や微生物が持つ

生体触媒能力を 大

限に引き出し、化石資

源によらず環境負荷の

少ない新たな化学工業

や医薬品原料等となる

有用物質の生産システ

ムの開発を目指す。  

平成 30 年度は、AI 等

の情報技術による遺伝

子・代謝関連情報収集

については、まず各デ

ータベースで異なって

いるデータの記述方法

を一様に記述するため

の、基準及び相関デー

タ様式を設計する。具

体的なデータ収集に関

しては、大腸菌や出芽

酵母を想定したモデル

微 生 物 を 例 に し て 、

PubMed 等の公開文献

・ ヒストン脱アセチル化酵素の一つであるHDA19 の

変異体が塩・乾燥・高温ストレスに対して耐性を示

すことを見出した。 

 

②代謝ゲノムエンジニアリング 

●横浜ゴム、日本ゼオンの共同研究により、バイオマス

から効率的にイソプレンを生成できる世界初の新技術を

開発し、世界初となる新しい人工経路の構築と高活性

酵素の作成により、優れたイソプレン生成能を持つ細胞

の創製に成功した。 

 

●「バトンゾーン研究推進プログラム」を利用して、ユー

グレナ社と連携し、微細藻類生産制御技術研究チーム

を新たに立ち上げ、より革新的な微細藻類の生産技術

の開発を実施している。 

 

●高温耐性植物にむけた代謝ゲノムエンジニアリング

の基礎となる、高温耐性に寄与する葉緑体局在性のリ

パーゼをコードする遺伝子を発見した。 

 

●有用な天然ステロイド生産の代謝ゲノムエンジニアリ

ングの基礎となる、アーユルベーダ生薬であるアシュワ

ガンダに含まれる薬用成分であるウィザノリドの生合成

遺伝子を発見した。 

 

●AI（深層学習）から重要因子を抽出する手法を開発

し、産地や成長を特徴付ける重要代謝物の探索手法を

開発した。 

 

●人工反応設計にもとづいたブタジエン合成酵素の高

活性体を取得した。 

 

●芳香族化合物誘導体を生産する大腸菌プラットフォー

ムの開発に成功した。 

 

●糸状菌よりオカラミン生合成遺伝子を同定した。また、

糸状菌より equisetin と鏡像異性の関係にある類縁化合

物 phomasetin の生合成遺伝子クラスターを同定した。さ

らに、Fsa2 ホモログである Phm7 は、立体選択的 trans-

デカリン形成に関与していることを明らかにした。 

 

③先進触媒機能エンジニアリング 

●大気資源 

・ 銅触媒を用いて二酸化炭素、アルジミン、ホウ素

化合物、リチウム化合物の四成分連結反応を開

発した。生成物はリチウムイオン二次電池の電解

質として期待できる優れた電気化学的特性を示し

た。 

・ 分子状酸素を利用したラジカル反応の開発では、

 

 

 

 

●企業との共同研究を通じて、理研の研究開発成果であ

る「コンピューターで人工代謝反応を新規に設計する技

術」を用いて、社会還元へと繋がっており、非常に高く評

価する。 
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データベース、特許情

報等から、遺伝子改変

による細胞表現系パタ

ーンの変化に関する記

述を収集する。また、ゲ

ノム科学等を駆使した

遺伝子・代謝関連情報

の収集については、放

線菌等の微生物や有

用物質を生産する植物

からゲノム塩基配列、ト

ランスクリプトーム、メタ

ボローム等のゲノム関

連情報を収集する。こ

れらの AI 等の情報科

学やゲノム関連情報、

合成生物学やゲノム編

集技術を用いて、微生

物や植物を宿主として

化学合成では効率化

が困難な複雑な化合物

や化石資源に頼らない

工業原料等のバイオ生

産の設計を行う。また、

環境代謝ゲノムについ

は、複雑系である環境

微生物組成や物質組

成から、重要因子を抽

出する AI 関連の情報

技術高度化に着手す

る。  

 

③ 先進触媒機能エン

ジニアリング  

環境資源の安定的確

保と循環的な利活用に

貢献するため、大気資

源や水資源、地殻資源

を利用する高機能資源

化触媒の開発を目指

す。  

平成 30 年度は、二酸

化炭素や酸素、窒素等

の大気資源を有効活

用できる触媒の開発に

ついては、銅触媒を用

いて二酸化炭素とイミ

ン類やホウ素化合物等

との多成分カップリング

新たに見出した酸化的クロスカップリング反応の

適化を行い、基質適用範囲を拡張した。 

・ アンモニア合成については、担体として多孔質性

のシリカ等を用いることにより、極微サイズのモリ

ブデンクラスターの担体への高分散担持を実現

し、アンモニア合成効率を向上させた。 

 

●水資源 

・ 水分解触媒として 20 種類の酸化マンガン材料の

スクリーニングを終えた。その結果、天然の鉱物

であるガンマ型酸化物マンガンが、非金属系触

媒において 高活性を示すことを見出した。ま

た、反応中間体の評価を踏まえて反応条件を

適化することで、11 カ月以上に渡り安定して水を

電気分解できることを実証した。脱窒反応を触媒

する酵素模倣型のモリブテン触媒においては、

その場分光法を用いることで活性中心を特定し

た。その結果、酵素と類似したモリブテンオキソ

構造を有することを明らかにした。 

 

●地殻資源 

・ 独自の希土類錯体触媒を用い、従来では実現困

難であった、スルフィド類のαメチル基の選択的

C-H 結合のアルキル化やシリル化反応、アニソー

ル類のオルト C-H 結合の選択的ホウ素化反応、

シクロプロペン類の不斉ヒドロアルキニル化反

応、さらにはアルケン類の分子間ヒドロシリル化

による不斉ケイ素中心の構築などを初めて実現し

た。 

・ 含 CF2 化合物の汎用的な合成を指向した銅触媒

クロロジフルオロメチル化反応の開発に成功し

た。 

・ ニッケル触媒を用い、新規触媒的不斉環化付加

型反応を開発した。 

 

④新機能性ポリマー 

●希土類金属触媒を用いることにより、アニシルプロピ

レン類とエチレンとの精密共重合を達成し、世界で初め

て乾燥空気中のみならず、水や酸、アルカリ性水溶液中

でも自己修復性能や形状記憶性能を示す新しい機能性

ポリマーの創製に成功した。 

 

●強酸を触媒としたα,β置換オレフィンモノマーの重合

における速度論解析と分子鎖末端構造解析より、反応

停止が反応性分子鎖末端の環化反応であることを特定

し、嵩高い分子構造をもつ開始剤を設計することによ

り、高分子量生成物を効率的に再現性良く合成するプロ

セスを確立した。 

 

 

 

 

 

 

 

●非希少金属であるマンガンを用いて、長期間で安定し

た水電解反応を達成し、中長期計画における「水素生産

につながる水分解反応に有効な金属触媒の創製」を前倒

しで進捗しており、高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●水や酸、アルカリ性水溶液中でも自己修復性能や形状

記憶性能を示す新しい「機能性ポリマー」の創製に成功

し、中長期計画における「新規高機能ポリマー素材の創

出」を大きく前倒しで進捗した。また、様々な用途展開につ

いて国内外の企業から多くの問合せを受け、その一部に

ついては有償 MTA を締結し、サンプルを送付するなど実

用性の高い材料であるため、非常に高く評価する。 
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反応を開発する。また、

分 子状 酸 素 を 利 用し

た、ラジカル反応の開

発を行う。さらに、モリ

ブデンクラスターの調

製条件や構造等の

適化によるアンモニア

合成の高効率化を検

討する。  

水資源を有効活用でき

る触媒の開発について

は、新規な触媒材料の

開発と並行して、既に

開発を終えている 20 種

以上の酸化マンガン触

媒において水分解の活

性並びに反応中間体を

評価する。また、弱酸

性から中性 pH におい

て脱窒反応を触媒する

生体酵素模倣モリブテ

ン触媒の活性中心を同

定する。  

地殻資源を利用する触

媒の開発については、

選択的 C-H 結合官能

基化に適用できる希土

類 触 媒 の 開 発 と と も

に、遷移金属触媒を用

いるアルケンの二官能

基型フルオロアルキル

化反応により、多様な

骨格を有するフルオロ

アルキル化合物の合

成法を開発する。さら

に、これまで推進してき

たニッケル触媒、銅触

媒それぞれについて、

触媒的不斉環化付加

型反応の機構解析を

進める。  

 

④ 新機能性ポリマー  

分子性触媒技術を駆

使した合成技術等の開

発を行うことで、高機能

ポリマー素材を創出し、

資源利用効率の向上、

新産業創出へつなげる

●植物由来芳香族化合物である没食子酸を出発原料と

した新規ポリエステルの高効率合成手法を確立するとと

もに、得られたポリマーの物性評価を行い、スーパーエ

ンジニアリングポリマーに分類される素材の創出が達成

できたことを示した。 

 

●アミノ酸から成る高分子を複合材として利用する際

に、レジンなどとの界面接着性を向上させる手法および

アミノ酸から成る高分子を開発した。 

 

●光合成細菌をホストとして、人工的なシルクタンパク

質を合成することに成功した。また、二酸化炭素と窒素

を原料として、シルクタンパク質を生合成できることを示

した。 

 

⑤先端技術プラットフォーム 

●先進的なケモインフォマティクスと安定同位体標識を

組み合わせた植物メタボロームアノテーション基盤を確

立した。また、実用植物に特徴的な代謝産物を含む植

物メタボロームの微量高速分析系を確立して、モデル植

物および実用植物の大規模メタボロームデータ取得を

開始した。 

 

●顕微鏡、イメージング技術開発については、3 次元広

域電顕画像取得法、光電子相関顕微鏡法および質量

顕微鏡の開発を進めた。また、大型顕微鏡を用いて、約

50 件の共同研究を遂行した。 

 

●表現型解析技術については、自動タイムラプスイメー

ジング、セルモーションイメージング、一括測定が可能な

イメージング型プレートリーダーを導入し、各装置につい

て取り扱い説明会を行った。またパイロットテストを行い

良好な結果を得ることができ、各機器の運用準備が整っ

た。 

 

●天然化合物バンクについては、名古屋大学トランスフ

ォーマティブ生命分子研究所および理研ケミカルプロー

ブプロジェクトの有機合成化学者から約 1,400 化合物の

寄託を受けた。質量分析装置（UPLC/MS）を利用した品

質管理を行うとともに、化合物の生物活性を評価しヒット

化合物を見出した。 

 

●データ科学の導入と情報基盤整備に関しては、プー

ル培養したバーコード化された微生物・動物細胞ライブ

ラリーを様々な化合物で処理することにより得られた大

量の化合物プロファイルデータを活用し、化合物による

表現型と遺伝子機能を統合したケミカルゲノミクスネット

ワークの基盤の構築に成功した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●様々な生物に応用可能な生体内の多様なメタボローム

を包括的に解析できる基盤技術である。世界 高水準の

研究開発成果であり、また国際科学雑誌の表紙を飾るな

ど大きな注目を集めた。さらに当初計画を前倒しで進捗し

ており、非常に高く評価する。 
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ことを目指す。  

平成 30 年度は、新規

機能性オレフィンポリマ

ーの合成については、

極性及び非極性オレフ

ィンモノマーの共重合

に適用可能な希土類錯

体触媒を開発する。一

方、強酸を触媒とした

多置換型オレフィンモノ

マーの重合反応におい

ては、生成物の分子鎖

末端構造及び立体構

造の詳細解析より反応

機構を特定し、その知

見を基にピネンをはじ

めとするバイオマス由

来オレフィンモノマーか

らの新規ポリマー合成

に適用する。  

生物有機化合物群から

のスーパーエンジニア

リングポリマー素材の

創出については、バニ

リン類等の芳香族化合

物から調製できる芳香

族ポリエステルを中心

に、再現性よく高重合

度と高収率を達成する

合成条件の 適化を

行い、スケールアップ

合成により一連の材料

物性評価を行う。  

高機能ペプチドポリマ

ー素材の創製について

は、化学酵素重合法に

よる非天然アミノ酸もし

くは人工アミノ酸を導入

したポリペプチドポリマ

ーの合成とその材料評

価を進めるとともに、

MD 計算を活用した反

応機構の解明を行う。

また、光合成細菌を利

用したペプチドポリマー

合成技術の構築に向

け、窒素条件並びに光

照射条件を検討するこ

とによって、ポリマー誘
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導技術を確立し、光合

成細菌の大規模培養

に 適な条件を検討す

る。  

 

⑤ 先端技術プラットフ

ォーム  

データ科学を取り入れ

た計測・解析基盤技術

の開発及びその解析

技術を支える横断的な

情報基盤の構築に向

け、平成 30 年度は、質

量分析計を用いたメタ

ボローム解析について

は、ケモインフォマティ

クスによる植物メタボロ

ームアノテーション基盤

を開発すると同時に植

物代謝に特化した微量

高速分析系を確立し、

革新的植物バイオ、代

謝エンジニアリング等

に資する大規模なデー

タ取得を開始する。  

顕微鏡解析、イメージ

ング技術開発について

は、倍率領域・観察項

目が異なる超解像光学

顕微鏡と電子顕微鏡を

組み合わせた光電子

相関顕微鏡法の開発

を開始する。  

表現型解析技術につい

ては、自動タイムラプス

イメージング、セルモー

ションイメージング、一

括測定が可能なイメー

ジング型プレートリーダ

ー等を導入し、それらを

組み合わせて新たな解

析基盤技術を整備す

る。  

天然化合物バンクにつ

いては、所内外の有機

合成化学者から化合物

の 寄 託 を 受 け て 、

NMR、MS の高度解析

技術を利用した品質管
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理のもと NPDepo ライブ

ラリーを拡張するととも

に、これらの化合物の

有用性を評価する。 

データ科学の導入と情

報 基 盤 整 備 に 関 し て

は、プール培養した微

生物・動物細胞のバー

コードシーケンスから得

られる大量データを活

用し、化合物による表

現型と遺伝子機能を統

合したケミカルゲノミク

スネットワークの構築を

開始する。 
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１．事業に関する基本情報 

Ⅰ－2－(7) 創発物性科学研究 

 

2．主要な経年データ 

① 主な参考指標情報 

 30 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

論文数 

・和文 

・欧文 

 

19 

305 

      

連携数 

・共同研究等 

・協定等 

 

52 

3 

      

特許 

・出願件数 

・登録件数 

 

47 

21 

      

外部資金 

・件数 

・予算額（千円） 

 

118 

990,393 

      

 

② 主なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 30 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

予算額（千円） 2,319,610       

従事人員数 141       
 

 

3．主な評価軸、業務実績及び自己評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 
環境調和型の持続可

能な社会の実現に向

けて、超低消費電力

デバイス等の環境・

省エネルギー関連技

術の研究開発が求め

られている。このた

め、これまでの研究

開発を融合・加速さ

せ、エネルギー機能

本研究では、創発物

性科学の概念に基づ

き、これまで展開して

きた強相関物理･超分

子機能化学･量子情報

エレクトロニクスの 3 

部門の融合を加速さ

せ、 

①革新的なエネルギ

ーの創成・輸送機能の

本研究では、創発物性

科学の概念に基づき、

これまで展開してきた

強相関物理･超分子機

能化学･量子情報エレ

クトロニクスの 3 部門の

融合を加速させ、 

①革新的なエネルギー

の創成・輸送機能の実

現を目指すエネルギー

（評価軸） 

・科学技術基本計画等

に挙げられた、我が国

や社会からの要請に対

応するための研究開発

を、中長期目標・中長期

計画等に基づき戦略的

に推進できているか。 

 

・世界 高水準の研究

① エネルギー機能創発物性 

●高温超伝導体の開発については、第一原理計算の結

果、転移温度にはスピン軌道相互作用による電子格子

相互作用の増強効果が重要であることを明らかにし、転

移温度向上の手掛かりを得た。 

 

●高い熱電変換性能を持つ材料の開発については、ホ

イスラー化合物の巨大な横熱電係数が、バンド交差点

近傍の電子状態により変化することを理論的に明らか

にした。また、新規 PbS コロイド量子ドット薄膜を作製し、

 

●第一原理電子状態計算と予測に基づく実験によって、

超伝導転移温度が決まる微視的機構が明らかになったこ

とは、高温超伝導体設計への道を切り拓く成果であり、高

く評価する。 

 

●バンド交差点近傍の電子状態により熱電応答特性が増

大するという新機構が理論的に示され、また、コロイド量

子ドット薄膜に電界効果ドーピングによって巨大な電力因

子が見出されたことは、熱電材料開発を推進する上で重
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創発物性、創発機能

性ソフトマテリアル、

量子情報電子技術、

トポロジカルスピント

ロニクスの４つの研究

テーマに取り組み、環

境中の熱や光を高効

率で収集しエネルギ

ーに変換する新物質

の開発や超高速・超

効率的な情報処理技

術、超低消費エネル

ギー技術などの、革

新的なハードウェア

の創製を可能にする

新しい学理の構築と

概念実証デバイスの

開発を推進する。 

実現を目指すエネル

ギー機能創発物性研

究、 

②人との親和性に優

れたソフトロボティクス

等への貢献を目指す

創発機能性ソフトマテ

リアル研究、 

③低消費電力で超高

速・高効率情報処理を

行う量子計算技術や

物性予測の実現に貢

献する量子情報電子

技術、 

④省エネルギーエレク

トロニクスの実現に貢

献するトポロジカルス

ピントロニクス研究 

に取組み、革新的な

ハードウェアの創製を

可能にする新しい学理

の構築と概念実証デ

バイスの開発を行うこ

とで、環境調和型の持

続可能な社会の実現

に貢献するとともに若

手人材の育成を推進

する。 

機能創発物性研究、 

②人との親和性に優れ

たソフトロボティクス等

への貢献を目指す創発

機能性ソフトマテリアル

研究、 

③低消費電力で超高

速・高効率情報処理を

行う量子計算技術や物

性予測の実現に貢献

する量子情報電子技

術、 

④省エネルギーエレク

トロニクスの実現に貢

献するトポロジカルスピ

ントロニクス研究に取

組み、革新的なハード

ウェアの創製を可能に

する新しい学理の構築

と概念実証デバイスの

開発を行うことで、環境

調和型の持続可能な

社会の実現に貢献する

とともに若手人材の育

成を推進する。 

  

① エネルギー機能創

発物性  

革新的なエネルギーの

創成・輸送機能の実現

を目指し、理論・実験双

方からのアプローチを

用いて、高効率エネル

ギー変換機能材料の

開発を行う。また並行し

て、理論的予測や機械

学習を用いた広範囲の

物質探索と高温超伝導

体の設計を行う。それ

らの成果に基づいた物

質合成やデバイスへの

応用研究等を行う。  

平成 30 年度は、高温

超伝導体の開発では

超伝導転移温度の向

上に向け第一原理計

算による予測・物質設

計を行う。高い熱電変

換性能を持つ材料の開

開発成果が創出されて

いるか。また、それらの

成果の社会還元を実施

できているか。 

 

・研究開発成果を 大

化するための研究開発

マネジメントは適切に図

られているか。 

 

（評価指標） 

・中長期目標・中長期計

画等で設定した、各領

域における主要な研究

開発課題等を中心とし

た、戦略的な研究開発

の進捗状況 

 

・世界 高水準の研究

開発成果の創出、成果

の社会還元 

 

・研究開発の進捗に係

る マ ネ ジ メ ン ト の 取 組 

等 

熱電性能指数の一つである電力因子が室温で巨大な

値（100μW/K・cm2）をとることを見出した。 

 

●光電変換の新機構の研究では、反転対称性を持たな

い結晶においてシフトカレントの高速ダイナミクスと励起

スペクトルを取得することにより、サブピコ秒の時間分解

能でのシフトカレント発生の観測に成功し、設計に向け

た理論との定量的な比較を可能とした。 

 

●有機太陽電池の材料開発では、側鎖だけが異なる２

種の有機半導体ポリマーを精密に設計・合成し、半導体

分子の混合状態における界面構造を分子レベルで制御

できることを見出すとともに、天然物（クロロフィル）由来

の化合物を用いて新規材料の開発に成功した。 

 

●耐熱性（120℃）と高いエネルギー変換効率（10.5%）を

兼ね備えた「超薄型有機太陽電池」の開発に成功すると

ともに、この電池で駆動し、心電波形を計測する「皮膚

貼付け型心電計測デバイス」の開発にも成功した。 

 

 

② 創発機能性ソフトマテリアル 

●超分子材料の開発については、可逆的に修復可能な

無数の結合を用い、対称性の高い分子を異方的に自己

組織化させることにより、優れた耐熱性と自己修復性を

両立した多孔性結晶材料の開発に成功した。 

 

●光エネルギーを熱エネルギーに変換可能な金ナノ粒

子を、静電反発力を内包したアクアマテリアルに添加す

ることにより、光による遠隔操作で高速に大変形（0.5 秒

で 1.8 倍に伸縮）するソフトアクチュエーターの開発に成

功し、生体組織内部でもその非侵襲的操作が可能であ

ることを実証した。 

 

●エアロゲルの中でも 高の機械的強度（圧縮時にお

ける 大ひずみ 80%、 大応力 55 MPa、繰り返し変形

耐性 100 回以上）を示し、軽量性・断熱性・耐熱性にも優

れたエアロゲルを開発した。 

 

③ 量子情報電子技術 

●天然 Si/SiGe による独立 2 量子ビットと 2 量子ビットゲ

ートを実現し、各々世界 高値の操作精度（99.5%、95%）

が得られることを確認した。また、量子ビットのゲートパ

ルス操作に直角位相制御法を適用することにより、操作

精度が大きく改善できることを実証した。 

 

●量子ビットの読み出し忠実度の改善に 適とされる量

子非破壊測定法を、GaAs 量子ドットを用いて実現し、忠

実度 89%を得ることに成功した。また、GaAs を Si に置き

要な成果であり、高く評価する。 

 

 

●シフトカレントの微視的理論と時間分解スペクトルの実

験を比較することによって、その量子力学的本質を明らか

にしたことは、新機構の光電変換素子の性能向上の基礎

学理に大きく寄与する成果であり、非常に高く評価する。 

 

 

●有機半導体の側鎖が太陽電池の構造と素子性能に大

きな影響を及ぼすことを解明し、優れた新規材料を開発し

たことは、有機太陽電池の効率化・フレキシブル化に向け

た材料開発の指針となり、非常に高く評価する。 

 

 

●超薄型有機太陽電池において大幅な効率向上と耐熱

性、耐久性の向上を達成し、それらを用いて自立型セン

サーデバイスという新たな応用研究へと展開したことは、

太陽電池の機能高度化と効率化への大きな貢献であり、

非常に高く評価する。 

 

 

●多孔性結晶材料において、耐熱性と自己修復性とを両

立するための前例なき材料設計指針が開拓されたこと

で、産業技術分野での活用が期待され、非常に高く評価

する。 

 

●ソフトアクチュエーターの開発において、前年度までに

構築してきた基本学理をもとに、光による遠隔操作が可能

で変化特性に優れた材料を開発するとともに、生体組織

内部での非侵襲的操作の可能性も実証しており、非常に

高く評価する。 

 

 

●新規開発されたエアロゲルにおいて、従来の常識を覆

す過去 高の強度を実現するとともに、実用化に重要な

機能を持たせることにも成功しており、非常に高く評価す

る。 

 

 

●Si 量子回路構成要素として、操作精度の高 

い、独立 2 量子ビットと 2 量子ビット論理ゲートの実装及び

多重ドット作製技術の開発が進行しており、また、世界

高の操作精度が得られたことから、高く評価する。 

 

 

●量子情報電子技術の実現に向けて重要な要素技術で

ある量子非破壊測定に成功し、Si を用いた 99.9%以上の

高の忠実度が得られることを確認し、世界をリードする
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発に向け、バンド交差

等を用いた熱電変換の

新機構解明を理論的に

行い、高い伝導度を示

すコロイド量子ドット薄

膜等の物質及び機能

開発を推進する。太陽

電池では新機構である

反転対称性を持たない

結晶によるシフトカレン

トの設計や有機半導体

の側鎖部分の精密設

計による固体 構造制

御、近赤外領域に光電

変換機能を持つ新規材

料の開発を通じての効

率化やフレキシブル化

等の高度化を行う。  

 

② 創発機能性ソフトマ

テリアル  

革新的なソフトロボティ

クス等による超スマート

社会の実現を目指し、

従来のアクチュエータ

ーとは異なる新しい力

の発生機構によるソフ

トアクチュエーター材料

を開発する。また、人と

の親和性に優れた化

学・環境センサーの創

出及びセンシングのた

めの新原理の探求と材

料開発を行い、それら

を統合しフレキシブル

デバイスのプロトタイプ

作製等を行う。  

平成 30 年度は、フレキ

シブルエレクトロニクス

材料、センサーやアク

チュエーターの構成要  

素である高分子材料の

寿命や信頼性を高める

べく、高強度性と高速

自己修復性を両立した

高分子材料の開発を行

う。静電反発を内包し

たアクアマテリアルを用

いたソフトアクチュエー

換え、スピンに適した雑音環境制御法を開発することに

より、99.9%以上の忠実度が得られることを確認した。 

 

●超伝導量子ビットの集積化に向けて、拡張性のある 2

次元集積化実装技術及び量子ビット制御・観測多重化

技術を開発しており、中長期計画が進捗している。 

 

●量子シミュレータの開発では、2 次元ジョセフソン接合

列における転移を超伝導空洞共振器のマイクロ波応答

として観測することに成功した。また、超伝導 LC 共振器

を介して全結合を可能にする超伝導量子アニーリング

回路が有用であることをシミュレーションで確認した。さ

らに、二つのマイクロ波単光子源間の量子相関の実験

を行った。 

 

④ トポロジカルスピントロニクス 

●マルチフェロイック物質の六方晶鉄酸化物単結晶試

料で 250 K において、電場によって磁化を反転すること

に成功し、さらに室温で電場による磁気ドメイン変化を

磁気力顕微鏡観察によって可視化した。また、マルチフ

ェロイック半導体薄膜における電流誘起磁化反転にも成

功した。 

 

●磁気スキルミオンの 3 次元的構造が、スキルミオンス

トリングが不純物によって変形する際に現れる実効的な

電場に起因することを解明した。また、室温において、理

論で予測されていたメロン、アンチメロンと呼ばれるトポ

ロジカルなスピン構造を世界で初めて観測することに成

功した。 

 

●トポロジカル絶縁体を用いた界面ヘテロ超構造を作

製し、近接効果によって 2 次元超伝導を発現させ、超伝

導ダイオード効果の実現に成功した。 

 

 

 

⑤ 人材育成 

●東京大学、中国清華大学に若手研究者主宰の連携

研究室を設置し、若手研究リーダーの人材育成を行っ

た。また、中国のトップ研究機関である中国科学院と清

華大学との 3 者で緊密な連携を確立し、合同ワークショ

ップを開催して研究交流、頭脳循環を進めた。 

 

●センターの特色を活かした活発な異分野間交流と、よ

り広い知識や視野を育む環境の整備により、上級研究

員が文部科学大臣表彰若手科学者賞を受賞した。ま

た、研究員が国立大学の教授や准教授職に転出するな

ど、優秀な若手研究者の育成・輩出を行った。 

 

成果が得られたことから、非常に高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

●量子シミュレータの開発では、超伝導回路上の人工量

子多体系の相転移に、回路量子電磁力学の手法でアプ

ローチする方法を初めて示し、トポロジカル相転移に伴う

信号を観測したことは、量子シミュレータの基礎を与える

重要な成果であり、非常に高く評価する。 

 

 

 

 

●マルチフェロイック鉄酸化物における室温近傍での電

場による磁化反転の実現や、マルチフェロイック半導体薄

膜における電流誘起磁化反転の実現は、省消費電力スピ

ントロニクスへの道を拓くものであり、非常に高く評価す

る。 

 

 

●スキルミオンの 3 次元構造の観測及びそのダイナミクス

の理論・実験、新しいトポロジカルスピン構造であるメロン

の実空間観測など世界をリードする新発見が続いており、

非常に高く評価する。 

 

 

 

●トポロジカル絶縁体と超伝導体との界面超伝導に基づ

く超伝導ダイオードの実現に初めて成功しており、マヨラ

ナ粒子を用いた量子デバイス設計の基礎を与えるもので

あるため、非常に高く評価する。 

 

 

 

●2 機関との連携研究室を運営し人材を育成するととも

に、清華大学、中国科学院という中国のトップ研究機関と

の緊密な連携を確立したことは、日中の研究交流、頭脳

循環を推進する上で極めて有効な施策であり、非常に高

く評価する。 

 

●若手研究者のキャリアパスをバックアップする仕組みが

機能し、昇任や転出、新規採用が数多く行われ、人材育

成と頭脳循環に大きく寄与しており、非常に高く評価す

る。 
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ターの温度応答能の向

上を目指す。また、乾

燥条件で利用するセン

サーやアクチュエータ

ーのための新たな構成

要素として、エアロゲル

（空気を主成分とするプ

ラスチック代替マテリア

ル）に対し、高い弾性・

繰返変形耐性を持たせ

るための材料開発を行

う。  

 

③ 量子情報電子技術 

量子情報電子技術の

実現に向けて、低消費

電力で超高速・高効率

情報処理が可能とされ

る量子計算の優位性を

実証することを目指し、

拡張性のある集積化技

術及び、量子制御技術

の開発を行う。また、量

子シミュレーション技術

の機能実装と高精度化

を行う。それらの成果を

基にデジタル量子計算

機のプロトタイプ作製

と、量子シミュレータの

動作原理を実証、物性

予測の原理を確認す

る。  

平成30年度は、Si量子

ドットのスピンによる 2

量子ビットの操作を実

現し、操作精度を評価

する。また、複数ビット

化に適した多重ドット構

造 と ス ピ ン 操 作 の 方

法、高精度なスピン操

作に適した雑音環境制

御法を開発する。超伝

導量子ビットの集積化

に向けて、拡張性のあ

る 2 次元集積化実装技

術及び量子ビット制御・

観測多重化技術を開発

する。量子シミュレータ

の開発では、量子アニ

●引き続き、産業技術総合研究所との合同ワークショッ

プを開催するとともに、ワークショップをきっかけとした共

同研究を支援するマッチンググラント「理研-産総研連携

研究支援制度」を立ち上げ、2 課題を採択した。また、第

２回目となる物質・材料研究機構との合同ワークショップ

を開催し、新たな共同研究を推進した。 

●特定国立研究開発法人である産業技術総合研究所と

物質・材料研究機構との連携を強化し、国内の基礎から

応用までの一気通貫の研究体制を整えたことは我が国の

研究力強化に大きく寄与しており、非常に高く評価する。 
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ーリングに向けた超伝

導 LC 共振器を介した

量子ビット間結合、二

つのマイクロ波単光子

源間の量子相関の実

験を行う。  

 

④ トポロジカルスピン

トロニクス  

革新的な省エネルギー

エレクトロニクス技術を

確立することを目指し、

磁性におけるトポロジ

ー概念を活用したトポ

ロジカルエレクトロニク

スの開発に取組み、そ

れらを用いてエネルギ

ーロスを極小にするス

ピン・電子輸送の実現

に向けた概念実証デバ

イスを作製する。  

平成 30 年度は、マルチ

フェロイック物質（強磁

性と強誘電性の両方の

性質を持つ電気磁気結

合物質等）の単結晶試

料において、200K 以上

の温度で、電場によっ

て磁化の制御を実現す

る。渦状トポロジカルス

ピン構造である磁気ス

キルミオンに関しては、

その 3 次元的な構造を

理論的に解明し、同時

に電子顕微鏡により観

測する。トポロジカル絶

縁体（内部は絶縁体だ

が表面は高い電子移

動度を持つ金属状態が

現れる物質）に関して

は、超構造を作製して

超伝導近接効果を実現

し、そのスピン制御を行

う。  

 

⑤ 人材育成  

日本の科学力向上を目

指し、国内外の大学と

連携し、研究リーダー



 

76 

人材の育成を行う。セ

ンターの特色を活かし

異分野間交流を活発に

行い、より広い知識と

視野を育む環境を整備

する。また、産業界から

積極的に若手人材を受

入れ、世界 先端の研

究を協力して行う。  

平成 30 年度は、東京

大学、中国清華大学に

おいて若手研究者主宰

の連携研究室を設置

し、シニア研究者による

メンターシップの下、研

究リーダー人材育成を

行う。センターの特色を

活かし物理、化学、量

子技術等、異分野間で

シンポジウム・討論会

を開催し、若手研究者

を中心に発表・討論す

る機会を設け、より広

い知識と視野を育む環

境を整備する。産業界

から積極的に若手人材

を受入れ、世界 先端

の研究を共同で実施

し、研究開発リーダー

人材育成にも貢献す

る。 
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１．事業に関する基本情報 

Ⅰ－2－(8) 光量子工学研究 

 

２．主要な経年データ 

① 主な参考指標情報 

 30 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

論文数 

・和文 

・欧文 

 

36 

79 

      

連携数 

・共同研究等 

・協定等 

 

103 

13 

      

特許 

・出願件数 

・登録件数 

 

42 

6 

      

外部資金 

・件数 

・予算額（千円） 

 

142 

1,262,886 

      

 

② 主なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 30 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

予算額（千円） 888,298       

従事人員数 76       
 

 

３．主な評価軸、業務実績及び自己評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 
光・量子技術は、「超

スマート社会」の実現

に資する我が国が強

みを有する基盤技術

であり、革新的な計

測技術、情報・エネル

ギー伝達技術、加工

技術の強化等が求め

られている。このた

め、超高速の物理現

象の解明や生体の超

解像イメージング等

本研究では、 先端

の光・量子技術の研

究として、 

①超高精度レーザー

や極短パルスレーザ

ーの発生、制御、計測

技術を追究し、物質・

材料科学や測地学へ

の応用展開を目指す

エクストリームフォトニ

クス研究、 

②顕微計測技術とレ

本研究では、 先端の

光・量子技術の研究と

して、 

①超高精度レーザーや

極短パルスレーザーの

発生、制御、計測技術

を追究し、物質・材料科

学や測地学への応用

展開を目指すエクストリ

ームフォトニクス研究、 

②顕微計測技術とレー

ザー加工技術を融合

（評価軸） 

・科学技術基本計画等

に挙げられた、我が国

や社会からの要請に対

応するための研究開発

を、中長期目標・中長期

計画等に基づき戦略的

に推進できているか。 

 

・世界 高水準の研究

開発成果が創出されて

いるか。また、それらの

①エクストリームフォトニクス研究 

●高出力中赤外フェムト秒光源の波長域を現状の 1.5 

µm から 3.0 µm まで拡大する計画だったが、3.6 µm まで

拡大させ、さらに波長 1～2 µm 領域でテラワット級のピ

ークパワーを達成し、中長期計画が大幅に進展した。 

 

●独自に考案したダブルチャープ光パラメトリック増幅

法を用いて、テラワット級赤外フェムト秒レーザーから軟

X 線領域の高次高調波を発生させ、その特性を評価し

た。順調に中長期計画が進捗している。 

 

① エクストリームフォトニクス研究 

●波長域、出力ともに当初の年度計画を大きく上回り、高

強度中赤外フェムト秒レーザーの開発に革新的進展をも

たらす研究成果であるため、非常に高く評価する。 
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の 先端の学術研究

に加え、革新的な材

料開発、インフラ構造

物の保全等、社会的

にも重要な課題の解

決に向けて、これまで

得られた知見を活用

しつつ、極短パルスレ

ーザーの発生・計測

技術、超高精度レー

ザーの制御技術、非

破壊検査技術といっ

た 先端の光・量子

の発生、制御、計測

による新たな光量子

技術の研究開発を推

進する。 

ーザー加工技術を融

合し、精密加工・極微

光計測技術の工学・

生物医科学応用を目

指すサブ波長フォトニ

クス研究、 

③独自のテラヘルツ

光発振技術、計測技

術を発展させ、テラヘ

ルツ光による機能制

御・物質創成等を目指

すテラヘルツ光研究、 

④非破壊インフラ計測

技術、レーザー計測技

術、特殊光学素子の

開発等、 先端の光・

量子技術の社会への

活用を目指す光量子

技術基盤開発を推進

することで、社会的に

重要な課題の解決に

貢献する。さらに、次

世代の光量子科学研

究を担う人材を育成

し、科学技術力の底上

げに努める。 

し、精密加工・極微光

計測技術の工学・生物

医科学応用を目指すサ

ブ波長フォトニクス研

究、③独自のテラヘル

ツ光発振技術、計測技

術を発展させ、テラヘ

ル ツ 光 に よ る 機 能 制

御・物質創成等を目指

すテラヘルツ光研究、 

④非破壊インフラ計測

技術、レーザー計測技

術、特殊光学素子の開

発等、 先端の光・量

子技術の社会への活

用を目指す光量子技術

基盤開発を推進するこ

とで、社会的に重要な

課題の解決に貢献す

る。さらに、次世代の光

量子科学研究を担う人

材を育成し、科学技術

力の底上げに努める。  

 

① エクストリームフォト

ニクス研究  

アト秒パルス発生・計

測技術の高度化によ

り、サブキロ電子ボルト

のアト秒パルス発生・

計測、スピン計測技術

を開発し、磁性体イメー

ジングを実現する。ま

た、光格子時計の高度

化、重力差精密計測技

術の開発により、光格

子時計を利用した屋外

無人運転での重力差

測定及びリモート診断

技術を開発し、測地計

測を実現する。  

平成 30 年度は、サブキ

ロ電子ボルトのアト秒

パルス発生の実現に向

け、これまで独自に開

発した高出力中赤外フ

ェムト秒光源の波長域

を現状の 1.5 µm から

3.0 µm まで拡大すると

成果の社会還元を実施

できているか。 

 

・研究開発成果を 大

化するための研究開発

マネジメントは適切に図

られているか。 

 

（評価指標） 

・中長期目標・中長期計

画等で設定した、各領

域における主要な研究

開発課題等を中心とし

た、戦略的な研究開発

の進捗状況 

 

・世界 高水準の研究

開発成果の創出、成果

の社会還元 

 

・研究開発の進捗に係

る マ ネ ジ メ ン ト の 取 組 

等 

●メンテナンスフリー化を行った無人運転可能な可搬型

光格子時計のプロトタイプを用いて、東京スカイツリー

の展望回廊と地表の標高差を高精度に計測し、光格

子時計の重力ポテンシャル計としての有用性を示し

た。 

 

●極短可視光パルスを用いた新しい多次元振動分光法

の開発を行い、反応途中の光受容タンパク質中におけ

る二つ以上の異なる分子振動間結合の観測に成功し

た。 

 

②サブ波長フォトニクス研究 

●高速超解像共焦点ライブイメージング顕微鏡を高度

化し、イメージインテンシファイアによる 106 倍のシグナ

ル増倍と高速高精細 CMOS カメラの利用によって、各 1 

msec フレームでの単一光子計測に成功した。 

 

●多色・超解像・高速での蛍光イメージングが可能な高

速超解像ライブイメージング技術を用いて、細胞小器官

の一つであるゴルジ体の内部において、積荷タンパク質

が輸送される仕組みを明らかにした。 

 

●ホタルが産生する化合物とタンパク質をベースに新規

の人工生物発光システム AkaBLI を開発し、生体深部に

おける蛍光や発光のシグナルを検出する技術を開発し

た。順調に中長期計画が進捗している。 

 

●高度な画像情報処理技術と機械学習を用いて、各

100 枚の正常画像と対象画像のセットから、早期胃がん

領域の高精度抽出手法を開発した。 

 

 

●多次元画像情報処理技術と 3D プリンター技術を組み

合わせ、患者個体別に高強度かつ内部構造を有する人

工骨の創製法を開発した。 

 

●間隔 20 nm のナノ流路の上下に金属サブ波長構造を

配置した 3 次元メタマテリアル光吸収流路デバイスの加

工法を開発し、10-19 モルの極微量分子の超高感度検

出・同定に成功した。 

 

 

●独自のフェムト秒レーザーマニピュレーション技術を

用いた 2 光子造形法により、サブ波長解像度でガラス流

体内部に、3 次元ポリマーマイクロ構造体を集積化する

技術を開発した。 

 

 

●相対論的効果を利用した光格子時計の実証実験を行

っただけでなく、実験の様子がメディアに大きく取り上げら

れたことにより、基礎研究の重要性とその社会的価値を

広く一般に知らしめた成果であるため、高く評価する。 

 

 

●化学反応座標の解明に新しい道を拓くもので、複雑

分子の化学反応や機能発現のメカニズムの本質的理解

に大きく貢献するものであり、非常に高く評価する。 

 

 

② サブ波長フォトニクス研究 

●2D において 71 nm 解像、3D において 20 立体/秒という

時空間分解能は世界 高性能であり、細胞生物学分野

の基礎研究を革新的に発展させる成果であるため、非常

に高く評価する。 

 

●2006 年に理研が提唱したゴルジ体内のタンパク質輸送

の仕組みを、独自に開発した高速超解像共焦点ライブイ

メージング技術を用いて、12 年かけて裏付けた成果であ

るため、高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

●内視鏡専門医の判断に迫る 90％近い確率で早期胃が

ん領域の高精度抽出手法を開発したことは、日本で罹患

率が高いと言われる胃がんの早期発見・早期治療に大き

く貢献する成果であり、非常に高く評価する。 

 

●高齢化社会が進む中、骨粗しょう症など骨に関わる疾

患の早期治療や患者の生活の質(QOL)向上への貢献が

期待される成果であり、非常に高く評価する。 

 

●当初の年度計画を上回り、開発した 3 次元メタマテリア

ル光吸収流路デバイスを用いて、極めて高い感度で、極

微量分子(10-19モル:分子 10,000 個に相当)の検出・同定に

成功したことは、農薬や疾病に由来する物質などの超高

感度検出に貢献する成果であり、高く評価する。 

 

●ガラス流体構造内部に、幅 700 nm のポリマーからなる

ナノチャネルアレイの構築に成功し、がん細胞のマイグレ

ーション観察に応用できることを示したことは、がん細胞

の転移メカニズム解明への寄与が期待され、高く評価す

る。 
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ともに、軟 X 線領域の

高 次 高 調 波 を発 生 さ

せ、その特性を評価す

る。光格子時計の開発

においては、メンテナン

スフリー化を行った無

人運転可能な可搬型

光格子時計のプロトタ

イプを用いて、光格子

時計の重力ポテンシャ

ル計としての有用性を

示す実証実験を行う。  

 

② サブ波長フォトニク

ス研究  

超解像実時間イメージ

ン グ 技 術 の 開 発 に よ

り、高速化・多次元化

の実現及び超解像 5 次

元顕微イメージングに

より生体機能を詳細に

解明する。また、超微

細立体加工技術の高

度化により、ナノスケー

ル立体加工技術の構

築、超解像構造の機能

素子を開発し、ナノスケ

ール機能素子の製作と

応用を推進する。  

平成 30 年度は、超解

像イメージングの高速

化・多次元化に向け、

可視光サブ波長の解

像度を備えたライブ顕

微鏡による光子計測、

生体深部における蛍光

や発光のシグナルを効

率的に検出する技術の

開発、多次元画像解析

と機械学習による生体

組織の領域抽出を行

う。ナノスケール立体加

工技術の構築に向け、

3 次元サブ波長構造で

構成されるメタマテリア

ル光吸収体の加工技

術の開発や独自のフェ

ムト秒レーザーマニピ

ュレーション技術を用い

③テラヘルツ光研究 

●ニオブ酸リチウム結晶を用いて出力範囲を拡充し、

0.3～1.2 THz の広帯域バックワードテラヘルツ波長可変

光源を製作した。 

 

 

●連続波とパルス波の両方のタイプのテラヘルツ光源

について、熱型検出器を用いてテラヘルツ帯の比較感

度較正法を確立した。 

 

 

●外部機関と連携して、高強度テラヘルツ光を照射しな

がら、タンパク質や細胞の顕微鏡観察が可能な可搬型

プラットフォームを構築した。 

 

 

●高強度テラヘルツ光の照射によって、生体に関連す

るタンパク質の一つであるアクチン繊維の形成率が 3.5

倍に増加することを発見した。 

 

 

 

●テラヘルツ量子カスケードレーザー(QCL)の開発にお

いて、第一原理計算に基づく量子構造 適化により、新

たな構造の QCL デバイスを設計・作製し、80 K(-193˚C)

で従来比５倍の出力を実現した。 

 

④光量子技術基盤開発 

●新規レーザー結晶(Cr:CdSe)の開拓を行い、中赤外に

おける波長可変領域を従来の 2.00 µm～2.70 µm から

2.00 µm～3.08 µm まで拡大することに成功した。 

●用途別レーザー装置としてトンネル壁面のコンクリー

トの状態を計測する車両走行型高精細レーザー表面計

測技術を開発し、時速 50 km/h で 0.2 mm の亀裂を計測

することに成功した。 

 

●特殊光学素子の開発の一環として、制御分解能 0.1 

nm、温度制御 0.01˚C の空調を備えた超精密加工システ

ムを開発し、回折効率が 80％を超える回折格子の加工

を実現した。順調に中長期計画が進捗している。 

 

●理研小型中性子源システム(RANS)を用いて、非破壊

で深さ方向のコンクリート内部の塩分濃度分析を計測す

る技術を開発した。 

 

 

 

●バックワードテラヘルツ波長可変光源の周波数範囲を

イメージングに適したサブテラヘルツ領域まで拡張し、他

に類をみない光源を製作したことを高く評価する。 

 

 

●これまで比較検討が困難であった連続波とパルス波の

両方のテラヘルツ光源の相互比較、特にパルス波の較正

を可能とする感度較正法を確立したことを高く評価する。 

 

●リアルタイムでテラヘルツ光を照射しながら、タンパク質

や細胞の顕微鏡の変化を逐次観察できる環境を構築し、

さらにそれをどこででも実現できる可搬型としたことを高く

評価する。 

 

●高強度テラヘルツ光がタンパク質の構造変化を誘起す

ることを世界で初めて実証し、生体内高分子操作の可能

性を切り拓いたことは、テラヘルツ波のライフサイエンス分

野での新たな計測法・制御法の提供に繋がる成果であ

り、非常に高く評価する。 

 

●上位発光準位から高エネルギーサブバンド準位へのリ

ーク電流を低減する設計手法を世界で初めて発見し、高

温動作性能を向上させたことは、QCL の高温・高出力に

繋がる非常に重要な成果であり、非常に高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

●理研ベンチャーと協働し、 先端のレーザー計測技術

を駆使して、社会問題となっている老朽化したトンネルな

どのインフラの保守・保全作業を自動化する手法を開発

し、実証したことを非常に高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

●RANS の計測技術を高度化し、コンクリート内部の空隙

や水の滞水状態だけでなく、鉄の劣化に繋がる塩分濃度

の 3 次元計測技術を開発したことは、インフラの診断や健

全性維持に大きく貢献する成果であり、高く評価する。 
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たサブ波長解像度での

加工技術を開発する。 

③ テラヘルツ光研究 

新型波長可変光源の

開発により、広帯域バ

ックワードテラヘルツ発

振器の製作、超広帯域

制御・超高感度検出技

術を開発し、超広帯域

アップコンバージョン検

出 シ ス テ ム を 製 作 す

る。また、生細胞高強

度テラヘルツ光照射観

察装置の開発により、

生体組織や高分子の

構 造 ・ 機 能 変 化 の 観

察、テラヘルツ光による

構造・機能制御技術の

高 度 化 に よ り 生 体 分

子・高分子の構造・機

能制御を実現する。 

平成 30 年度は、広帯

域バックワードテラヘル

ツ発振器の製作に向

け、ニオブ酸リチウム

結晶を用いて、出力範

囲 0.3THz から 1.0THz

までの波長可変光源を

作製するとともに、テラ

ヘルツ光検出器の感度

較正法を確立する。高

強度テラヘルツ光を用

いた生体組織、高分子

構造・機能変化の観察

の実現に向け、生体に

関連するタンパク質へ

高強度のテラヘルツ光

照射を実現し、照射・無

照射の場合における相

違を明らかにする。 

 

④ 光量子技術基盤開

発 

レーザー計測の社会実

装を目指し、 先端レ

ーザー基盤技術の開

発により波長可変型・

用途別レーザー装置を

製作し、レーザーを用

⑤人材育成・マネジメント等 

●センター独自の協定に基づき、企業から若手研究者４

人を受け入れ、研究指導と連携研究を実施し、若手研

究者の研究開発技術の向上やプレゼンテーション能力

の養成を図った。 

 

●光科学技術を様々な問題を解決する基盤技術として

用いるために若手研究者を主体とするセミナーを毎月

開催するとともに、センター所属者全員が参加するシン

ポジウムを開催し、活発な議論を行った。 

 

●東京大学のフォトンサイエンス・リーディング大学院に

協力し、半年間にわたり各チームリーダーが講師となっ

て、大学院生に対して 先端光科学に関する講義を行

った。 

 

●女性研究者や若手研究者の育成に積極的に取り組

んだ結果、女性チームリーダー１名が理研栄峰賞、若手

研究員２名が科学技術分野の文部科学大臣表彰・若手

科学者賞、専任研究員１名が第１回晝馬輝夫賞を受賞

した。 

 

●受け入れた企業人材のほとんどが大学院の博士課程

に進学し、Ph.D.の取得に向けた研究に精力的に取り組ん

でおり、将来のイノベーションの担い手となる人材を育成

したことを非常に高く評価する。 

●若手研究者が主体的に幹事を務めることで将来、国際

会議などを運営する主導的立場となるための素養を高

め、全研究室が発表するシンポジウムで年齢に関係なく

議論できる機会を設けたことを高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

●光・量子分野において人材不足となっている女性研究

者や若手研究者が優れた研究成果を上げるための環境

を整え、当該分野の研究を牽引する人材を育成したことを

非常に高く評価する。 
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いたオンデマンドデバ

イスを開発する。また、

小型中性子源システム

の可搬化や計測診断

技術の高度化により、

可搬型小型中性子源

システムを完成させ、

屋外インフラ構造物計

測技術の高度化によ

り、屋外インフラ計測シ

ステムを実用化する。 

平成 30 年度は、波長

可変型・用途別レーザ

ー装置の製作に向け、

新規レーザー結晶の開

拓を行い、中赤外にお

ける波長可変領域を現

状の 2.7 µm から 3.0 µm

まで拡大する。また、装

置の基盤となる特殊光

学素子の開発の一環と

して、超精密微細機械

加工技術による回折効

率 80%以上の回折分光

素子の研究開発を行

う。可搬型小型中性子

源システムの完成に向

け、小型中性子源シス

テムによる非破壊計測

技術、定量評価分析技

術の高度化を行う。 
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１．事業に関する基本情報 

Ⅰ－2－(9) 加速器科学研究 

 

２．主要な経年データ 

① 主な参考指標情報 

 30 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

論文数 

・和文 

・欧文 

 

9 

286 

      

連携数 

・共同研究等 

・協定等 

 

51 

60 

      

特許 

・出願件数 

・登録件数 

 

15 

3 

      

外部資金 

・件数 

・予算額（千円） 

 

100 

490,659 

      

 

② 主なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 30 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

予算額（千円） 3,817,773       

従事人員数 121       
 

 

３．主な評価軸、業務実績及び自己評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 
物質の根源的理解や

物質創成の謎の解明

を進めるとともに、そ

の成果を応用するこ

とにより、食料・健康・

環境・エネルギー・資

源問題の解決に資す

ることが求められてい

る。このため、研究基

盤である RI ビームフ

ァクトリーの加速器施

設の高度化を進め、

加速器研究基盤であ

る RI ビームファクトリ

ー（RIBF）、並びに国

際協力に基づく米国ブ

ルックヘブン国立研究

所（BNL）及び英国ラ

ザフォード・アップルト

ン研究所（RAL）にお

いて、原子核や素粒

子を支配する物理法

則の学理を究める。そ

のために、 

加速器研究基盤である

RI ビームファクトリー

（RIBF）、並びに国際協

力に基づく米国ブルッ

ク ヘ ブ ン 国 立 研 究 所

（BNL）及び英国ラザフ

ォード・アップルトン研

究所（RAL）において、

原子核や素粒子を支配

する物理法則の学理を

究めるともに重イオン・

RI ビームを用いた学際

（評価軸） 

・科学技術基本計画等

に挙げられた、我が国

や社会からの要請に対

応するための研究開発

を、中長期目標・中長期

計画等に基づき戦略的

に推進できているか。 

 

・世界 高水準の研究

開発成果が創出されて

いるか。また、それらの

①原子核基礎研究 

●平成 30 年度は二重魔法数核 Ca-60 を含む８種の中

性子過剰な新同位体元素を発見し、原子核質量を予想

する理論モデルに強い制限を与えた。 

 

●Ca 同位体の高効率・高分解能質量測定に成功し、理

研で見出した新魔法数 34 の発現を確証した。 

 

●中性子過剰な二重魔法数核 Sn-132 の巨大共鳴状態

の観測に成功し、中性子星内部構造などに関する理解

が進んだ。 

 

 

●RIBF 施設の継続的な高度化により、新同位元素を発

見し、核図表の拡大に寄与していることを高く評価する。 

 

 

●魔法数研究、状態方程式研究において、RIBFで達成可

能な新しい科学的知見を見いだし、インパクトファクターの

高い雑誌に成果が発表されていることを高く評価する。 
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元素合成過程の解明

等の原子核基礎研究

を幅広く展開するとと

もに、重イオンビーム

による農業・工業・RI

医薬等の産業応用を

推進する。さらに、原

子番号119 番以上の

新元素合成に挑み、

原子核の寿命が極め

て長くなると予想され

ている「安定原子核

の島」への到達に向

けた核合成技術の確

立を目指す。 

①原子核基礎研究で

は、究極の原子核像

の構築、核合成技術

の確立、宇宙における

元素合成過程の解明

等を目指す、並びに 

②BNL 及びRAL との

国際協力に基づく素

粒子物性研究に取組

む。また、 

③重イオン・RI ビーム

を用いた学際応用研

究を進める。さらに 

④ RIBF の 加 速 器 施

設の高度化・共用、国

内外の研究機関とそ

の研究者との連携を

推進し、これらにより

原子核・素粒子物理

分野を進展させ、学際

応用研究を含めた優

れた研究人材の育成

に資する。なお、RAL 

施設の運営は中長期

目標期間中に終了す

る。 

応用研究を進める。 

 

① 原子核基礎研究 

究極の原子核像の構

築に向け、元素合成研

究、元素変換反応研究

での魔法数研究、状態

方程式研究を行う。さら

に原子核理論研究と天

体観測、南極氷床コア

解析による研究等も組

み合わせ、宇宙におけ

る元素合成過程の解

明を目指す。 

平成 30 年度は、金属イ

オンビームと重標的を

利用して、119 番元素

の超重元素合成研究、

中性子超過剰核内部

の有効相互作用やクラ

スター効果に着目した

魔法数異常性の研究

及び未知 RI 核の特性

の解明、中性子星表面

の爆発現象の観測や

氷床コア自動レーザー

融解装置の開発を通じ

た元素合成過程研究を

進める。 

さらに、RIBF を擁する

優位性を活かして国内

外の機関との実験及び

理論両面での連携体

制を拡充するとともに、

当該分野の人材育成を

推進する。特にアジア

の研究機関との連携を

進め、原子核物理学の

学 生 を 育 成 す る た め

「仁科スクール」を開催

する。 

 

② BNL 及び RAL との

国際協力に基づく素粒

子物性研究 

陽子のスピン構造や高

温高密度核物質の性

質解明のため BNL の

重イオン衝突型加速器

成果の社会還元を実施

できているか。 

 

・研究開発成果を 大

化するための研究開発

マネジメントは適切に図

られているか。 

 

（評価指標） 

・中長期目標・中長期計

画等で設定した、各領

域における主要な研究

開発課題等を中心とし

た、戦略的な研究開発

の進捗状況 

 

・世界 高水準の研究

開発成果の創出、成果

の社会還元 

 

・研究開発の進捗に係

る マ ネ ジ メ ン ト の 取 組 

等 

●理研で開発した超高速スピン制御技術を利用して、

Cu-75 の励起状態の磁気モーメントの測定に成功し、

Cu-75 の内部構造に関する情報を得た。 

 

●Mg-40 の励起状態の観測に成功し、Mg-40 で魔法数

28 が喪失していること、他の Mg 同位体と比べて大きく

変形した未知の構造をもつことが明らかとなり、理論研

究に大きなインパクトを与えた。 

 

●平成 30 年度は昨年度の準備を経て、RRC から得られ

るビームと仁科記念棟 E6 実験室に移設した GARIS-II

を利用して、V-51 とCm-248 反応による119 番新元素の

探索を実施した。 

 

●平成 30 年度は、稀少 RI リングを利用した中性子過剰

核の精密質量測定、国際共同プロジェクト BRIKEN によ

るベータ遅発中性子放出確率など、元素合成過程に関

する大量のデータ取得に成功した。 

 

●平成 30 年度は、軽い中性子超過剰核に発現するア

ルファ凝縮現象や6中性子状態などに関するデータを取

得することに成功した。  

 

●センターの同位体・微量分析の強みを生かし、南

極氷床コアから特に約 320 年前に起きたとされるカ

シオペア A 超新星爆発の痕跡を検証した。 

 

●革新的研究開発推進プログラム（ImPACT）での特許

「放射性廃棄物の処理方法」が 21 世紀発明賞を受賞し

た。次世代加速器の概念設計を行い、大強度ビーム用

液体リチウム標的の特許出願を行った。核変換用加速

器システムを提案した。 

 

●氷床コア自動レーザー融解装置のプロトタイプ機

を開発し、-20℃下でダミー氷に対し、レーザー溶

融し融解水を自動採取する世界初の基礎実験に成功

した。 

 

●次世代の国際的研究者の育成と確保をねらいとし

て、実習と連続講義を行う「仁科スクール」を北京大学、

ソウル大学、香港大学と合同開催し、19 名（含引率教官

４）が参加した。 

 

②BNL 及び RAL との国際協力に基づく素粒子物性研究 

●平成 30 年度は PHENIX 測定器の大幅アップグレード

（sPHENIX 測定器）で、多粒子ジェット現象等の高精度

測定を可能にするための測定器開発を進めた。特に衝

突点近傍の飛跡を検出するためのシリコン測定器用の

高密度フレキシブルケーブルの開発に成功し、R&D は

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●「熱い融合反応」を利用した 119 番元素生成の準備を着

実に進め、119 番元素探索に挑戦していることを高く評価

する。 

 

 

●RIBF でのみ達成可能な実験研究プログラムが国際共

同研究のもと強力に推進されており、高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●次世代加速器設計や特許出願などを通して、ImPACT

を牽引し、社会問題に挑戦していることを高く評価する。

仁科センターが主要な役割を担った特許が 21 世紀発明

賞を受賞したことを非常に高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●PHENIX 測定器のアップグレードが順調に進捗し、過去

のデータの解析も順調に進んでいることを高く評価する

特に少数核子系での QGP 的現象の発見は、これまで

の予想を覆したという意味で学術的な重要性が高い。 
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（RHIC）でジェット状の

粒子生成の完全測定を

行うべく検出器の改造

を進める。 

理研 RAL ミュオン実験

施設は、建物等を無償

譲渡した上で、今後 5

年間共同運営し、完了

時に運営を RAL に移行

する。 

平成 30 年度は、RHIC

と 大 型 計 算 機を 駆 使

し、実験研究と格子量

子色力学数値シミュレ

ーションにより、陽子の

スピン構造や高温高密

度核物質の性質を解明

するとともに、ハイペロ

ンを含むバリオン多体

系を広い密度領域にわ

たって記述する理論の

開発を行う。 

ミュオン科学に関する

新たな協定に移行し、

超低速エネルギーミュ

オンビーム発生研究で

は低速ミュオンビーム

の高度化を達成する。

物質内部磁場構造の

測定・解析では、2 台の

μSR 分光器を同時活

用して、微小試料の極

低温や超高圧等の極

限環境下での測定やア

ルミニウム中の水素、

圧電材料、磁 性材料

等、大強度パルスミュ

オンの特性を 大限に

活かした研究を行う。 

 

③ 重イオン・RI ビーム

を用いた学際応用研究 

イオンビーム育種・RI

製造・工業製品の耐性

評価等の技術を高度化

し、食料・環境・エネル

ギー問題の解決につな

がる新しい品種やがん

診断・治療のための新

終ステージに入った。 

 

●これまで取得したデータ解析を進め、重陽子やヘリウ

ムなどのビームでも QGP と酷似した現象が起こることを

発見した。また熱的光子生成量から、QGP への遷移点

とみられる貴重な情報を得た。偏極陽子と原子核の散

乱で現れる非対称度のもつ原子核依存性の原因につい

て、定量的な理解に成功した。 

 

●京コンピュータを用いた物理点での格子 QCD 計算に

より、ストレンジクォーク６つからなる未知のダイバリオン

である“ダイオメガ”の存在を予言した。また、ストレンジ

クォーク２個を含むダイバリオンチャンネルの系統的研

究により、H ダイバリオンがΛΛ閾値近傍ではなく、NΞ

閾値近傍に現れる可能性を明らかにした。 

 

●RAL-超低速ミュオンビーム開発：シリカエアロゲル表

面レーザー加工による、真空放出ミュオニウム数の 大

化するための研究を継続した。また、µSR 法を利用した

ミュオニウム放出量の評価方法を新たに確立した。 

 

●RAL-μSR 物性：有機超伝導体における内部磁場分

布測定と、密度汎関数法を用いた電子状態の第一原理

計算を比較する新たな研究手法により、超伝導ギャップ

の解析に成功した。また、圧力による有機物の構造変

化に伴う物性変化をμSRで測定するための新型圧力セ

ルを製作し、電子状態の圧力依存性に関する精密研究

を可能にした。 

 

③重イオン・RI ビームを用いた学際応用研究 

●SIP では、全ゲノム配列情報を用いてイネ変異体の変

異箇所や原因遺伝子を抽出する変異検出パイプライン

を開発し、多収性などに関与する 13 の新規遺伝子を単

離・同定した。 

 

●照射実績を入力する変異統合データベースを構築し

た。 

 

●生産農家や公設農業試験場と２つの新品種を育成し

た。 

 

●RI の製造・応用に関しては、AVF サイクロトロンで製

造した Zn-65、Sr-85、Y-88、Cd-109 を国内の大学・研

究機関に有償で頒布するとともに、新核種Cu-67を開発

し、頒布を開始した。 

 

●文科省科研費新学術領域研究「短寿命 RI 供給プラ

ットフォーム」事業において、新規利用者を開拓し、昨年

度の３倍以上にあたる 30 件の RI 頒布を行った。 

 

 

●第一原理計算を活用した全く新たな研究手法により、

有機超伝導物質における非対称かつ幅の狭い超伝導ギ

ャップが存在することを明らかにできたことを高く評価す

る。 

 

 

 

●京コンピュータを活用し、格子量子色力学計算により、

実験に先立つ理論的予言を可能にしたことを高く評価す

る。 

 

 

 

 

●超低速ミュオンビーム開発において、ビーム発生に向

けた着実な進展と新たな手法開発を評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●SIP では重イオンビーム変異体を用いてゲノム編集のタ

ーゲット遺伝子探索に傾注し、短時間にイネ多収性などに

関与する 13 の新規遺伝子同定に成功したことを高く評価

する。 
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たな核種、宇宙利用半

導体の放射能耐性評

価技術を開発する。 

産業応用では、強い農

業に貢献するため重イ

オンビーム育種技術を

用いた作物等の品種

改良を展開する。平成

30 年度は、重イオンビ

ーム育種技術の高度

化を進めるとともに、照

射実績を収集したデー

タベースを作成する。

有用 RI の製造応用研

究、RI 頒布事業を進

め、RI 内用療法に期待

されるアスタチン 

211 やアクチニウム 225

の製造技術開発を行

う。工業利用では、宇

宙航空用電子部品の

宇宙線耐性試験を進

め、利用者拡大及び RI

トレーサーによる摩耗

イメージング法の開発

を進める。 

 

④ RIBF の加速器施設

の高度化・共用の推進 

RIBF の運転時間を

大限確保し、ウランビ

ームを 100 pnA（毎秒 6

×1011 個）程度に増強

し未踏領域の実験に供

する。また、加速器の

抜本的高度化によるビ

ーム強度の飛躍的増

強計画を策定するとと

もに、施設利用を通じ

国内外の研究機関との

連携強化を図る。 

平成 30 年度は、ウラン

や金属イオンのビーム

を大強度で長期安定供

給するための開発を行

う。さらにリングサイク

ロトロンの加速電圧を

向上させ、実験に供す

るビーム強度を増強す

 

●α線核医学治療用 RI として期待される At-211 の製

造技術開発を進め、30 μA の大強度αビーム照射によ

る At-211 の製造に成功した。 

 

●At-211 を大学・研究機関に頒布し、新しい核医薬品

開発に向けた抗体標識・動物実験を進めた。 

 

●理研リングサイクロトロンを利用し，α線核医学治療

用 RI として期待される Ac-225 の製造技術を開発した。 

 

●産業応用では、宇宙利用半導体試験企業による有償

利用が順調に推移しており、利用企業が５社に増えた。

今年度は、産業課題審査委員会(IN-PAC)を２回実施

し、２件の新規有償課題を採択した。 

 

●照射室(E5A)の利用環境を整備し、数社が同時利用

可能とした。大気中照射ビームに混入する核反応不純

物の量を測定し、半導体業界の国際学会で報告した。 

 

●RI トレーサーによる摩耗イメージング(GIRO 法)では、

装置の小型可搬化を進めている。 

 

④RIBF の加速器施設の高度化・共用の推進 

●大強度バナジウム及びウランビームのためのマイク

ロオーブンの開発を進めた。119 番元素合成実験に、大

強度バナジウムビームを１ヶ月以上安定に供給した。 

 

●昨年度末に実施したリングサイクロトロン RRC の加速

空洞の改造により、加速電圧が従来の 1.5 倍に向上し

た。これによって RRC でのビーム損失が約７割減少し、

ウランビーム強度の 高記録を更新した。 

 

●平成 30 年度は年初計画どおり RIBF 新施設４カ月の

運転を実現した。国際公募による利用課題選定委員会

を５回（原子核研究課題 1 回、物質・生命科学研究課題

２回、産業利用課題 2 回）開催した。施設利用者数は延

べ 1,035 名、うち海外機関からは 250 名であった。 

 

●RIBF 新施設のユーザ利用時間は 1407 時間で、イン

パ ク ト の 高 い 実 験 を 多 数 実 施 す る こ と が で き た 。

GARIS-II を用いた新超重元素探索実験を約 3．5 カ月実

施した。 

 

⑤人材育成・マネジメント等 

●平成 30 年度は年初計画どおり、ImPACT 用データ取

得とあわせて RIBF 新施設 4 カ月の運転を実現した。施

設利用者数は延べ 1,035 名、うち海外機関からは 250 名

であった。RIBF 新施設のユーザー利用時間は 1407 時

 

●At-211 の大量製造技術を開発し、約 10 機関の大学・

研究機関に At-211 を頒布し、我が国のアルファ線核医学

治療研究を支えていることを高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

●宇宙利用半導体業界から、国内有数の重イオンビーム

による大気中照射施設として認知され、利用企業数も増

加傾向にあることを高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●基盤系部・室の連携に基づいて加速器システムの高度

化を図り、RIBF の持つウランビーム強度の世界記録を更

新した。119 番元素の合成実験に対して、大強度バナジウ

ムビームを長時間安定に供給した。これらを高く評価す

る。 

 

 

 

 

●RIBF の装置群の高いディマンド、優秀な人材を反映し、

世界の原子核研究を先導する数多くの研究が RIBF で実

施されている。当該研究分野の国際的リーダーシップを確

立しつつあることを非常に高く評価する。 

 

 

●RRC の加速空洞改造後の立ち上げ期であったにもか

かわらず、平成 29 年度に引き続き堅調なビーム供給が実

現できている。 
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る。増強されたビーム

を用い、効率的な加速

器運転計画を策定して

運転を行う。加速器高

度化計画については、

実現可能なオプション

の検討を開始する。利

用研究については実験

課題を国際公募し、外

部有識者を含めた課題

選定委員会にて課題の

選定を行う。また、産業

利用については別途国

内公募を実施し課題選

定を行う。さらに、次の

超重元素探索に向けた

長期データ蓄積に着手

する等、施設の戦略的

利用を図り、RIBF を用

いた研究成果の 大

化を目指した運営を進

める。 

間で、インパクトの高い実験を多数実施することができ

た。GARIS-II を用いた新超重元素探索実験を約 3．5 カ

月実施した。 

 

●外部資金について、平成30年度は、平成26年度から

行ってきた大型外部資金の ImPACT「核変換による高レ

ベル放射性廃棄物の大幅な低減・資源化」及びSIP「「次

世代農林水産業創造技術、戦略的オミクス育種技術体

系の構築」の 終年度を実施した。次なる外部資金の

獲得を目指しながら、研究課題を継続している。 

 

●大学院生を対象とした人材育成を図っている。平成

30 年度は、JRA16 名（理研全体 147 名）、IPA13 名（理研

全体 85 名）を受け入れた。国際特別研究員は２名（理研

全体３名）、基礎科学特別研究員は 17 名（理研全体 153

名）を受け入れている。 

 

●稀少 RI ビームのリサイクル利用を目指した京大化研

との共同プロジェクトを開始した。プロジェクトの統括で

ある若杉昌徳実験装置開発室室長が令和元年度より

京大化研の教授に転出することになり、理研の招聘 PI

を兼務し、若手人材を育成しながら共同プロジェクトを牽

引していく。 
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【Ⅰ-３】 世界 先端の研究基盤の構築・運営・高度化 

３．主な評価軸、業務実績及び自己評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 評定  S 

世界トップレベ

ルの研究機関と

して、以下の通

り、超高速電子

計算機、バイオ

リソース基盤、

大 型 放 射 光 施

設 等 の 先 端

の研究基盤を着

実に整備し、共

用に供するとと

もに、高度化・利

活用研究を進め

る こ と で 、 研 究

所内外での優れ

た研究開発成果

の創出及びその

大 化 を 目 指

す。 

各 研 究 基 盤 の

領域において定

める目標を達成

するために、研

究所は、研究所

内外における研

究 開 発 成 果 の

創出を見据えつ

つ、研究基盤の

運 用 ・ 高 度 化 ・

利 活 用 研 究 に

関して取り組む

べき具体的に課

題を領域毎に設

定し、その進め

方及び進捗に応

じて見込まれる

成 果 等 に つ い

て、中長期計画

及び年度計画に

おいて定めるこ

特定先端大型研究

施設の共用の促進

に関する法律（平成 

6 年 法 律 第  78 

号）第 5 条に規定

する業務（登録施設

利用促進機関が行

う利用促進業務を

除く。）の下、研究

所全体の運営シス

テムのなかで、世界

高水準の大型研

究施設をはじめとす

る研究基盤の整備

並びに研究基盤を

支える基盤技術の

開発を着実に進め

るとともに、国内外

の 研 究 者 等 に 共

用・提供を行うこと

で、外部機関等との

相補的な連携の促

進を図る。またライ

フサイエンス分野に

共通して必要となる

生物遺伝資源（バイ

オリソース）の収集・

保存・提供にかかる

基盤の整備を行うと

とともに、バイオリソ

ースの利活用に資

する研究を行う。 

特定先端大型研究

施設の共用の促進

に関する法律（平成

6 年法律第 78 号）

第 5 条に規定する

業務（登録施設利

用促進機関が行う

利用促進業務を除

く。）の下、研究所

全体の運営システ

ムのなかで、世界

高水準の大型研

究施設をはじめとす

る研究基盤の整備

並びに研究基盤を

支える基盤技術の

開発を着実に進め

るとともに、国内外

の 研 究 者 等 に 共

用・提供を行うこと

で、外部機関等との

相補的な連携の促

進を図る。またライ

フサイエンス分野に

共通して必要となる

生物遺伝資源（バイ

オリソース）の収集・

保存・提供に係る基

盤の整備を行うとと

ともに、バイオリソ

ースの利活用に資

する研究を行う。 

（評価軸） 

・中長期目標・中長期計画

等で設定した、主要課題を

中心とした、研究開発基盤

の運用・共用・高度化・利

活用研究の取組の進捗状

況 

・高度化、利活用のための

卓越した研究開発成果の

創出、成果の社会還元 

・外部への共用等を通じた

成果創出 

・研究開発基盤の運用・共

用・高度化・利活用研究の

進捗に係るマネジメントの

取組 等 

（業務実績総括） 

【共用・利活用の促進】 

●世界 先端の研究基盤群の共用や利活用促進

について、以下の優れた実績を挙げ、内外の関連

する研究等の推進に大きく貢献した。 

・計算科学研究：「京」の適切なオペレーションと運

転技術の改善の結果、稼働率 98.5％を達成し、計

算資源を類似の施設と比べてはるかに安定的に研

究者に提供した。 

・放射光科学研究：SPring-8 について、高度なメン

テナンスにより総運転時間 5,439 時間のうちダウン

タイムが 43 時間（稼働率 99.2%）と極めて安定した

運転を達成し、利用者にビームタイムを提供した。 

SACLA についても総運転時間 6,281 時間に対し

てダウンタイムが 221 時間（稼働率 96.5％）となり、

利用可能時間の大幅な増加を実現した。 

・バイオリソース研究：世界でも類のない多種多様

なバイオリソース群を扱う機関として、リソースの高

いニーズに対応し、技術向上や徹底的な品質確保

に取り組んだ結果、提供数は目標を大きく上回る

実績を挙げた（中長期計画における目標提供数の

130％相当）。また、提供先の 25％が海外向けとな

っており、国際的にも高く認知されている。さらに、

提供件数のうち 12％は産業界への提供となってい

る。 

さらに、継続的・恒常的に極めて高品質のリソー

ス提供を行い、“３年連続でリコールゼロ”を達成し

たことは、特筆に値する実績である。 

 

【研究基盤の高度化】 

●世界 先端の研究基盤群の一層の高度化のた

め、以下の優れた成果等を創出した。 

・計算科学研究：「京」や「富岳」などのスパコン上で

3.2 倍の速度向上が見込まれる新たな並列実行モ

デルを開発した。 

「富岳」については、システム開発目標の達成が

可能となるシステム設計を実現し、総合科学技術・

イノベーション会議より「製造・設置を遅延なく推進

していくことが適当」との結論を得て、必要な予算を

確保し製造に着手した。 

 

 

●以下のような研究基盤の共用・利活用促進や更なる高度化の取組を通

じ、研究所内外の優れた研究開発成果の創出等に向けた特に顕著な貢献

を認め、S 評定とする。 

 

・「京」や SPring-8 等の研究基盤の共用については、運用技術の一層の改

善等の結果、それぞれ他に類のない極めて高い稼働率を実現し、高度な計

算資源や世界 高品質の放射光を、内外の利用者に対し極めて安定的に

提供した。バイオリソースについては、世界でも類のない多種多様なリソー

ス群を扱う総合研究機関として、技術向上や徹底的な品質確保の取組の

結果、“３年連続リコールゼロ”を達成し、真正なバイオリソースを極めて安

定的・恒常的に提供するとともに、目標を大きく上回る提供実績を実現し

た。 

・高度化に関しては、「富岳」（ポスト「京」）に係るシステム開発目標の達成

が可能となる設計を実現するとともに、SiC パワー半導体技術を用いた高出

力・高安定化電源を開発して XFEL 施設における利用時間の拡大・効率化

に貢献する成果を挙げたほか、バイオリソース研究でマウスの胚・精子の

国内での非凍結輸送を可能にする技術改善を実現するなど、広範な研究

の発展等に繋がる画期的な成果を挙げた。 
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ととする。また、

これらをもとに、

各 研 究 開 発 基

盤の領域におい

て、３．１に示し

た研究所全体の

運営システムの

もとで、年度毎

にそれぞれの取

組の進捗管理・

評価とそれらを

踏まえた改善・

見直しの実施、

研 究 所 内 の 組

織横断的な連携

の 活 用 等 の 取

組 を 行 う と と も

に、各領域に応

じた個別の研究

開発マネジメン

トを実施し、研究

開 発 成 果 の

大化を目指す。 

・放射光科学研究：利用効率の拡大を可能とする

次世代のパワー半導体デバイス用いた出力電流

の方向や大きさを広い範囲で変えられるコンパクト

な電源を開発した。 

・バイオリソース研究：技術の高度化等を進め、マ

ウスの胚・精子の国内向け非凍結輸送を可能にす

る技術を実現したほか、理研の他地区（播磨事業

所）へのバックアップを順調に進めた。 

 

●以下の人材育成、外部連携等の優れた取組を

行った。 

・計算科学研究：産業界の研究成果の迅速な実用

化、情報交換、課題共有及び解決に向けた産学官

の連携を図る次世代ものづくりのフレームワーク構

築のため、重工メーカー等 11 社や大学・研究機関

7 機関による理研燃焼次世代 CAE コンソーシアム

を設立した。 

・放射光科学研究：量子科学技術研究開発機構

（QST）による「次世代放射光施設」に関し、放射光

科学研究センターで開発を進めてきた加速器の開

発技術を、次世代放射光施設加速器設計にも提供

するなど、人的・技術的協力を行い、その整備に貢

献した。 

・バイオリソース研究：ES 細胞や iPS 細胞の培養技

術等の技術研修を実施し、国際的にも当該分野の

人材育成拠点として重要な役割を担った。 

 

 

（研究論文成果について） 

●理研全体の平成３０年（暦年）の査読つき論文数

は、2,646 件となった。このうち上記の３つの研究基

盤における総論文数は 371 件であった。 

 

●理研全体の前年の論文の被引用回数 Top 10%

論文の比率は 24.9％、Top1%論文は 3.8％であっ

た。なお、上記の研究基盤群については、それぞ

れ 18.1％、2.2％であった。 

 

●なお、分野補正を行った場合の理研全体の

Top10％、1％論文の比率は、それぞれ 14.3％、

2.1％であり、上記の３基盤センターについてはそ

れぞれ 8.6％、1.1％であった。 

（上記はいずれも令和元年５月時点において

Clarivate AnalyticsのInCitesにより算出した数値で

ある） 
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１．事業に関する基本情報 

Ⅰ－3－(1) 計算科学研究 

 

２．主要な経年データ 

① 主な参考指標情報 

 30 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

論文数 

・和文 

・欧文 

 

22 

89 

      

連携数 

・共同研究等 

・協定等 

 

42 

15 

      

特許 

・出願件数 

・登録件数 

 

7 

0 

      

外部資金 

・件数 

・予算額（千円） 

 

76 

707,670 

 

      

 

② 主なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 30 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

予算額（千円） 106,734       

特定先端大型研究

施設運営費等補助

金（千円） 

 

33,018,044 

      

従事人員数 122       
 

 

３．主な評価軸、業務実績及び自己評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 
スーパーコンピュータ

「京」について、特定

先端大型研究施設の

共用の促進に関する

法律（平成６年法律

第 78 号）（以下「共用

法」という。）に基づ

き、これまでの極めて

安定した運用実績等

を踏まえ、研究者等

への共用を着実に推

進する。また、その後

継となるポスト「京」に

ついて、早期に運用

我が国の計算科学及

び計算機科学の先導

的研究開発機関とし

て、スーパーコンピュ

ータ「京」を効果的に

運用するとともに、ポ

スト「京」の開発を実施

する。「京」からポスト

「京」への移行を円滑

に実施し、研究者等へ

の共用に供する 

（①「京」・ポスト「京」

の 共 用 と 利 用 者 拡

大）。 

我が国の計算科学及

び計算機科学の先導

的 研 究 開 発 機 関 と し

て、スーパーコンピュー

タ「京」を効果的に運用

す る と と も に 、 ポ ス ト

「京」の開発を実施す

る。「京」からポスト「京」

への移行を円滑に実施

し、研究者等への共用

に供する 

（①「京」・ポスト「京」の

共用と利用者拡大）。 

また、国際的な計算科

（評価軸） 

・中長期目標・中長期計

画等で設定した、主要

課題を中心とした、研究

開発基盤の運用・共用・

高度化・利活用研究の

取組の進捗状況 

・高度化、利活用のため

の卓越した研究開発成

果の創出、成果の社会

還元 

・外部への共用等を通じ

た成果創出 

・研究開発基盤の運用・

①「京」・「富岳」（ポスト「京」）の共用と利用者拡大 

【「京」の運転・共用】 

●特定高速電子計算機施設を適切に運転・維持管理

し、特に｢京｣については、年間 8,000 時間以上の運転を

目標としていたところ、8,348 時間と非常に高い割合で安

定的に運転し、692,416,512 ノード時間（82,944 ノード×

8,348 時間）の計算資源を研究者等への共用に供した。 

 

【「富岳」（ポスト「京」）の開発】 

●システム開発目標の達成を可能とするシステム設計

を実現し、平成 30 年 11 月の総合科学技術・イノベーシ

ョン会議による中間評価において、「概ね妥当」であり、

「製造・設置を遅延なく推進していくことが適当」との結

果を得るとともに、着実なシステム製造を実現するため

 

 

●米 ・Blue Waters が 2015 年のアンニュアルレポートで公

表している運用可能時間あたりの稼働率 91%と比較し、

｢京｣は平成30 年度の運用可能時間あたりの稼働率98.5%

と、非常に高い割合で安定的に運転しており、高く評価す

る。 

 

 

●システム開発目標の達成が可能となるシステム設計を

実現し、平成 30 年 11 月 22 日決定の総合科学技術・イノ

ベーション会議による中間評価において、「概ね妥当」で

あり、「製造・設置を遅延なく推進していくことが適当」との

結果を得るとともに、着実なシステム製造を実現するため
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開始することを目指

し、その開発を実施

するとともに、「京」か

らポスト「京」への移

行を円滑に実施し、

必要な計算資源を研

究者等への共用に供

する。さらに、「京」及

びポスト「京」で得ら

れた計算科学及び計

算機科学の知見を発

展させ、社会的・科学

的課題の解決に資す

るよう、成果創出や普

及を促進する。 

また、国際的な計算科

学分野の中核拠点と

して、これまでに培っ

てきたテクノロジー及

びソフトウェアを「サイ

エンスを駆動する計算

科学コア・コンピタン

ス」と位置付け、それ

らの発展、国内外での

普及、成果の創出を

推進する 

（②計算科学コア・コン

ピタンスによる計算科

学分野の中核拠点と

しての活動）。さらに、

研究所内の計算科学

研究を推進する体制

を構築するとともに、

研究所内の計算資源

を効果的に活用する

方策について検討を

進める。 

学分野の中核拠点とし

て、これまでに培ってき

たテクノロジー及びソフ

トウェアを「サイエンス

を駆動する計算科学コ

ア・コンピタンス」と位置

付け、それらの発展、

国内外での普及、成果

の創出を推進する 

（②計算科学コア・コン

ピタンスによる計算科

学分野の中核拠点とし

ての活動）。さらに、研

究所内の計算科学研

究を推進する体制を構

築するとともに、研究所

内の計算資源を効果的

に活用する方策につい

て検討を進める。 

 

① 「京」・ポスト「京」の

共用と利用者拡大 

革新的ハイパフォーマ

ンス・コンピューティン

グ・インフラ（HPCI）の

中核である超高速電子

計算機（スーパーコンピ

ュータ「京」）を含む特

定高速電子計算機施

設を適切に運転・維持

管理し、特に、スーパ

ーコンピュータ「京」に

ついては、平成 30 年度

は 8,000 時間以上運転

し、663,552,000ノード時

間 （ 82,944 ノ ー ド ×

8,000 時間）以上の計算

資源を研究者等への共

用に供する。 

また、我が国をとりまく

様々な社会的・科学的

課題の解決を見据え、

スーパーコンピュータ

「京」の後継機であるポ

スト「京」については、

2021 年頃の共用開始

を目指し、その開発を

実施する。 

平成 30 年度は、前年

共用・高度化・利活用研

究の進捗に係るマネジ

メントの取組 等 

の、製造契約を締結し製造に着手した。 

 

【共通基盤技術の整備、利用の高度化研究、運用技術

の開発】 

●動的グラフのパターンマッチングアルゴリズムは、ソー

シャルネットワーク解析や不正金融取引検知などで幅広

く使われており、このアルゴリズムの高速化が重要とな

る。このため、強化学習を用いた 適化手法を提案し、

100 万頂点規模の動的グラフ解析に適用した。その結

果、既存手法に比べて 10.1 倍の高速化を達成した。 

 

●並列分散計算のための高性能システムおよびソフト

ウェアの設計、実装、応用における先駆的な研究を行う

とともに、高性能計算、特にシステムソフトウェアやシス

テム設計、性能モデリングと計測、低電力コンピューティ

ング、HPC とビッグデータ/AI との融合などにおいて成果

を残した。 

 

●ACM の並列・分散計算分野における 高峰の国際会

議である HPDC において、メニーコア CPU を効率良く並

列実行するための新たな実行モデルの研究開発に関す

る論文が 優秀論文賞を受賞した。 

 

●国際コンペティション Graph Golf 2018 において、汎用

的 適化アルゴリズムをベースに解探索性能と速度を

向上させた新しいアルゴリズムを開発した結果、 良の

グラフを も多く設計したものに与えられる「Widest 

Improvement Award」と理論的な下界に も近いグラフ

を設計したものに与えられる「Deepest Improvement 

Award」の 2 つの賞を受賞した。 

 

●大規模シミュレーションと人工知能を組み合わせると

ともに 新の計算機構を活用した次世代超高分解能都

市地震シミュレーションを行うことで、従来よりも格段に

高い分解能での都市の地震シミュレーションが可能とな

った。これにより、地震被害予測の高度化が期待でき

る。 

 

 

 

●モット絶縁体にパルス光を照射することにより、「ηペ

アリング状態」と呼ばれる珍しい超伝導（ηペアリング超

伝導）が生じ得ることを、「京」等を利用したシミュレーシ

ョンをもとに理論的に予言した。 

 

 

●グラフェンを等方的に引っ張ったとき、その原子構造

と電子状態がどのように変わるかを「京」を利用したシミ

ュレーションにより解析し、従来の予想とは異なる新しい

の製造契約を締結し製造に着手しており、高く評価する。 

 

 

 

●HPC とデータ分析に関する国際会議である第 25 回

HiPC において、 優秀論文賞を獲得しており、高く評価す

る。 

 

●ACM の並列・分散計算分野における 高峰の国際会

議である HPDC において ACM HPDC 2018 Achievement 

Award（日本人初の受賞）、スーパーコンピュータの国際

会議であるSupercomputing Asia 2019 においてAsia HPC 

Leadership Award を受賞するなど、高く評価する。 

 

●採択率 20%以下という厳粛な査読の上採択された論文

の中から 優秀論文賞 を受賞した。本提案による並列

実行モデルにより、「京」や「富岳」などスパコン上での並

列プログラム開発の簡略化や高性能化が期待できる。ま

た、CPU のメニーコア化が進むにつれ、高性能計算以外

の分野でも本提案の必要性が増すものと期待される。 

 

●国内外からの多数の応募の中から も優れたアルゴリ

ズムとして選ばれた。当該アルゴリズムは、大規模ネット

ワークにおける通信時間の短縮などの様々な実用的な問

題への応用が期待でき、高く評価する。 

 

 

 

 

●HPC に関する世界 高峰の国際会議である SC16、17

で 優秀ポスター賞を受賞するとともに、ORNL（米・エネ

ルギー省オークリッジ国立研究所）が所有するスパコン

「Summit」のアーリーサイエンスプログラムに米国外から

採択されたプログラムとして唯一、その成果がスーパーコ

ンピュータの世界で も権威ある賞とされるゴードン・ベル

賞 2018 年ファイナリストにノミネートされるなど、国際的に

も 高位の評価を受けており、高く評価する。 

 

●非平衡状態のダイナミクスで現れる光誘起現象の新

たな側面を明らかにしたのみでなく、現在さまざまな

場面で利用されている超伝導の応用の可能性をさらに

広げるものとして期待できる。また、物理学分野の査

読付きオープンアクセスジャーナルである「Physical 
Review Letters」（２月 22 日付け）に掲載されており、

高く評価する。 
 

●グラフェンの基礎物性の新たな発見であるだけでなく、

グラフェンの絶縁体化への道筋を示したことで、デバイス
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度に引き続き、社会的・

科学的課題の解決に

資するアプリケーション

の開発実施機関との協

調 設 計 に よ り ポ ス ト

「京」の詳細設計を実施

し、システムソフトウェ

アの開発等を進める。

また、平成 30 年秋頃に

予定されている政府に

よ る 中 間 評 価 を 踏 ま

え、施設設備工事の着

手及びシステム製造に

向けた準備を進める。 

さらに、スーパーコンピ

ュータ「京」及び将来的

なポスト「京」の利用者

の拡大、利便性の向上

及び人材育成の推進

のため、文部科学省研

究振興局特定高速電

子計算機施設（スーパ

ーコンピュータ「京」）に

係る評価委員会の中

間検証報告書（平成 28

年 12 月決定）を踏まえ

つつ、共通基盤技術の

整備、利用の高度化研

究、運用技術の開発を

実施する。平成 30 年度

は、特に、計算実行中

のデータ転送やジョブ

スケジュールの 適化

のための機能強化、

新アプリケーションプロ

グラムの円滑な実行を

目指した処理機能の強

化、複雑で大きな分子

を精度良くシミュレーシ

ョンするソフトウェアの

開発、流体・化学反応・

音といった様々な現象

を統一的に解析する計

算手法等の開発、外部

評価を取り入れた施設

運用の改善や運用デ

ータの分析に基づく効

率化を実施する。 

また、登録施設利用促

シナリオを発見した。 

 

 

●産学官連携による、研究成果の迅速な産業界での実

用化、研究情報等の交換、産業界の課題の共有及び解

決に向けた連携を図る次世代の燃焼システムものづくり

のフレームワーク構築を目指し、重工メーカー11 社、大

学・研究機関 7 機関による HPC を活用した理研燃焼シ

ステム用次世代 CAE コンソーシアムを設立した。 

 

●計算実行中のジョブスケールの 適化のための機能

強化、 新のアプリケーションプログラムの円滑な実行

を目指した処理機能の強化、複雑で大きな分子を精度

良くシミュレーションするソフトウェアの開発、流体・化学

反応・音といった様々な現象を統一的に解析する計算

手法等の開発、外部評価を取り入れた施設運用の改善

や運用データの分析に基づく効率化について計画通り

に実施した。 

 

② 計算科学コア・コンピタンスによる計算科学分野の

中核拠点としての活動 

【R-CCS テクノロジー】 

●気象学、統計数理、生態学など様々な分野・研究機

関との研究会を開催した。また、国際シンポジウムや大

学院生・若手研究者を対象としたデータ同化技術に関す

る合宿型スクールを開催し、データ同化をハブとしたイノ

ベーションを生み出す広範なデータ同化研究コミュニテ

ィの拡大を推進した。 

 

 

 

●データ同化技術をベースとして 1 分子 FRET 計測と分

子動力学シミュレーションから得られたデータを統合す

る手法を開発し、小タンパク質がどのように折り畳まれ

るのかを解明した。 

 

【R-CCS ソフトウェア】 

●順調に計画が進捗している。 

 

【人材育成】 

●ソフトウェアや計算手法等のワークショップ、スクール

を開催するとともに、国内外の学生を各研究チーム等へ

受け入れ、計算科学に関する研究者等の人材育成に努

めた。また、平成 30 年４月から仏・原子力・代替エネル

ギー庁（CEA）の研究者を研究チームへ受け入れ、平成

30 年７月に、RIKEN International HPC Summer School

と連動させ、R-CCS において日仏の学生を対象とした

CEA-RIKEN HPC School を開催した。 

 

などの応用への貢献が期待できる。また、物理学分野の

査読付きオープンアクセスジャーナルである「Physical 

Review Letters」（８月８日付け）に掲載されており、高く評

価する。 

 

●理研燃焼システム用次世代 CAE コンソーシアムを通じ

て学術界と産業界の緊密な議論及び情報交換等を促すこ

とで、次世代の燃焼システムのものづくりフレームワーク

における産学官での連携に繋がるだけでなく、産業界や

学術界における計算科学研究センター（R-CCS）ソフトウ

ェアや「京」及び将来的な「富岳」の利用者の拡大にも繋

がり、高く評価する。 

 

 

 

●データ同化をハブとする各分野の融合研究を目指した

取組を発展させるとともに、それらの取組と連携した研究

を推進した。また、主催した計６回の研究会やスクールに

延べ 340 人の参加者を集めて理研内外の研究機関との

連携や若手研究者の育成に取り組み、データ同化分野に

おける研究所内外でのコミュニティを拡大するとともに、デ

ータ同化分野における研究所のプレゼンスをさらに高め

ており、高く評価する。 

 

●当手法を種々のタイプの計測データへ展開することで、

複数の計測データを統合して生体分子の機能を理解する

ことへの貢献が期待できる。また、生物医学および生命科

学分野の査読付きオープンアクセスジャーナルである

「eLife」（５月３日付け）に掲載されており、高く評価する。 

 

 

●順調に計画を遂行している。 

 

 

●講習会、スクール等への参加者が 289 人、国内外の学

生の受入数が 95 人となっており、研究成果の普及や、将

来の HPC 及び計算科学を担う国内外の若手研究者の育

成に大いに貢献する取組として、高く評価する。 

 

 

 

 

 

 
●「富岳」と同じ ARM 社の命令セットアーキテクチャを使

用する CEA との連携について、「富岳」（ポスト「京」）の特

色の一つである「ユーザーの利便・使い勝手の良さ」を検

討し、そのエコシステム構築に向けた戦略的協力として高

く評価する。また、国際的な計算科学分野の中核拠点とし
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進機関その他の関係

機関との適切な役割分

担と連携により、計算

科学に関する研究者等

の育成に努める。さら

に、利用者のニーズ等

も踏まえて特定高速電

子計算機施設の円滑

かつ有効な運営等を行

い、多くの研究者等に

より積極的に活用され

るようにする。 

 

② 計算科学コア・コン

ピタンスによる計算科

学分野の中核拠点とし

ての活動 

国際的な計算科学分

野の中核拠点として、

研究所が強みを有する

テクノロジー（R-CCS テ

クノロジー）と、研究所

で開発した科学技術・

産業・社会に貢献する

ソフトウェア（R-CCS ソ

フトウェア）とを「サイエ

ンスを駆動する計算科

学コア・コンピタンス」と

位置付け、それらの発

展、国内外での普及、

成果の創出を推進す

る。さらに、研究所内の

計算科学研究を推進す

る体制を構築するとと

もに、重要性を増しつ

つあるデータサイエン

スや将来の高性能計

算技術に関する研究開

発を実施する。 

平成 30 年度は、計算

科学コア・コンピタンス

に資するテクノロジー

やソフトウェア等の計算

科学研究をさらに推進

する。また、R-CCSテク

ノロジーについては、特

に、データ同化をハブと

する数理科学、実験・

観測科学、シミュレーシ

【国際連携】 

●開拓研究本部、数理創造プログラムと連携して仏・

IMT-Atlantique と MOU を新たに締結した。また、仏・原

子力・代替エネルギー庁（CEA）とは、両国でワークショ

ップを開催し、米・エネルギー省（DOE）とは、共同研究

打ち合わせを行った。さらに、スパコンに関する国際組

織 JLESC に参画し、平成 30 年４月には西・バルセロナ

で開催されたワークショップに参加して、「富岳」の開発

を見据えて各国の関連機関と相互連携・協力を図った。 

 

【広報活動】 

●「京」や「富岳」（ポスト「京」）に関するリリースを行い、

300 以上の媒体に掲載された。また、一般公開では計算

機室での見学イベントを開催した。加えて、「京×ポスト

「京」シンポジウム」を開催するとともに、HPC に関する

国内外のシンポジウム等に出展し、計算科学・計算機科

学の振興を図った。 

 

 

●若年層向け広報強化のため、大学生広報インターン

を受け入れ、その提案に基づいて広報アニメーションを

制作した。また、若年層の利用者が多い Twitter を通じ

た広報も開始した。加えて、高校生の研究者インタビュ

ー記事の広報誌掲載や、高校生向けの計算科学教育

プログラムの開発、見学対応、出前授業や教育委員

会、スーパーサイエンスハイスクール等とのタイアップに

よる講演会等を実施した。 

て、海外機関との協力関係の構築拡大のみならず、「京」

の利用者の拡大を推進する活動として高く評価する。 

 

 
●リリースを通じて、「京」を利用した研究内容や成果、

「富岳」への期待等の理解度を高めた。特に「京」の共用

終了や「富岳」（ポスト「京」）の名称募集について、多くの

マスメディアで掲載され、広く国民の関心を集めた。また、

１万人以上の「京」の見学者を受け入れるとともに、一般

公開の参加者は昨年比 25%増となっており、研究成果の

普及に関する取組として高く評価する。 

 

●若年層の計算科学への興味・関心を増進させるととも

に、様々な年齢層への積極的な広報活動を推進した。

その結果、R-CCS の HP への訪問者数は昨年比 45%増

の 30 万人となっており、高く評価する。 
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ョン科学の融合研究を

目指し、研究所内の取

組みを継続、発展させ

るとともに、それらの取

組と連携した研究を外

部資金も活用しつつ推

進するほか、シンポジ

ウムやスクール等を開

催することによって、研

究所内外でのコミュニ

ティ拡大に取組む。さら

に、R-CCS ソフトウェア

について、R-CCSソフト

ウェアの発展、普及、

成果創出を具体的に推

進する R-CCS ソフトウ

ェアセンターを中心とし

て、サポートデスクやポ

ータルサイトの整備等

によるソフトウェア利用

環境の充実や、ワーク

ショップ等による利用促

進の取組等を進める。 

これらの取組により、国

際的な計算科学分野

の中核拠点として優れ

た研究開発の成果を世

界に向けて発信してい

くと同時に、国内外の

研究機関と交流し、新

たな研究開発につなげ

ることで、さらなる成果

の創出に結びつける。 

なお、①及び②の取組

に当たっては、施設公

開、講演会等を通じて、

広く国民に対して情報

提供を行い、国民の理

解が得られるように努

める。 
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１．事業に関する基本情報 

Ⅰ－3－(2) 放射光科学研究 

 

２．主要な経年データ 

① 主な参考指標情報 

 30 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

論文数 

・和文 

・欧文 

 

6 

135 

      

連携数 

・共同研究等 

・協定等 

 

34 

33 

      

特許 

・出願件数 

・登録件数 

 

11 

8 

      

外部資金 

・件数 

・予算額（千円） 

 

55 

582,020 

      

 

② 主なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 30 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

予算額（千円） 1,285,781       

特定先端大型研究

施設運営費等補助

金（千円） 

14,169,255       

従事人員数 74       
 

 

３．主な評価軸、業務実績及び自己評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 
学術利用から産業応

用まで幅広く利用さ

れる大型放射光施設

（SPring-8）及び X 線

自由電子レーザー施

設（SACLA）につい

て、共用法に基づき、

安定的な運転により

利用者への着実な共

用を進めるとともに、

データ処理技術の高

速・大容量化等の利

大 型 放 射 光 施 設

（SPring-8）及び X 線

自由電子レーザー施

設（SACLA）の安定し

た共用運転を行う 

（①大型放射光施設

の研究者等への安定

した共用）。加えて、高

度化を着実に進め、そ

れぞれ単体の施設と

して世界トップクラスの

性能を維持するととも

大 型 放 射 光 施 設

（SPring-8）及び X 線自

由電子レーザー施設

（SACLA）の安定した共

用運転を行う 

（①大型放射光施設の

研究者等への安定した

共用）。加えて、高度化

を着実に進め、それぞ

れ単体の施設として世

界トップクラスの性能を

維持するとともに、両施

（評価軸） 

・中長期目標・中長期計

画等で設定した、主要

課題を中心とした、研究

開発基盤の運用・共用・

高度化・利活用研究の

取組の進捗状況 

・高度化、利活用のため

の卓越した研究開発成

果の創出、成果の社会

還元 

・外部への共用等を通じ

① 大型放射光施設の研究者等への安定した共用 

●大型放射光施設 SPring-8 では、平成９年の供用開始

以来 20 年が経過しており、施設の各所に老朽化が目立

っているが、適切な対策を打つことにより現在でも世界

高水準の放射光施設の地位を保ち続けている。高度

なメンテナンスにより、平成 30 年度は総運転時間 5,439

時間のうち、4,608 時間（総運転時間の約 85%）をユーザ

ーの放射光利用時間に充当し、ダウンタイムはわずか

に 43 時間（運転時間の 99.2%が平常運転）という世界で

も類を見ない安定した運転を実現した。SPring-8 では、

世界 高品質の放射光 X 線を国内外の多数の利用者

に供給するため、光源及び光学輸送系に関して不断の

 

●SPring-8 では、ダウンタイムはわずかに 43 時間という

世界でも類を見ない安定した運転を実現しており、また、

SACLA においても、平成 29 年度に３本の FEL ビームラ

インで同時に利用実験を行うことが可能となり､平成 30

年度には、利用時間が 6,270 時間を記録し、ユーザーの

利用時間が大幅に増大している。世界 高品質の放射

光 X 線を国内外の多数の利用者に供給しており、非常

に高く評価する。 
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用技術の高度化、利

用者支援体制の拡

充、施設性能の強化

等を図り、学術利用

のみならず産業利用

についても、その促進

を図る。また、これま

でに得られた知見を

活かし、SPring-8 及

び SACLA と相補的な

構造解析に資する基

盤技術開発を進め

る。 

に、両施設の相乗効

果を生かした研究開

発を推進する。そのた

めに、 

②計測機器、解析装

置等の開発による放

射 光 利 用 環 境 の 向

上、 

③高性能 NMR 等の

要素技術開発、 

④X 線エネルギー分

析技術の深化による

実用材料ナノ評価の

推進、 

⑤放射光施設の高度

化に向けた要素技術

開発に取組む。このこ

とにより、広範な分野

の研究開発の進展に

貢献し、その整備や利

用を通じて産学官の

幅広い共用や利用体

制構築を実現、また多

種多様な人材の交流

に 

より人材育成に資する

ことで、科学技術イノ

ベーションの持続的創

出や加速に寄与する。 

設の相乗効果を生かし

た研究開発を推進す

る。そのために、 

②計測機器、解析装置

等の開発による放射光

利用環境の向上、 

③高性能 NMR 等の要

素技術開発、 

④X 線エネルギー分析

技術の深化による実用

材料ナノ評価の推進、 

⑤放射光施設の高度

化に向けた要素技術開

発に取組む。このこと

により、広範な分野の

研究開発の進展に貢

献し、その整備や利用

を通じて産学官の幅広

い共用や利用体制構

築を実現、また多種多

様な人材の交流により

人材育成に資すること

で、科学技術イノベー

ションの持続的創出や

加速に寄与する。 

 

① 大型放射光施設の

研究者等への安定した

共用 

産学官の研究開発に

不可欠な研究開発基

盤である大型放射光施

設（SPring-8）及び X 線

自由電子レーザー施設

（SACLA）を幅広い研

究者等への共用に供

するため、安定した共

用運転及び維持管理を

行い、運転時間の 8 割

程度の利用時間を研究

者等へ提供する。平成

30 年度は、これまでに

蓄積された知見を活か

した合理的・効率的な

機器調整・運用・維持

管理等を進めることに

よって、低いダウンタイ

ムを維持しつつ、システ

ム調整／スタディ時間

た成果創出 

・研究開発基盤の運用・

共用・高度化・利活用研

究の進捗に係るマネジ

メントの取組 等 

研究開発を進めている。その結果、産業利用割合は約

20%という世界で類をみないレベルに達している。 

 

●X 線自由電子レーザー施設 SACLA では、平成 29 年

度に、２本の硬 X 線 FEL ビームラインのパルス毎の振り

分け運転において、両ビームラインを同時に高い出力で

運転することに成功した｡ 既に稼働中の軟 X線ビームラ

インは専用の加速器を有するため、3 本の FEL ビームラ

インで同時に利用実験を行うことが可能となり､平成 30

年度は総運転時間 6,281 時間に対し X 線レーザー利用

時間は 6,270 時間、ダウンタイムは 221 時間（運転時間

の 96.5%が平常運転）となり､ 利用運転時間の大幅な増

加を実現した。 

 

●日本・スウェーデン外交関係樹立 150 周年を契機とし

て、両国の科学技術協力の強化に向けた共同文書の締

結が行われ、その共同文書にて大型研究施設を通じた

協力についても明記され、日本・スウェーデンの両国間

で、SPring-8 と MAX-IV とで更なる交流・協力の促進へ

の期待が確認された。 

 

●さらにインターロックの設計の再検討等、より安全で

合理的なシステムの検討を開始し、また、ビームの安定

化により顕著になってきた微小変動要因を特定し、順調

に中長期計画が進捗した。 

 

●SACLA においても、産業利用を進めるための研究基

盤及び利用環境の整備を推進し、平成 26 年度にスター

トした産学連携プログラムから早くも論文成果が生まれ

る等産学連携利用が拡大している。 

 

② 計測機器、解析装置等の開発による放射光利用環

境の向上 

●タンパク質結晶から自動でデータ収集するシステムを

開発したことは、放射光利用環境の向上につながる

重要な成果であり、中長期計画が進展した。 

 

●平成 30 年度は、X 線画像検出器における計測データ

の高速・高精細・多量化の実現に向けて、次世代の

X 線画像検出器の開発に着手しており、順調に中

長期計画が進捗している。 

 

③ 高性能 NMR 等の要素技術開発 

●レアアース系高温超電導線材の実用レベルの超電導

接合技術（iGS®接合）を実装した NMR コイルを初開発

し、NMR の永久電流運転を初めて実証したことは、

NMR の高性能化につながる重要な成果であり、所期

の計画以上に中長期計画が進展した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●スウェーデンの次世代放射光施設との連携を強化した

ことは、大型放射光施設の更なる高度化や、国内のみ

ならず国外の研究者等への共用も見据えたマネジメン

トを推進しており、高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●タンパク質結晶から自動でデータ収集するシステムを

開発したことは、誰でも簡単に放射光施設を利用したタン

パク質の高分解能データ収集を可能とする成果であり、

非常に高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

●当初の中長期計画を前倒しで進捗しており、非常に高く

評価する。 
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の低減やインターロック

の運用を見直すことに

より一層のダウンタイ

ム低減を図り、年間総

運転時間の 8 割程度の

利用時間を研究者等へ

提供する。さらにインタ

ーロックの設計の再検

討等、より安全で合理

的なシステムの検討を

開始する。また、より安

定した放射光を研究者

等に提供するため、ビ

ームの安定化により顕

著になってきた微小変

動要因を特定し、その

抑制方法の検討を行

う。 

 

② 計測機器、解析装

置等の開発による放射

光利用環境の向上 

次世代のX線画像検出

器及び次世代の XFEL

用画像検出器の要素

技術開発を進め、プロ

トタイプ機を完成させる

ことで、計測データの高

速・高精細・多量化によ

る広範な X 線計測手法

の高度化を実現する。

また、X 線及び XFEL 用

画像検出器の要素技

術 開 発 と 並 行 し て 高

速・大容量データの高

速オンタイム処理技術

の開発を進め、リアル

タ イ ム 高 速 デ ー タ 補

正、オンタイムデータ解

析技術によるデータ品

質の向上を可能とする

ことで 3 次元 X 線 CT に

よる高分解能時間変化

計測を実現する。 

平成 30 年度は、X 線画

像検出器における計測

データの高速・高精細・

多量化の実現に向け

て、次世代の X 線画像

●NMR の高性能化に向けた研究開発として、高磁場化

に必要な磁場の発生原理の解明のため、磁場調整技術

を用いて高温超伝導内層コイルによって発生した磁場

の乱れを消すことで、磁場の時間的・空間的精度の向

上を行う。 

 

●磁場精度の評価のために溶液試料の NMR 測定を行

うとともに、この高精度磁場を利用した固体試料向けの

NMR 測定システムの開発と評価を開始しており、順調に

中長期計画が進捗している。 

 

④  X 線エネルギー分析技術の深化による実用材料ナ

ノ評価の推進 

●X 線非弾性散乱によるイメージング手法が産業利用

に活用できることを見出し、実用材料評価への応用が始

められた。 

 

●X 線非弾性散乱計測システムの検討のため、2 次元

非球面反射光学素子の加工方法、表面精度の計測方

法の検討を開始しており、順調に中長期計画が進捗し

た。 

 

⑤ 放射光施設の高度化に向けた要素技術開発 

●次世代のパワー半導体デバイスである「SiC 

MOSFET」を用いて、高出力と高い安定性を両立しつ

つ、出力電流の方向や大きさを広い範囲で変えられる

コンパクトなパルス電源を開発し、放射光施設の高度

化につながる成果であり、中長期計画が進展した。 

 

● 次世代放射光施設は、国立研究開発法人量子科学

技術研究開発機構（QST）が 2019 年度～2023 年度で整

備を行うと予定されているが、放射光科学研究センター

において研究開発を進めてきた加速器の開発技術を、

次世代放射光施設加速器設計にも提供するなど、必要

な技術提供を行った。 

 

●高安定な X 線集光技術や、極低振動光学素子への

応用に向けた冷却機構の開発を行っており、順調に中

長期計画が進捗している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●X 線非弾性散乱によるイメージング手法の実用材料評

価への応用が始められたことは、新規材料開発をはじめ

とする産業への貢献につながる成果であり、非常に高く評

価する。 

 

 

 

 

 

●次世代のパワー半導体デバイスを用いたパルス電源を

完成させたことは、XFEL のパルス振り分け運転における

レーザー品質が大幅に向上し、全て実験が振り分け運転

により可能となり、利用実験時間につながる成果であり、

非常に高く評価する。 

 

●軟 X 線領域に強みを持つ「次世代放射光施設」に対し

て、硬 X 線領域に強みを持つ「SPring-8」が積極的に協力

することは、日本全体の放射光科学の発展に貢献する取

り組みであり、非常に高く評価する。 
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検出器の開発に着手

する。具体的には、単

位時間あたりに計測で

きる光子数が多い高ダ

イナミックレンジ検出素

子や光子の検出効率

が高い効率的な吸収層

構造等の要素技術開

発に着手し、マイクロ秒

から日単位の階層的ダ

イナミクスの可視化を

目指す。 

 

③ 高性能 NMR 等の要

素技術開発 

NMR の高性能化に向

けて、外部資金を活用

しながら、企業との連

携により、高温超電導

線材を利用した電磁石

のさらなる高磁場化に

必要な磁場の発生原

理の解明やヘリウムの

蒸発抑制技術の研究

開発を行う。また、クラ

イオ電子顕微鏡の利用

技術の開発及び高度

化に向けた要素技術を

進める。 

平成 30 年度は、NMR

の高性能化に向けた研

究開発として、高磁場

化に必要な磁場の発生

原理の解明のため、磁

場調整技術を用いて高

温超伝導内層コイルに

よって発生した磁場の

乱れを消すことで、磁

場の時間的・空間的精

度の向上を行う。さら

に、磁場精度の評価の

た め に 溶 液 試 料 の

NMR 測定を行うととも

に、この高精度磁場を

利用した固体試料向け

の NMR 測定システム

の開発と評価を開始す

る。また、クライオ電子

顕微鏡の要素技術や、
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高品質試料作法の開

発に着手する。 

 

④ X 線エネルギー分

析技術の深化による実

用材料ナノ評価の推進 

2 次元非球面反射光学

系開発等のビームライ

ン要素技術開発を行

い、さらにより多くの素

励起等に対応した非弾

性散乱計測基盤を確立

することにより、ビーム

ラインの利用を開始し、

高い分解能を維持しな

がらリチウムイオン 

2 次電池や超軽量高強

度構造材料等の実用

材料内部の元素情報

の動作時及び非破壊

での計測を実現する。 

平成 30 年度は、短い

距離で高い角度分解能

とエネルギー分解能を

達成できる光学素子を

用いた X 線非弾性散乱

計測システムの検討を

開 始 す る 。 具 体 的 に

は、2 次元非球面反射

光学素子の加工方法、

表面精度の計測方法を

検討する。 

 

⑤ 放射光施設の高度

化に向けた要素技術開

発 

ビームラインの高度化

に資する要素技術開発

とシステム化により次

世代ビームラインのプ

ロトタイプを完成させる

とともに、放射光施設

の高度化に向けた光源

等の基盤インフラの要

素技術開発により放射

光施設の実現に必要な

要 素 技 術 を 完成 さ せ

る。 

平成 30 年度は、次世
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代ビームラインのプロト

タイプ完成に向けて、

理研ビームラインの高

度化に資する要素技術

開発を行う。具体的に

は、高安定な X 線集光

技術や、極低振動光学

素子への応用に向けた

冷却機構の開発を行

う。また、現状の高電圧

スイッチを代替する、安

定で長寿命、高い信頼

性を有する、パワー半

導体を利用した高電圧

スイッチの開発に着手

する。 
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１．事業に関する基本情報 

Ⅰ－3－(3) バイオリソース研究 

 

２．主要な経年データ 

① 主な参考指標情報 

 30 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

論文数 

・和文 

・欧文 

 

12 

64 

      

連携数 

・共同研究等 

・協定等 

 

88 

4 

      

特許 

・出願件数 

・登録件数 

 

4 

0 

      

外部資金 

・件数 

・予算額（千円） 

 

75 

310,134 

      

 

② 主なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 30 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

予算額（千円） 1,940,393       

従事人員数 118       
 

 

３．主な評価軸、業務実績及び自己評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 
基礎基盤研究から社

会的課題を解決する

開発研究までの幅広

い研究に対して、社

会的ニーズ・研究ニ

ーズを捉えながら、利

用価値、付随情報、

品質等について世界

高水準のバイオリ

ソースを戦略的に整

備し、提供する。ま

た、効果的・効率的な

バイオリソースは、幅広

い分野のライフサイエン

ス研究や産業活動に必

要不可欠な研究材料で

あり、科学技術イノベー

ションの推進における重

要な知的基盤として、戦

略的・体系的に整備する

必要がある。 

本研究では、我が国の

中核的拠点として、研究

動向を的確に把握し、社

バイオリソースは、幅広い分野のライフサイ

エンス研究や産業活動に必要不可欠な研

究材料であり、科学技術イノベーションの推

進における重要な知的基盤として、戦略的・

体系的に整備する必要がある。 

本研究では、我が国の中核的拠点として、

研究動向を的確に把握し、社会的ニーズ・

研究ニーズに応え、①世界 高水準のバイ

オリソース整備事業を実施する。また、バイ

オリソース整備事業を効果的・効率的に実

施するために、②保存・利用技術等の開発

を行う基盤技術開発事業を実施する。さら

（評価軸） 

・中長期目標・中長期計画等

で設定した、主要課題を中心

とした、研究開発基盤の運

用・共用・高度化・利活用研

究の取組の進捗状況 

・高度化、利活用のための卓

越 し た 研 究 開 発 成 果 の 創

出、成果の社会還元 

・外部への共用等を通じた成

果創出 

・研究開発基盤の運用・共

①バイオリソース整備事業 

●今期の実績は、全てのリソースで保存数/

提 供 総 件 数 の 目 標 を 上 回 り 、 提 供 数 は

14,987 件と、目標値 11,000 件を大きく超える

136%の実績を達成した。利用者による論文数

は 1,665、特許公開数は 200 であった。提供し

たリソースの約 11％が論文発表に、約 1.3%が

特許公開に繋がったことは、科学技術イノベ

ーションの発展に大きく貢献していることを示

している。また、海外への提供件数は 3,695

件で、提供の 25％を占めることは、我が国の

科学外交上においても誇るべき大きな国際貢

 

●バイオリソース研究センター（BRC）

は、主要な生物研究材料である実験動

物・マウス、実験植物の個体から、ヒト・

動物・植物の細胞材料、遺伝子材料、微

生物まで、一機関で整備・提供する世界

でも類のないバイオリソース機関であ

る。各リソースが世界３大拠点の一つで

あり、我が国が誇るべき世界 高水準

の国際的な研究基盤であることを非常

に高く評価する。 

また、左記の実績は、我が国のみなら
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バイオリソース整備を

実施するために、保

存・利用技術等の基

盤技術開発を実施す

る。さらに、研究動向

を的確に把握し、整

備したバイオリソース

の利活用に資する研

究開発を推進する。

加えて、バイオリソー

ス事業に関わる人材

の育成、研究コミュニ

ティへの技術移転の

ための技術研修や普

及活動を行う。 

会的ニーズ・研究ニーズ

に応え、 

①世界 高水準のバイ

オリソース整備事業を実

施する。また、バイオリソ

ース整備事業を効果的・

効率的に実施するため

に、 

②保存・利用技術等の

開発を行う基盤技術開

発事業を実施する。さら

に、研究動向及びニーズ

に的確に対応するため、 

③バイオリソース関連研

究開発プログラムを実施

する。加えて、バイオリソ

ース事業に関わる人材

の育成、研究コミュニティ

への技術移転のための

技術研修や普及活動を

行う。 

 

に、研究動向及びニーズに的確に対応する

ため、③バイオリソース関連研究開発プログ

ラムを実施する。加えて、バイオリソース事

業に関わる人材の育成、研究コミュニティへ

の技術移転のための技術研修や普及活動

を行う。 

 

① バイオリソース整備事業 

平成 30 年度は、以下の事業を行う。 

(ア)高次生命現象の遺伝子機能解明やヒト

疾患の研究に必要なモデルマウス系統、

(イ)環境応答機構の解明に貢献するシロイ

ヌナズナ及び穀物研究に貢献するミナトカモ

ジグサの変異体・形質転換体、(ウ)基礎研

究、医学研究、創薬研究に必要なヒト及び

動物由来の培養細胞株、多能性幹細胞、疾

患特異的 iPS 細胞、(エ)ライフサイエンス研

究の広範な分野で必要とするゲノム及び

cDNA クローン、可視化用多色蛍光標識遺

伝子クローン、遺伝子導入ベクター、(オ)地

球環境・ヒトの健康増進の研究に必要な多

様な微生物及び難培養微生物の収集・保

存・提供を行う。加えて、バイオリソース関連

情報の充実と発信、大規模データ解析及び

データ可視化技術の開発、メタデータ統合

及びデータの国際標準化を行う。 

これらの取組により、以下の保存数、提供総

件数の目標を目指す。 

 

 

 

 

 

 

 
 保存数 提供 

総件数 

実験動物 8,500 系統 2,500 件 

実験植物 836,551 系統 1,200 件 

細胞材料 

 

うち 

iPS 細胞 

13,600 系統 3,300 件 

3,360 系統 80 件 

遺伝子材料 3,808,850 系統 1,000 件 

用・高度化・利活用研究の進

捗に係るマネジメントの取組 

等 

献であり、理研ブランドの国際浸透にも寄与

している証左である。BRC の高い定評と信頼

は、例えば微生物リソースの寄託の約 80％

が海外からであることにも表れている。 

 

a.収集・保存・提供事業 

●実験動物では、高次生命現象の遺伝子機

能解明やヒト疾患の研究に必要なモデルマウ

スを収集、保存、提供した。今年度は、細胞

内の酸化還元をリアルタイムで計測可能なマ

ウス、生体深部の近赤外可視化マウス、ま

た、血友病、パーキンソン病、ネフローゼ症候

群等のヒト遺伝性疾患のマウス等の社会ニ

ーズ、研究ニーズの高いモデルを整備した。 

また、植物の環境応答の解明に資するシロ

イヌナズナリソースとして転写制御因子の発

現誘導系統及び発現抑制系統を整備した。

またミナトカモジグサの種子、遺伝子及び培

養細胞株を提供した。加えて、新たに収集し

た GFP 等マーカー遺伝子の発現ベクターの

検査及び提供を行った。 

 

●細胞材料では、ヒトがん細胞株、ヒト疾患特

異的 iPS 細胞株、動物由来の細胞株等の基

礎研究、医学研究、創薬研究等に有用な培

養細胞株を収集し、培養・品質検査・保存・提

供を実施した。今年度、整備したヒト疾患特異

的 iPS 細胞株には、これまでに寄託がなかっ

た「統合失調症」等の疾患由来の細胞株（９

疾患、11 患者、31 株）も含まれている。 

 

●遺伝子材料では、広範な研究分野で必要

とするゲノム及び cDNA クローンを収集し、提

供した。新規に開発された、細胞内小器官や

細胞質膜を蛍光標識し、可視化するための遺

伝子クローン及び発現ベクターを収集し、提

供した。 

 

●微生物材料では、様々な環境から分離さ

れた微生物や、バイオマスから効率的にバイ

オエネルギーを生産する微生物、人・動物腸

内の細菌等、環境と健康の研究に有用な微

生物を収集して、保存・提供した。今年度は、

油脂を生産する新種の酵母、新種の難培養

性のヒト腸内細菌等の整備を複数行った。 

 

●バイオリソースの利活用促進のため、改組

により統合情報開発室を立ち上げた。バイオ

リソース関連情報の充実と発信の取り組みと

ず、国際的な研究コミュニティの支持と

理解を得て、研究動向と研究ニーズに

沿った 先端のバイオリソースを積極的

に収集・整備した結果であり、非常に高

く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●バイオリソース関連情報の充実、大規

模データ解析、データ統合と国際標準化

について、それぞれ順調に進んでいると
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微生物材料 27,450 系統 3,000 件 

 
平成 30 年度は、研究結果の再現性が確保

されたバイオリソースを提供するために、

新の ISO9001:2015 国際品質マネジメント認

証に従い、遺伝子検査、微生物検査、質量

分析等に関する 先端検査技術を導入し、

厳格な品質管理を実施する。また、バイオリ

ソースの質的向上を図るため、ゲノム・遺伝

子発現・表現型・分化能等の特性情報を文

献情報から抽出してデータベースに追加し、

発信する。さらに、集積されたバイオリソー

スを災害から守り安全に保管するため、播

磨事業所に設置したバックアップ施設に逐

次移管する。アジア研究リソースセンターネ

ットワークや国際マウス表現型解析コンソー

シアム等のバイオリソースの整備に係わる

国際的取組に参画し、主導する。加えて、所

内外の学生・研究者・技術者を対象とした、

バイオリソースを効果的に利活用するため

の iPS 細胞の取扱い、マウス体外受精法、

マウス表現型解析法、嫌気性微生物の取扱

い等の研修事業を、筑波大学、南京大学、

ソウル国立大学等の国内外の大学等とも連

携し、実施することにより、人材を育成すると

ともに、高度な技術を普及・移転する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

して、マウスについては文献から抽出し 1670

系統の特性情報を、また、微生物については

583 株の分離源をデータベースに追加した。

大規模データ解析及びデータ可視化技術の

開発の取り組みとして、国際マウス表現型解

析コンソーシアムのデータを統計学的に解析

し、疾患の多様な病態の相互関係を数値とし

て示す技術を開発した。さらに、データ統合及

び国際標準化の取り組みとして、マウス、細

胞及び微生物のリソースカタログをデータ共

有の国際標準形式に自動的に変換するシス

テムを開発した。 

 

●平成 19 年度より播磨事業所内においてバ

ックアップ施設を運営しており、移管可能な全

ての動物、植物、細胞、微生物リソースのバ

ックアップが完了した。 

 

b.バイオリソースの質的向上、品質管理 

●寄託されたリソースに 10%程度存在する不

備、不具合、誤り等を是正もしくは排除して、

真正なバイオリソースのみを提供した。平成

30 年度も、引き続き“リコールゼロ”を達成し

た。ゲノム編集マウスの遺伝品質検査、マウ

ス系統微生物汚染検査、細胞株の由来動物

種を特定する DNA Barcoding 検査等の新規

の検査方法を開発、導入して、質的向上、品

質管理を図った。品質検査項目と検査結果等

の品質管理及び提供したバイオリソースの不

具合等の情報を日本語並びに英語のホーム

ページに掲載し、透明性と公開性をもって事

業を実施している。また、提供事業の精度の

向上及び効率化のため、送付する遺伝子材

料に同梱する資料のバーコードによる管理シ

ステムを構築した。 

 

●提供件数が多い細胞材料及び微生物材料

に つ い て は 国 際 品 質 マ ネ ジ メ ン ト 規 格

ISO9001:2015 を維持し、規格に沿って品質管

理を厳格に行い、真正なバイオリソースを恒

常的に提供する体制を構築、運用した。ISO

の品質管理の理念と方法を他のリソース部

門へも水平展開し、品質向上に貢献した。こ

れらの取組の結果前年度に引き続きクレー

ムゼロを達成している。 

 

c. 人材育成 

●技術系職員のキャリアパスの構築を推進

するため、リソース取扱い技術等を OJT によ

評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●国際的品質マネジメント規格 ISO9001

認証を取得し、10 年に亘って維持してい

ることは、BRC が提供しているバイオリ

ソースへの信頼性の確保に貢献してい

る。また、真正なバイオリソースを恒常

的に提供することは、研究の再現性を向

上させ、研究の効率化を高め、国民のラ

イフサイエンスに対する信頼を得ること

にも大きく貢献しており、非常に高く評価

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●バイオリソース等の研究基盤整備に

携わる研究者、技術者の育成は、我が
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② 基盤技術開発事業 

バイオリソース整備事業を安定的かつ効率

的に実施するため、平成 30 年度は、標準系

統である C57BL/6(B6)マウスの胚・精子の

非凍結輸送法の開発のための温度・生存率

等の 適条件を定める。生体への復元技術

の改良として、B6 と DBA/2 の交配第 1 世代

マウスのクローンの出生率を向上させる。さ

らに B6 マウス等の胎盤の幹細胞の高品質

化のために、分化を誘導する細胞内シグナ

ル系の解析を行う。 

 

 

③ バイオリソース関連研究開発プログラム 

高次生命現象、老化、共生等の学術的に重

要な課題及び難病や加齢性疾患の克服、

創薬、食料増産等の社会的に喫緊の課題

の解決のために、バイオリソースの利活用

を促進する研究開発を行う。平成 30 年度

は、以下の事業を行う。 

 

（ア）iPS 創薬基盤開発として、アルツハイマ

ー病、ALS 等を対象に既存の分化誘導方法

の難度を低減させる等、分化誘導方法の

って実施した。また、事業への貢献度という観

点に重きをおいた人材評価を導入した。若手

人材の育成の一環として、若手職員が企画し

た WAKATE BRC Conference の第５回開催を

支援した。アジアの学生・大学院生を対象とし

た第８回マウスサマーワークショップを南京大

学、ソウル国立大学と連携して、2018 年７月、

南京にて開催した。 

つくばライフサイエンス推進協議会と筑波

大学との連携により創設した協働大学院ライ

フイノベーション学位プログラムにおいて、

BRC の５名の PI が教授として必修科目のバ

イオリソース概論の講義を行った。 

 

d. 技術研修及び普及活動 

●BRC が有するバイオリソースの利用促進と

高度な技術の普及を目的として、ヒト ES 細胞

培養技術、ヒト iPS 細胞培養技術、マウス精

子・胚の凍結保存技術、酵母類の生理学的

性状試験技術等の技術研修を 14 回開催し、

合計 75 名が参加した。日本分子生物学会、

日本癌学会、日本免疫学会、日本農芸化学

会、日本ゲノム編集学会等の年会でブース展

示を行った。 

 

e. 国際協力 

● International Mouse Phenotyping 

Consortium（IMPC）は、ヒトの全遺伝子の機

能と疾患との関連に関する百科事典を作成

するため、ヒトと同じ哺乳類であるマウスの全

遺伝子の遺伝子破壊マウス系統を作製し、

表現型を解析する国際プロジェクトである。

BRC は発足当初よりメンバーであり、他の 12

の国と地域の 17 機関とともに活動している。

他の機関とともに、分担して、遺伝子破壊マ

ウスを作出し、表現型解析を行っている。さら

に、アジアの科学の底上げのため、Korea 

National Research Resource Center と中国科

学院と連携して設置した Asian Network of 

Research Resource Centers の第 10 回 国際

会議を 2018 年９月韓国・ソウルにて、また、

Asian Mouse Mutagenesis Resource 

Association & Asian Mouse Phenotyping 

Consortium の国際会議を 2019 年２月オース

トラリア・メルボルンにて開催した。 

 

②基盤技術開発事業 

●C57BL/6(B6)マウスの 2 細胞期胚の非凍

結輸送のために、至適温度 6-8℃で輸送用

国において政策的に重要であると認識

されているが、大学等では十分に実施さ

れていない。BRC はバイオリソースに携

わる人材育成のための研修事業を、単

独のみならず、国内外の関係機関と連

携して実施している。左記の様々な活動

に加えて、国内外から研修生を短期間

から長期間（数日間から２年間）に亘っ

て受け入れ、教育している。これらのこと

は、センター内、国内にとどまらず、国際

的にも人材の育成と確保に大きく貢献す

るものであり、この取組を非常に高く評

価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●IMPC へ BRC が参加することにより、

我が国の国際貢献を示すことができ、学

術的に、また科学外交上も極めて重要

であり、高く評価する。 

 

●バイオリソースの整備を通してアジア

地域の科学、技術、イノベーションの振

興に大きく貢献しており、高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●左記の技術により、国内の胚･精子の

非凍結輸送が可能になり、マウスリソー

スの提供および生産技術の大幅な技術
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適化、及び創薬アッセイの簡便化を実施す

るとともに、これら技術を用いた企業等への

支援を行う。 

 

(イ) iPS 細胞高次特性解析開発として、4p 欠

失症候群等の染色体異常関連難病の原因細

胞・関与細胞を同定する。さらに、患者由来の

iPS 細胞の分化能の確認、疾患特異的な遺

伝子変異を導入した iPS 細胞及び比較対照

細胞の作製、及び患者由来の全ゲノム解析

等による付随情報の整備を行う。 

 

（ウ）次世代ヒト疾患モデル研究開発として、

日本人に特異的な遺伝子変異を持つ、ALS、

脳血管疾患モデルマウスを作製する。 

 

(エ) マウス表現型解析開発として、研究コミ

ュニティのニーズに基づいて選択した機能が

未知の遺伝子の機能解析、加齢要因の同定

のための国際標準若齢及び加齢マウス表現

型解析の実施、及び胎仔期軟組織のイメー

ジング解析技術の開発のための 適の機器

及び造影剤等の試薬を定める。さらに整備し

た解析プラットフォームを国内研究者に提供

する。 

 

(オ) 疾患ゲノム動態解析技術開発として、画

像情報処理・機械学習を用いたシングルセル

の分化状態の定量的評価技術の開発のため

の実験及び解析条件を定める。 

 

(カ) 植物-微生物共生研究開発として、根圏

土壌の菌根菌の単離・培養、及びハイスルー

プットな単離培養法の技術開発のための分

離分注装置及び培養条件を決定する。さら

に、植物-微生物共生の実験系を確立するた

めに、ミナトカモジグサ-アーバスキュラー菌

根菌-根圏細菌・植物内生菌を用いた共存栽

培を行う。 

パッケージと培養液の改良および抗酸化剤

の併用を行い、これまでの 2-4 日から 7 日間

の保存が可能になった。精子は至適温度

6-8℃で、これまでの2-3日から4日間の保存

が可能になった。B6 と DBA/2 の交配第 1 世

代マウスのクローンは、Xist 遺伝子のノック

アウトと抑制性ヒストンの除去により、出生率

が従来の 5%程度から 19% まで向上し、クロー

ン産子を得るための労力の大幅な削減に成

功した。B6 マウス等の胎盤の幹細胞の未分

化状態の維持に、Id2 が必須な因子であるこ

とを明らかにした。 

 

③バイオリソース関連研究開発プログラム 

新たに iPS 細胞高次特性解析開発チーム、

次世代ヒト疾患モデル研究開発チーム、植物

-微生物共生研究開発チームの 3 チームを立

ち上げ、研究を開始した。けいはんな地区に

設置した iPS 創薬基盤開発チームは、人員、

施設・設備も整い本格稼働を開始した。また、

マウス表現型解析開発チームは、新チームリ

ーダーが着任した。 

 

●iPS 創薬基盤開発チームは、平成 30 年度

より本格稼働し、ALS iPS 細胞を用いた共同

研究により医薬品シーズの評価を実施し効果

を確認、論文発表した。自閉症患者由来、小

児代謝疾患患者由来のそれぞれの iPS 細胞

を作成し品質のチェックを行い論文を発表し、

世界の研究コミュニティでの利活用を促進し

た。疾患 iPS 細胞を用いた、副作用検出アッ

セイ、ALS スクリーニング方法、グリア細胞作

製方法、それぞれについて、企業に技術指導

を行い、導出した。 

 

●iPS 細胞高次特性解析開発チームは、4p

欠失症候群等の染色体異常関連難病の原因

細胞・関与細胞の同定等を行った。また、細

胞材料開発室、遺伝子材料開発室と連携し

て、細胞の分化や未分化状態で特異的に発

現するマーカー遺伝子を CRISPR/Cas9 ゲノ

ム編集技術により導入した細胞株を作製し

た。 

 

●次世代ヒト疾患モデル研究開発チームで

は、標準系統マウスへのヒト疾患変異導入系

の開発を行った。 

 

●マウス表現型解析開発チームは、IMPC 国

改善を達成したことを非常に高く評価す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●左記の成果は医薬品開発につながる

重要な成果であり、非常に高く評価す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●疾患特異的 iPS 細胞の特性解析を行

っており、順調に進んでいる。 

 

 

 

 

 

 

 

●点変異をマウスに導入する方法の開

発が順調に進んでいる。 

 

 

●平成 30 年に Nature Communication 

誌等に発表した４つの論文は、国際連
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際標準表現型解析パイプラインを用いて、

BRC が作出した 16 遺伝子破壊系統の若齢マ

ウス及び 19 系統の加齢マウスの表現型解析

を実施した。これらの成果は IMPC の成果とし

て Nature Communication 誌等 4 報に発表し

た。また、国内の研究者向けに、同表現型解

析パイプラインによる20系統の遺伝子改変マ

ウスの解析の支援を実施した。さらに、新規

造影剤を用いた高シグナル/ノイズ比 X 線 CT

イメージング解析技術の開発を行い、胎仔期

軟組織の解析結果を Nature Communication 

誌等に３報の論文を発表した。 

 

●疾患ゲノム動態解析技術開発チームは、

画像処理・機械学習の手法を用いて、異なる

分化状態にある細胞をシングルセルレベルで

検出し、判別、定量する技術を確立した。ま

た、前年度に確立した Wnt シグナル阻害剤を

用いたマウスエピブラスト幹細胞の培養法

が、ヒト多能性幹細胞の安定的な維持にも有

効であることを示し、論文に発表した。 

 

●植物-微生物共生研究開発チームは、根圏

土壌から菌根菌を分離し菌種の同定を行っ

た。植物-微生物共生の実験系として、ミナト

カモジグサ-アーバスキュラー菌根菌・根圏細

菌・植物内生菌の共存栽培におけるモデルと

なる植物系統および菌種を選定した。 

携により初めて可能となった大きなイン

パクトのある成果である。国内研究者向

けの表現型解析支援は、国内バイオリ

ソースとしてのマウスの品質向上に大き

く貢献しており非常に高く評価する。イメ

ージング解析技術については、Nature 

Communication 等に論文を 3 報発表して

おり、新規性があり高く評価する。 

 

 

 

 

●分化細胞を非常に高い精度で分類で

きたことは、細胞リソースを高い品質で

維持する技術開発に繋がり、非常に高く

評価する。また、マウス細胞を用いて確

立した多能性幹細胞の培養技術が、高

品質なヒト ES 細胞の樹立・維持にも応

用できることを示したことを評価する。 

 

●植物-微生物共生の実態解明と共存

栽培に向けた研究開発は、順調に進ん

でいる。 
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【Ⅱ】 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 

３．主な評価軸、業務実績及び自己評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 評定  B 

研究所が行う業

務の運営につい

て、以下に示す

取組を行うととも

に、法人独自の

創意工夫を加え

つつ、その改善

に取り組む。 

研究所は、必要な

事業の見直し、調

達の合理化、効率

的な運営体制の整

備に取組、引き続き

経費の合理化・効

率 化 を 図 る と と も

に、独自の創意工

夫を加えつつ業務

運営の改善に取組

む。 

研究所は、必要な

事業の見直し、調

達の合理化、効率

的な運営体制の整

備に取組、引き続き

経費の合理化・効

率 化 を 図 る と と も

に、独自の創意工

夫を加えつつ業務

運営の改善に取組

む。 

 【業務実績総括】 

● 効率的な運営体制のため不断の見直しを進め

た。具体的には以下の通りの実績を挙げた。 

・ 経費等の合理化・効率化については、削減目標

である 1.16%の合理化を達成した他、適切なエネル

ギー使用の合理化に関する業務を実施するなど順

調に計画を遂行した。 

・ 人件費の適正化については、高度人材の確保

しつつ人件費の適正化を着実に進めた。 

・ 調達の合理化については、調達等合理化計画

に基づく取組を着実に進めた。 

 

 

左記の実績を踏まえ、着実に中長期計画が進捗していると判断できること

から、B 評定とする。 

 

 

１．事業に関する基本情報 

【Ⅱ－1】 経費等の合理化・効率化 

 

２．主要な経年データ 

評価対象となる
指標 

達成目標 30 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 参考情報 

一般管理費（人
件費、特殊経費
及び公租公課を
除く。）及び、業務
経費（人件費、物
件費のうち無期
雇用に係る人件
費及び特殊経費
を除く。）の合計 

前年度比
1.16％以 
上の効率
化 

1.16%減       前年度比 
新規に追加されるもの、拡充分は除外 
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３．主な評価軸、業務実績及び自己評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価  

組織の見直し、

調達の合理化、

効 率 的 な 運 営

体 制 の 確 保 等

に引き続き取り

組むことにより、

経費の合理化・

効率化を図る。 

運 営 費 交 付 金

を充当して行う

事業は、新規に

追 加 さ れ る も

の、拡充分は除

外した上で、一

般管理費（人件

費、特殊経費及

び公租公課を除

く。）及び業務経

費（人件費、物

件費のうち無期

雇用に係る人件

費 及 び 特 殊 経

費を除く。）の合

計について、毎

年 度 平 均 で 前

年度比 1.16%以

上 の 効 率 化 を

図る。なお、新

規に追加される

もの及び拡充さ

れる分は、翌年

度から同様の効

率化を図る。 

運営費交付金を充

当して行う事業は、

新規に追加される

もの、拡充分は除

外した上で、一般管

理費（人件費、特殊

経費及び公租公課

を除く。）及び、業務

経費（人件費、物件

費のうち無期雇用

に係る人件費及び

特殊経費を除く。）

の合計について、

毎事業年度に平均

で前年度比 1.16％

以上の効率化を図

る。新規に追加され

るもの及び拡充さ

れる分については、

翌年度からの同様

の効率化を図る。ま

た、毎年の運営費

交付金額の算定に

向けては、運営費

交付金債務残高の

発生状況にも留意

する。 

運営費交付金を充

当して行う事業は、

新規に追加される

もの、拡充分は除

外した上で、一般管

理費（人件費、特殊

経費及び公租公課

を除く。）及び、業務

経費（人件費、物件

費のうち無期雇用

に係る人件費及び

特殊経費を除く。）

の合計について、

毎事業年度に平均

で前年度比 1.16％

以上の効率化を図

る。新規に追加され

るもの及び拡充さ

れる分については、

翌年度からの同様

の効率化を図る。ま

た、毎年の運営費

交付金額の算定に

向けては、運営費

交付金債務残高の

発生状況にも留意

する。 

平成 30 年度は、運

営費交付金事業に

おいて中長期計画

に沿って経費等の

合理化・効率化を

図る。 

 

・経費を合理的かつ効率

的に執行したか 

 

・一般管理費、業務経費の

削減率 

●業務の合理化・効率化を図るため、研究室閉鎖などで不要

となった実験機器のリサイクル活用、特許の維持管理経費の

見直し等の取組を実施し、削減目標である 1.16%、518,523 千

円の削減を達成した。 

●予算執行の効率化・合理化に努め、削減目標である 1.16%削

減を達成したことは、順調に計画を遂行していると評価する。 

 恒常的な省エネル

ギー化を進め、光

熱水使用量の節約

及び二酸化炭素の

排 出 抑 制 に 取 組

み、節電要請など

の状況下にあって

も継続可能な環境

を整備する。また、

研究所全体で研究

スペースの配分等

恒常的な省エネル

ギー化に対応する

ための環境整備を

進め、光熱水使用

量の節約及び二酸

化炭素の排出抑制

に取組み、節電要

請等の状況下にあ

っても継続可能な

環境を整備する。 

 

・省エネルギー化等に対応

した環境整備を進めること

による、節電要請などの状

況下にあっても継続可能

な環境の整備状況 

（恒常的な省エネルギー化のための環境整備） 

以下の取り組みにより、全理研のエネルギー使用量は、原油

換算で 148,444kl（対前年度比 99.3％）、省エネ法の判断基準で

あるエネルギー消費原単位は、過去５年間の平均で目標の

１％に対して 1.8％減少した。 

 

●ファンコイルの更新、チラーの動力盤への MDU ブレーカーの

採用、LED 照明の導入など、老朽化機器の更新時にトップラン

ナー基準のものとし、ハードウェア面での基本的な省エネルギ

ー化および二酸化炭素排出抑制に取り組んだ。 

 

●適切にエネルギー使用の合理化に関する業務を実施し、順調

に計画を遂行していると評価する。 
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を調整する体制に

より、限られた研究

スペースをより有効

に活用する等資源

活用の効率化を図

る。 

また、省エネルギー

推進に向けた取組

として、エネルギー

使用のモニタリング

と見える化を推進

し、多様な啓発活

動による職員等へ

の周知徹底、エネ

ルギー使用合理化

推進委員会の定期

的な開催、施設等

の使用量把握及び

分析の強化、エネ

ルギー消費効率が

も優れた製品の

採用をさらに促進

する。さらに、研究

所全体の研究スペ

ースの配分等につ

いて、施設委員会

において各事業所

が取りまとめた要

望を調整して建物

利 用 計 画 を 策 定

し、限られた研究ス

ペースをより有効に

活用する等、資源

活用の効率化を図

る。 

（エネルギー使用のモニタリングと見える化・啓発） 

●デジタル温湿度計の新規研究室への配賦による室温・湿度

管理の指導（筑波）や、建物ごとの電力量のリアルタイムでの

蓄積、電力使用量の正確な把握のためのトランスデューサー

の交換などを推進し、そのデータを使用して職員の省エネ化の

意識向上を図った。 

 

●ピーク時の電力余裕率が１％を切った場合には、事前に策

定した節電メニューを実行し、逼迫した場合には放送で研究者

への節電の呼びかけを計画するなど、エネルギー使用のモニ

タリングと職員の啓発活動との連携を図った。 

 

（エネルギー使用合理化推進委員会の開催） 

●エネルギー使用合理化推進委員会の定期的（６月 11 日、11

月 21 日）な開催により、夏季および冬季の省エネルギー対策

案の共有、進捗状況の確認などを行った。 

 

（研究スペースの配分等をより有効に活用する等資源活用の

効率化） 

・研究スペースの配分については、施設委員会において全て

の建物利用計画を審議し、必要な留保スペースを確保するな

ど、研究所全体としての調整機能をもって、スペースを公平、

柔軟かつ機動的に配分した。 

 

１．事業に関する基本情報 

【Ⅱ－2】 人件費の適正化 

 

３．主な評価軸、業務実績及び自己評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 

適切な人件費の

確保に努めるこ

とにより優れた

研 究 者 及 び 研

究 支 援 者 を 育

成・確保するべ

く、政府の方針

「特定国立研究開

発法人による研究

開発等を促進する

ための基本的な方

針」(平成 28 年 6 

月 28 日閣議決定)

等の政府の方針を

特定国立研究開発

法人による研究開

発等を促進するた

めの基本的な方針

(平成 28 年 6 月 28

日閣議決定)等の政

府の方針を踏まえ、

・人件費を合理的かつ効率

的に執行したか 

 

【給与水準】 

・ 給与水準の高い理由及

び講ずる措置（法人の設定

する目標水準を含む）が、

【ラスパイレス指数（平成 30 年度実績）】 

●適正な給与水準に向け、給与改定等を行った結果、ラスパ

イレス指数は、111.6 であった。 

 

●理研は戦略重点科学技術の推進等社会からの期待の高ま

りに応えるための高度人材の確保と、人件費削減への対応

のため、少数精鋭化を進めており、その結果、学歴構成は殆

 

●順調に計画を遂行していると評価する。 
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に従い、必要な

措置を講じる。

給与水準につい

ては、国家公務

員の給与水準を

考慮し、手当を

含 め 役 職 員 給

与の在り方につ

いて厳しく検証

した上で、研究

所 の 業 務 の 特

殊性を踏まえた

適正な水準を維

持するとともに、

その検証結果や

取組状況を公表

する。 

なお、国際的に

卓越した能力を

有する人材の確

保のために、必

要に応じて弾力

的な給与を設定

できるものとし、

その際には、国

民に対して納得

が得られる説明

に努める。 

踏まえ、特定国立

研究開発法人とし

て世界 高水準の

専門的な知識及び

経験を活用して遂

行することが特に必

要とされる業務に従

事する者について、

国際的に卓越した

能力を有する人材

を確保する。 

給与水準(事務・技

術 職 員 ) に つ い て

は、研究所の業務

を遂行する上で必

要となる事務・技術

職員の資質、人員

配置、年齢構成等

を十分に考慮し、国

家公務員における

組織区分、人員構

成、役職区分、在職

地域、学歴等の比

較及び類似の業務

を行っている民間企

業との比較を行う等

厳しく検証する。自

らの給与水準が国

民の理解を得られ

るか検討を行った

上で、これを維持す

る合理的な理由が

ない場合には必要

な措置を講ずるとと

もに、その検証やこ

れらの取組状況に

ついて公表してい

く。 

なお、適切な人材

の確保のために必

要に応じて弾力的

な給与を設定できる

ものとし、その際に 

は、国民に対して納

得が得られる説明

に 努 め る も の と す

る。 

特定国立研究開発

法人として世界

高水準の専門的な

知識及び経験を活

用して遂行すること

が特に必要とされる

業務に従事する者

について、国際的に

卓越した能力を有

する人材を確保す

る。 

給与水準(事務・技

術 職 員 ) に つ い て

は、研究所の業務

を遂行する上で必

要となる事務・技術

職員の資質、人員

配置、年齢構成等

を十分に考慮し、国

家公務員における

組織区分、人員構

成、役職区分、在職

地域、学歴等の比

較及び類似の業務

を行っている民間企

業と の比 較を 行う

等 、 厳 し く 検 証 す

る。自らの給与水準

が国民の理解を得

られるか検討を行っ

た上で、これを維持

する合理的な理由

がない場合には必

要な措置を講ずると

ともに、その検証や

これらの取組状況

について公表してい

く。 

なお、適切な人材

の確保のために必

要に応じて弾力的

な給与を設定できる

ものとし、その際に

は、国民に対して納

得が得られる説明

に 努 め る も の と す

る。 

国民に対して納得の得られ

るものとなっているか。 

・ 法人の給与水準自体が

社会的な理解の得られる

水準となっているか。 

・ 国の財政支出割合の大

きい法人及び累積欠損金

のある法人について、国の

財政支出規模や累積欠損

の状況を踏まえた給与水

準の適切性に関して検証さ

れているか。 

 

【諸手当・法定外福利費】 

・ 法人の福利厚生費につ

いて、法人の事務・事業の

公共性、業務運営の効率

性及び国民の信頼確保の

観点から、必要な見直しが

行われているか。 

どが大卒以上であり、大学院以上の学歴を有する者も多く在

籍している。また、給与水準の比較対象者に占める管理職の

割合がやや高い水準となっているが、これは一部の無期雇用

職員、任期制職員や派遣職員等を給与水準比較対象外とし

ていることによる比較対象の偏りであり、これらを含めれば実

際上、国家公務員と遜色ない。なお、累積欠損金は無い。ま

た、少数精鋭主義による特殊な運営体制によって給与水準比

較対象が偏った結果がラスパイレス指数に大きな影響を与え

ている。 

 

●平成 30 年度は、退職手当調整率を見直し手当金額の適正

化を実施 （平成 31 年３月）し、一般職員の退職手当調整率

を 87％から 83.7％へ引き下げを実施した。 

 

●今後も優れた研究成果をあげていくためには、優秀な研究

者を確保することが不可欠である。また、研究開発の国際競

争力の強化等を定めた研究開発力強化法においても国際社

会で活躍する卓越した研究者を確保するため、給与上の優遇

措置を講ずることが求められていることから、給与水準は社

会的な理解を得られる範囲にある。 

 

【福利厚生費の見直し状況】 

●レクリエーション経費・食堂業務委託については国に準じて

公費支出は行っていない。 
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１．事業に関する基本情報 

【Ⅱ－3】 調達の合理化及び契約業務の適正化 

 

３．主な評価軸、業務実績及び自己評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 

「独立行政法人

における調達等

合 理 化 の 取 組

の 推 進 に つ い

て」（平成27年5

月 25 日総務大

臣決定）に基づ

く取組を着実に

実施し、契約の

公正性、透明性

の 確 保 等 を 推

進し、業務運営

の 効 率 化 を 図

る。 

研究開発が国際的

な競争の中で行わ

れることを踏まえ、

契約を迅速かつ効

果 的 に 行 う と と も

に、適切に実施す

るために必要な体

制を整備する。契

約については、一

般競争入札等競争

性のある契約方式

を 原 則 と し つ つ 、

「独立行政法人に

おける調達等の合

理化の取組の推進

について」（平成 27 

年 5 月 25 日総務

大臣決定）に基づく

取組を着実に実施

し、公正性、透明性

を十分に確保する

とともに、随意契約

によらざるを得ない

場合は、事前に審

査した上で実施し、

その理由等を公表

する。また、調達に

当たっては要求性

能を確保した上で、

研究開発の特性に

合わせた効率的・

効果的な契約方法

により、質と価格の

適正なバランスに

配慮した調達を実

施する。同時に、上

記の取組が適正に

行われるよう周知

契約については、

原則として一般競

争入札等の競争性

のある契約方式に

よるものとし、「調達

等合理化計画」 に

基づく取組の着実

な実施により、公正

性、透明性を十分

に確保する。随意

契約については、

研究所の研究開発

業務の特性を考慮

し、独立行政法人

の随意契約に係る

事務について（ 平

成 26 年 10 月総務

省行政管理局）を

踏まえつつ、その

適否を十分に検証

するとともに、一般

競争入札等により

契約を行う場合で

あっても、真に競争

性、透明性が確保

されているか点検・

検証を行う。 

平成 30 年度は、調

達を迅速に行うこと

が可能となる新た

な契約方式の導入

を検討する。また、

調達に当たっては、

仕様書作成におい

て要求性能を確保

した上で研究開発

の特性に合わせた

効率的・効果的な

研究開発成果の 大化を

推進するため、事業及び

事務の特性を踏まえ、調

達等の合理化及び契約業

務の適正化に取り組んだ

か 

 

・調達等の合理化及び契

約業務の適正化を推進し

たか 

 

・調達等の合理化及び契

約業務の適正化の観点か

らの、外部からの指摘等を

踏まえた対応状況 

 

 

入札基準額以上の契約事

案に占める競争性のない

随意契約となった案件が

随意契約として適切なもの

であったか 

 

 

 

 

 

 

 

 

・企画競争方式の実施件

数、効果に関する検証 

 

 

 

 

 

 

（調達に関する件数・金額等のデータについては別紙のとおり） 

●調達等合理化検討委員会が策定する調達等合理化計画に

基づく取組を着実に実施にするために、公正性・透明性を確保

しつつ、研究開発の特性に合わせた効率的・効果的な調達に

取組むことにより、調達の合理化を促進し、契約業務の適正化

を推進した。 

 

●「独立行政法人における調達等合理化の取組の推進につい

て」(平成 27 年 5 月 25 日総務大臣決定)に基づき設置した調達

等合理化検討委員会において平成 30 年度調達等合理化計画

を策定し、PDCA サイクルにより透明性・公正性を確保しつつ、

自律的かつ継続的に調達等の合理化に取り組んだ 

 

●入札基準額以上の契約案件は平成 29 年度は 3,143 件、559

億円であったのに対して、平成 30 年度は 3,084 件、1,494 億円

と、59 件減少した一方、金額は935 億円増加となっている。これ

はポスト京コンピュータ関連及び本部・事務棟整備等事業（ＰＦ

Ｉ）に係る契約金額の増加が要因となっている 

 

 

●入札基準額以上の競争性のない随意契約は、研究所の研

究開発業務の特性を考慮し、独立行政法人の随意契約に係る

事務について（平成 26 年 10 月総務省行政管理局）を踏まえつ

つ、全て契約審査委員会による審査若しくは契約監視委員会

による事後点検により、妥当性・適正性の確認を受けている。

平成 30 年度は 696 件、930 億円で、前年度に比べ件数が 16

件、金額が 709 億円増加したが、随意契約の件数割合は

22.6％と前年度と同水準を維持した。件数には、競争性のない

随意契約とせざるを得ない外部資金による委託研究契約や企

業等との共同研究契約 167 件、約 35 億円（対前年６件、25 億

円増）も含まれている。金額については、ポスト京コンピュータ

に係る調達金額の増加によるところが主な要因となっている。 

 

●企画競争方式の実施件数は 17 件、うち 10 件が複数者応募

となり、競争性が確保できた。さらに、以下の事例のように提案

内容や業務遂行能力が も優れた者を契約相手先として選定

することができた。 

一例として、アニメーション動画制作において、７者から応募

 

●順調に計画を遂行していると評価する。 
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徹 底 を 図 る と と も

に、取組状況の検

証を行い、必要な

措置をとる。 

調 達 に 取 組 む た

め、チェックリストに

より調達における

留意点の確認を行

うとともに、単価契

約による調達の合

理化促進を行う。さ

らにコストを意識し

つつ、研究所として

の質と価格の適正

なバランスに配慮し

た 調 達 を 実 施 す

る。同時に、上記の

取組が適正に行わ

れるよう、研修等に

おいて周知徹底を

図るとともに、取組

状 況 の 検 証 を 行

い、改善につなげ

る。 

 

・随意契約事前確認の公

募を実施した件数、効果に

関する検証 

 

・競争入札に占める一者

応札等の件数等の低減に

努める。 

 

 

 

 

・調達情報公開の継続 

公告の掲示だけでなく、ホ

ームページにも掲載を行っ

たか。入札情報の自動配

信サービスを実施したこと

による、業者等からの反応

や関心はどうであったか 

 

・公正性、競争性の担保 

仕様書の作成に関する注

意、啓発等の回数。会議

等での発表回数 

 

 

 

 

 

・入札参加要件の緩和 

入札参加の緩和を行った

件数、その結果一者応札

等の改善効果を検証 

 

 

・公告期間の確保 

公告期間について、業務

日で 10 日間としたもの、

10 日間を超えたもの、短

縮したものの各件数を比

較、より長く確保したか検

証 

 

 

・単価契約及び一括契約

の締結促進の取組 

単価契約及び一括契約に

よる調達を業務効率の向

上に繋がるよう検討の上

があり、技術評価を経て も優れた者と契約した結果、クオリテ

ィが高く、若年層に親しみやすい作品が完成し若年層から好評

をはくしており、企画競争の実施効果が得られた。   

 

●随意契約事前確認公募の件数は 43 件、うち８件については

調達ホームページ上から資料をダウンロードした者が他にもお

り、そのうち 2 件は他者から参加表明があり、入札へ移行した。 

 

●競争入札に占める一者応札等の状況は、件数が 1,835 件、

金額は 364 億円と、前年度に比して 77 件、163 億円といずれも

増加している。件数については、平成 30 年度からの中長期目

標期間の開始に当たり労働者派遣契約の更改があったこと、

金額については、本部・事務等整備等事業（PFI）によるところ

が増加要因と考えられる。引き続き、件数等の低減に努める。 

 

●調達情報について、所内掲示板への公告等に加えて、Web

公開を 100％実施した。また、取引業者に向けに入札情報の自

動配信サービスも活用し、潜在的供給者が入札情報を容易に

得られ、業者が応札可能性のある案件を潜在的供給者が見落

とさずにすむようにしている。これにより資料のダウンロード回

数や参加機会も多くなり関心の高さが維持されている。 

 

 

●新入職員向けにオリエンテーションや就業説明会等におい

て、仕様書作成時の留意事項や、官製談合等不正防止に関し

て注意・啓発を行った。また、事業所における研究連絡会議に

おいても啓発を行った。さらに、さらには、ｅ-ラーニングシステ

ムによる契約に関する研修や所内向けホームページ上で仕様

書作成時の留意事項を掲載して啓発等を行っているとともに、

要求元が作成した仕様書については事務部門においても、限

定的な記載内容とならないよう確認・指導を行った。 

 

●物品・役務においては従来より資格要件を緩和しているが、

入札参加資格がC等級以上であるものを、D等級まで引き下げ

た件数は 58 件、うち 24 件は複数者応札となり、18 件について

はＤ等級の者が落札した。このように下位等級者の競争参加

機会を増やすことで、競争性の改善効果があった 

 

●理研の規程で公告期間を定めており、暦日で 10 日の公告期

間を設けなければならないこととなっているが、公告期間を長く

確保するため、政府調達案件を除く入札において運用上これ

を、業務日で 10 日 を設けることとしており、その件数は 212 件

となっている。さらに業務日で 10 日超の日数を設けた件数は

1,897 件（計 2,109 件）であった。緊急性を理由に、規程で認めら

れる範囲内で公告期間を短縮した件数は 22 件であり、多くの

案件で公告期間をより長く確保した。 

 

●新規の単価契約や一括契約については、業務効率の向上に

つながるか検討した上で拡充に取組んでおり、単価契約として
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実施し、効果について検証 

 

・Web 調達の活用 

少額で購入頻度の高い消

耗品等の調達の単価契約

化及び研究室による発注

手続きの効率化に資する

ものとして、近年発達して

きた Web 調達が挙げられ

る。和光事業所における運

用で、研究室サイドの手 

間が軽減される等の確認

ができたことから、全所的

な展開を行う。 

 

・新たな随意契約方式導

入の検討 

特例随契の対象となる案

件比率と契約事務におけ

る業務負担を検証し、特例

随契導入について検討す

る。 

 

・発注権限の遵守 

緊急を要する場合等を除

いて契約担当部署からの

発注としたか 

理化学研究所においては

原則としてすべての発注

は契約担当部署から行っ

ている。緊急を要する場合

等には予め定められた「契

約担当役の代行者」が発

注を行えることとしている。 

 

・随意契約に関する内部

統制の確立 

契約審査委員会により、

3000 万円を以上の随意契

約希望案件については全

数を審査したか 

3000 万円未満のものにつ

いても、少額随意契約以

上で競争性のない随意契

約についてはメールでの

審査を実施したか 

 

・契約依頼者以外の契約

担当部署による納品確認

は、ＳＴＲ用試薬（筑波）など 18 件を、一括契約としては、神戸

第 1 地区および大阪地区で使用する電気受給契約を新たに実

施し、業務効率の向上に繋げた 

 

 

●Web 調達の全所展開に当たっては、企画競争を実施し、６つ

の運営事業者から応募があった。理研の規程に沿った形で

Web サイトから商品を購入できることや、Web サイトを通じて購

入した商品の購買データを理研の会計システムに取り込むこと

ができること等を条件とし、全所で購入実績がある商品を取り

扱っている複数のサイトと契約締結することができた。これまで

和光事業所において 180 の要求元で利用してきたが、全所展

開したことで、394 の要求元が利用するようになり、調達の簡素

化・効率化に寄与することができた 

 

 

 

 

●入札基準額以上の件数 3,084 件のうち、特例随契の対象件

数は 991 件で全体の 32.1％を占める。 

具体的に検討したところ、現行制度を前提とする場合、理研で

は調達期間に関して入札制度と特例随契とで殆ど差がなく、必

ずしも研究開発成果の早期発現等には繋がらない一方、導入

した場合、事務的な負担等が増える可能性が見込まれ。これら

課題解消の可能性も含め、引き続き関係機関と検討を行う。 

 

●会計規程等に沿った発注続きを徹底し、調達の適正化を図

り、全ての契約案件について契約担当部署から発注を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●入札基準額以上の競争性のない随意契約については、すべ

て契約審査委員会による事前審査により、会計規程等におい

て認めている事由との合規性の観点からその適否について審

査を受けた。 
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の徹底 

物品の納品にあたって、確

実に納品確認を行ったか 

 

・不祥事の発生の未然防

止・再発防止のための取

組 

事業所の契約担当部署間

の会議で共有すると伴に、

研究室へ周知したか 

 

【関連法人】 

・ 法人の特定の業務を独

占的に受託している関連

法人について、当該法人と

関連法人との関係が具体

的に明らかにされている

か。 

・ 当該関連法人との業務

委託の妥当性についての

評価が行われているか。 

・  関連法人に対する出

資、出えん、負担金等（以

下「出資等」という。）につ

いて、法人の政策目的を

踏まえた出資等の必要性

の 評 価 が 行 わ れ て い る

か。 

 

●会計規程等に沿った納品確認等の手続きを徹底することに

より、調達の適正化を図り、現在は全ての納品物について、契

約依頼者以外の契約担当部署による納品確認を実施してい

る。 

 

 

●研究費の不正使用防止に関し、新入職員オリエンテーション

や事業所の研究連絡会議等で研究費の正しい執行について周

知するとともに、e-Learning 研修を実施している。他法人におけ

る会計検査に関して情報収集を行い、改善すべき点について

は契約担当課の連絡会議で情報共有を行うと共に、必要に応

じ規程改正や要領を作成し、研究者も含め周知している。 

 

【関連法人の有無】 

●有（公益財団法人高輝度光科学研究センター）※以下、関連

法人が有る場合のみ記載。 

【当該法人との関係】 

●関連公益法人（独法会計基準第 129 2（2）（事業収入に占め

る割合が三分の一以上の公益法人等）に該当） 

【当該法人に対する業務委託の必要性、契約金額の妥当性】 

●経費削減や効率的な実施を目的に事業の一部を外部に委

託しており、「播磨地区大型放射光施設（SPring-8）運営支援業

務」について、一般競争入札を実施して公平性・透明性を確保

した上で契約を締結したもの。契約金額については、積算資料

など刊行物等による積算も参考としつつ予定価格を設定し、金

額の妥当性・適正性を確保した。 

【委託先の収支に占める再委託費の割合】 

●平成 30 年度契約金額（1,874 百万円）に対し、再委託費はな

かった 

【当該法人への出資等の必要性】 

●該当なし 

また、監事及び

会計監査人によ

る 監 査 に お い

て、入札・契約

の 適 正 な 実 施

について徹底的

なチェッ クを行

う。 

また、監事及び会

計監査人による監

査において、入札・

契約の適正な実施

について徹底的な

チェックを行う。 

加えて、適正な契

約 の 確 保 の た め

に、外部有識者を

含む契約監視委員

会による定期的な

契約の点検・見直

し を 受 け る と と も

に、契約に係る情

報についてウェブ

サイトに公表する。 

 ●外部有識者及び監事で構成される契約監視委員会を定期的

に行い、平成 30 年度調達等合理化計画の審議を含め契約案

件に係るリスト点検及び委員が任意で選定した個別案件につ

いて、担当契約部署からの説明、質疑応答を行い審議の後、

契約担当部署への講評を行った。 

審議概要は、理研ホームページで公表している。 

●契約監視委員会は、外部からの目により調達等合理化計

画及び個別契約案件に適切な意見等を行っており、契約業

務の適正化に関して効果的に機能していると評価する。 
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【Ⅲ】 財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置 

３．主な評価軸、業務実績及び自己評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 評定  B 

研究所は、予算

の効率的な執行

による経費の削

減に努めるとと

もに、受益者負

担の適正化にも

配慮しつつ、積

極的に、施設使

用料、寄付金、

特 許 実 施 料 等

の 自 己 収 入 や

競 争 的 資 金 等

の 外 部 資 金 の

確保や増加、活

用等に努める。 

   【業務実績総括】 

財源の多様化を図るとともに、予算を適切に執行し

た。具体的には以下のとおり。 

・ 予算については、業務運営に支障のないよう配

慮しつつ適切な執行を行った。 

・ 外部資金の確保については、公募情報の効果

的な周知など増加に向けた取組を実施した。 

・ 重要な財産の処分として、慎重な検討の上で海

外に設置した研究施設を計画どおり相手方に無償

譲渡した。 

・ 剰余金は平成３０年度は発生しなかった。 

・ 中長期目標期間を越える債務負担については

国が推進しているPFI事業の導入を実施し、費用を

抑制しつつ高い品質を確保すべく対応した。 

・ 目的積立金は文部科学大臣の承認を受けた上

で重点的に実施すべき研究開発へ充当した。 

 

重要財産の処分（海外に設置した研究施設の無償譲渡）をはじめ、適切な

業務遂行を通じて、着実に中長期計画が進捗していると判断できることか

ら、B 評定とする。 

 

１．事業に関する基本情報 

【Ⅲ－1】 予算（人件費見積を含む）、収支計画、資金計画  

 

３．主な評価軸、業務実績及び自己評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 

研究所は、予算

の効率的な執行

による経費の削

減に努めるとと

もに、受益者負

担の適正化にも

配慮しつつ、積

極的に、施設使

用料、寄付金、

特 許 実 施 料 等

の 自 己 収 入 や

（別紙での記載） （別紙での記載） ・予算を適切に執行し、財

務内容の改善が図られた

か 

【予算】 

【収支計画】 

【資金計画】 

 

【財務状況】 

（当期総利益（又は当期総

損失）） 

・ 当期総利益（又は当期

 

 

 

【予算】 

【収支計画】 

【資金計画】 

については、別紙参照。 

【財務状況】 

（当期総利益（又は当期総損失）の発生要因）） 

財務諸表の作成にあたり当期総利益の発生要因（構成）について

検証を行った結果、当期総利益の発生要因（構成）は、その大部

 

●順調に計画を遂行している。 
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競 争 的 資 金 等

の 外 部 資 金 の

確保や増加、活

用等に努める。 

総損失）の発生要因が明ら

かにされているか。 

・ また、当期総利益（又は

当期総損失）の発生要因

は法人の業務運営に問題

等 が あ る こ と に よ る も の

か。 

 

（利益剰余金（又は繰越欠

損金）） 

・ 利益剰余金が計上され

ている場合、国民生活及び

社会経済の安定等の公共

上の見地から実施されるこ

とが必要な業務を遂行する

という法人の性格に照らし

過大な利益となっていない

か。 

・ 繰越欠損金が計上され

ている場合、その解消計画

は妥当か。 

※解消計画がない場合 

・ 当該計画が策定されて

いない場合、未策定の理由

の妥当性について検証が

行われているか。さらに、

当該計画に従い解消が進

んでいるか。 

 

（運営費交付金債務） 

・ 当該年度に交付された

運営費交付金の当該年度

における未執行率が高い

場合、運営費交付金が未

執行となっている理由が明

らかにされているか。 

・ 運営費交付金債務（運

営費交付金の未執行）と業

務運営との関係について

の分析が行われているか。 

 

（溜まり金） 

・ いわゆる溜まり金の精査

において、運営費交付金債

務と欠損金等との相殺状

況に着目した洗い出しが行

われているか。 

分が自己収入により取得した固定資産の期間利益（残存簿価）で

あった。 

 

 

 

 

 

 

（利益剰余金） 

利益剰余金の構成要素は、当期総利益及び前中長期目標期間

繰越積立金等の残額であり、当期総利益の発生要因からも、過

大な利益となっていない。 

 

 

 

 

 

 

（繰越欠損金） 

該当なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（運営費交付金債務の未執行率（％）と未執行の理由） 

●業務運営に与える影響の分析 

平成 30 年度に交付された運営費交付金は、52,869 百万円(1)で

ある。このうち、平成 30 年度執行額は、47,795 百万円(2)であるた

め、平成 30 年度交付分の未執行額((3)=(1)-(2))は 5,074 百万円、

未執行率((3)/(1))は 9.6％であり、順調な執行であった。また、業

務運営への影響はなかった。 

 

 

 

 

 

（溜まり金の精査の状況） 

●溜まり金の国庫納付の状況 

運営費交付金債務と欠損金等の相殺により発生した溜まり金は

なかったが、承継資産の売却等に伴い発生した現金及び預金

2,546,334 円の留保が生じていたため、不要財産として決定し、う

ち、政府出資分 2,413,249 円を国庫納付した。 
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１．事業に関する基本情報 

【Ⅲ－2】 外部資金の確保  

 

３．主な評価軸、業務実績及び自己評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 

研究所は、予算

の効率的な執行

による経費の削

減に努めるとと

もに、受益者負

担の適正化にも

配慮しつつ、積

極的に、施設使

用料、寄付金、

特 許 実 施 料 等

の 自 己 収 入 や

競 争 的 資 金 等

の 外 部 資 金 の

確保や増加、活

用等に努める。 

外 部 資 金 の 獲 得

は、研究所の研究

者に新しいアイデア

や研究の目をもたら

すとともに、大学や

企業等と連携して

重要な社会・産業

の課題解決に向け

た研究開発を行うこ

とで、我が国のイノ

ベーション創出や世

界規模の課題の解

決に貢献することに

つながる。外部資金

を積極的に獲得す

るため、科学技術イ

ノベーション政策や

産業の動向把握に

努めるとともに、省

庁 や 公 的 研 究 機

関、企業や団体と

の意見交換等を通

じて、今後重点化す

べき取組や新たな

事業の提案を行う

等、一層の資金確

保に努める。 

外部資金を積極的

に獲得するため、科

学技術イノベーショ

ン政策や産業の動

向把握に努めるとと

もに、省庁や公的

研究機関、企業や

団体との意見交換

等を通じて、今後重

点化すべき取組や

新たな事業の提案

を行う等、一層の資

金確保に努める。 

・外部資金の一層の獲得を

推進したか 

●平成 30 年度は、2261 件・190 億円を新規に獲得した。外部資金

の一層の獲得を推進した結果、平成 29 年度に比して、非競争的

資金は減少したものの、競争的資金、若手研究者のスタートアッ

プ資金として貴重な原資となっている民間助成金、民間受託の獲

得額が増加した。 

 

外部資金の獲得にあたっては、下記３点を重点的に推進した。  

１） 外部資金獲得に関する情報の周知及び研究者の意識向上

のため、引き続き公募情報システムを活用した所内ホームペー

ジ・電子メールでの効果的な周知をした。 

２） 外部資金獲得に向けた若手支援のため、平成 30 年度も、科

研費の説明会（日本語及び英語）を実施した。説明会では、制度

変更に関する説明、種目別採択率等応募・採択に関するデータ紹

介、科研費の獲得経験を豊富に有する研究者による獲得のポイ

ント等についての講義及び Q&A セッションを設けている。また、大

型政府系受託資金の若手の獲得者による講演会を実施した。こ

の他、主な資金等について、戦略的な獲得に向け、各制度の公募

時期や募集要項配布時期に沿って列挙した一覧を冊子にして配

布した。 

３） 外部資金獲得の重要な位置づけとなっている、寄附金の受

入れ拡大のため、WEB 等での募集に、引き続き取り組んだ。 

 

以上の結果、平成 30 年度は 2,261 件・19,030 百万円（平成 29 年

度は 1,758 件・18,998 百万円）の外部資金を獲得した。 

 

●順調に計画を遂行していると評価する。 

 

１．事業に関する基本情報 

【Ⅲ－3】 短期借入金の限度額   

 

３．主な評価軸、業務実績及び自己評価 
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中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 

運 営 費 交 付 金

の債務残高につ

いても勘案しつ

つ予算を計画的

に執行する。 

短期借入金は 240 

億円を限度とする。 

想定される理由: 

・運営費交付金の

受入の遅延 

・受託業務に係る経

費の暫時立替等 

短期借入金は 240

億円を限度とする。 

想定される理由: 

・運営費交付金の

受入の遅延 

・受託業務に係る経

費の暫時立替等 

・ 短期借入金は有るか。

有る場合は、その額及び必

要性は適切か。 

 

●該当なし - 

 

１．事業に関する基本情報 

【Ⅲ－4】 不要財産又は、不要財産となることが見込まれる財産に関する計画   

 

３．主な評価軸、業務実績及び自己評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 

必要性がなくな

ったと認められ

る保有資産につ

いては適切に処

分するとともに、

重要な財産を譲

渡する場合は計

画的に進める。 

不要財産又は不要

財産となることが見

込まれる財産に関

する計画はない。 

不要財産又は不要

財産となることが見

込まれる財産に関

する計画はない。 

 

 

●第３期目標期間において発生した特殊法人から独立行政法人

に承継した借上住宅敷金の解約金並びに承継資産である機械装

置及び工具器具備品の売却により留保となった現金のうち、政府

出資分 2,413,249 円を国庫納付した。 

●溜まり金の精査等が適切に行われていると認める。 

 

１．事業に関する基本情報 

【Ⅲ－5】 重要な財産の処分・担保の計画  

 

３．主な評価軸、業務実績及び自己評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 

必要性がなくな

ったと認められ

る保有資産につ

いては適切に処

分するとともに、

重要な財産を譲

1990 年に締結した

研究協力協定に基

づく RAL におけるミ

ュオン研究は、中長

期目標期間中に終

了する予定であり、

1990 年に締結した

研究協力協定に基

づく RAL におけるミ

ュオン研究は、中長

期目標期間中に終

了する予定であり、

・ 重要な財産の処分に関

する計画は有るか。ある場

合は、計画に沿って順調 

に処分に向けた手続きが

進められているか。 

 

【重要な財産の処分に関する計画の有無及びその進捗状況】 

●1990年に締結した研究協力協定に基づく英国ラザフォード・アッ

プルトン研究所（RAL）におけるミュオン研究は、中長期目標期間

中に終了する予定であり、平成 30 年度に、建物を RAL に無償譲

渡した。 

 

●海外機関に設置した研究施設を計画どおり先方に無償譲

渡し、適切に重要財産の処分を実施したことを高く評価す

る。 
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渡する場合は計

画的に進める。 

建物を RAL に無償

譲渡する。 

平成 30 年度に、建

物を RAL に無償譲

渡する。 

 

【実物資産】 

（保有資産全般の見直し） 

・実物資産について、保有

の必要性、資産規模の適

切性、有効活用の可能性

等の観点からの法人にお

ける見直し状況及び結果

は適切か。 

・ 見直しの結果、処分等又

は有効活用を行うものとな

った場合は、その法人の取

組状況や進捗状況等は適

切か。 

・ 「勧告の方向性」や「独

立行政法人の事務・事業

の見直しの基本方針」等の

政府方針を踏まえて処分

等することとされた実物資

産について、法人の見直し

が適時適切に実施されて

いるか（取組状況や進捗状

況等は適切か）。 

 

（資産の運用・管理） 

・ 実物資産について、利用

状況が把握され、必要性等

が検証されているか。 

・ 実物資産の管理の効率

化及び自己収入の向上に

係 る 法 人 の 取 組 は 適 切

か。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【実物資産の保有状況】 

●リサイクルの推進により資産の有効活用を促進するとともに、

減損会計に係る調査及び現物確認調査を定期的に実施して資産

の利用状況の把握等に努めた。 

 

① 実物資産の名称と内容、規模 

●理研の実物資産には、「建物及び附属設備、構築物、土地」、

及び「建物及び附属設備、構築物、土地以外の資産」がある。「建

物及び附属設備、構築物、土地」は、各事業所等の土地、建物、

宿舎等が計上されており、「建物及び附属設備、構築物、土地以

外の資産」は「機械及び装置並びにその他の附属設備」及び「工

具、器具及び備品」が計上されている。 

 

② 保有の必要性（法人の任務・設置目的との整合性、任務を遂

行する手段としての有用性・有効性等） 

●実物資産の見直しについては、固定資産の減損に係る会計基

準に基づいて処理を行っており、減損またはその兆候の状況等を

調査し、その結果を適切に財務諸表に反映させている。このた

め、実物資産についてその保有の必要性が無くなっているものは

存在しない。 

 

③ 有効活用の可能性等の多寡 

●保有の必要性、資産規模の適切性、有効活用の可能性等の観

点からの法人における見直しの結果、既に各資産について有効

活用が行われており、問題点はない。 

 

④基本方針において既に個別に講ずべきとされた施設等以外の

建物、土地等の資産の利用実態の把握状況 

●不動産等管理事務取扱細則の規定に基づき、毎年度、財産管

理部暑（本部においては総務部、各事業所においては研究支援

部）が不動産等管理簿を作成し、資産の現況及び増減の状況を

明らかにしている。利用実態の把握等については、各研究支援部

にて利用実態、入居要望等を適宜確認し、建物利用委員会等で

必要に応じたスペースの利用計画案の策定を行っており、この計

画の承認並びに全所における重要な土地・建物利用に係る案件

については、施設委員会が、利用計画の把握・調整に加えて老朽

化対策等も勘案し、総合的な視点から審議している。 

 

⑤利用実態を踏まえた保有の必要性等の検証状況 

●減損会計に係る調査及び現物確認調査を実施し、資産の利用

状況の把握等に努めた。 

 

⑥ 実物資産の管理の効率化及び自己収入の向上に係る法人の

取組 

※維持管理経費や施設利用収入等の観点、アウトソーシング等

による管理業務の効率化及び利用拡大等による自己収入の向上

の観点から記載。 

●資産については、会計システムを用いて効率的に管理を行って

いる。また、理研は研究活動を目的として実物資産を取得。研究
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【金融資産】 

（保有資産全般の見直し） 

・ 金融資産について、保有

の必要性、事務・事業の目

的及び内容に照らした資産

規模は適切か。 

・ 資産の売却や国庫納付

等を行うものとなった場合

は、その法人の取組状況

や進捗状況等は適切か。 

 

（資産の運用・管理） 

・ 資金の運用状況は適切

か。 

・ 資金の運用体制の整備

状況は適切か。 

・ 資金の性格、運用方針

等の設定主体及び規定内

容を踏まえて、法人の責任

が十分に分析されている

か。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（債権の管理等） 

・ 貸付金、未収金等の債

権について、回収計画が策

定されているか。回収計画

が策定されていない場合、

その理由は妥当か。 

・ 回収計画の実施状況は

適切か。ⅰ）貸倒懸念債

権・破産更生債権等の金

額やその貸付金等残高に

占める割合が増加している

場合、ⅱ）計画と実績に差

がある場合の要因分析が

活動を通じて自己収入を得ているところであり、自己収入を主目

的とした実物資産を有していない。 

 

【金融資産の保有状況】 

① 金融資産の名称と内容、規模 

●金融資産の主なものは、現金及び預金であり、平成 30 年度末

において 33,248 百万円となっている。 

 

② 保有の必要性（事業目的を遂行する手段としての有用性・有

効性） 

●未払い金等のために保有しているものである。 

 

③ 資産の売却や国庫納付等を行うものとなった金融資産の有無 

●該当なし 

 

④ 金融資産の売却や国庫納付等の取組状況／進捗状況 

●該当なし 

 

【資金運用の実績】 

●金利政策の影響により定期預金を組むことができなかった。 

 

【資金運用の基本的方針（具体的な投資行動の意志決定主体、

運用に係る主務大臣・法人・運用委託先間の責任分担の考え方

等）の有無とその内容】 

●特に定めていない 

 

【資産構成及び運用実績を評価するための基準の有無とその内

容】 

●特に定めていない 

 

【資金の運用体制の整備状況】 

●該当なし 

 

【資金の運用に関する法人の責任の分析状況】 

●該当なし 

 

【貸付金・未収金等の債券と回収の実績】 

●該当なし 

 

【回収計画の有無とその内容（無い場合は、その理由）】 

●該当なし 

 

【回収計画の実施状況】 

●該当なし 

 

【貸付の審査及び回収率の向上に向けた取組】 

●該当なし 

 

【貸倒懸念債権・破産更生債権等の金額／貸付金等残高に占め
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行われているか。 

・ 回収状況等を踏まえ回

収計画の見直しの必要性

等の検討が行われている

か。 

る割合】 

●該当なし 

 

【回収計画の見直しの必要性等の検討の有無とその内容】 

●該当なし 

 

１．事業に関する基本情報 

【Ⅲ－6】 剰余金の使途 

 

３．主な評価軸、業務実績及び自己評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 

 

― 

決算において剰余

金が生じた場合の

使途は、以下の通

りとする。 

・重点的に実施す

べき研究開発に係

る経費 

・エネルギー対策に

係る経費 

・知的財産管理、技

術移転に係る経費 

・職員の資質の向

上に係る経費 

・研究環境の整備

に係る経費 

・広報に係る経費 

決算において剰余

金が生じた場合の

使途は、以下の通

りとする。 

・重点的に実施す

べき研究開発に係

る経費 

・エネルギー対策に

係る経費 

・知的財産管理、技

術移転に係る経費 

・職員の資質の向

上に係る経費 

・研究環境の整備

に係る経費 

・広報に係る経費 

・ 利益剰余金は有るか。

有る場合はその要因は適

切か。 

 

該当なし 

 

（第３期中長期に生じた剰余金については、【Ⅲ－8】積立金の使

途 を参照） 

 

― 

 

１．事業に関する基本情報 

【Ⅲ－7】 中長期目標期間を越える債務負担 

 

３．主な評価軸、業務実績及び自己評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 

 

― 

中長期目標期間を

超える債務負担に

中長期目標期間を

超える債務負担に

・ 中長期目標期間を超え

る債務負担は有るか。有る

【中長期目標期間を超える債務負担】 

 あり。 
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ついては、研究基

盤の整備等が中長

期目標期間を越え

る場合で、当該債

務負担行為の必要

性及び資金計画へ

の影響を勘案し合

理的と判断されるも

のについて行う。 

ＰＦＩ事業として下記

を実施する。 

（ＰＦＩ事業） 

・本部・事務棟整備

等事業 

ついては、研究基

盤の整備等が中長

期目標期間を越え

る場合で、当該債

務負担行為の必要

性及び資金計画へ

の影響を勘案し合

理的と判断されるも

のについて行う。 

PFI 事業として下記

を実施する。 

（PFI 事業） 

・本部・事務棟整備

等事業 

場合は、その理由は適切

か。 

【理由は適切か】 

 適切と考える。 

 

（本部・事務棟整備等事業の進捗状況） 

●本事業の範囲は、①本部・事務棟の建設、及び、②本部・事務

棟、既存施設等の維持管理であり、民間企業の持つノウハウを

大限に活用できるＰＦＩ事業では、約 15 年間に亘る長期契約により

費用を抑制し、高い品質を確保する。 

 

●民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する

法律（PFI法）の規定に基づく事業契約手続を当初予定どおり完了

した。 

 

●今年度、総合評価落札方式による一般競争入札を行い、学識

経験者等から構成する「理化学研究所本部・事務棟整備等事業

に係る審査委員会」において 優秀提案者を選定し、11 月 16 日

に基本協定の締結、12 月 13 日に事業契約を締結した。 

 

●事業契約締結後、本部・事務棟の設計業務に着手し、３月まで

に基本設計図書を完成した。  

 

 

 

 

●ＰＦＩ事業の特性である民間企業のノウハウを 大限に活用

するため、既存施設等の維持管理を事業に含め、長期契約に

より費用を抑制し、高い品質を確保できることを評価する。 

 

●国が推進している PFI 手法の導入を実施し、民間資金等の

活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律（PFI 法）

に則った適正な契約手続きと必要な情報の公表を行い、予定

とおりに事業を開始していることから、順調に計画を遂行して

いると評価する。 

 

●国立研究開発法人における PFI 事業の実績が数少ないこと

から、今回の事業が国立研究開発法人における PFI 事業のモ

デルケースになることが想定されることを高く評価する。 

 

 

１．事業に関する基本情報 

【Ⅲ－8】 積立金の使途 

 

３．主な評価軸、業務実績及び自己評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 

 

― 

前期中長期目標期

間の 終年度にお

いて、独立行政法

人通則法第 44 条

の処理を行ってな

お積立金があるとき

は、その額に相当

する金額のうち主

務大臣の承認を受

けた金額について、

以下のものに充て

る。（国立研究開発

法人理化学研究所

法に定める業務の

財源に充てる。） 

・中長期計画の剰

前中長期目標期間

の 終年度におい

て、独立行政法人

通則法第 44 条の処

理を行ってなお積

立金があるときは、

その額に相当する

金額のうち主務大

臣の承認を受けた

金額について、以

下のものに充てる。

（国立研究開発法

人理化学研究所法

に定める業務の財

源に充てる。） 

・中長期計画の剰

 

・積立金を適正に充当した

か 

 

・積立金の支出は有るか。

有る場合は、その使途は中

長期計画と整合している

か。 

●目的積立金については、第４期中長期目標期間への繰越金と

して主務大臣より承認を受けた 468 百万円に関して検討を行い、

中長期計画の剰余金の使途に規定されている重点的に実施すべ

き研究開発に係る経費として、以下に充当することを決定した。 

・人工アジュバントベクター研究加速(125 百万円) 

・超高磁場 NMR 開発に向けた基盤技術開発(300 百万円） 

 

●積立金の充当は適正であると認める。 
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余金の使途に規定

されている重点的

に実施すべき研究

開発に係る経費、エ

ネルギー対策に係

る経費、知的財産

管理・技術移転に

係る経費、職員の

資質の向上に係る

経費、研究環境の

整備に係る経費、

広報に係る経費 

・自己収入により取

得した固定資産の

未償却残高相当額

等に係る会計処理 

・前期中長期目標

期間に還付を受け

た消費税のうち、中

長期目標期間中に

発生する消費税の

支払 

余金の使途に規定

されている重点的

に実施すべき研究

開発に係る経費、エ

ネルギー対策に係

る経費、知的財産

管理・技術移転に

係る経費、職員の

資質の向上に係る

経費、研究環境の

整備に係る経費、

広報に係る経費 

・自己収入により取

得した固定資産の

未償却残高相当額

等に係る会計処理 

・前中長期目標期

間に還付を受けた

消費税のうち、中長

期目標期間中に発

生する消費税の支

払 
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【Ⅳ】 その他業務運営に関する重要事項 

３．主な評価軸、業務実績及び自己評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 評定  B 

    【業務実績総括】 

●研究開発法人の運営において重要な業務を着

実に進めた。具体的には、以下のとおり。 

・ 内部統制に関し、リスク対応計画により PDCA

サイクルを踏まえた業務改善を策定・実施し、研究

記録の管理について対処するなど具体的な改善を

つなげた。内部監査、監事監査についても着実に

業務を行った。 

・ 研究不正・研究費不正の防止に向けた取組、利

益相反に関する対応等を着実に実施した。 

・ 業務の安全の確保については、教育訓練を行う

など安全確保を着実に実施した。 

・ 情報セキュリティ基本方針などルール整備等の

対策を着実に実施した。また、情報セキュリティの

みならず研究データ管理やオープンサイエンスまで

含めた総合的な ICT 戦略を策定した。 

・ 老朽施設に係る長期修繕計の検討に着手した

ほか、本部・事務棟に係る PFI 事業を着実に進め、

当該施設の利用・環境等について検討を進めた。 

・ 優秀な人材の確保、研修による育成、クロスア

ポイントメントによる流動性向上等の措置を着実に

実施した。 

 
●以下のような顕著な取組事例等も含め、全体として業務運営の改善・効

率化に向けて着実な業務遂行がなされた。これらを総合的に勘案し、B 評

定とする。 

 

・リスク対応計画を通じた PDCA サイクルの具体化 

・情報セキュリティ強化を含む総合的な ICT 戦略の策定 

・本部・事務棟整備に係る PFI 事業 

・各研究機関で深刻な課題となりつつある老朽施設に係る長期修繕計画の

策定に向けた検討着手 等 

 

 

１．事業に関する基本情報 

【Ⅳ－1】 内部統制の充実・強化 

 

３．主な評価軸、業務実績及び自己評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 

内部統制につい

ては、「 独立行

政 法 人 の 業 務

の適正を確保す

るための体制等

内部統制の推進に

関する業務に関し

ては、各組織からの

内部統制の推進状

況等に関する報告

内部統制の推進に

関する業務に関し

ては、各組織からの

内部統制の推進状

況等に関する報告

 

（内部統制） 

・組織全体で取り組むべき

重要な課題（リスク）の把握

状況 

●平成 30 年度リスク対応計画は、前年度の対応状況及び内部

統制推進状況に関する報告や研究コンプライアンス本部による

各部署への聴取り等をもとに、全所的に取り組むべきリスクを

抽出するととともに、各部署で別途自主点検を行い、その個別リ

スクを抽出することにより、策定した。具体例として、研究データ

●研究所のミッション達成を阻害する課題（リスク）のうち、組

織全体として取組むべき重要なリスクと各部署における個別の

リスクを抽出した上で、リスク対応計画を策定して、リスクの防

止等に向けた対応を行ったことは、着実にリスク管理を踏まえ

た業務運営がなされたと高く評価する。 
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の 整 備 」 （ 平 成

26 年 11 月 28 日

付 け 総 務 省 行

政 管 理 局 長 通

知）等を踏まえ、

理事長のリーダ

ーシップのもと、

コンプライアンス

体制の実効性を

高めるとともに、

中長期的な視点

での監査計画に

基づき、監事と

の緊密な連携を

図り、組織的か

つ効率的な内部

監査の着実な実

施、監査結果の

効果的な活用等

により、内部統

制を充実・強化

する。 

特に、研究活動

等における不正

行 為 及 び 研 究

費 の 不 正 使 用

の 防 止 を 含 め

た、研究所のミ

ッション遂行の

阻害要因となる

リスクの評価や

分析、適切な対

応等を着実に進

める。 

を受け、必要に応じ

是正措置や再発防

止に取組む。また、

研究所の業務目的

の達成を阻害する

要因等であるリスク

に対する対応計画

を策定してこれを実

施し、その結果を分

析・評価してリスク

管理を行う。 

内部監査について

は、中期的な観点

での監査計画に基

づき、毎年の契約・

経理等会計部門に

加えて、センター毎

あるいはテーマ毎

等の内部監査を効

率的・効果的に実

施する。その他、監

事の実効性を確保

するための事務体

制を維持するととも

に、機動的かつ専

門性の高い監事監

査を実施できるよう

補 助 す る こ と に よ

り、監事機能の強

化を図る。 

を受け、必要に応じ

是正措置や再発防

止に取組む。また、

研究所の業務目的

の達成を阻害する

要因等であるリスク

に対する対応計画

を策定してこれを実

施し、その結果を分

析・評価してリスク

管理を行う。 

内部監査について

は、中期的な観点

での監査計画に基

づき、毎年の契約・

経理等会計部門に

加えて、センター毎

あるいはテーマ毎

等の内部監査を効

率的・効果的に実

施する。その他、監

事の実効性を確保

するための事務体

制を維持するととも

に、機動的かつ専

門性の高い監事監

査を実施できるよう

補 助 す る こ と に よ

り、監事機能の強

化を図る。 

 

・未達成項目（業務）につい

ての未達成要因の把握・分

析・対応状況 

 

・内部統制のリスクの把握

状況 

 

・内部統制のリスクが有る

場合、その対応計画の作

成・実行状況 

 

（監事監査） 

・監事監査において、法人

の長のマネジメントについ

て留意しているか。 

 

・監事監査において把握し

た改善点等について、必要

に応じ、法人の長、関係役

員に対し報告しているか。

その改善事項に対するそ

の 後 の 対 応 状 況 は 適 切

か。 

が速やかに確認できず、研究者が適切に説明責任を果たせな

いリスクが見出されたため、リスク対応計画への反映等の過程

を経て、研究記録の確認体制の改善につなげることができた。 

 

●各対応部署においてリスク対応計画を実施し、年度末には、

当該部署からリスク対応計画の実施状況の報告を求めた。この

結果、研究記録の管理について対処するなど具体的な是正を

図った。また、併せて内部統制推進責任者から内部統制推進状

況の報告を求めた。これらの報告状況等を踏まえ、次年度のリ

スク対応計画に反映させていく予定。 

 

●内部監査について 

中長期計画期間中における内部監査計画を策定し、これに基

づき平成 30 年度内部監査計画を作成し、監査を実施した。 

毎年の契約・経理等会計部門に加えて、センター毎あるいはテ

ーマ毎等の内部監査を書面監査、実地監査などにより効率的・

効果的に実施するとともに前年度改善措置要請した事項のフォ

ローアップを行い、対応状況の確認を行った。 

また、改善措置要請の該当部署だけでなく関連部署やその統

括部署の本部組織に横展開を図るなど、PDCA サイクルを踏ま

えた継続的な業務改善に資するように着実に実施した。 

 

●監事監査の補助について 

監事は、理事会議を初めとした重要会議への出席を通じて理事

長の運営方針を十分に把握しつつ、リスクアプローチに従って

年間の監事監査計画を策定し、期中監査及び期末監査を実施

した。期中監査で認識した課題については期末監査で改善に向

けた進捗状況を確実にフォローアップするとともに、担当理事と

面談して課題や進捗状況について問題意識の共有を図った。 

期中監査及び期末監査の結果については、理事長に報告して

意見交換を行うとともに、当該年度の監査報告書にまとめて理

事会議でも説明を行った。 

以上のとおり機動的かつ専門性の高い監事監査に対する補助

業務を実施し、効率的・効果的な監事監査の実施を確保した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●内部監査は、年度計画どおりに行われ、改善措置要請によ

り業務の適正かつ能率的な運営の確保に寄与していると評価

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

●監事監査の補助業務は、機動的かつ専門性の高い監事監

査の実現を支援し、監事機能の強化に資するものであると評

価する。 

 

１．事業に関する基本情報 

【Ⅳ－2】 法令遵守、倫理の保持 

 

３．主な評価軸、業務実績及び自己評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 

研 究 開 発 成 果

の社会還元とい

研究活動等におけ

る不正行為及び研

研究活動等におけ

る不正行為及び研

 

 

●研究室主宰者等の各研究室における研究上の不正防止に向

けた取組状況等の点検を行い、その結果を踏まえ、研究倫理教

●研究不正防止のためのアクションプラン等を踏まえつつ、

継続的に、不正防止のための取組を遂行するとともに、今
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うミッションの実

現にあたり、法

令 遵 守 や 倫 理

に対する意識を

高め、社会の中

で の 信 頼 の 確

保に努める。 

特に、研究活動

等における不正

行 為 及 び 研 究

費 の 不 正 使 用

の 防 止 に つ い

て、国が示した

「研究活動にお

ける不正行為へ

の 対 応 等 に 関

す る ガ イ ド ラ イ

ン」（平成 26 年８

月 26 日文部科

学大臣決定）等

の遵守を徹底す

るとともに、再発

防止のために研

究所が策定し実

施したアクション

プラン等を踏ま

えつつ、引き続

き適切な対応を

行う。さらに、研

究不正等に係る

研 究 者 等 の 意

識の向上や、研

究 不 正 等 の 防

止に向けた取組

の 社 会 へ の 発

信等を通じて、

他 の 研 究 機 関

の模範となる取

組を進める。 

究費の不正使用の

防止については、

国のガイドライン等

の遵守を図るべく、

再発防止のための

アクションプラン等

を踏まえつつ、健全

な研究活動の確保

に向けた適切な教

育を実施し、研究不

正等に係る研究者

等の意識の向上を

図る。また、論文の

信頼性を確保する

仕組みを適切に運

用する等の取組の

着実な実施を進め

る。さらに、研究不

正等の防止に向け

た取組等の社会へ

の発信等を行う。 

また、健全な職場

環境を確保するた

め、ハラスメント等

を起こさないための

教育を実施する。 

さらに通報、相談を

受ける窓口を研究

所内外に設置して

職 員 等 か ら の 通

報、相談に対して迅 

速かつ適正に対応

する。 

究費の不正使用の

防止については、

国のガイドライン等

を踏まえて策定した

規程等に基づき、

防止に関わる取組

を確実に実行する。

研究不正の防止に

ついては、研究倫

理に関する意識の

確認状況や研究記

録管理及び研究成

果発表に関する手

続きの履行状況等

の研究倫理教育責

任 者 に よ る 確 認

や、研究倫理教育

の受講の義務化等

を実行する。また、

研究不正の防止に

関わる取組及び研

究費不正使用の防

止に関わる取組に

ついては、ホームペ

ージにて発信する。 

また、健全な職場

環 境 の 確 保 に 向

け、ハラスメント等

を起こさないための

e-ラーニング、冊子

等による啓発活動

を行う。 

 

・研究不正、研究費不正、

倫理の保持、法令遵守等

についての対応状況 

 

育責任者が点検し、研究倫理教育統括責任者へ報告した。 

 

●平成 30 年９月に研究倫理教育責任者連絡会議を開催し、他

センター等での参考となるよう、センター等における具体的な取

組事例等を共有した。 

 

●平成 30 年 10 月から平成 31 年１月にかけて、研究倫理教育統

括責任者と研究倫理教育責任者との面談を実施し、各センター

等における研究倫理教育の実施状況等を把握した。 

 

●各センター等に配置された研究倫理教育責任者において、セ

ンター等（設置３年未満のセンター等は除外）毎に無作為に抽出

した計29研究室から発表された計58編（研究室あたり２編）の論

文に対し、研究記録が適切に保管されているかの確認を実施し

た。その結果、対象論文に関する実験データ等が適切に保管管

理されていること等が認められた。 

 

●研究倫理ｅラーニングを受講対象者が確実に受講完了するよ

う働きかけを継続した。当該研修の受講年度（入所時と、その後

５年毎）に該当しない者に対しても、研究倫理に関する冊子等を

参照しながら受講できる簡易な研究倫理確認テストを実施した。 

 

●平成 31 年２月に研究倫理セミナー「研究活動に必要な画像処

理技術」を開催し、配布資料を所内ホームページに掲載した。 

 

●新たに着任した者に対して、研究倫理教育等の研修リスト

（URL 情報を含む）をメール送信している。 

 

●無断引用防止に向けた対策として論文類似度検索ツールを導

入し、理研から発表する論文等について、引用表記の誤りや見

落としの防止の徹底を図っている。 

 

●公的研究費の不正使用防止のために定めた「不正防止計画」

に掲げる発生要因と対応する計画のモニタリングを各事業所長

が年度末に行い、研究コンプライアンス本部長に報告した。その

結果、全事業所で計画(対応)ができているほか、一部の事業所

ではセンターとの更なる意思疎通に努める旨の報告がなされた。 

 

●職員等の意識醸成を図るため、「研究リーダーのためのコンプ

ライアンスブック」の配付や「理研で働く人のためのコンプライア

ンスブック」を所内ホームページに掲載した。 

 

●通報・告発・相談窓口及び理研の「行動規範」の更なる周知の

ため、名刺サイズのカード（日・英併記、両面に印刷）を、新規に

入所した者へ配付している。 

 

●平成 30 年 11 月に、役員・センター長・事業所長等向けハラス

メント防止研修を実施した。また、次のステップとして、各センター

等管理職向けに、同様なハラスメント防止研修を企画中。 

年度は新たな取組として、研究倫理教育責任者による研究

記録管理に係る点検を行うなど、取組の実効性を確認して

いると認める。また、健全な職場環境の確保に向けた相談

対応や研修も着実に実施しており、順調に所期の計画を遂

行していると評価する。 
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― 加えて、産学官連

携活動等の推進環

境確保のため、役

職員の外部におけ

る活動と、理研にお

ける責任との利益

相反を審査し、適切

な利益相反マネジ

メントを行う。 

加えて、産学官連

携活動等の推進環

境確保のため、役

職員の外部におけ

る活動と、研究所に

おける責任との利

益相反を審査し、適

切な利益相反マネ

ジメントを行う。 

・利益相反についての対応

状況 

●平成 30 年度は、産学官連携活動等、ヒト由来の試料や情報

を取り扱う研究、被験者を対象とする研究および日本医療研究

開発機構事業等における研究に関する利益相反審査を行う委

員会を理研全体で 16 回開催した（基本はメール審査により実

施。委員会開催による審査の開催は１回）。審議内容に応じ、対

象となる活動等を行う役職員の外部における活動と、研究所に

おける責任等の切り分け及び疑義の解消を求め、適切に利益相

反マネジメントを行ったところ。 

●適切に利益相反審査を実施し、順調に計画を遂行してい

ると評価する。 

 

１．事業に関する基本情報 

【Ⅳ－3】 業務の安全の確保 

 

３．主な評価軸、業務実績及び自己評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 

業務の遂行にあ

たっては、安全

の 確 保 に 十 分

留意して行うこと

とし、業務の遂

行に伴う事故の

発生を事前に防

止し業務を安全

かつ円滑に推進

できるよう、法令

等に基づき、労

働 安 全 衛 生 管

理を徹底する。 

６． 

業務の遂行に当た

っては、法令を遵守

し、安全の確保に十

分に留意する。 

法 令 や 指 針 の 制

定・改正に適切に対

応するため、関係官

庁等からの速やか

な情報入手に努め

るとともに、職員等

の安全に係る資質

向上を図る。入手し

た情報については、

それらが研究遂行

に与える事項につ

いて検討を行い、研

究者への的確な情

報提供や必要に応

じた規程等の整備

等を行う。また、こ

れらの情報を教育

に取り入れることに

より安全の確保を

図る。 

・業務の安全確保に務めた

か 

 

●研究安全及び生命倫理に係る法令等に関する関係省庁等の

説明会等への参加により改正内容を含む 新情報を入手し、ま

た、安全管理業務遂行上必要となる国家資格等を取得するなど

各業務担当室員等の資質向上を図った。また、その情報や適

正な対応のため、全所的な情報共有や必要な検討を実施した。 

 

●法令遵守や安全確保等に関する情報について、ホームペー

ジ、周知文書等により適時に職員等に周知を行うことで、研究

活動及び付随する業務における安全確保を図った。 

 

●法令・指針改正等に基づき、所内規程等の改正や、実験及び

それに付随する管理対象物等に係る各種申請システムの効率

化・適正化のための改良を重ねるとともに、これらの情報の教

育訓練への反映等の取組を実施した。 

 

●当該教育訓練について、安全管理部署全体で、放射線（播磨

地区を除く）、化学安全等の研究安全に関し延べ 481 回、及び

播磨地区放射線教育訓練 4,148 回、動物実験、生命倫理及び

バイオセーフティ等の生物安全に関し延べ 629 回開催した。ま

た、研究活動拠点の多拠点化等に対応するため、教育コンテン

ツの e-ラーニングを進めた。 

●関連法令等に関する情報収集・共有や、教育訓練などの

資質向上の取組を適切に行いつつ、安全確保に関する業務

を着実に行ったと認める。 
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１．事業に関する基本情報 

【Ⅳ－4】 情報公開の推進 

 

３．主な評価軸、業務実績及び自己評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 

適正な業務運営

及び国民からの

信頼を確保する

ため、「 独立行

政 法 人 等 の 保

有する情報の公

開 に 関 す る 法

律」（平成 13 年

法律第 140 号）

に基づき、適切

かつ積極的に情

報 の 公 開 を 行

う。 

独立行政法人等の

保有する情報の公

開に関する法律（平

成 13 年法律第 140 

号）に基づき、情報

の一層の公開を図

る。 

独立行政法人等の

保有する情報の公

開に関する法律（平

成 13 年法律第 140

号）に定める「独立

行政法人等の保有

する情報の一層の

公開を図り、もって

独立行政法人等の

有するその諸活動

を国民に説明する

責務が全うされるよ

うにすること」を常に

意識し、積極的な情

報 提 供 を 行 う 。 特

に、契約業務及び

関連法人について

は、透明性を確保し

た情報の公開を行

う。 

・積極的な情報提供に向け

た取組状況 

●「独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律」に基

づき、平成 30 年度は、20 件（（うち１件は前年度からの継続案

件）の情報公開請求があり、うち全部開示２件、部分開示７件、

不開示 11 件の決定を行った。 

 

●所外向けホームページにおいて、「随意契約によることができ

る基準」、「競争性のない随意契約」に係る情報等契約に係る情

報を公開するとともに、関連法人との取引状況、関連法人への

再就職の状況を公開した。 

●法律等に基づき適切に情報公開を行っていると評価す

る。 

 

１．事業に関する基本情報 

【Ⅳ－5】 情報セキュリティの強化 

 

３．主な評価軸、業務実績及び自己評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 

サイバーセキュ

リティ基本法（平

成 26 年法律第

104 号）に基づき

策定された「政

情報セキュリティ強

化（特にサイバーセ

キュリティ対策）の

要請に応えるため、

研究部門と事務部

情報セキュリティ強

化（特にサイバーセ

キュリティ対策）の

要請に応えるため、

情報セキュリティ対

 

・情報セキュリティ対策を推

進し、研究活動を支えるＩＴ

環境を整備したか 

 

●政府機関の情報セキュリティ対策のための統一規範（平成 28

年 8 月サイバーセキュリティ戦略本部決定）を踏まえ、 高情報

セキュリティ責任者（CISO）の下、情報セキュリティ強化のため、

2018 年度情報セキュリティ対策推進計画を策定した。 

 

●喫緊の課題である情報セキュリティ対策の土台となる会議

体や体制および規程類などのルール整備および情報セキュ

リティ体制に対する外部監査や自己点検を通じて、情報セキ

ュリティ強化を積極的に進めた点を高く評価する。 
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府 機 関 等 の 情

報 セ キ ュ リ テ ィ

対策のための統

一 基 準 群 」 （ 平

成 28 年８月 31

日サイバーセキ

ュリティ戦略本

部決定）を踏ま

え、適切な対策

を講じるための

体制を強化する

とともに、これに

基づき情報セキ

ュ リ テ ィ 対 策 を

講じ、情報シス

テムに対するサ

イバー攻撃への

防御力を高める

など、外部から

の 攻 撃 や 内 部

からの情報漏え

いの防止に対す

る組織をあげた

対 応 能 力 の 強

化に取り組む。 

それらの対策の

実施状況を毎年

度把握するとと

もに、サイバー

セ キ ュ リ テ ィ 対

策 本 部 が 実 施

する監査におい

て指摘される課

題にも着実に対

応し、PDCA サ

イクルにより情

報 セ キ ュ リ テ ィ

対 策 の 不 断 の

改善を図る。 

門の情報セキュリテ

ィの確保及び情報

倫理の教育や遵守

に向けた活動を包

括的に対応する組

織を運営する。さら

に、サイバーセキュ

リティ対策等につい

て 新の技術に対

応しながら、セキュ

アな情報システム

基盤・情報環境を継

続的に運営し、研究

所の情報セキュリテ

ィを抜本的に強化

する。 

策を実施する体制

強化に注力し、情報

倫理の教育や遵守

に向けた活動を包

括的に対応する。ま

た、政府機関等の

情報セキュリティ対

策のための統一基

準群（平成 28 年 8

月 31 日サイバーセ

キ ュ リ テ ィ 戦 略 本

部）への対応状況を

把握するとともに、

内閣サイバーセキ

ュリティセンターが

実施する監査にお

いて指摘される課

題にも着実に対応

する。さらに、サイ

バーセキュリティ対

策等について 新

の技術に対応しな

がら、セキュアな情

報システム基盤・情

報環境を継続的に

運営し、研究所の

サイバーセキュリテ

ィ対応能力の強化

を進める。 

●CISO の総括の下に「情報セキュリティ対策規程」、「情報セキ

ュリティ基本方針」、「情報セキュリティインシデント対策チーム

細則」、「情報セキュリティ対策基準」を新たに策定し、研究所に

おける情報セキュリティ確保に関する基本的事項を定めた。 

 

●研究所の情報セキュリティに関する重要事項を審議する枠組

みとして、CISO を委員長、部門情報セキュリティ責任者等（全本

部長、全センター長、全事業所長他）を委員とする情報セキュリ

ティ委員会を設置・開催し、情報セキュリティ対策規程類等を決

定した。また、情報セキュリティ事案に対して機動的な対応を行

うために、情報セキュリティ部会を設置し、情報セキュリティに関

する詳細検討や審議を行った。 

 

●情報セキュリティ対策の実施状況や問題点の把握、改善方

法の助言及び指導をセキュリティレベル向上に資するため第三

者機関による情報セキュリティ外部監査を実施した。また前年

度、内閣サイバーセキュリティセンターが行ったマネジメント監

査のフォローアップにも対応し改善状況を報告した。 

 

●情報化統括責任者(CIO)の下、世界 高水準の情報環境の

構築を目指し、情報セキュリティ対策も含めた、研究所の中長

期の「ICT 戦略」を検討するため、情報化統合戦略会議を開催

し、戦略を決定した。 

 

●情報化統合戦略会議の下部組織として情報システム基盤の

整備・運営およびそれらを利用したサービス連携に関する事項

を理研内の多くの意見を踏まえて審議するために ICT 基盤整

備・サービス連携委員会を開催し、実務事案を審議した。なお、

ICT 戦略検討の材料として全研究所員への ICT 利用者アンケー

トを実施し、約 600 人からの回答を分析した。 

 

●ICT 基盤整備・サービス連携委員会の下部組織として研究環

境部会、情報基盤部会、研究データ部会を設置し、各専門議

題の検討を行った。これらにより次期スーパーコンピュータシ

ステムと理研ネットワークシステムの調達手続が開始し、閣議

決定された統合イノベーション戦略が求める、研究データ管

理、利用、公開に関する当研究所の基本方針の検討やオープ

ンサイエンスに係る組織体制の議論を全理研の情報系研究者

で議論して進めた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●「ICT 戦略」について、広く所内から意見を募りつつ、研究

所の将来の ICT 環境のあるべき姿を見すえて当該戦略を

作成した点を高く評価する。 

 

 

 

 

●情報関連事案の検討においては、各種専門部会を整備

し、具体的かつ実現に向けた議論を行う、各種施策を実施

するために、着実な活動を進めている点について評価す

る。また、オープンサイエンスを推進するための研究データ

の管理や公開の基本方針の策定作業や大規模なデータを

扱うための実施組織体制の検討・議論を全理研を対象に

行ったことは顕著な実績を挙げていると評価する。 
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１．事業に関する基本情報 

【Ⅳ－6】 施設及び設備に関する計画  

 

３．主な評価軸、業務実績及び自己評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 

将 来 の 研 究 の

発展と需要の長

期的展望に基づ

き、良好な研究

環境を維持する

た め 、 研 究 所

は、既存の研究

施 設 及 び 中 長

期 目 標 期 間 中

に整備される施

設の有効活用を

進めるとともに、

高経年化対策を

含め、施設・設

備 の 改 修 ・ 更

新・整備を計画

的に実施する。 

研究所における研

究開発業務の水準

の向上と世界トップ

レベルの研究開発

拠点としての発展を

図るため、常に良好

な 研 究 環 境 を 整

備、維持していくこ

とが必要である。そ

のため、既存の研

究施設及び中長期

目標期間中に整備

される施設・設備の

有効活用を進める

とともに、老朽化対

策を含め、施設・設

備の改修・更新・整

備を重点的・計画的

に実施する。なお、

中長期目標を達成

するために必要な

研究開発もしくは老

朽化により必要に

なる安全対策等に

対 応 し た 整 備 ・ 改

修・更新が追加され

ることがあり得る。 

研究所における研

究開発業務の水準

の向上と世界トップ

レベルの研究開発

拠点としての発展を

図るため、常に良好

な 研 究 環 境 を 整

備、維持していくこ

とが必要である。そ

のために、既存の

研究施設及び新た

に整備される施設・

設備の有効活用を

進めるとともに、老

朽化対策を含め、

施設・設備の改修・

更新・整備を計画的

に実施する。 

 

・施設・設備の有効活用を

図るとともに、適切な改修・

老朽化対策を実施したか 

 

【施設及び設備に関する計

画】 

・ 施設及び設備に関する

計画は有るか。有る場合

は、当該計画の進捗は順

調か 

 

【施設・設備の有効活用】 

●使用しなくなった動物施設を解体撤去するとともに、飼育動物

の変更を計画した施設では、必要な対応工事を実施するなど、

施設・設備の有効活用を推進した。 

 

【施設及び設備に関する適切な改修】 

●建築物、電気設備、空調設備、衛生設備の改修・老朽化対策

工事として、100 万円以上の代表的な工事だけで和光 72 件、筑

波 22 件、横浜 10 件、神戸 20 件、大阪４件、播磨 63 件実施し、

必要な機能保全を行った。 

 

●既存の施設・設備の改修・更新・整備については、老朽化対

策計画リストに基づき、施設委員会での優先度付けに基づいて

実施した。 

 

【施設及び設備に関する計画】 

●理研の全事業所を俯瞰した中長期的な予防保全等の計画を

策定するため、文部科学省 文教施設企画・防災施設部を訪問

して助言等を受けるとともに、施設マネジメントに関する先進的

な取組を行っている大学（東京工業大学、名古屋大学）に赴き、

意見交換・ヒアリングを行った。 

 

【PFI 事業】 

●ＰＦＩ事業で建設する本部・事務棟の利用及び働く環境を議論

し、マスタープランを策定するため、若手・中堅職員約 30 名によ

る 3 つのワーキンググループを組織し、それぞれ、部署配置、什

器整備、文書保管について報告書をとりまとめた。 

 

●適切に施設・設備の有効活用を実施し、着実に計画を遂

行している。また、PFI 事業の推進とともに、研究開発法人に

おける老朽施設の問題が顕在化しつつある中、理研全体

の、より長期的な予防保全等の検討に着手したことを高く評

価する。 
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１．事業に関する基本情報 

【Ⅳ－7】 人事に関する計画  

 

３．主な評価軸、業務実績及び自己評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸、指標等 業務実績 自己評価 

究 開 発 成 果 の

大 化 及 び 効

果 的 か つ 効 率

的な業務の実施

のため、任期付

職 員 の 任 期 の

見直しや無期雇

用 職 の 導 入 に

係る人事制度改

革を、流動性と

安定性のバラン

ス に 配 慮 し つ

つ、着実に進め

る。また、クロス

ア ポ イ ン ト 等 も

活用しつつ、多

様で優秀な人材

を確保するとと

もに、職員の能

力向上、適切な

評価・処遇によ

る職員の職務に

対するインセン

ティブ向上に努

める。 

業 務 運 営 の 効 率

的・効果的推進を図

るため、優秀な人材

の確保、専門的知

識を有する人材の

確保、適切な職員

の配置、職員の資

質の向上を図る。任

期制職員の活用や

クロスアポイントの

活用により研究者

の流動性の向上を

図り、研究の活性

化と効率的な推進

に努める。 

業 務 運 営 の 効 率

的・効果的推進を図

るため、優秀な人材

の確保、専門的知

識を有する人材の

確保、適切な職員

の配置、職員の資

質の向上を図る。任

期制職員の活用や

クロスアポイントの

活用により研究者

の流動性の向上を

図り、研究の活性

化と効率的な推進

に努める。 

・優秀な人材の確保、職員

の能力向上、インセンティ

ブ向上、任期付研究者等

の積極的活用が図れてい

るか 

 

【人事に関する計画】 

・ 人事に関する計画は有

るか。有る場合は、当該計

画の進捗は順調か。 

・ 人事管理は適切に行わ

れているか。 

 

・人事評価における目標設

定と達成状況 

 

●優秀な人材の確保等に関し、以下の取組を実施した。 

・常勤職員の採用は、公募を原則とし、特に研究者の公募に関

しては、海外の優秀な研究者の採用を目指し、新聞、理研ホー

ムページ、Nature 等主要な雑誌等に広く国内外に向けて人材

採用広告を掲載して、国際的に優れた当該分野の研究者を募

集する等、研究開発環境の活性化を図った。 

・第 3 期中長期目標期間において整備した無期雇用職の登用

制度により公募、選考を行い平成 30 年度は研究系管理職 21

名、研究系一般職 70 名、研究支援職員 120 名、事務系職員

130 名を登用した。 

・働き方の多様性を広げるため、任期制職員のうち５年の雇用

上限が設定されている職員への雇用上限の適用除外を導入す

るとともに、無期転換の申込をした場合は従事する業務が存在

する範囲において雇用を継続する「限定無期雇用職」を導入す

るための制度設計を行った。 

・クロスアポイントメント制度を活用し、平成 30 年度は 32 名のク

ロスアポイントを行った。 

・顕著な業績等を挙げた若手研究者・技術者を表彰する理研奨

励賞の別称を「桜舞賞」と命名し、前年度に続き寄附金を財源

に１件５万円の副賞の支給を実施した。平成 30 年度は合計 46

名に授与した。 

 

●職員の資質向上に関し、以下の取組を実施した。 

・全ての管理職に共通して必要なマネジメントの基本事項を網

羅した管理職 e ラーニング講座（倫理、労務管理、財務、知財、

安全管理、個人情報保護等）の受講徹底を図り、年度末時点で

97.7％が全科目を受講、確認テストに合格した。 

・研究不正防止に関する理解を深めるため、研究不正防止に係

る研修を外部講師から所内講師に変え理研の研究現場の実情

を踏まえた内容に改善・実施した。 

・語学研修は、常勤職員に加え、非常勤職員にも受講を促し、

合計で前年度に比べ１割以上多い 1,255 人（うち非常勤職員約

410 人）が受講するとともに、海外での短期語学研修に７名を派

遣した。海外大学の事務部門での実務体験を通じ、語学力に加

え、異文化での職務遂行能力向上を図るためオーストラリアの

大学における OJT 型語学研修を新たに開始し、約１か月、２名

●順調に計画を遂行している。 
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を派遣した。また、所内リソースを活用した語学研修として、理

研サマースクールでポスター発表を行う等の取組を行った。 

・職員のニーズを踏まえ、PowerPoint 基礎・応用、契約、英語論

文の書き方等に関する e ラーニング講座を開設した。 

・事務部門に対する研究不正やハラスメントの防止、服務等の

法令順守に関する研修、メンタルヘルスに関する研修等を実施

した。また、事務職員の夜間大学院での修学を支援し、平成 30

年度は４名が修学した。 

 

●流動性の向上（キャリア支援等）に関しては、以下の取組を行

った。 

・自己理解の促進及びキャリア支援の内容紹介を目的として、

その場で適性・適職診断を受けられるイベントを、事業所の健康

診断会場で開催し、結果のフィードバックを個別に行った。 

・入所時から将来を意識するよう、入所オリエンテーションで啓

蒙パンフレットや事例集を配布した。 

・キャリアのメールマガジン（毎月２回配信）では、所に寄せられ

る求人以外に、特に理研の人材の専門性・特性に合う求人やキ

ャリア関連イベントの情報を検索収集して提供した。 

・転出先の選択肢を広げるため、企業での研究開発業務の紹

介や、転身した理研出身者のいるメディカル・アフェアー求人を

持つ企業、アカデミアとベンチャー企業双方の経験者や、研究

派遣会社による説明会等を実施した。 

・外国人も参加可能な、人材紹介会社と面談できるイベントを引

き続き実施した。 

・応募書類の添削や面接リハーサル、模擬授業リハーサル、想

定問答の添削アドバイスなどを実施して、実践的な転身活動支

援に努めた。 

・入所時期、転出時期等それぞれに合わせたワークショップを

各事業所で実施した。 

 

●以上のほか、実労働時間把握に際して客観性を確保するた

め、所内ウェブ上での本人による打刻、入退出ログなどの客観

性を確保する方策について検討を実施した。 
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〈契約の状況〉                                        （H30 年度実績報告書別紙） 
 

 

1 平成 30 年度の理化学研究所の調達全体像 

 

 

                                                                  (単位：億円) 

 
平成 29 年度 平成 30 年度 比較増△減 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 

競争入札等 
2,387 

（ 75.9％） 

329 

（ 58.8％） 

2,328 

（ 75.5％） 

556 

（ 37.3％） 

△59 

（ △2.5％） 

227 

（ 69.0％） 

企画競争・公募 
76 

（  2.5％） 

10 

（ 1.7％） 

60 

（  1.9％） 

8 

（  0.5％） 

△16 

（△21.1％） 

△2 

（△20.0％） 

特例随意契約 
- 

（       ） 

- 

（       ） 

- 

（       ） 

- 

（       ） 

- 

（       ） 

- 

（       ） 

競争性のある契約（小計） 
2,463 

（ 78.4％） 

339 

（ 60.6％） 

2,388 

（ 77.4％） 

564 

（ 37.8％） 

△75 

（ △3.0％） 

225 

（  66.4％） 

競争性のない随意契約 
680 

（ 21.6％） 

221 

（ 39.4％） 

696 

（ 22.6％） 

930 

（ 62.2％） 

16 

（  2.4％） 

709 

（ 320.8％） 

合 計 
3,143 

（  100％） 

559 

（100％） 

3,084 

（100％） 

1,494 

（100％） 

△59 

（ △1.9％） 

935 

（ 167.3％） 

 

（注 1）計数は、それぞれ四捨五入しているため、合計において一致しない場合がある。 

（注 2）比較増△減の（ ）書きは、平成 30 年度の対 29 年度伸率である。 

（注 3）競争入札等には、競争入札を実施したが落札に至らず、交渉の結果随意契約としたものを含む。 
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2 平成 30 年度の理化学研究所の一者応札・応募状況   

 

    

      （単位:億円） 

 平成 29 年度 平成 30 年度 比較増△減 

２者以上 

件数 
658 

（  27.2％） 

487 

（  21.0％） 

△171 

（△26.0％） 

金額 
110 

（  35.4％） 

118 

（  24.5％） 

8 

（   7.3％） 

１者以下 

件数 
1,758 

（  72.8％） 

1,835 

（  79.0％） 

77 

（   4.4％） 

金額 
201 

（  64.6％） 

364 

（  75.5％） 

163 

（  81.1％） 

合 計 

件数 
2,416 

（   100％） 

2,322 

（   100％） 

△94 

（   △3.9％） 

金額 
311 

（   100％） 

482 

（   100％） 

171 

（   55.0％） 

 

（注 1）計数は、それぞれ四捨五入しているため、合計において一致しない場合がある。 

（注 2）合計欄は、競争契約（一般競争、指名競争、企画競争、公募）を行った計数である。 

（注 3）比較増△減の（ ）書きは、平成 30 年度の対 29 年度伸率である。 
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